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令和６年９月定例会　熊本県議会会議録　第１号（９月11日）

令和６年９月11日(水曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第１号

　　令和６年９月11日(水曜日)午前10時開会

　第１　会議録署名議員の指名

　第２　会期決定の件

　第３　知事提出議案の上程(第１号から第61号

　　まで)

　第４　知事の提案理由説明

　第５　議案に対する質疑(第41号から第61号ま

　　で)

　第６　決算特別委員会設置の件　事件の付託　

　　(第41号から第61号まで)　委員の選任

　第７　休会の件

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　会議録署名議員の指名

　日程第２　会期決定の件

　日程第３　知事提出議案の上程(第１号から第

　　61号まで)

　日程第４　知事の提案理由説明

　日程第５　議案に対する質疑(第41号から第61

　　号まで)

　日程第６　決算特別委員会設置の件　事件の付

　　託(第41号から第61号まで)　委員の選任

　日程第７　休会の件

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(49人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

決算特別委員会設置の件　事件の付託
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　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(なし)

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名

　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光戦略部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

事務局次長
兼総務課長

病 院 事 業
管 理 者

　　　　　　　　　　　　出　田　孝　一　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開会　開議

○議長(山口裕君)　ただいまから令和６年９月熊

本県議会定例会を開会いたします。

　これより本日の会議を開きます。

　　　　 ――――――――――――

　就任挨拶

○議長(山口裕君)　まず、去る６月定例会におい

て任命同意になりました公安委員会委員並びにさ

きの人事異動で就任されました商工労働部長か

ら、それぞれ挨拶の申出があっておりますので、

この際、これを許します。

　公安委員会委員宮尾千加子さん。

　　〔公安委員会委員宮尾千加子さん登壇〕

○公安委員会委員(宮尾千加子さん)　さきの６月

県議会で任命の御同意をいただき、このたび公安

委員を拝命いたしました宮尾千加子と申します。

公安委員２期目となりますが、今後とも県民視点

を大切に誠心誠意努めてまいります。引き続き御

指導、御助言等よろしくお願い申し上げます。

(拍手)

○議長(山口裕君)　商工労働部長上田哲也君。

　　〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　おはようございま

す。７月６日の人事異動で商工労働部長を拝命し

ました上田でございます。商工労働部局、長く務

めておりますので、その経験を十分に生かして、

人事委員会
委  員  長
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将来の熊本経済発展のために、精いっぱい頑張り

ます。議員各位の引き続きの御指導、御鞭撻のほ

どよろしくお願いいたします。(拍手)

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　会議録署名議員の指名

○議長(山口裕君)　次に、日程に従いまして、日

程第１、会議録署名議員の指名を行います。

　会議録署名議員は、会議規則第121条の規定に

より、末松直洋君、髙島和男君、増永慎一郎君、

以上３人を指名いたします。

　　　　 ――――――――――――

　日程第２　会期決定の件

○議長(山口裕君)　次に、日程第２、会期決定の

件を議題といたします。

　お諮りいたします。

　今期定例会の会期は、本日から10月４日までの

24日間といたしたいと思います。これに御異議あ

りませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、会期は本日から10月４日までの24日間とする

ことに決定いたしました。

　　　　 ――――――――――――

　日程第３　知事提出議案の上程(第１号から第

　　61号まで)

○議長(山口裕君)　次に、日程第３、知事提出議

案第１号から第61号までが提出されましたので、

これを一括して議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――

　第１号　令和６年度熊本県一般会計補正予算　

　　(第２号)

　第２号　令和６年度熊本県港湾整備事業特別会

　　計補正予算(第１号)

　第３号　令和６年度熊本県臨海工業用地造成事

　　業特別会計補正予算(第１号)

　第４号　令和６年度熊本県病院事業会計補正予

　　算(第１号)

　第５号　熊本県内部組織設置条例の一部を改正

　　する条例の制定について

　第６号　熊本県安心こども基金条例の一部を改

　　正する条例の制定について

　第７号　水質汚濁防止法第３条第３項の規定に

　　基づき排水基準を定める条例の一部を改正す

　　る条例の制定について

　第８号　熊本県控除対象特定非営利活動法人を

　　定める条例を廃止する条例の制定について

　第９号　熊本県中小企業融資制度の損失補償に

　　係る回収納付金を受け取る権利に関する条例

　　の一部を改正する条例の制定について

　第10号　財産の無償貸付けについて

　第11号　令和６年度農林水産関係の建設事業の

　　経費に対する市町村負担金(地方財政法関係)

　　について

　第12号　令和６年度県営土地改良事業の経費に

　　対する市町村負担金について

　第13号　令和６年度農地海岸保全事業及び漁港

　　海岸保全施設整備事業の経費に対する市町負

　　担金について

　第14号　令和６年度都市計画事業、港湾事業、

　　急傾斜地崩壊対策事業及び砂防事業の経費に

　　対する市町村負担金(地方財政法関係)につい

　　て

　第15号　令和６年度道路事業の経費に対する市

　　町村負担金について

　第16号　令和６年度海岸事業の経費に対する市

　　町負担金について

　第17号　令和６年度地すべり対策事業の経費に

　　対する市負担金について

　第18号　令和６年度流域下水道事業の経費に対

　　する市町村負担金について

　第１号　令和６年度熊本県一般会計補正予算
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　第19号　令和６年度市町村道過疎代行事業の経

　　費に対する市町負担金について

　第20号　工事請負契約の締結について

　第21号　工事請負契約の変更について

　第22号　工事請負契約の締結について

　第23号　工事請負契約の締結について

　第24号　専決処分の報告及び承認について

　第25号　専決処分の報告及び承認について

　第26号　専決処分の報告及び承認について

　第27号　専決処分の報告及び承認について

　第28号　専決処分の報告及び承認について

　第29号　専決処分の報告及び承認について

　第30号　専決処分の報告及び承認について

　第31号　専決処分の報告及び承認について

　第32号　専決処分の報告及び承認について

　第33号　専決処分の報告及び承認について

　第34号　専決処分の報告及び承認について

　第35号　専決処分の報告及び承認について

　第36号　専決処分の報告及び承認について

　第37号　専決処分の報告及び承認について

　第38号　専決処分の報告及び承認について

　第39号　専決処分の報告及び承認について

　第40号　専決処分の報告及び承認について

　第41号　令和５年度熊本県一般会計歳入歳出決

　　算の認定について

　第42号　令和５年度熊本県中小企業振興資金特

　　別会計歳入歳出決算の認定について

　第43号　令和５年度熊本県母子父子寡婦福祉資

　　金特別会計歳入歳出決算の認定について

　第44号　令和５年度熊本県収入証紙特別会計歳

　　入歳出決算の認定について

　第45号　令和５年度熊本県立高等学校実習資金

　　特別会計歳入歳出決算の認定について

　第46号　令和５年度熊本県港湾整備事業特別会

　　計歳入歳出決算の認定について

　第47号　令和５年度熊本県臨海工業用地造成事

　　業特別会計歳入歳出決算の認定について

　第48号　令和５年度熊本県用地先行取得事業特

　　別会計歳入歳出決算の認定について

　第49号　令和５年度熊本県育英資金等貸与特別

　　会計歳入歳出決算の認定について

　第50号　令和５年度熊本県林業改善資金特別会

　　計歳入歳出決算の認定について

　第51号　令和５年度熊本県沿岸漁業改善資金特

　　別会計歳入歳出決算の認定について

　第52号　令和５年度熊本県市町村振興資金貸付

　　事業特別会計歳入歳出決算の認定について

　第53号　令和５年度熊本県高度技術研究開発基

　　盤整備事業等特別会計歳入歳出決算の認定に

　　ついて

　第54号　令和５年度熊本県のチッソ株式会社に

　　対する貸付けに係る県債償還等特別会計歳入

　　歳出決算の認定について

　第55号　令和５年度熊本県公債管理特別会計歳

　　入歳出決算の認定について

　第56号　令和５年度熊本県国民健康保険事業特

　　別会計歳入歳出決算の認定について

　第57号　令和５年度熊本県病院事業会計利益の

　　処分及び決算の認定について

　第58号　令和５年度熊本県電気事業会計利益の

　　処分及び決算の認定について

　第59号　令和５年度熊本県工業用水道事業会計

　　決算の認定について

　第60号　令和５年度熊本県有料駐車場事業会計

　　利益の処分及び決算の認定について

　第61号　令和５年度熊本県流域下水道事業会計

　　決算の認定について

　報告第１号　専決処分の報告について

　報告第２号　専決処分の報告について

　報告第３号　専決処分の報告について
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　報告第４号　専決処分の報告について

　報告第５号　公立大学法人熊本県立大学の経営

　　状況を説明する書類の提出について

　報告第６号　公益財団法人熊本県立劇場の経営

　　状況を説明する書類の提出について

　報告第７号　天草エアライン株式会社の経営状

　　況を説明する書類の提出について

　報告第８号　豊肥本線高速鉄道保有株式会社の

　　経営状況を説明する書類の提出について

　報告第９号　肥薩おれんじ鉄道株式会社の経営

　　状況を説明する書類の提出について

　報告第10号　一般財団法人熊本さわやか長寿財

　　団の経営状況を説明する書類の提出について

　報告第11号　公益財団法人熊本県総合保健セン

　　ターの経営状況を説明する書類の提出につい

　　て

　報告第12号　公益財団法人熊本県移植医療推進

　　財団の経営状況を説明する書類の提出につい

　　て

　報告第13号　公益財団法人熊本県生活衛生営業

　　指導センターの経営状況を説明する書類の提

　　出について

　報告第14号　公益財団法人水俣・芦北地域振興

　　財団の経営状況を説明する書類の提出につい

　　て

　報告第15号　公益財団法人熊本県環境整備事業

　　団の経営状況を説明する書類の提出について

　報告第16号　一般財団法人熊本テルサの経営状

　　況を説明する書類の提出について

　報告第17号　公益財団法人熊本県雇用環境整備

　　協会の経営状況を説明する書類の提出につい

　　て

　報告第18号　希望の里ホンダ株式会社の経営状

　　況を説明する書類の提出について

　報告第19号　公益財団法人くまもと産業支援財

　　団の経営状況を説明する書類の提出について

　報告第20号　株式会社テクノインキュベーショ

　　ンセンターの経営状況を説明する書類の提出

　　について

　報告第21号　一般財団法人熊本県伝統工芸館の

　　経営状況を説明する書類の提出について

　報告第22号　一般社団法人熊本県野菜価格安定

　　資金協会の経営状況を説明する書類の提出に

　　ついて

　報告第23号　公益社団法人熊本県畜産協会の経

　　営状況を説明する書類の提出について

　報告第24号　公益財団法人熊本県農業公社の経

　　営状況を説明する書類の提出について

　報告第25号　公益社団法人熊本県林業公社の経

　　営状況を説明する書類の提出について

　報告第26号　公益財団法人熊本県林業従事者育

　　成基金の経営状況を説明する書類の提出につ

　　いて

　報告第27号　公益財団法人くまもと里海づくり

　　協会の経営状況を説明する書類の提出につい

　　て

　報告第28号　熊本県道路公社の経営状況を説明

　　する書類の提出について

　報告第29号　一般財団法人白川水源地域対策基

　　金の経営状況を説明する書類の提出について

　報告第30号　公益財団法人熊本県武道振興会の

　　経営状況を説明する書類の提出について

　報告第31号　公益財団法人熊本県暴力追放運動

　　推進センターの経営状況を説明する書類の提

　　出について

　報告第32号　熊本県における事務の的確・適正

　　な執行の確保に関する評価報告書の提出につ

　　いて

　報告第33号　令和５年度決算に基づく熊本県の

　　財政の健全化判断比率及び公営企業の資金不
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　　足比率の報告について

　報告第34号　公立大学法人熊本県立大学の令和

　　５年度における業務の実績に関する評価につ

　　いて

　報告第35号　公立大学法人熊本県立大学の第３

　　期中期目標の期間における業務の実績に関す

　　る評価について

　報告第36号　五木村振興計画に掲げる取組の進

　　捗状況の報告について

　報告第37号　歯科保健対策の推進に関する施策

　　の報告について

　報告第38号　地産地消の推進に関する施策の報

　　告について

　報告第39号　熊本県教育委員会の点検及び評価

　　報告書の提出について

　報告第40号　家庭教育支援の推進に関する施策

　　の報告について

　　　　 ――――――――――――

　日程第４　知事の提案理由説明

○議長(山口裕君)　次に、日程第４、ただいま議

題といたしました議案に対する知事の説明を求め

ます。

　知事木村敬君。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　今定例会に提出しております

議案の説明に先立ちまして、最近の県政の動向に

ついて御説明申し上げます。

　まず、台風第10号についてでございます。

　非常に強い台風第10号が九州に上陸し、暴風、

大雨を伴いながらゆっくりと進み、本県において

も猛威を振るいました。被害を受けられた方々

に、心から御見舞い申し上げます。

　県といたしましては、引き続き、被害状況の的

確な把握に努め、一日も早い復旧に努めてまいり

ます。

　また、これから本格的な台風シーズンを控える

中で、先月８日に発表された南海トラフ地震臨時

情報なども踏まえながら、市町村や関係機関等と

連携し、災害にしっかりと備えてまいります。

　次に、赤潮被害の状況、対応についてでござい

ます。

　八代海で発生しました赤潮により、14億円を超

える被害が生じております。令和３年度から４年

連続での発生となり、この４年間の被害総額は50

億円を超えるなど、養殖業者の経営に深刻な影響

を及ぼしております。

　このような状況にしっかりと寄り添いながら対

応すべく、７月には現場で直接養殖業者の訴えを

お聞きした上で、予備費などを活用した、へい死

魚処理や金融面の支援などの緊急対策を実施させ

ていただきました。

　並行して、同じく赤潮被害を受けている長崎

県、鹿児島県の両知事に呼びかけまして、国に対

し、養殖業者に対する支援の強化や赤潮発生のメ

カニズムの解明、予防対策の研究の推進などにつ

いて、３県合同で緊急要望を行いました。

　さらに、今定例会には、代替魚の購入ですとか

漁場環境保全活動に対する支援のための予算も提

案させていただいております。

　今後も、本県の養殖業者の希望の灯が消えるこ

とがないよう、必要な対策にしっかりと取り組ん

でまいります。

　次に、球磨川流域の緑の流域治水の推進につい

てでございます。

　８月24日に、国による球磨村渡地区遊水地事業

の着工式が行われ、私も出席してまいりました。

今後とも、国や流域市町村と連携し、住民の皆様

方の御理解をいただきながら、流域全体での総合

力で安心、安全を実現していけるよう、着実に取

組を進めてまいります。
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　また、五木村の振興につきましては、７月に、

国、県、村の３者で、振興計画を新たな流水型ダ

ムの建設を前提としたものへ改定いたしました。

８月には、村主催の行政座談会で、国、県、村か

ら村民の皆様へ計画改定について御説明し、御意

見を伺ってまいりました。

　相良村の振興についても、河川改修や新たな道

路、基幹林道に係る説明会で、今後の具体的な整

備スケジュールなどをお示しさせていただきまし

た。

　引き続き、両村と密に連携しながら、目に見え

る形で振興策を進めてまいります。

　次に、熊本都市圏の渋滞対策についてです。

　７月、８月と、熊本市とのトップ会談を行い、

県と熊本市で連携して取り組む渋滞対策の方向性

について合意いたしました。

　まず、短期的な対策として、県警とも連携し、

主要渋滞箇所を中心に、信号制御と連携した交差

点改良などを進めてまいります。このような取組

を、国や熊本市との連携をさらに強化して、推進

してまいります。また、今月には、通勤通学の

ピーク時間帯の交通量を減らすべく、県と熊本市

の職員が共に在宅勤務や時差出勤に取り組んでお

ります。

　さらに、抜本策となる中長期の道路ネットワー

ク整備についても、スピード感を持って進めてま

いります。

　引き続き、周辺自治体とも連携しながら、熊本

都市圏の渋滞解消に向け、取り組んでまいりま

す。

　次に、マニフェストの早期実行に向けた新たな

推進本部の設置などについてでございます。

　マニフェストの早期実行に向け、関係部局によ

る課題共有や連携体制を構築し、課題解決に向け

た取組を推進するため、渋滞解消、地下水保全、

こどもまんなか熊本の３つの推進本部に加え、今

定例会前に新たに２つの推進本部を設置いたしま

した。

　まず、８月に設置した「くまもとで働こう」推

進本部では、建設業や医療、福祉など県内産業に

おける人手不足が深刻になる中、各産業の人材育

成、確保を図るべく、県内定着や人材育成などの

対応策を検討、推進してまいります。

　９月に設置した熊本県外国人材との共生推進本

部では、県内における在留外国人数が過去最高と

なる中、多文化共生の推進とともに、外国人材か

ら選ばれる熊本を目指して、外国人材の確保と受

入れ環境の整備に取り組んでまいります。

　また、10月からは、庁内組織においても、今定

例会に関係条例案を提出させていただいておりま

す観光戦略部の改編による観光文化部の新設、食

のみやこ熊本県を創造するための食のみやこ推進

局、国際ビジネス戦略を強力に推進するための国

際・くまモン局などを設置する予定でございま

す。

　既に設置した各推進本部と庁内組織の体制強化

によりまして、くまもと新時代を県民の皆様とと

もにつくっていけるよう、スピード感を持ってマ

ニフェストに掲げた政策の実現に向けて邁進して

まいります。

　次に、台湾との交流拡大についてです。

　先月、知事として初めて台湾を訪問し、新竹サ

イエンスパークなどを視察するとともに、ＴＳＭ

Ｃ幹部の方と意見交換を行い、第３工場もぜひ本

県に検討いただきたい旨を要請しました。

　また、台湾との交流拡大に向けては、面会した

台湾当局関係者から、経済だけでなく、青少年や

文化などの様々な交流が、熊本と台湾の間でさら

に活発化していくことに対して、強い期待が示さ

れました。
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　なお、県内では、７月に、教育旅行として台湾

の中高生が尚絅中学、高校の生徒と文化交流を行

われ、熊本大学におかれては、台湾の大学と半導

体研究関連のシンポジウムを開催されておりま

す。

　また、アメリカンフットボールチームの九州熊

本マーベリックスやバスケットボールチームの熊

本ヴォルターズなどが台湾チームとの交流試合を

行うなど、スポーツ分野においても交流が進んで

おります。

　さらに、県では、先月、中國信託フィナンシャ

ルホールディングと、経済、観光、スポーツなど

の分野で交流を進める包括的連携協定を締結した

ところです。

　引き続き、様々な分野において台湾との交流が

進むよう、取組を進めてまいります。

　次に、防災推進国民大会2024及び「世界津波の

日」2024高校生サミットin熊本の開催についてで

ございます。

　防災推進国民大会2024は、防災に取り組む多様

な団体等が出展し、取組や知見を発信、共有する

日本最大級の防災イベントでございます。10月19

日から２日間、熊本で開催され、県内外から約

400団体が出展する予定です。入場は無料で、ど

なたでも参加できますので、広く県民の皆様に御

来場いただければと思っております。

　また、10月23日から２日間、｢世界津波の日」

2024高校生サミットin熊本が開催されます。世界

約40の国と地域から500名を超える高校生が熊本

に集い、防災、減災、創造的復興について議論を

いたします。熊本が経験した地震や豪雨災害の経

験、教訓を国内外に発信し、次世代に継承してい

く重要な機会になると考えております。

　次に、パリ2024オリンピック・パラリンピック

についてでございます。

　オリンピックでは10名の、そしてパラリンピッ

クでは６名の県関係選手が出場されました。これ

まで懸命に努力してこられ、大会において最後ま

で諦めることなく戦い抜かれた姿は、私たち県民

に多くの感動と勇気、希望や夢を与えていただき

ました。

　全ての選手、そして選手をサポートされた全て

の方々、また、そうした様々な形で応援いただい

た県民の皆様に、心から感謝を申し上げたいと思

います。

　続いて、今定例会に提案しております議案につ

いて御説明いたします。

　まず、一般会計補正予算は、災害復旧関連事業

や赤潮被害への対応、マニフェストの実現に向け

て取り組む事業などを計上しております。

　この結果、49億円の増額補正となり、これを現

計予算と合算いたしますと、8,610億円となりま

す。

　このほか、今定例会には、マニフェストに掲げ

た政策の早期実行に向け、観光戦略部を観光文化

部に改編するための熊本県内部組織設置条例の一

部を改正する条例など各種条例案件や決算の認定

なども併せて提案させていただいております。

　また、今会期中には、人事案件等についても追

加提案する予定です。

　これらの議案について、よろしく御審議くださ

るようお願い申し上げます。

　以上でございます。

 　　　 　――――――――――――

　日程第５　議案に対する質疑(第41号から第61

　　号まで)

○議長(山口裕君)　次に、日程第５、議案第41号

から第61号までにつきまして、一括して議題と

し、これに対する質疑を行いますが、ただいまま

で通告はありません。よって、質疑なしと認めま
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す。

　　　　 ――――――――――――

　日程第６　決算特別委員会設置の件　事件の付

　　託(第41号から第61号まで)　委員の選任

○議長(山口裕君)　次に、日程第６、決算特別委

員会設置の件を議題といたします。

　お諮りいたします。

　令和５年度各会計決算認定等審査のため、12人

の委員をもって構成する決算特別委員会を設置

し、これに議案第41号から第61号までを付託する

ことにいたしたいと思います。これに御異議あり

ませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、12人の委員をもって構成する決算特別委員会

を設置し、これに議案第41号から第61号までを付

託することに決定いたしました。

　お諮りいたします。

　ただいま設置されました決算特別委員会の委員

の選任については、委員会条例第５条第１項の規

定により、議席に配付の選任一覧表のとおり指名

いたしたいと思います。これに御異議ありません

か。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、決算特別委員は、議席に配付の選任一覧表の

とおり選任することに決定いたしました。

　　〔選任一覧表は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　日程第７　休会の件

○議長(山口裕君)　次に、日程第７、休会の件を

議題といたします。

　お諮りいたします。

　明12日、13日、17日及び18日は、議案調査のた

め、休会いたしたいと思います。これに御異議あ

りませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、明12日、13日、17日及び18日は休会すること

に決定いたしました。

　なお、14日から16日までは、県の休日のため、

休会であります。

　　　　 ――――――――――――

○議長(山口裕君)　以上で本日の日程は全部終了

いたしました。

　次の会議は、来る19日午前10時から開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第２号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午前10時16分散会





第 ２ 号 

（９月19日）
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令和６年９月19日(木曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第２号

　　令和６年９月19日(木曜日)午前10時開議

　第１　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　一般質問(議案に対する質疑並びに

　　県の一般事務について)

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(49人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(なし)

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名
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　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光戦略部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　城　内　智　昭　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○議長(山口裕君)　これより本日の会議を開きま

す。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　一般質問

○議長(山口裕君)　日程に従いまして、日程第

１、一般質問を行います。

　発言の通告があっておりますので、これより順

次質問を許します。

　なお、質問時間は１人60分以内の質疑応答であ

りますので、さよう御承知願います。

　坂田孝志君。

　　〔坂田孝志君登壇〕（拍手）

○坂田孝志君　皆さん、おはようございます。自

由民主党・八代市・郡区の坂田孝志でございま

す。９月定例会一般質問、先陣を切らせていただ

き、大変恐縮いたしておりますとともに、議員各

位に心から感謝を申し上げます。

　先月29日、台風10号が本県を襲いました。最悪

のコースで大変な被害が出ると覚悟しましたが、

予想より被害が少なく、胸をなでおろしたところ

であります。被災された方々に心からお見舞いを

申し上げます。

　ところで、今年の夏は暑かった。大変な猛暑で

ありました。加えて、スポーツのほうも熱かっ

た。パリ・オリンピックではメダル45個、パラリ

ンピックでも41個など、日本選手団は大変な活躍

でした。

　中でも、本県選手団、女子バレーの古賀選手、

フェンシング女子フルーレの菊池選手、バドミン

トン女子ダブルスのシダマツペア、男子マラソン

の赤﨑選手、パラのほうでも、競泳の富田選手、

車椅子ラグビーの島川、乗松両選手、女子車椅子

テニスの田中選手らの活躍は、県民に大きな夢と

希望、勇気と感動を与えてくれました。アスリー

トの皆さんのその一挙手一投足に心を打たれる思

いでありました。

　活躍されました全ての皆さんに、心からなる祝

福と御慰労、そして称賛の言葉を送り、通告に従

いまして質問に入らせていただきます。執行部の

熱い意のある答弁を期待申し上げます。

　まず初めに、食料安全保障上の観点から、農業

人事委員会
事 務 局 長

事務局次長
兼総務課長

病 院 事 業
管 理 者
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農村整備事業の推進についてお尋ねいたします。

　去る５月29日、食料安全保障の確保を基本理念

とする改正食料・農業・農村基本法が成立しまし

た。農政の憲法と称される基本法が、四半世紀を

経て初めて改正され、日本農業は大きな転換点を

迎えることとなりました。

　坂本哲志農林水産大臣は、農水省の使命は、食

料安全保障の確保であり、持続可能で強固な食料

供給基盤を構築することが急務であると、力強く

述べておられます。

　また、改正法において、防災、減災や既存施設

の老朽化への対応も視野に、農業水利施設等の整

備に加え、保全にも必要な施策を講ずることとす

ると、具体的に明記されました。

　全国の農業水利施設は、その半数が標準耐用年

数を超過しており、特に、用排水機場、水門な

ど、管理設備については、既に７割以上が標準耐

用年数を超過している状況であります。

　本県においても、排水機場168か所、取水堰144

か所、ため池2,309か所、基幹水路780キロメート

ルに及びますが、その多くが標準耐用年数を超過

し、その対策が急がれるところであります。

　そういう中にあって、八代平野地区におきまし

て、本年３月以降の豪雨により、大規模な災害が

立て続けに発生しました。

　１つは、球磨川遥拝頭首工の転倒堰取替え工事

中による仮締切り堰が大雨で流失するなど、取水

ができなくなる状態となりました。5,500ヘクタ

ールにも及ぶ広大な農地に水が届かないと大問題

となりましたが、九州農政局をはじめ関係機関の

方々が必死になって対応していただき、仮復旧対

応で何とかしのいでおります。

　もう一つは、八代平野に水を潤す不知火幹線水

路が、数日後の大雨により、並走している市道の

陥没とともに大きく傾き、継ぎ手が破損し、大き

な段差が生じ通水できなくなり、これまた関係者

の懸命な努力により仮応急手当てを施し、何とか

通水しておりますが、いつ壊れはしないかと気が

気でなりません。

　知事にも、発災後すぐさま現地の状況を視察し

ていただきましたが、被害の状況、大きさに驚愕

されると同時に、県としてもできるだけの手だて

を講じるとの力強い言葉をいただいたところであ

り、大変心強く受け止めているところでありま

す。

　現在、本復旧に向けて御検討いただいている状

況でありますが、八代の不知火幹線は、日奈久断

層帯の上を走っていることから、原形復旧するだ

けでなく、耐震対策を兼ね備えた整備が必要であ

ります。

　このような事案が発生している状況を考えたと

きに、全国で農業産出額が第５位を誇る食料生産

供給基地としての大きな役割を担っている本県に

おいて、今般、食料供給困難事態対策法も基本法

関連法として整備された今日、農地、農業用施設

の保全に向けて、より計画的、より安定的に、時

間的緊迫性も併せ持って事業を進捗させていかね

ばならないことを痛感いたしております。

　熊本農業を守る上で、農業農村整備事業の実施

により、潤沢な農産物を生産し、食料生産供給基

地としての役割を果たしていくことが最も重要な

ことかと考えますが、本県としてどのような取組

をなされているのか、今後どのような考えを持っ

て対処されようとしておられるのか、知事の御所

見を伺いたいと思います。

　続けて参ります。

　担い手対策の拡充について、とりわけ新規就農

者支援についてお尋ねいたします。

　県では、さきの６月議会において、新規就農者

支援について、就農時50代の県内居住者にも拡充
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することにより、親元就農を含めたさらなる新規

就農者の確保と定着を図るとして、中高年就農支

援事業として1,400万円が計上され、可決された

ところであります。

　それはそれとして、それなりの意味合いがあろ

うかと思いますが、しからば49歳以下はどうなの

かと調べたところ、国の制度で、49歳以下の者に

対して、新規就農者育成総合対策事業が、令和４

年度に制度設計が見直され、就農前支援、就農後

支援、雇用就農支援、研修農場支援など、国の手

厚い制度が構築されております。

　ところが、その中身を精査したところ、就農後

支援の経営開始資金、年150万円、最長３年間で

ございますが、この交付要件を見てみますと、経

営を継承する場合、いわゆる親元就農ですが、新

規参入者と同等の経営リスク、すなわち、新規作

物の導入などを負っていると当該市町村長に認め

られることとうたわれております。

　これはどういうことかといいますと、つまり、

親が現在作っている作物とは違う別の作物を作ら

なければ支援対象にならないということでありま

す。

　こんなことが親元就農でしょうか。学校を出た

ばかりの10代、20代そこらの若い子たちが、実践

経験もない者が、いきなり収益を上げられるよう

な農産物が取れますか。親のそばで親の仕事をじ

っと見て、親から教わりながら、それらを失敗を

繰り返しながら、栽培技術を習得して初めて一人

前になるんですよ。それをいきなり違う作物を作

れなんてできっこない。その間には、天変地異、

大きな自然災害もあるでしょう。素人がそういう

中に初めて農業をやる。これほど大きなリスクは

ないと思います。

　今こそ、国に先んじて県の独自の支援策を構築

し、親元就農支援とはこういうものだということ

を国に訴えるべきだと考えます。

　親元就農支援の親と同じ作物を対象とする考え

は持ち合わせておられないのか。そして、この制

度矛盾を国にぶつけるべきだと考えますが、いか

がでしょうか。

　知事は、担い手対策として、後継者育成に力を

入れたい、新規就農者の確保も大事だが、親元就

農にもしっかり対策が行くようにしたいと報道機

関にも答えておられ、さきの６月議会でも「熊本

県の農業政策の要諦は、担い手対策にある」と明

言されました。その知事の率直なお考えをお聞か

せいただきたいと思います。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　坂田議員から農政の推進につ

いて御質問いただきました。

　まず、台風第10号について、開会日にも申し上

げましたが、被害に遭われた皆様に心からお見舞

いを申し上げたいと思います。

　まず、農業農村整備の推進についてからお答え

申し上げます。

　熊本県の農畜産業は、農家の皆様のたゆまぬ努

力によって、多彩な農畜産物を生産し、日本の食

料安全保障の一翼を担い続けております。その中

で、生産の基盤である農地、農業用施設は大変重

要な役割を果たしております。

　特に排水機場は、農地の保全に加え、流域の県

民50万人の生命、財産の保護にも大きく寄与して

おります。しかしながら、その多くは、耐用年数

を超えるなど、老朽化が進行しています。

　また、近年は、議員御指摘いただきました集中

豪雨なども増加しており、排水能力の強化を望む

声も寄せられております。

　今後も農業者の減少が見込まれる中、施設管理

者の負担軽減に向けて、ＩＣＴを活用した省力化

を推進していくことが重要です。こうした対策を
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着実に推進するためには、安定的に予算を確保し

ていくことが必要と認識しており、国にしっかり

と財源確保を求めてまいります。

　全国有数の農業生産県として、持続可能で強固

な生産基盤の確立に向け、引き続き、関係機関と

一体となって地域のニーズを的確に捉え、水利施

設の計画的な更新や長寿命化対策を一層推進し、

農業農村整備に取り組んでまいります。

　次に、担い手対策の拡充についてお答え申し上

げます。

　議員御指摘いただきましたとおり、私は、熊本

県の農業政策の要諦は担い手対策にあると考え、

県では、今後の担い手対策を検討するため、先

般、大規模なアンケート調査に着手しました。

　その中で、親元就農者は地域への愛着が強く、

地域の担い手として高い志を持っていること、ま

た、親から引き継いだ経営基盤が、その後の安定

した農業経営につながっていることなどから、改

めて親元就農の重要性を認識することができまし

た。

　議員御指摘の経営開始資金については、新規就

農者の初期の不安定な収入を補う、言わば生活支

援でございます。ただし、親元就農の場合、新規

作物の導入など、経営の発展に資する新たな取組

が求められていると考えます。

　しかし、熊本県は、多彩な地形や気候などの自

然環境を生かして、各地域ごとにそれぞれ産地が

形成されており、代々栽培されてきた作物と異な

る新たな作物の導入は、新規就農者にとって全く

現実的でないと考えております。

　また、担い手の減少に歯止めがかからないこと

や、先ほど先生がおっしゃいましたように、自然

が相手の厳しい産業でもあることから、親元就農

や新規参入により区分することのない一律の支援

が必要だと私も感じており、経営開始資金の制度

の見直しについて、今後も国に強く訴えてまいり

ます。

　さらに、県においても、先ほど申し上げました

アンケート結果を踏まえて、親元就農を含めた担

い手確保の取組の強化に向けて、関係機関一体と

なり、あらゆる視点から具体的な施策をしっかり

と検討してまいります。

　今後も、日本の食料安全保障の中核を担い、全

国の食卓に熊本の食を届けられるよう、さきに御

答弁申し上げた農業農村整備の計画的な推進とと

もに、担い手の確保と育成に全力で取り組んでま

いります。

　以上でございます。

　　〔坂田孝志君登壇〕

○坂田孝志君　農業農村整備事業については、農

業用水利施設の確実な整備に向けて、今後とも、

計画的、安定的に事業推進が図られますよう、精

力的な取組を熱望いたします。

　担い手対策については、知事も、来月の組織再

編の中で、担い手の確保、育成を強化するべく担

い手支援課を新設し、殊さら強力に推し進めると

されております。御期待申し上げたいと思いま

す。

　また、農水省の昨年度の項目ごとの政策評価に

おいても、49歳以下の農業従事者数は、最終目標

数40万人に対して、21万5,000人の実績となって

おり、目標数と大きく乖離しているのが実態であ

ります。本家本元の親元就農への対策が不十分で

あることの証左であろうと思います。

　国への善処を求めるよう強く要望し、次の質問

に入らせていただきます。

　続きまして、ＴＳＭＣの波及効果をより広く、

より大きくとの観点から、熊本におけるサイエン

スパークの創設についてお伺いいたします。

　昨年の５月、坂本哲志衆議院議員を団長とし
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て、台湾のＴＳＭＣ本社を訪問しました。知事

も、先月訪問されましたので、内容はよく御存じ

のことと思います。

　台湾・新竹市の新竹サイエンスパークの中に立

地しておりましたが、そのサイエンスパークの広

さにまず驚きました。全体で面積が1,471ヘクタ

ール。私の住む千丁町が、1,000町、1,000ヘクタ

ールであります。そこから千丁町となっておりま

すが、町１個分を超える面積がパークとなってお

りました。1980年に整備され、621社の企業が進

出し、このうち半導体関連企業が191社あり、17

万6,000人もの従業員の方々が働いておられま

す。

　運営主体は、台湾政府の新竹サイエンスパーク

管理局となっており、優秀な人材や高い技術によ

るハイテク産業の発展を図ることとしており、新

たな企業がスタートアップしようとする場合に

は、管理局が主体となって資金面を支援し、土地

についても、サイエンスパーク内の土地を準備し

て、起業化につながる手厚い支援を行うなど、す

ばらしいシステムが構築されておりました。

　パーク周辺には、清華大や陽明交通大のほか、

７つの国立研究所が立地し、多くの学生が学び、

卒業後は、研究員として、また、企業の幹部候補

として活躍するなど、まさに産官学が理想的な形

で一体となって、新たな産業を興しながら、台湾

政府にも貢献する姿が、そこに存在しておりまし

た。

　私が、このような形のものが、熊本のＪＡＳＭ

を拠点として整備されれば、それこそ九州の新生

シリコンアイランド構想の中核となり得るのでは

ないかと直感的に感じ、同行していただいた参議

院議員の松村先生に話しかけたところ、先生も同

調され、国の経産省のほうもそういう考え方を持

ってますよ、県から声を上げて一緒に取り組むべ

きですよとおっしゃいました。

　帰国後、当時の蒲島知事にもサイエンスパーク

のことを話しますと、同様の考えを持ち合わせて

おられ、東大ともいろいろと協議を重ねている旨

の話をいただきました。

　県内には、セミコンテクノパーク、テクノ・リ

サーチパーク、菊池テクノパーク、ＵＸイノベー

ションハブ、ソニーをはじめとする半導体サプラ

イチェーンの企業群があります。

　また、熊大も、台湾の陽明交通大と半導体ナノ

テクノロジー分野で教育・研究強化に関する協定

を締結。東海大、崇城大もあります。高専の熊

本、八代の両キャンパスの存在も大きいものと思

います。八代の県営工業団地整備、水俣や大津の

半導体関連教育、研修を手がける民間企業の存在

も見逃せません。

　さらには、九州などの知事や経済界で構成され

る九州地域戦略会議からも、大学や研究機関が連

携するイノベーションマルチハブ構想も打ち出さ

れておられます。

　今年２月には、ＴＳＭＣも第２工場の立地が決

まり、第３工場についても、このたび知事が直接

要請されておられます。

　さらに、台湾政府の郭経済部長の九州での半導

体産業製造園区、サイエンスパークを設置する計

画も浮上しております。

　また、先日の報道で、台湾国家発展委員会の劉

主任委員の台湾企業支援拠点を熊本にとの発言も

あっております。加えて、三井不動産によるサイ

エンスパーク構想も聞き及んでおります。

　知事、まさに千載一遇のビッグチャンスであろ

うかと考えます。国も台湾政府も乗り気です。

　菊陽町や大津町、合志市などのＴＳＭＣ工場周

辺にとどまらず、県内に立地するテクノパークな

どの工業団地や大学や高専などの教育・研究施設
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等を有機的につなぎ、熊本全体を俯瞰してのくま

もと版サイエンスパーク構想を推し進めるべきだ

と考えますが、いかがでしょうか。知事の率直か

つ大胆なお考えをお聞かせいただきたいと思いま

す。

　続けて、県営八代工業団地の整備についてお尋

ねいたします。

　昨年の12月議会において、我が党の前川会長の

質問に対して、当時の蒲島知事は、ＴＳＭＣ進出

の効果を全県に広げることは、蒲島県政の重要な

使命である、そのため、南九州の拠点を目指す八

代地域での県営工業団地整備の検討に着手する、

一日も早い分譲開始を目指し、全庁を挙げて取り

組んでまいると、極めて明快で積極果敢な答弁を

されました。私ども八代市民は、もろ手を挙げて

喝采し、喜びに沸いたところであります。

　しかし、あれから９か月余りが過ぎましたが、

いまだ全容が見えず、具体的な整備箇所が示され

ないため、八代市民は、今や遅しと、どこに、ど

れくらいの、どんなものができるだろうかと気を

もんでおります。

　既に八代外港の工業用地は満杯となり、内陸型

の工業団地を進めるべく、八代市も取り組んでお

られましたが、このたびの表明がありましたの

で、これまで八代市が候補地として選定をしてお

りました内容を全て県に提供し、県に全面的に協

力するということになりました。ゆえに、県の果

たすべき役割は極めて重たいものであろうと感じ

ております。

　八代には、水深14メーター岸壁や22万トン級の

クルーズ船が寄港可能な貿易港である八代港、九

州新幹線の新八代駅、九州縦貫自動車道、南九州

西回り高速道など、これからも発展が見込める交

通結節点があり、そのポテンシャルは極めて高い

ものであり、進出企業にも大変大きなメリットが

派生するものと考えております。

　一方で、他県でも、福岡県の新大牟田駅産業団

地8.1ヘクタール、新松山臨海工業団地30ヘクタ

ール、佐賀県の鳥栖市サザン鳥栖クロスパーク34

ヘクタールなどの様々な企業立地の受皿づくりが

進められております。本県においては、こうした

動きに遅れることなく、時期を逸しないようスピ

ード感を持って取り組むことが必要であります。

　また、半導体の後工程企業の進出のうわさもさ

さやかれております。日本の経済安全保障の面か

らも、半導体の製造までの全工程を国内で整備す

ることは極めて重要であります。

　また、ＴＳＭＣの第２工場が決定したことで、

サプライヤーの本県進出が具体的に動き出したと

の話も聞き及んでいます。

　今後整備される八代地域の工業団地には、こう

した企業立地を積極的に取り組むことも期待する

ところであり、そのことが、九州シリコンアイラ

ンド構想の一翼を担い、くまもと版サイエンスパ

ークの範疇にも位置づけられるものではないかと

推察いたします。

　そこで、多くの八代市民やあまたの県南の人々

が待ち望む県営八代工業団地の整備の進捗状況に

ついて、知事にお尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　まず、熊本におけるサイエン

スパークの創設についてお答えいたします。

　半導体関連産業は、長年熊本県の産業の柱でご

ざいましたが、近年の国の経済安全保障政策を受

け、ＪＡＳＭの県内誘致が行われ、さらに第２工

場の建設が決定するなど、半導体関連産業の集積

が県内で着実に進んでおります。

　私は、熊本の将来の発展のためには、企業の集

積だけではなく、もう一歩踏み込んだまちづくり

が必要であると考え、マニフェストにくまもと版
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サイエンスパーク構想の推進を掲げさせていただ

きました。

　そして、その実現のためには、自ら先進事例を

学ぶ必要があると思い、先月の台湾訪問時に、議

員御紹介いただきました新竹サイエンスパークを

私も視察させていただきました。

　サイエンスパーク管理局からは、企業支援の取

組やパークの運営管理手法を学びまして、隣接す

る工業技術研究院や陽明交通大学では、産学連携

や人材育成について意見交換を行い、台湾の産業

振興に関する先進的な取組について、多くの知見

を得ることができました。

　ただ、台湾と日本では法制度が異なります。ま

た、この40年以上も時間かけて政府主導で広大な

土地を確保した台湾のような手法は、なかなか我

が国では困難であることから、同様の目的を達成

するためには、本県独自のサイエンスパークを検

討すべきと考えに至ったところでございます。

　具体的なエリアとして注目したのが、既に半導

体企業が集積するセミコンテクノパーク周辺でご

ざいます。このエリア周辺では、県の菊池工業団

地、そして菊陽町が行おうとしております豊肥本

線沿いの土地区画整理事業、大津町の工業団地整

備などの動きがあります。

　ただ、そうした動きと連携して、まずは、一つ

にまとまった工業団地を開発するというのではな

くて、必要な機能を分担、連携して、このエリア

を核として展開することができないかと、現在の

ところ考えております。

　このエリアの強みを生かして、半導体関連企業

に加えて、他産業の企業であるとか、大学、研究

機関などが立地することで、さらなる産学連携が

進み、人材育成も含めた相乗効果が生まれるよう

なまちづくりを目指したいと考えております。

　その実現には、産学官金が連携した取組が不可

欠であり、まずは、県や関係市町、企業、有識者

と議論を始めているところでございます。

　また、金融面でも、地元金融機関が台湾の金融

機関と協調して金融支援を行う動きが始まってい

ます。

　こうした動きが顕在化していくことで、台湾の

サプライヤーのさらなる進出も期待され、地場企

業のビジネス拡大にもつながるものと考えており

ます。

　今後、産業インフラの整備が進むことで、サイ

エンスパークの取組が、議員御指摘のように、県

内全域に広がっていくような、夢のある取組につ

なげていきたいと考えております。

　引き続き、関係者と議論を重ね、くまもと版サ

イエンスパークの実現に向けた検討を進めてまい

ります。

　次に、八代地域における県営工業団地について

お答え申し上げます。

　ＴＳＭＣ効果を全県に広げていくことは、極め

て重要なミッションです。私は、企業進出の受皿

となる八代地域での工業団地の整備が、このミッ

ションを県南地域で実現するための中核となる取

組であると考えております。

　八代市は、当初、独自に工業団地を整備するた

めに、候補地の適地調査を実施されていました。

昨年12月の本会議において、県が八代地域での県

営工業団地の整備方針を発表したことを受けまし

て、４月には、八代市が県に調査結果を御提供い

ただくとともに、県営工業団地の整備を全面的に

支援する旨を表明していただきました。

　県としては、可能な限り早急に候補地を選定す

べく、八代市の適地調査の結果を最大限活用した

上で、用排水ですとか電力の確保など、さらに踏

み込んだ検討作業をこれまで行ってまいりまし

た。



－ 19 －

令和６年９月定例会　熊本県議会会議録　第２号（９月19日）

　その結果、市内陸部において、約25ヘクタール

の工業団地を整備することとし、近く、整備箇所

などを公表した上で、基本設計や地元への事業説

明に入りたいと考えております。

　また、分譲開始時期についても、令和10年度を

目標としておりますが、企業の旺盛な投資意欲を

逃すことがないように、進出希望企業との間で造

成前に仮契約を結ぶといった手法を採用するな

ど、着実に企業の立地につなげる取組を検討して

まいります。

　このように、企業進出の受皿づくりを確実に進

めるとともに、八代地域のポテンシャルを生かし

た食品関連企業ですとか、議員御指摘の半導体関

連企業など、地元の雇用の確保や地域の活力につ

ながる企業を積極的に誘致してまいりたいと考え

ております。

　県南地域の振興は、私に課せられた最大の使命

です。このプロジェクトを成功に導けるよう、八

代市をはじめ関係機関と連携し、一体となり、私

自身が先頭に立って、スピード感を持って進めて

まいります。

　以上でございます。

　　〔坂田孝志君登壇〕

○坂田孝志君　ただいま知事より、くまもと版サ

イエンスパーク構想の実現に向けて検討を進める

との前向きで力強い御答弁をいただきました。一

方で、この件については、非常にデリケートな側

面もあろうかと思います。各関係機関、各業界と

も信頼を損なうことがないよう、緊密に連携を深

めながら、慎重かつ綿密に取り組んでいかれるこ

とを願っております。

　八代工業団地の整備については、25ヘクタール

の面積で市内内陸部にということで、詳細は述べ

られませんでしたが、不動産投機の誘発を避けね

ばならないということで了といたします。

　また、造成前でも仮契約などで企業の進出を大

幅に前倒しするということは、非常に画期的な取

組だと思います。

　事業が遅滞することなく、スピード感を持って

対処されることを期待申し上げ、次の質問に入ら

せていただきます。

　続きまして、こどもまんなか熊本を標榜する多

子世帯子育て支援事業についてお尋ねいたしま

す。

　知事は、就任後間もなく、重要課題解決に向け

た推進本部の一つとして、それぞれの希望に応じ

て、安心して結婚、出産、子育てでき、子供、若

者がきらきら輝く熊本を実現すべく、｢こどもま

んなか熊本」推進本部を立ち上げられました。

　その政策推進に当たり、こども未来創造会議を

設け、子供、若者、子育て世代、保育、教育の現

場で働く方々の当事者、関係者より、子供・子育

て施策について意見聴取を行い、こどもまんなか

熊本・実現計画案を策定するとされております。

　その子育ての現場の第一線で活躍しておられま

す熊本県保育協会より、少子化対策につながる保

護者負担軽減のため、国に先駆けて、３歳未満児

の保育料の無償化をお願いしたいとの要望が、第

１番目に挙げられております。これは、大変重た

い、極めて重要な御意見であろうと受け止めてお

ります。

　この保育料軽減について、これまでの歴史を遡

ってみますと、当時の県の保育料施策は、子供が

３人以上の世帯で、３人とも保育園に在園の場

合、第３子の保育料を無償化とするものでありま

した。これによりますと、０歳ないし５歳児まで

でありますので、年子で生まれるかなど、極めて

限られた世帯しか該当しない窮屈な制度となって

おりました。

　小生が本議会から離れ、八代市長を仰せつかっ
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た折に、早速この問題に取り組みました。

　施策として、第１子、第２子が保育園に在園だ

ろうが、卒園し小学生、中学生、高校生であって

も第３子が保育園に在園しておれば、その第３子

の保育料を無償化する制度改正を、県に先駆け

て、県内市町村で最初に取り組みました。

　その後、各市町村も随時行われるようになり、

これに県も同調され、この制度が定着し、現在、

市町村が、３歳未満で第３子以降の子供の保育料

を無料化する多子世帯子育て支援事業として、県

より２分の１の補助を行うこととなったのであり

ます。それから20年近くの年月がたとうとしてお

ります。

　少子化と言われて久しいですが、子供の令和５

年出生数、全国72万7,277人、熊本県が１万1,189

人であり、ともに過去最低。子供の合計特殊出生

率も、全国1.20、熊本県1.47、何と東京では0.99

となってしまいました。2070年には、日本の総人

口が8,700万人まで落ち込むとの推計も出ており

ます。少子化問題は、まさに深刻な状況となって

しまいました。

　子供は未来の宝です。国家存続の礎でありま

す。国も、このままでは立ち行かないと、やっと

重い腰を上げ、こどもまんなか社会を打ち立てら

れ、こども家庭庁を設置し、所管大臣も置き、本

腰を入れて少子化対策に取り組んでおられます。

　この子育て費用の軽減の大きな課題として、医

療費の軽減、保育料の軽減が重くのしかかってお

ります。

　医療費については、さきの令和５年２月議会に

おいて、通院は小学校就学前まで、入院は中学３

年生まで、県として市町村に２分の１の補助を行

う支援策の拡充が講じられ、親御さんからも、大

変助かっていますとの声が寄せられております。

　もう一方の保育料の問題。現在３歳以上は全て

無償化となっておりますが、国の制度は、３歳未

満の第２子は半額、第３子は第１子が在園の場合

のみ第３子は無料となっており、完全無償化には

程遠い状況であります。

　全国では、秋田、山形、富山、長野、兵庫、島

根の６県は第１子から、北海道、岩手、茨城、東

京、石川、福井、山梨、和歌山、鳥取、山口、大

分の11都道県は第２子から無償化に取り組んでお

られます。

　既に、県内の市町村でも、八代市、氷川町、芦

北町、美里町、南関町、産山村、高森町、水上

村、五木村、球磨村、錦町、天草市、苓北町の13

の自治体は、独自の施策として第１子からの無償

化に取り組んでおられます。

　八代市のこども未来課の担当の方も、県からの

医療費助成の拡充がきっかけとなって、保育料無

償化につながったとおっしゃっていました。保護

者の方々からも、大変ありがたい、これで安心し

て仕事に行けます、子育てしやすくなった、もう

１人産みたいと思ってますとの声が多数届いてお

ります。

　知事、いかがでしょうか。あなたが分かりやす

い好きな言葉に、やってみなはれ、熊本弁のやっ

てみなっせの精神で、職員には、リスクを恐れ

ず、挑戦し続けることを求めるとおっしゃってお

られますが、担当部局に検討させてみてはどうで

しょうか。議論を始めてはどうでしょうか。それ

なりの財源は必要かと思いますが、将来県が営々

として繁栄し続けられることを考えれば、それは

決して無駄な投資ではないと思います。将来を展

望して先手で施策を打っていくことは、為政者と

して最も重要な事柄と考えます。

　全国津々浦々を巡られ、地方の実態をつぶさに

把握し、日本一伸び代がある熊本県と豪語してお

られる木村知事の御所見を伺いたいと思います。
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　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　こどもまんなか熊本について

は、県政の最重要課題の一つに位置づける取組を

進めており、こどもまんなか熊本・実現計画を今

年度中に策定することとしております。

　その計画の中間整理を今定例会中の常任委員会

において御報告申し上げると聞いておりますが、

引き続き、今後開催予定のこども未来創造会議な

どにおいて、子供から大人まで幅広い年代の県民

の皆様の御意見を伺うこととしております。

　御質問の保育料につきましては、現在、国は、

全ての３歳児から５歳児を無償化の対象としてい

ます。加えて、０歳から２歳児のうち、就学前ま

での範囲で、３人以上の兄弟がいる世帯の３番目

以降の保育料を無料にしております。

　本県は、議員御指摘いただいたとおり、独自の

支援策として、国が対象としている就学前までを

18歳未満までに基準を引き上げ、支援の拡充を図

っております。

　また、子供医療費の助成につきましては、県に

おいて、それまで４歳未満を対象としていたもの

を、昨年度、令和５年度から、通院を就学前ま

で、入院を中学校３年生まで拡大させていただい

たところでございます。

　今般、国では、こども未来戦略の加速化プラン

として、今年度から３年間で3.6兆円に及ぶ支援

を実施することとしております。その中には、児

童手当について、所得制限をなくした上で、支給

対象を従来の中学生までから高校生年代までとし

て、第３子以降の支給額を1.5万円から３万円ま

で大幅に増額するなどの措置が行われることとな

っています。

　このように、多子世帯等への経済的な支援につ

いては、国、県、市町村が連携しながら取組を進

めてきた経緯がございます。

　県では、国に先んじて、多子世帯支援としての

独自の取組を進めてきましたが、国全体として、

少子化に歯止めがかかっていない現状を踏まえる

と、福祉、医療における経済的な支援について

は、地域間で差が出ないよう、国が全国一律に行

うべき状況にあると私は考えております。

　現在行われておられます自由民主党の総裁選や

立憲民主党の代表選でも、子供、子育てについ

て、幅広く議論が交わされております。

　これまでも、全国知事会や県の独自活動の中

で、国として実現するように要望を続けてきまし

たが、こどもまんなか熊本を実現するために、今

後とも強力に働きかけてまいります。

　また、知事就任後の７月から、直接県民の皆様

と対話するお出かけ知事室を各地で開催し、その

中では、やはり子育て支援に関する声を数多くい

ただいております。その重要性を再認識している

ところでございます。

　今後、やっぱり県として来年度に向けた具体的

な政策を検討していく段階になりますが、子供や

子育て世帯に対する施策については、どの分野に

重点化し、いつから取り組むのか、これらの点に

ついて、新しい政権の動向も注視しながら、全庁

的に議論を重ねてまいりたいと考えております。

　くまもと新時代を共創していく上で、今後どの

ように県政のかじ取りをしていくのか。これまで

以上に私自身現場に出向き、弱き声、小さき声も

含めてしっかりと耳を傾け、こどもまんなかに向

けた今後の県政の方向性とその方策をしっかりと

検討してまいります。

　以上でございます。

　　〔坂田孝志君登壇〕

○坂田孝志君　私は、まずは第２子からでも取り

組んでいけたらいいと思います。まずは議論を始

めていただきたいと、このように思っておりま
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す。そうして、国が３分の１、県が３分の１、地

方自治体が３分の１と、そういう負担とする理想

的な姿が構築されるよう、その制度の創設に向け

て、国に対して強く訴えていく必要があろうと、

そう思っております。

　また、政令市は県と対等な関係である以上、現

行の支援事業については、熊本市が独自の方向で

行うよう進めるべきだと考えます。そうすること

により、県負担分が大幅に削減されます。

　善処方を御期待申し上げ、次の質問に入らせて

いただきます。

　続きまして、大地震に備える住宅の耐震化対策

の拡充についてお尋ねいたします。

　本年の１月１日、能登半島において、最大震度

７の大地震が発生し、甚大な被害となりました。

半島という地形的なハンデにより、救援救助活

動、救援物資の搬入、復旧・復興支援が思うまま

にいかず大幅に遅れ、いまだ上水道さえも復旧し

ていない地域、倒壊家屋もそのままの状態が続い

ております。一日も早い復旧、復興が進みますこ

とを心から願っております。

　能登半島地震直後の悲惨な状況が何回となく報

道があっており、その映像で、倒れた家屋と倒れ

ずに残った家屋が映し出されておりましたが、そ

の中で、平成12年施行の現行基準で建築された住

宅はほぼ倒壊せず、被害も少なかったとの内容で

ありました。

　スクリーンを御覧ください。(資料を示す)

　この木造住宅の耐震基準については、年代別に

大きく３つに区分されます。

　まず、昭和56年以前の旧耐震基準、宮城県沖地

震を受けて昭和56年に施行された新耐震基準、そ

の後、阪神・淡路大震災後の平成12年に施行され

た現行基準となっております。

　今回の能登半島地震を日本建築学会の方々が詳

しく調査され、６月にその速報が示されましたと

ころ、平成12年施行の現行基準に基づく建物は、

全壊と半壊が合わせて１割未満にとどまり、被害

がなかった住宅が７割近くに上っておりました。

一方、昭和56年以降に施行された新耐震基準の住

宅は、４棟に１棟が全壊となり、それ以前の旧耐

震基準では、全壊した住宅が５割近くに達してお

りました。

　これらからも明らかなように、全壊や半壊など

の大きな被害は、平成12年施行の現行基準の建物

は少なく、古い耐震基準に集中しており、被害の

大小に大きな違いがあることが判明しました。

　私は、本県が現在進めている熊本地震後の耐震

診断、耐震対策が、昭和56年以前に着工されたも

のが補助要件となっていることに、新耐震基準の

適用から40年以上も経過しているので、耐震性を

確保するためには、平成12年施行の現行基準に満

たないものも適用すべきと主張し、県に再三申し

入れてまいりました。

　そうして、今回の能登半島地震の住宅の被災状

況が判明しましたので、県に対して再度、どうし

てこの現行基準に満たないものを最初から補助要

件としなかったのかを問いただしましたところ、

担当部局から、耐震改修促進法というものがあ

り、その中で、新耐震基準以前の住宅が、耐震性

が明らかでないものとしていることから、本県の

耐震対策も、これを対象としている旨の説明を受

け、愕然としました。すなわち、旧耐震基準の住

宅を対象とするということにしたことでありま

す。

　なぜ現行基準を用いようとされなかったのか。

能登半島地震の調査結果から見ても明らかなよう

に、理解に苦しむところであります。このままで

は、明らかに不十分であり、県民の命と暮らしは

守れません。
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　県として、このたびやっと、今議会において、

新たに耐震対策の補助対策を、これまでの昭和56

年以前の旧耐震基準から、平成12年施行の現行基

準に満たない住宅へと繰り上げられ、その支援の

拡充を図られようとしておられます。

　あれほど国の方針をかたくなに堅持していたも

のを、今回見直されることになった経緯、あるい

はその根拠についてお聞かせいただきたいと思い

ます。

　あわせて、その拡充策の具体的な内容につい

て、また、県民に対してどのように周知されよう

としておられるのか、亀崎副知事にお伺いしたい

と思います。

　　〔副知事亀崎直隆君登壇〕

○副知事(亀崎直隆君)　まず、見直しの経緯につ

いてお答えいたします。

　県におきましては、国の方針に即して、昭和56

年以前の旧耐震基準に基づく住宅などの耐震性を

向上させるため、平成19年度から、市町村と連携

し、地震に対する安全性を評価する耐震診断事業

を実施してきました。

　その後、熊本地震を契機に、平成29年度から

は、耐震診断のみならず、耐震改修なども行う住

宅耐震化支援事業を開始し、耐震化の推進に注力

をしてまいりました。

　さらに、能登半島地震での住宅の被害状況か

ら、新耐震基準に基づく住宅の耐震性能の向上も

重要と考え、国の被害状況の調査結果を注視して

きました。あわせて、市町村へのヒアリングを行

い、きめ細かな支援となるよう、地域の実情の把

握にも努めてまいりました。

　本年６月には、議員御紹介のとおり、日本建築

学会の調査結果で、平成12年施行の現行基準を満

たさない新耐震基準の住宅におきましても、約25

％もの住宅が全壊しているとの報告がございまし

た。

　加えて、市町村へのヒアリングでは、高齢世帯

の費用負担や市町村の財源確保など、耐震化の推

進に関する課題も明らかになりました。

　このため、支援対象を現行基準を満たさない住

宅に拡大するなど支援策を拡充し、より重点的に

耐震化を促進することとし、そのための予算を今

定例会に提案しております。

　次に、拡充策の具体的な内容ですが、支援対象

の拡大に加えまして、早期に住宅の耐震化が進む

よう、一定期間住宅所有者への補助額を増額する

ものでございます。

　例えば、高齢世帯などの所有者には、現在の最

大100万円の補助を最大150万円に増額し、所有者

の負担割合は、５分の１から最大７分の１に軽減

されます。さらに、事業主体である市町村の負担

も、補助額の２分の１から最大３分の１に軽減さ

れることになります。

　最後に、県民に対する周知についてお答えいた

します。

　住宅耐震化の推進に当たりましては、県民意識

の向上が重要と考えております。このため、新聞

やラジオ、市町村広報なども活用し、関係機関や

団体と連携しまして、丁寧な説明と周知を行って

まいります。また、大規模地震の発生が予想され

る断層周辺や耐震化率の低い地域については、耐

震対策講演会も開催することとしております。

　これからも、県民の皆様が安心して豊かに暮ら

し続けることができるよう、引き続き市町村と連

携して、住宅耐震化の取組を迅速かつ確実に進め

てまいります。

　　〔坂田孝志君登壇〕

○坂田孝志君　県南には、日奈久断層帯が走って

おります。学者の見解では、マグニチュード７ク

ラスの地震の起こる確率は、極めて高いＳランク
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に位置づけられております。

　先月には、南海トラフ地震臨時情報、巨大地震

注意も発表されました。その対策は、焦眉の急で

あります。

　現在、八代の海岸堤防は、国直轄の耐震工事が

行われております。住宅の耐震対策が、いまだ不

十分であります。早急に対策を講じていただき、

地震からの被害を最小限にとどめるよう努めてゆ

かねばなりません。

　早期の事業の着手と県民への周知の徹底をお願

いし、次の質問に入らせていただきます。

　続きまして、八代・天草シーライン構想の推進

についてお尋ねいたします。

　この問題につきましては、これまで長い年月の

間、多くの議員が質問を重ね、取り組んでまいり

ましたが、やっとの思いで構想路線としての位置

づけまでこぎ着けることができました。しかし、

まだ一段階上の計画路線としての決定を得るに至

っておりません。

　平成元年、八代・天草架橋建設促進期成会が発

足して、自来36年の年月を迎えようとしておりま

す。これまで、行政の期成会、民間の両市の協力

期成会、県議会、市議会の建設促進議員連盟な

ど、多くの方々のお力添えを賜り、決して諦める

ことなく、必死になって要望活動を継続して推し

進めてまいりました。

　近年におきまして、様々な動きが活発化してま

いりましたので、ここで整理してみたいと思いま

す。

　まず、令和３年２月に、知事を会長として、県

議会議長、八代、上天草両市長、経済団体長で構

成する八代・天草シーライン建設促進協議会が設

立されました。

　同年６月には、熊本県新広域道路交通計画にお

いて構想路線に位置づけられ、７月には、国の九

州地方新広域道路交通計画においても、立て続け

に構想路線としてしっかり明記されたのでありま

す。

　そして、この構想を推進すべく、八代・天草シ

ーライン構想推進大会を令和３年12月に上天草市

において開催し、気勢を上げ、以後、八代市と交

互に毎年継続して開催し、この構想の意義、必要

性、効果をアピールしながら、地元の機運醸成を

図っているところであります。

　また、要望活動においても、令和４年１月を皮

切りに、九州地方整備局及び国土交通省本省に、

年２回欠かすことなく、政務三役をはじめ、国交

省幹部の方々に、八代・天草シーライン構想の早

期実現に向けまして、事業化に必要な調査、検討

に早期に着手していただくよう直接訴え続けてお

ります。

　そのような中、本年１月１日、先ほども申し上

げましたが、能登半島において大地震が発生しま

した。半島がゆえの交通アクセスの不便さ、救助

の困難さ、復旧の遅れなど、その脆弱性が指摘さ

れたところであり、避難ルート、ダブルネットワ

ークの必要性を叫ぶ声が大きく高まっておりま

す。

　その地震直後の国交省本省への要望時におい

て、吉岡技監、丹羽道路局長からも、能登半島地

震を踏まえ、半島地域の対応を考えていく必要が

あると、半島地域の脆弱性を重ねて指摘されてお

られます。

　天草地域も島伝いの半島地域であり、一たび大

きな災害が起きると、一方向だけのアクセスで

は、たちまち孤立してしまい、避難もできない、

救助にも行けない、救援物資も運べない、要救助

者も救えないなどの大きな二次災害につながりか

ねません。緊急時における代替ルートの確保、リ

タンダンシーは、必要不可欠であります。
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　災害に強く、生命を救い、観光振興にも貢献

し、人流、物流の促進、定住人口の増加、地域の

振興、発展に大きな恩恵と効果をもたらす八代・

天草シーライン構想の必要性は、必然的に高まる

ものであろうと確信をいたします。

　伺いますと、本年３月には、国土交通省、熊本

県、八代市、上天草市の４者による八代・天草シ

ーラインに関する勉強会が立ち上げられたと聞き

及んでおります。また一歩前進したなあと受け止

めており、その協議の行方を固唾をのんで見守っ

ているところであります。

　知事も、３月の知事選のマニフェストにおいて

も「大規模災害発生への対応や新たな観光・物流

ルートの創造に向けて、｢八代・天草シーライン

構想｣」｢を推進します｡」と明確に述べておられ

ます。

　知事選後、早速５月には、八代市で行われた民

間協力期成会の総会に出席され、この八代・天草

シーラインの必要性、重要性を切々と述べておら

れます。

　知事、いかがでしょうか。この八代・天草シー

ライン構想についてどのように考えておられるの

か。今後どのように進めようとされておられるの

か。木村知事ならではの明快な御見解をお聞かせ

いただきたいと思います。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　八代・天草シーライン構想

は、県南の交通や物流の要衝である八代と、豊か

な自然や食で訪れる人々を魅了する天草をつなぐ

ことで、県南・天草地域全体で新たな経済圏や観

光ルートを創出する、大きな可能性に満ちたもの

と考えております。

　また、能登半島地震において指摘された半島地

域の交通アクセスの脆弱性を鑑みると、八代・天

草シーラインは、大規模災害時における命の道と

しても重要な役割を果たし得るインフラ整備と考

えております。

　このことから、構想実現の暁には、県南・天草

地域の地方創生、災害に負けない強靱な県土づく

りに高い効果を発揮するものと認識しています。

　この構想を実現するためには、地元の機運をさ

らに高め、国に対して、シーラインの必要性や効

果、高規格道路としての位置づけなどを強く訴

え、その熱意によって、構想路線からの格上げが

されるよう、しっかりと主張していくことが重要

です。

　議員御紹介のとおり、この構想の実現に向け

て、令和３年２月に、知事を会長とした建設促進

協議会を設立し、毎年度、地元と連携の上、構想

推進大会や国への要望活動を実施しています。

　さらに、本年３月には、国、県、八代市、上天

草市によるシーライン勉強会が設立されました。

今後は、この勉強会において、地域の課題整理や

シーラインに求められる機能、役割などについ

て、関係者で検討を進めてまいります。

　また、御指摘いただいたとおり、私自身、知事

就任後早速、５月28日に開催されました八代・天

草シーライン建設促進民間協力期成会の総会、交

流会に出席させていただき、この構想への地元の

皆様の強い期待と熱意を感じたところでございま

す。

　今年度も、12月15日に、八代市で、建設促進協

議会主催の八代・天草シーライン構想推進大会を

開催し、私も出席して、引き続き地元の機運醸成

を図ることとしており、その熱意を国に伝えてま

いります。

　構想の実現に向けては、まだまだ高いハードル

があると考えますが、県と市町村、官民が一体と

なって、しっかりと地元の機運醸成を図りなが

ら、その声を国へ伝え続け、構想の早期実現に向
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けた取組を力強く推進してまいります。

　　〔坂田孝志君登壇〕

○坂田孝志君　知事は、さきの６月議会の所信表

明の中で、米沢藩主・上杉鷹山の言葉を引用し

て、なせば成る、なさねば成らぬ何事も、これを

座右の銘としているとおっしゃいました。これに

は、どんなことにでもやろうと思って努力すれ

ば、必ず実現することができる、やり遂げること

ができるという意味が込められていると思いま

す。

　どうぞ、県南の多くの皆様方の長年の悲願であ

る、蒲島前知事も夢のあるプロジェクトとおっし

ゃって取り組んでこられた八代・天草シーライン

構想の実現に向けて、最大限の御努力を傾注して

くださいますようお願い申し上げ、質問を閉じさ

せていただきますが、ここで、少々時間があるよ

うでございますので、所感を述べさせていただき

ます。

　私が心から尊敬してやまない政治の師匠がおら

れ、この方が生前よく講演の結びにいつも話され

る言葉があり、極めて印象的でありましたので、

御披露させていただきます。

　空いっぱいに広がった、山のふもとのシイの木

は、根元に草も寄せつけぬ、山の上から転げ出

て、人に踏まれたカシの実が、シイを見上げてこ

う言った、今に見ていろ僕だって、見上げるほど

の大木に、なってみせずにおくもんか、何百年か

たった後、山のふもとの大木は、あのシイの木か

カシの木かというものであります。

　我々の前途は、内外ともに厳しい。県政におい

ても多くの課題が山積しております。しかし、今

に見ていろという、そういう気概を持って立ち向

かっていくとするならば、必ずやその難局を乗り

越えることができるものであろうと、このように

考えております。私は、苦しいとき、つらいとき

に必ずこの言葉を思い起こし、自分自身を奮い立

たせております。

　議場におられる議員諸兄、執行部の皆さん、そ

れぞれに定めた目標、描いた夢もあるでしょう。

それらに向かって、俺は負けないぞ、今に見てい

ろと、そういう気概を持って、何事にも挑戦し続

けてほしいと願っております。

　各位の一層奮闘努力を御期待申し上げ、質問を

終結させていただきます。

　御清聴ありがとうございました。（拍手）

○議長(山口裕君)　この際、５分間休憩いたしま

す。

　　午前10時59分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午前11時10分開議

○議長(山口裕君)　休憩前に引き続き会議を開き

ます。

　岩田智子君。

　　〔岩田智子君登壇〕(拍手)

○岩田智子君　おはようございます。立憲民主連

合・熊本市第一選挙区選出・岩田智子です。14回

目の登壇になります。木村知事が就任されて初め

ての一般質問でありますので、どうぞよろしくお

願いいたします。

　私も、今に見ていろ精神で、今日の質問やりた

いと思います。知事がいつも言われる、全ての県

民のための熊本県政が進められるように心から願

っております。

　でも、毎日本当暑いですよね。自然にはあらが

えないなというふうに思っております。

　それでは、通告に従って質問をします。

　まず、緑の流域治水と川辺川ダムについてお尋

ねします。

　７月４日に、令和２年７月豪雨からの復旧と創

造的復興に向けた取組の現段階について、県から
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文書資料をいただきました。重点10項目の進捗状

況を見てみると、多くの項目で完了の文字が見ら

れ、着実に進められていることが分かります。

　今年の梅雨は、本県では異常な降り方もなく安

心しましたが、東北の秋田県、山形県では、大き

な豪雨災害が起きました。山形県で３人、秋田県

で１人お亡くなりになり、行方不明者も１人おら

れます。また、台風５号も、東北で大雨、まさに

気候が変化してきているとしか言えません。８月

末の台風10号の進路や速度も、これまでにはない

ようなものでした。ここでも、気候変動の影響を

考慮した河川整備基本方針の見直しをとの声も上

がっているようです。

　気候変動や線状降水帯での影響を考えれば、ダ

ムによる治水は、場所によってリスクになること

もあります。避難の徹底が最重要となってきま

す。しかし、県も国も、ダム建設にやる気満々で

す。

　流水型川辺川ダムの環境影響調査進捗状況は、

公聴会などを経て、今年４月12日に、環境影響評

価準備レポートに対する知事意見が出され、５月

21日に、第11回流水型ダム環境保全対策検討委員

会を経て、環境影響評価レポートが公表される段

階です。

　６月議会での西議員の代表質問でも取り上げら

れましたが、はっきりした答えがなかったところ

と、蒲島知事からの流れをそのまま受け継いでお

られる知事に確認したいことがございますので、

質問をします。

　まず、西議員も聞かれていましたが、旧川辺川

ダム計画から治水・発電目的が失われた時点で、

特定多目的ダム法の適用ではないのに、この手続

上の問題に関する答えがいまだに聞かれていませ

ん。

　基本計画の変更は、平成10年、1998年６月９日

の変更が最後で、まだかんがい、発電が目的に入

っています。この廃止について通知などあったの

か、法的な根拠や証拠を示していただきたいとい

うことが１つです。

　2020年、令和２年７月の熊本豪雨では、球磨川

流域で50名の方が亡くなられました。現在も２名

が行方不明です。この災害を受け、蒲島前知事

は、流水型川辺川ダム建設を前提とした、命と清

流を守る緑の流域治水を国に要望したわけです

が、一方で、現在に至るまで、断続的に、被災者

ら流域の方々から、ダム建設に対する懸念や抗議

の声が上がり、申入れもなされています。

　そこで、２点、知事にお尋ねします。

　まず、犠牲になった50名の方について、それぞ

れの方が、なぜ、どのような状況で、何時何分に

亡くなられたのかに関し、県として詳しい調査を

なさったのか。

　なお、令和２年７月豪雨検証委員会で、亡くな

られた方の死因や年齢層は、おおよそのエリアに

ついて公開されていますが、ここにとどまらない

実態調査を県独自でされたのかについてお答えく

ださい。そこでの結果があれば、それに基づい

て、山田川左岸で亡くなられた２名の状況につい

て詳細をお示しください。検証委員会と重複する

部分の説明は不要です。

　最後に、県は清流をどう定義しているのか、お

尋ねをします。

　国土交通省による全国一級河川の水質調査結果

によれば、川辺川は、2023年まで10年以上連続し

て、水質が最も良好な河川となっています。球磨

川は、2023年は漏れたものの、これまで複数回に

わたり、最も良好な河川と評価されてきました。

いずれにしろ、県下最大の球磨川水系は、水質が

良く、流域の方々に愛されている熊本の宝の川だ

と思います。
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　環境影響評価準備レポートへの知事意見によれ

ば、これまでの流水型ダムと異なり、河床部放流

設備を中央に、常用洪水吐きを左右に分離配置

し、副ダムを設置しない構造とすることで、川の

流れがそのまま保たれ、ダムの下を清流が流れる

画期的なダム構造が示された、環境に極限まで配

慮されたものと高く評価しています。

　他方で、流域の方の中には、清流とは、水質の

良さにとどまるものではないとの声があることも

聞いています。熊本県として、清流をどのような

ものと考えておられるのでしょうか。国に透明度

の目標値をと意見されていますが、水質だけで清

流と判断しておられるのか、あるいは水質以外に

も清流を守るために重要な項目としてどういった

ことを考えておられるのか、知事の見解を伺いま

す。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　岩田議員から、大きく３点お

尋ねいただきました。

　まず、川辺川におけるダム計画についてお答え

申し上げます。

　従来の貯留型の川辺川ダムは、治水、発電な

ど、複数の目的を持つダムとして計画されていま

した。そのため、特定多目的ダム法に基づき、国

が基本計画を策定し、その計画は、現在も存在し

ております。

　この基本計画については、令和２年に本県が、

洪水調節のみを行う新たな流水型ダムを含む緑の

流域治水の推進を表明した際に、廃止を国に求め

ることも併せて表明しております。

　その後、令和４年に、新たな流水型ダムが、河

川法に基づく河川整備計画に位置づけられまし

た。

　また、新たな流水型ダムについては、令和３年

から、県が求めた法と同等の環境アセスメントが

進められ、今後、最終段階に当たる評価レポート

が公表されます。

　さらに、本年７月には、五木村振興計画を流水

型ダムを前提としたものへと改定し、村、県、国

の３者で確認をいたしました。相良村において

も、川辺川の河川事業などの振興策を着実に進め

ております。

　このような状況を踏まえ、この基本計画は、今

後廃止に向けた手続が進んでいくものと考えてお

り、県としても、法令にのっとって、適切に手続

を進めてまいります。なお、具体的には、廃止に

当たり、知事は、県議会の議決を経て、国土交通

大臣に意見を述べることとされていることも申し

添えておきます。

　次に、令和２年７月豪雨における犠牲者の調査

についてお答え申し上げます。

　県では、県警本部の資料を基に、人吉市、球磨

村、芦北町、八代市坂本町、相良村、山江村の23

地区で、自治会長など、26名の方に対する聞き取

り調査を実施いたしました。

　その結果は、検証委員会で可能な範囲で公開し

ていますが、犠牲になられた方々の詳細について

は、プライバシーに関わるため、お示しいたしか

ねております。

　なお、その聞き取り調査では、住民への避難情

報などがどのように伝達されていたのか、どのよ

うな避難行動を取られていたのかなどについても

お聴きしております。

　その結果、夜間に想定を超える豪雨に見舞わ

れ、急激に水位が上昇したこと、雨音などの影響

などにより、自治体からの防災無線などによる避

難の呼びかけが十分に伝わらなかった事例がござ

いました。

　また、宅地かさ上げなどの河川整備により安全

が確保されていると判断され、逆に避難が遅れた
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事例もございました。

　さらに、高齢者など避難行動要支援者に対しま

しては、市町村による個別計画はおおむね策定さ

れていたものの、避難の呼びかけなどにとどま

り、計画どおりの支援が実施できなかった事例も

ございました。

　令和２年７月豪雨では、このような要因が複合

的に重なり、人的被害が生じたものと考えており

ます。

　議員から、質問の中で、避難の徹底が最重要と

お話がございました。そのとおりであると思いま

す。今後も、流域全体でのハード対策に加え、迅

速かつ確実な情報伝達や避難体制の強化など、住

民の円滑な避難を支援するソフト対策を含めた緑

の流域治水を総合的に推進してまいります。

　最後に、清流に対する県の考えについてお答え

申し上げます。

　新たな流水型ダムは、球磨川・川辺川流域の安

全、安心を最大化するとともに、環境に極限まで

配慮し、清流を守るものでなければなりません。

　この清流に対する思いは、お一人お一人異な

り、一つの言葉や指標で説明できるものではない

と考えております。

　そこで、環境アセスメントにおける知事意見で

は、見た目の美しさを示す水平透明度を含めた水

環境のみならず、動物、植物、生態系、そして人

と自然との触れ合い活動の場など、幅広い評価項

目に対して、環境への配慮を求めております。さ

らに、山林も含めた河川環境の回復や創出といっ

たネイチャーポジティブの観点からも意見を述べ

ております。

　なお、国では、知事意見や一般の皆様からの意

見も踏まえ、ダム構造や試験湛水の手法及びダム

の運用などにつきまして、環境アセスメントの後

も、引き続き環境への影響の最小化に向けて検討

を重ねられると聞いております。

　今後も、流域の皆様や専門家の方々とともに、

新たな流水型ダムの事業の方向性や進捗をしっか

り管理し、県民の皆様にも広くお知らせしてまい

ります。

　以上でございます。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　答弁いただきました。

　令和２年に廃止を国に求めて、廃止手続はまだ

だけれども、法と同等の環境アセスメントのレポ

ートが今度公表される予定になっているんですよ

ね。これから廃止手続が進んで、そのときは、こ

この議会にて議決をするというふうにお答えにな

りました。でも、整備計画はできているというと

ころですよね。

　例えば、私もいろいろ調べて、滋賀県の大戸川

ダムというところも計画変更をされたダムなんで

すけれども、多目的ダム法で計画をされて、20年

後に廃止手続を取って、その５年後にダム事業を

検証して、継続決定があって、河川整備計画変更

案を公表するというふうな手続をきちんと取られ

ています。国交省も、整備計画の開始手続が必要

なこととか、熊日のインタビューでも答えられ

て、認められています。手続をちゃんとしなけれ

ばいけないということ。これからということなの

で、でも、何かもうどうしても私にはそれが分か

らないというか、順番がちょっと逆なのではない

かなというようなことがあって、疑問が湧いてお

ります。今日答弁をいただきましたので、それは

しっかり受け止めたいと思っております。

　それから、２点目なんですけれども、23地区の

26人の聞き取りをされたと御答弁ありました。球

磨川流域だけでも50人の方が亡くなられていると

いうこと、そして、お二人については、プライバ

シーに関わるということでお話しされませんでし
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たけれども、当時、新聞でもお顔の写真つきで御

家族のインタビューとかも載って、どういう状況

で亡くなられたかというのが記事になっていま

す。被害防止で、教訓としてそういうものを引き

出して、やっぱり共有していくべきだと思うんで

すよね。

　市民団体の方々が集められた写真とか動画とか

証言とかを見れば、山田川左岸で亡くなられたお

二人は、球磨川本流のバックウオーターではなく

て、山田川の川幅の狭くなるところから水が道路

を伝って広がって、周囲の水位を急激に上昇させ

たことがあるのではないかということがあれば、

検証委員会でのダムがあれば助かったというよう

なことにはならないかもしれないんですよ。そう

考えると、当時の写真や証言などが今いっぱいあ

るわけです。今こそ、改めて共同検証を、必要性

を訴えたいと思っています。そうじゃなければ、

亡くなられた方の、その命の責任がこれから取っ

ていけないのではないかなというふうに考えてい

ます。

　それから、３点目ですけれども、知事は、６月

の定例会でも、命と清流を守る新たな流水型ダム

を含む緑の流域治水について、県民の皆様の理解

が深まるように説明を続けていきますとおっしゃ

いました。清流とは何なのかを説明するやっぱり

責任はあると思います。事前通告もしましたの

で、やっぱり一つの言葉や指標では表せない、い

ろいろるる述べられましたけれども、透明度のこ

ととか、それ以外にもいろいろあるとおっしゃい

ましたけれども、何か今日お答えが出てないのは

とても残念でたまりません。

　球磨川流域の方々が、球磨川は、川辺川がある

から今の状況を保っていると言われました。ラフ

ティングや球磨川下りができるのもそうだという

ふうに言われています。今年は、特に酷暑、暑か

ったので、川辺川のアユ、刺し網漁での漁獲がも

う皆無に近い状態だと言われて、そういう話も聞

きました。丁寧な河川の実態調査も望みたいと思

っています。

　ダムができたら、必ず変化は起こります。だか

ら、その変化を、清流の指標、定義がなければ、

それがどうなったのか確かめる手段もないのじゃ

ないかなというふうに思います。そういうこと

を、県民とともに清流という定義をつくり上げて

いくことも必要じゃないかなと強く訴えて、この

質問を終えます。

　２番目の質問に行きます。

　公職選挙法に関する知事の考えについて質問し

ます。

　７月に行われた東京都知事選挙において、選挙

掲示板に貼られたポスターの報道を見て、驚いた

方も多かったと思います。過去最多の56人が立候

補した都知事選で、掲示枠が売買され、選挙ポス

ター掲示板の一部に、選挙とは無関係のポスター

が大量に貼り出されました。また、掲示板自体が

足りない状況にもなりました。

　また、ある候補者は、イメージポスターとし

て、ほぼ全裸の女性のポスターも貼られました。

売名行為もありました。こちらは、すぐ警視庁が

動き、差し替えとなりましたが、子供の通学路な

どに掲示板があり、心配した保護者の声も上がり

ました。

　私は、これらの様子を見て、ここまで来たか、

ますます政治不信が強まるのではないか、政治家

への信頼もなくなるのではないかと危惧しまし

た。熊本県内でも、このままでは、このような状

況が起こらないとも言えず、これからが心配で

す。

　知事は、共同通信のアンケートで、公職選挙法

の改正が必要だと答えられています。８月８日の
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記者会見の場でも、法改正の必要性と表現の自由

に配慮した論議を求めるというお話をされておら

れました。

　公選法については、私自身もその法律下で選挙

をし、ここにおるわけですが、とってもグレーで

あるように思っています。

　そこで、どのような改正が必要と思われるの

か、表現の自由への配慮がどうあるべきかについ

て、知事のお考えをお聞かせいただきたいと思い

ます。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　７月の東京都知事選における

選挙運動用ポスターをめぐる混乱は、全国に大き

な衝撃を与えました。公営ポスター掲示場の掲示

枠が事実上販売されたり、犬や猫の写真など、選

挙と無関係なポスターの掲示ですとか、同じポス

ターを多数掲示することによる、いわゆる掲示場

ジャックがされる事態となりました。

　これは、選挙という民主主義を構成する重要な

手続の場を軽視するものであり、政治への信頼を

低下させるゆゆしき事態と受け止めています。

　現行の公職選挙法においても、ポスターは「選

挙運動のために使用する」と規定されています。

そのため、候補者の当選を目的としないポスター

は掲示することはできませんし、掲示枠を候補者

以外へ販売することは、現行の公選法において制

限できると私は考えています。

　しかし、最高裁判例、これは、ちょっと細かい

ので読み上げますが、選挙管理委員会は、ポスタ

ー記載の文言の当否を審査し、その取消しまたは

修正を命ずる権限を有していないという最高裁の

判例があることから、現場レベルでは制限をちゅ

うちょしてしまうということも理解できます。

　このため、これまで以上にポスターの掲示目的

を明確化した上で、品位保持や営利目的の行為の

制限が図られるよう、公職選挙法の改正を早期に

行うべきだと考えております。

　ただ、選挙の法の改正に当たっては、表現の自

由に配慮し、選挙運動が過度に制約されないよう

にすべきであります。選挙運動は、候補者が当選

を目指し、自らの政見などを有権者に訴えるもの

であり、有権者がその投票先を判断する基礎とな

ります。選挙運動における表現の自由は、公共の

福祉に反しない限り、必ず保障されるべきものと

考える必要があります。

　現在、国会では、このような論点を含め、公職

選挙法の改正に向けて、与野党の実務者協議が進

められており、与党は、今年秋の臨時国会での改

正を目指すと報じられております。公明かつ適正

な選挙が実施されるよう、また、政治への信頼が

確保されるよう、引き続き、法改正に係る与野党

協議の内容や国会での議論を注視してまいりま

す。

　以上でございます。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　御答弁いただきました。

　答弁の中にもありましたが、与野党５党が、今

度、品位保持とか候補者氏名の記載を義務づける

規制案を出して、秋の臨時国会でそれが決まるか

どうかというようなことが今出ているんですけれ

ども、公共の福祉に反しない限り表現の自由は保

障されるということには、本当に異論はありませ

ん。良識があるとされている候補者に良識がなけ

れば、政治不信は広がります。そうならないよう

に、私もこれからの動きを注視していきたいと思

っています。

　公職選挙法の下で選挙に勝ち、当選してきた知

事、私自身も、ここにおられる議員の皆さんもそ

うですけれども、誤解を持たれるようなグレーな

ことはしてはいけないのだろうと思います。良識
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のある候補者であるはずですからね。取締りは警

察のほうになりますので、公正、公平によろしく

お願いをして、次の質問に移ります。

　障害のある人への合理的配慮について質問をし

ます。

　今年７月３日、旧優生保護法下の強制不妊手術

をめぐる最高裁判決で、違憲判決が出されまし

た。この判決を受け、政府は、障害者差別の根絶

を掲げた対策本部を発足させました。さらなる共

生社会実現への行動計画を策定する方針だとして

います。

　熊本県庁の障害者雇用は、労働局の令和５年障

害者雇用状況の集計結果を見ると、3.13％と法定

雇用率2.6％を上回っています。県庁が民間企業

の障害者雇用のモデルケースとなっており、民間

企業では、2.52％と前年と比較して0.05ポイント

上昇し、法定雇用率2.3％達成の企業の割合は、

59.4％と2.1ポイントの上昇となっています。

　市町村、教育委員会ともに雇用率は前年を上回

り、雇用率も達成しています。共生社会実現が進

んできていると実感しています。

　熊本県は、2011年、平成23年７月に、障害のあ

る人もない人も共に生きる熊本づくり条例を制定

されました。全国で４番目です。

　2016年、平成28年３月に、合理的配慮の提供に

ついて、庁内や地方出先機関の長に向け、総務部

長と健康福祉部長から通知が出されています。事

業者は、合理的配慮の提供が義務づけられまし

た。

　また、障害者差別解消法が、2016年、平成28年

４月１日に施行され、2021年、令和３年の改正に

伴い、今年の４月１日から合理的配慮の義務化と

なりました。

　先日、障害者の自立と政治参加を進めるネット

ワークで、議会の中での合理的配慮について、総

務省に要請に参りました。早速、総務省は、今後

の通知に盛り込み、配慮が広がるように、具体的

な対応事例を紹介する考えがあることを明らかに

されました。

　この合理的配慮について、障害のある方々から

御相談を受けることが多々あります。全ての御相

談に共通するのは、配慮を望むと、わがままだと

捉えられるということです。介助者をつければと

か、自己中心的だとか、私は我慢しているのだか

らというようなことを言われるわけです。合理的

配慮が、ずるいとかわがままとは違うのだという

ことを、県が分かりやすく啓発をしていくべきだ

と感じています。

　そこで質問です。

　合理的配慮のさらなる周知や理解促進につい

て、県としてどのように取り組んでいるのか、健

康福祉部長に伺います。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　県では、くまもと

障がい者プランに基づき、障害のある人もない人

も一人一人の人格と個性が尊重され、社会を構成

する対等な一員として、安心して暮らすことので

きる共生社会の実現に向けた取組を総合的に推進

しています。

　御質問のありました障害のある方への合理的配

慮につきましては、例えば、飲食店で車椅子のま

ま着席したいという申出があった場合、車椅子の

まま着席できるスペースを確保するといった対応

などを指します。合理的配慮の提供に当たって

は、費用や実現可能性の程度を個別事案ごとに考

慮し、事業者等に過重な負担とならない範囲で講

ずることとされています。申出への対応が難しい

場合でも、障害のある方と事業者等が対話を重

ね、共に解決策を検討していくことが重要です。

　県では、このような合理的配慮に関する理解促
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進を図るため、県民や事業者への相談対応や周知

啓発の取組を継続的に行っております。

　まず、相談対応については、障害のある方や事

業者等が抱える課題や悩みを解決するため、平成

24年度から、障がい者支援課内に相談窓口を設置

しております。窓口には、専門の相談員を４名配

置し、合理的配慮に関する具体的なアドバイス等

を行っております。

　次に、県民や事業者への周知啓発に当たって

は、私たち県職員が率先して理解を進める必要が

あると考え、合理的配慮に関する研修を必修項目

に位置づけ、毎年度、全職員が受講しておりま

す。

　また、県民や事業者に対しては、平成24年の障

害のある人もない人も共に生きる熊本づくり条例

の施行以降、10年以上にわたり出前講座を継続し

ており、障害者差別解消法の概要や障害のある方

への接し方等について、理解の浸透を図ってまい

りました。

　本年４月に全事業者による合理的配慮の提供が

義務化されたことを受け、今年度の出前講座の申

込みが昨年度の２倍のペースで増えており、県民

の皆様の意識の高まりを感じています。

　今後も、様々な媒体を通し、県民の皆様へ分か

りやすく周知啓発を行い、障害のある方への合理

的配慮の提供について認識を深めていただくとと

もに、障害のある方や事業者等のお困りの声に耳

を傾け、より一層丁寧な助言等を行い、共生社会

の実現を目指していきます。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　御答弁いただきました。

　この合理的配慮というのは、英語を訳して合理

的配慮としているらしいんですよね。英語は私不

得意なんですけれども、リーズナブルアコモデー

ションという英語だそうです。双方に意味のある

配慮、障害者の完全な参加を可能にする機会の調

整や変更というところから、この合理的配慮とい

うことに訳されたというふうに聞いています。

　配慮というと、健常者が障害者に何か心配りを

しましょうというふうな意味合いに取られること

が、そこでちょっといろいろトラブルが起こるん

だと思っています。共に解決をしましょうという

ふうな意味合いに取らないと、先に進まないんじ

ゃないかなというふうに感じます。

　今答弁にもあったんですけれども、この合理的

配慮をするためには、｢実施に伴う負担が過重で

ないとき」というふうに文言が書かれています。

厚労省は、指針において、さっきも言われました

が、事業主が、それを総合的、個別的に判断して

することとしておられます。この辺りにも、何か

ちょっと補助とかが国からもあればいいなという

ふうに感じています。

　たくさんの事業者や当事者からの相談を受けて

おられることや、出前授業での講習などで、たく

さん啓発をされておられるということ、合理的配

慮の義務化がどんなことなのかとか、当事者やそ

の周りにいる人だけじゃなくて、多くの県民に理

解していただく今が正念場というかな、いろいろ

広げる、そういう期間だと思っております。

　互いに話合いができて働きやすくしていくこと

で、全体の職場環境もよくなるというふうに感じ

ています。取り組まれていることが多くの県民に

理解されていくよう、これからも丁寧にお願いし

たいと思います。

　次の質問に移ります。

　県立高校での中途退学者への支援や取組につい

て伺います。

　今年の３月、県立高校に通う保護者からの相談

がありました。内容は、中途退学についてでし

た。個別の件ですので、詳細は割愛するんです
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が、その高校生は、その学校を退学したくはなか

ったのですが、最終的には、転学という形で進路

変更という道を選ぶことになりました。話を聞い

ている中で、とても気になったことがありまし

た。その高校生の同級生、複数人が、１年生終了

時点で、退学や転学をしたということについてで

す。

　また、外国ルーツの子供で、日本語学習や個別

の学習支援を経て高校進学を果たしたのだけれど

も、中退をしてしまったという事例もありまし

た。

　大学生数人に聞いてみました。それぞれ違う高

校の卒業生ですが、やはり複数の退学者や転学を

した人がいたと話してくれました。

　文部科学省が調査している児童生徒の問題行

動・不登校等生徒指導上の諸課題の2022年、令和

４年度の結果を見てみますと、全国の高等学校に

おける中途退学者は４万3,401人で、全体の1.4％

だそうです。令和３年度が３万8,928人で1.2％だ

ったので、増加傾向です。令和２年度は、コロナ

禍真っただ中で1.1％でした。1982年、昭和57年

から平成３年度あたりは２％を超える状況。熊本

県の状況を見てみますと、1.3％で全国平均と同

じぐらいの中退率となっています。

　事由別で見てみると、これは全国の結果ですけ

れども、複数回答で、進路変更43.9％で最も多

く、学校生活、学業不適応が32.8％、学業不振６

％と続いています。

　1982年、昭和57年からの調査結果を見ると、２

％から、1999年、平成11年から数年、2.6％と増

加傾向にありましたが、2009年、平成21年からは

減少傾向にはなっています。それは、進路指導の

充実や高校での丁寧な取組のおかげだと思いま

す。

　しかし、熊本県の高校進学率99.2％という状況

を考えると、中途退学をした子供たちのその後の

進路は大変重大だと思います。

　一昨年、湧心館高校の通信制の卒業式に出席し

ました。そのときに答辞を読んだ卒業生は、ある

県立高校での友人関係の悪化などで辞め、通信制

に進路変更をし、充実した生活を送り、台湾の大

学への進学を決めたと話していました。その卒業

生のように、進路変更で自分の居場所ができるこ

とはすばらしいことですが、一方で、続けたかっ

たけれども退学してしまった子供たちや転学先で

もうまくいかない子供たちへのフォローや次の進

路につながる支援が届いているのかが大変心配で

す。

　そこで質問です。

　熊本県で中途退学をした子供たちが、なぜ中途

退学をしたのか、また、その後どのような進路に

進んでいるのか、さらに、中途退学の未然防止や

退学、転学する子供たちへの支援について、教育

長にお尋ねします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　県立高校での中途退学者

への支援や取組についてお答えいたします。

　本県の公立、私立を含めた中途退学者について

は、直近10年で、平成25年度の880人をピークに

その後は減少し、令和２年度は324人となってい

ました。

　しかし、議員御指摘のとおり、コロナ禍以降の

令和３年度が422人、令和４年度が605人と、全国

の状況と同様、増加傾向になっています。

　県教育委員会では、県立高校における中途退学

の理由及び中途退学後の進路等を把握するため、

毎年度状況調査を実施しています。

　その調査によると、中途退学の理由は、｢学校

生活・学業不適応」と「進路変更」を合わせて７

割近くとなっています。中途退学後の進路につい
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ては、就職やアルバイト、高校への再入学や高卒

認定試験を受験しての進学などが挙げられます。

　中途退学の未然防止の取組としましては、ま

ず、入学直後に新入生オリエンテーションや宿泊

研修等を実施し、円滑な高校生活のスタートを支

援しています。

　また、学業に後れが見られる生徒や学校生活に

悩みを抱えている生徒に対しては、必要に応じて

個別面接や１人１台端末を活用した学習支援など

を行っています。

　しかしながら、様々な理由で最終的に中途退学

を希望する生徒も存在しており、そのような生徒

に対しましては、将来の就労等のイメージを明確

化させた上で、柔軟な学習機会を提供する定時制

や通信制課程の高校への転学を提案するなど、学

びの継続を支援しています。また、就職を希望す

る生徒に対しましては、ハローワークやジョブカ

フェ等関係機関と連携しながら、確実に就労でき

るよう、丁寧な支援を行っています。

　県教育委員会としましては、引き続き、中途退

学の未然防止に努めるとともに、中途退学者一人

一人の状況に応じた学びの継続や就労支援に取り

組んでまいります。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　答弁いただきました。

　学校現場での取組の様子を答えていただき、丁

寧に取り組まれているのだなと思います。でも、

そこからこぼれている子供たちがいます。先生た

ちだけではなくて、スクールカウンセラーや第三

者的に支援をするような様々な角度からの大人の

力が非常に重要だと思います。子供たちの中に

は、先ほど必要な合理的配慮の質問しましたけれ

ども、そういう子供たちもいます。学校の中での

共生社会の実現も必要だと感じます。

　中途退学の生徒たち、いろんな県の状況を私も

調べてみまして、埼玉県とかが昔すごく高くて、

埼玉県独自で、いろいろアンケート、５年置きに

調査を行って、高校の中身を変えるというかな、

それを見て施策を考えていくというような取組を

して、どんどん減っていったというようなアンケ

ート結果を見ました。

　調査もされているので、高校の魅力化等とかを

今考えていらっしゃるので、そういう調査を生か

すというのも、とても大事なことになるのじゃな

いかなというふうに思います。

　それから、中退者が多い学校というのもあるか

もしれません。その辺の調査もしていただきたい

なというふうに思います。

　今回、県立高校の中途退学についての質問をし

ました。私学のことも、少し人数的には入れてい

ただきましたけれども、私立高校での中退や不登

校もとても気になっております。ここは、私学振

興課のほうにも、しっかり問題意識を持っていた

だきたいなと思っています。

　中退をした子供たちが社会とのつながりを失う

きっかけになったり、社会とつながりを得にくい

ことで、ひきこもりとなる現状があるというふう

に言われています。

　そこで、次の質問に移ります。

　ひきこもりと言われる方々への支援について伺

います。

　2022年度、令和４年度、内閣府が行った、こど

も・若者の意識と生活に関する調査の結果、全国

でひきこもりの状況にある方は146万人、50人に

１人の割合だという結果が出ました。146万人と

いえば、京都市の人口とほぼ同じぐらいとなりま

す。15歳から39歳の子供、若者層が2.05％、40歳

から64歳の中高年層が2.02％で、７年前の調査と

比べ1.3倍となっていて、増加傾向であることが

分かります。さらに、高齢化が進み、8050問題が
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9060問題に発展し、問題がより深刻になっている

状況にあります。また、女性のひきこもりが、40

歳から64歳の層で52.3％と半数を超えたというこ

とも注目されています。

　就業経験は、15歳から39歳が62.5％、40歳から

69歳が90.3％との結果があり、ひきこもり状態の

人の多くは、社会に出て何らかの就労を経験した

後、ひきこもり状態になっていることが分かりま

す。

　コロナ禍での影響も大きく、この調査では、ひ

きこもりとなった主な理由の一つとして、およそ

５人に１人が新型コロナウイルスの流行を挙げ、

コロナ禍での社会環境の変化が背景にあることを

うかがわせる結果になりました。逆に、コロナ禍

によるオンライン化が人とつながるきっかけとな

り、情報収集や新たな選択肢を得たというひきこ

もり家族会連合会の調査結果もありました。

　ひきこもり状態から自立への道筋を様々な支援

で構築していくべきですが、それには、人的な配

置や場所というお金がかかるものが必要です。そ

れとともに重要なのが、人や場所とのつながりを

どうつくっていくかということが重要です。誰か

とつながる、どこかとつながると、生きる意欲が

湧いてきます。

　しかし、ひきこもり当事者もその周りにいる家

族も、周りの無理解から、甘やかし、怠け、親の

育て方の問題とした偏見が強く、いまだになかな

か相談ができない状況にあると思います。地域で

は、周りは知っているのに、かたくなに何事もな

いようにされている御家庭もあります。本人とと

もに家族が変わることも必要となります。

　熊本県では、こころの医療センターとひきこも

り地域支援センターゆるここで具体的な支援が行

われていると聞いております。

　そこで質問です。

　熊本県のひきこもりの状況と県で取り組んでい

る支援実態、専門性のある相談窓口職員の配置状

況や啓発活動及び関係機関との連携について、健

康福祉部長にお伺いします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　本県では、熊本県

ひきこもり地域支援センターゆるここを設置し、

ひきこもりの状態にある方やその家族からの相談

に対する支援などを行っています。

　まず、ひきこもりの状況についてですが、ゆる

ここにおける令和５年度の電話、来所等の相談件

数は延べ689件で、このうち相談者の内訳として

は、本人と家族等がほぼ同数となっています。本

人からの相談としては、男性が７割を占め、幅広

い年代から相談があっており、また、ひきこもり

の期間が３年を超える方が約７割となっていま

す。

　次に、県で取り組んでいる支援についてです

が、ゆるここには、社会福祉士、保健師の資格を

有する職員を合わせて３名配置しています。

　本人やその家族に対しては、電話、来所、手紙

による相談のほか、出張相談も行っています。さ

らに、外出できるようになった本人の居場所づく

りや家族の孤立を防ぐためのセミナー及びサロン

も開催しています。

　県民に対しては、ひきこもりへの理解を促進す

るため、講演会の開催、熊本市電内における広

報、ＳＮＳを活用した情報発信などの啓発活動に

取り組んでいます。

　本人や家族の身近な相談支援機関である市町村

に対しては、体制の充実に向けた支援が必要であ

ると考えています。そのため、ゆるここは、相談

体制や本人の居場所づくりへの専門的な視点から

の助言、支援者向けの研修会の開催などを行って

います。
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　また、県立こころの医療センターでは、ひきこ

もり外来を設置し、ひきこもりに悩む方々が診療

を受けやすい環境づくりを進めています。さら

に、個別カウンセリングから家族グループによる

病気の理解促進、福祉サービスをはじめ社会資源

の活用など、治療から支援までをワンストップで

提供しています。

　関係機関との連携については、医療、保健、福

祉、教育、労働などの関係機関で構成されるひき

こもり支援者連絡協議会を開催し、現状や課題、

今後の方策に関する意見交換を行っています。

　このように、様々な取組を行っていますが、ひ

きこもり状態となられた経緯や状況は複雑で多岐

にわたるため、お一人お一人に寄り添った支援が

必要であると考えています。また、ひきこもり期

間が長期化していることから、本人の居場所づく

り等を継続的に行う必要があります。

　県としましては、引き続き、市町村をはじめ関

係機関と密接に連携を図りながら、相談体制の充

実や啓発活動などにしっかりと取り組んでまいり

ます。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　答弁いただきました。

　ストレスの中での生活から身を守るために閉じ

籠もる、そのこと自体は必要なことだと思いま

す。でも、それが長くなり過ぎると、何が原因な

んだろう、きっかけは何なんだろう、なぜ、なぜ

というふうに苦しむ本人や家族がいると思いま

す。今日の答弁で、背景がいろんな場合があると

いうふうにおっしゃいました。そういういろんな

一つ一つの事例を丁寧に取り組んでいただきたい

なというふうに思います。

　相談される方の７割が期間３年以上ということ

で、コロナ禍の影響についても気になるところで

すけれども、こころの医療センター――今日、病

院長もおられますが、コロナ禍の影響についても

気になるところです。市町村の体制の充実につな

げていってほしいというふうに思っています。

　相談窓口というのが相談の入り口ですよね。そ

の相談窓口で、相談員の方の経験値とかいろんな

専門性がないと、そこで何かもう、ああというふ

うになっちゃうことが多々あると思います。先ほ

どの合理的配慮の相談もそうなんですけれども、

やっぱり相談窓口というところの相談員の方々の

経験値、専門性はとっても重要だと思っていま

す。配置状況をお尋ねしましたのは、実態を把握

されて、人員が本当にそれで足りるのかとか、し

っかり見ていっていただきたいなというふうに感

じて、質問も入れました。

　関心がないことはなかなか耳に入らないんです

けれども、市電での放送を聞かれたことあります

でしょうか。本当に私はよく市電に乗るので聞き

ますが、ひきこもりは特別なことじゃないという

ところから始まります。このフレーズにぜひ耳を

傾けていただきたいなというふうに思います。

　次に、最後の質問になります。

　国民保護法に基づく県の取組について伺いま

す。

　ミサイル避難動画についてです。

　熊本県は、ユーチューブで、ミサイル避難動画

を流しています。この動画について質問します。

　この動画では、北朝鮮からのミサイルが発射さ

れ、Ｊアラートとメールなどで緊急情報の後の行

動について描かれています。爆風や破片、近くの

頑丈な建物、地下に、車から降りて頭部を守れ

と。避難訓練では、頭をグローブで守る小学生の

姿や手で頭を守る大人の姿も見られます。

　これを見たときに、とても驚きました。ミサイ

ルが飛んできて、頑丈な建物や地下がどれくらい

あるだろうかと。また、体勢を低くして頭を守れ
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ば回避できるのかと。戦争経験者に見てもらいま

した。大戦中の竹やり訓練や防空頭巾で身を守れ

と言っているのと同じではないかと言われまし

た。

　地震などの天災に対しての避難訓練の必要性は

大変重要なことです。大事なことです。しかし、

戦争やミサイルが飛んでくるなどの人災は、それ

がないように止めることができるはずです。国民

保護法が武力攻撃事態等において、国民の生命、

身体及び財産の保護を図ることを目的としていま

すので、起こる、起こす可能性があるという前提

の上だということは理解しています。しかし、こ

んなことが起こるかもしれないという不安を助長

するよりも、何があってもこんなことにならない

ようにするという子供たちへの強いメッセージが

何もないことに悲しみすら感じています。

　そこで質問です。

　水俣市や上天草市、熊本市でミサイル避難訓練

が行われましたが、どのような武力攻撃が行われ

たという想定で行われたのか、動画のような避難

方法で私たちの命や財産が守れるとお考えなの

か、知事にお聞きします。

　次に、県民への情報開示についてお尋ねしま

す。

　７月28日から８月７日まで、山口県、佐賀県、

熊本県、大分県、沖縄県で、史上最高と言われる

陸上自衛隊と米海兵隊との実動訓練、レゾリュー

ト・ドラゴン24が実施されました。熊本県では、

健軍駐屯地、高遊原分屯地、大矢野原演習場で、

自衛隊5,700人、米海兵隊3,200人が参加しまし

た。

　これまでも毎年のように行われてきた訓練です

が、今回は、昨年４月の自衛隊ヘリコプター墜落

事故や昨年11月の屋久島沖合での米軍を乗せたオ

スプレイの事故等でたくさんの人の命が奪われた

こともあり、この実動訓練について、心配の声を

上げる県民の声も聞きました。この心配の声は、

沖縄での相次ぐ米軍による女性への性的暴行事

件、それを公表していなかった日本政府の対応が

あったことも大きな原因です。

　このような県民の不安は、情報がきちんと正し

く入り、対処の方法などが知らされることと考え

ますが、熊本県として、今後、県民への情報開示

をどのようにされるのか、知事公室長に伺いま

す。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　お答えいたします。

　私は、国の外交を基軸とした不断の取組によ

り、国民保護を要する事態に陥らないことを何よ

りも望んでいます。

　全国知事会においても、国際社会と協調し、外

交を含むあらゆる対策を講じて、我が国の安全、

安心に影響を与える事態を回避するよう、政府に

対して要望を行ったところです。

　しかしながら、昨今のこの緊迫した国際情勢を

踏まえると、弾道ミサイル攻撃など万が一の事態

に備えるため、避難行動等を含めた国民保護の取

組の重要性はますます高まっていると認識してい

ます。

　国民、県民を守るために、あらゆる有事を想定

して備えを行うことは、災害対策と同様に、我々

行政の責務であります。国民保護法においても、

県は、住民の保護のための措置を実施しなければ

ならないと定められています。

　そのため、平成29年度は上天草市で、昨年度は

熊本市と水俣市において、弾道ミサイルを想定し

た住民避難訓練を実施いたしました。

　この訓練は、弾道ミサイルが我が国に飛来する

可能性があると判明した場合に、どのような行動

を取るべきか、住民の皆様の理解を深めていただ
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くことを目的に実施しています。住民の方には、

防災行政無線やＪアラートにより弾道ミサイルの

情報伝達を受け、地面に伏せて頭を守ったり、近

くの建物の中へ避難していただきました。

　また、この訓練の模様も含めた住民が取るべき

行動を具体的にまとめた動画を作成したところで

す。

　弾道ミサイルが着弾した際には、ミサイルその

もの以上に、爆風や建物等の破片による身体への

被害が予想されます。

　爆風や飛散する破片は水平方向に広がるため、

近くの建物の中や物陰に身を隠すといった行動、

それらのような場所がない場合には、地面に伏せ

て頭を守るといった行動を取ることにより、被害

を防げる可能性が高まります。

　爆風や飛散する破片への対処法について、平和

な今を生きる私たち県民の多くは、あまり知らな

いのが現状ではないでしょうか。

　弾道ミサイル攻撃等万が一の事態は、決してあ

ってはなりません。しかしながら、災害時と同様

に、その万が一の事態においても、状況に応じて

どのような方法を取ることが必要なのか、被害を

少なくし、自身の身を守るための最善の行動が何

かを県民の皆様に理解してもらうことは、県とし

て必要なことであると考えております。

　このような状況を踏まえ、住民の皆様の自らの

命を守る避難行動につながるよう、今後も、Ｊア

ラートの周知や住民避難訓練、ホームページを通

じた啓発など、国民保護の取組に関係機関と連携

して取り組んでまいる所存でございます。

　以上です。

　　〔知事公室長内田清之君登壇〕

○知事公室長(内田清之君)　我が国に対する外部

からの武力攻撃に対し、我が国の平和と独立を守

り、国及び国民の安全を保つために必要な法制度

を整備するため、平成15年に、有事法制の基本法

とも言える事態対処法が制定されました。

　さらに、平成16年には、住民の避難や救援、武

力攻撃災害への対処等の措置を定めた国民保護法

が制定され、事態対処法と相まって、国民保護に

関して国全体として万全の体制を整備し、国民の

保護のための措置を的確かつ迅速に実施するため

の法制度が整備されました。

　議員御質問の日米共同訓練は、この事態対処法

における武力攻撃事態等への対処においては、日

米安保条約に基づいてアメリカ合衆国と緊密に協

力する旨の規定等を踏まえまして実施されている

ものと認識しております。

　日米共同訓練は、武力攻撃事態等に対する抑止

力、対処力の強化の一環として行われているもの

であり、万が一そのような事態が発生した際に、

県及び市町村が実施する国民保護のための措置と

併せて、国及び国民の安全の確保につながるもの

と考えております。

　このような取組の実施に当たっては、国民の理

解と協力が不可欠であり、県としても、日米共同

訓練が行われる際には、九州防衛局に対し、事前

に情報を提供すること、訓練期間中も逐次情報提

供することの申入れを行っております。

　さらには、県民の皆様の安全を第一に、事故防

止及び安全確保の徹底や騒音、振動への対策のほ

か、市街地の上空及び低空飛行を避けることや米

軍関係者の規律遵守など、住民の皆さんの不安払

拭のための対応を強く要請しております。

　なお、九州防衛局から提供があった情報は、随

時県のホームページで公開し、広く県民の皆様に

お知らせしているところです。

　県としては、今後も、九州防衛局に対して幅広

い情報提供を求めるとともに、提供がありました

情報につきましては、できる限り速やかに公開
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し、県民の皆様の不安を和らげるよう取り組んで

まいります。

　　〔岩田智子君登壇〕

○岩田智子君　答弁いただきました。

　2004年に成立した国民保護法の３つの柱は、避

難、救援、被害の最小化、あってはならない事態

から国民を保護するということです。避難をさせ

るならば、それなりの地下や建物を整備すること

が先なのではないかと思っています。これは、本

当に皆さんそう思っていらっしゃると思います。

　自然災害とは違います。その上に他県からの避

難者受入れなど、考えただけでも矛盾がありま

す。どうか、あってはならないことが起こらない

ように、平和への道、子供たちが未来に希望が持

てるような発信、そういう発信をお願いしたいと

思います。

　オスプレイの事故があって、アメリカは、11月

の事故後、飛行停止措置を取っています。今年の

３月から限定的に飛行を再開しましたけれども、

飛行場から30分の空域に限定をして飛行している

というふうな報道があって、今年６月、安全性を

高めるため調査を行い、その調査は、半年から９

か月かかるというふうにしています。でも、レゾ

リュート・ドラゴンでは、負傷者の搬送訓練で30

分以上飛んでいます。

　私の場合、家族や親類、それから友人、御近

所、教え子、保護者にたくさん自衛隊の方がいら

っしゃいます。退官された後、地域の自治会など

では、リーダーとして活躍をされておられる方も

たくさんおられます。

　自衛隊員の数、日本で３番目に多いのが熊本県

です。だから、熊本地震のときにもすぐ駆けつけ

ていただきましたよね。本当にあのときに自衛隊

の方々の姿を見たら、もう本当、涙して、わあ、

来てくださってよかったと言って安心した被災者

の方々、たくさん見ました。

　県民の安全を第一にの中には、当たり前に自衛

隊員も含まれます。大矢野原演習場での日米合同

演習などは、近隣住民には説明がありますが、あ

とはホームページに載っているというだけでは、

もう本当に皆さんに知られてないんですよね。こ

のような情報こそ、メディアを使って、しっかり

と報道というか、知らせていただきたいと思って

います。

　戦後79年です。この戦後がずっと続くように、

私たち頑張らなきゃいけないなというふうに思い

ます。

　それでは、御清聴ありがとうございました。

(拍手)

○議長(山口裕君)　昼食のため、午後１時15分ま

で休憩いたします。

　　午後０時10分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午後１時14分開議

○副議長(髙木健次君)　休憩前に引き続き会議を

開きます。

　前田憲秀君。

　　〔前田憲秀君登壇〕(拍手)

○前田憲秀君　皆さん、こんにちは。熊本市第二

選挙区・公明党の前田憲秀でございます。

　今回で18回目の質問になります。なかなかやっ

ぱり的を絞り切れず、今日も盛りだくさんの内容

となってしまいました。ただ、木村知事へは初め

ての議論の場となりますので、知事はじめ執行部

の皆さん方には、明快で思い切った答弁をぜひ期

待をして、早速質問に入りたいと思います。

　初めに、水の安全確保に向けてというテーマで

質問をさせていただきます。

　水の問題に関しては、これまでも多くの議員が

議論を重ねてきました。今でも、私は、多くの方
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から不安の声を聞く機会がございます。改めて、

今回質問をさせていただきます。

　武蔵野大学客員教授で水ジャーナリストの橋本

淳司氏によれば、近年、世界的に水資源の確保が

厳しさを増してきており、ＵＮＨＣＲ、国連難民

高等弁務官事務所の調査では、気候変動と自然災

害によって水や食料を確保できず、住む場所を追

われる気候難民が年間2,000万人以上に上り、今

後さらに増えると予想されています。

　日本の年間降水量は世界平均の1.5倍ですが、

急峻な地形のため、雨水はすぐに川から海へ流れ

てしまい、また、人口密度が高いため、一人一人

に与えられる水の賦存量、利用可能量は、世界平

均の半分にも満たないといいます。つまり、日本

の水資源は、思っているほど多くはないのです。

　今年２月、世界最大手の半導体企業ＴＳＭＣの

熊本工場が開所し、さらに第２工場の建設も進ん

でいます。このＴＳＭＣ進出と関連企業の集積に

伴う大量の水使用により、熊本の水資源が枯渇し

たり、水が汚染されるといった状況が起きれば、

本当に取り返しがつかないことになり、多くの県

民が不安に感じているところであるかと思いま

す。

　一方で、熊本では、ソニー、富士フイルム、コ

カ・コーラ、サントリーなどの地域の水を使う企

業が地下水涵養事業に取り組んでおり、農家と協

力し、稲刈り後の田んぼの水張りを支援していま

す。

　また、くまもと地下水財団による涵養事業や地

下水のモニタリング事業も行われており、こうし

た市町村の枠を超えた地下水保全の取組は、世界

でも高く評価され、2013年国連“生命の水”最優

秀賞を受賞しています。

　昨今、大量の冷却水を必要とする大手ＩＴ企業

は、自分たちがくみ上げた水よりも多くの水を自

然界に返すという意味のウオーターポジティブと

いう言葉を使って水対策に力を入れてきています

が、この橋本教授は、ウオーターポジティブの先

例と成功例は熊本にあると紹介していただいてい

ます。

　最近では、熊本で、有機フッ素化合物の一種、

ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡが国の目標値を超えて検出さ

れたとの報道もあります。ウオーターポジティブ

に世界中のＩＴ企業が取り組んでいるように、水

質においても、県民に安心感を与えるような取組

が極めて重要であります。

　本県においても、水量の安全確保に向けた取組

と同様に、模範となるような水質の安全確保に向

けた取組を行っていただきたいと考えます。

　以上、熊本の水の安全確保に向けた知事の見解

についてお尋ねをいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　前田議員から、熊本の水の安

全確保に向けて御質問いただきました。

　県民の関心事でもあるテーマであるため、少々

長くなりますが、丁寧に御回答申し上げたいと思

います。

　まず、水量の安全確保に向けた取組についてお

答えいたします。

　熊本の地下水は、水が浸透しやすい地質と加藤

清正公の時代に開発された白川中流域の水田によ

り、長い歴史をかけて育まれてまいりました。

　一方で、都市化の進展による人口の増加や農

地、森林などの減少の影響もあり、20年ほど前ま

では、一部地域において、地下水位は低下傾向に

ございました。

　その後、ソニーやサントリーといった本県に進

出した企業、また、くまもと地下水財団や地元農

家、土地改良区の方々による水田湛水などの地道

な取組もあり、地下水位は徐々に回復傾向にござ
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います。

　そのような中、半導体関連企業の集積に伴う大

規模取水や開発による涵養域の減少が懸念され、

従来の取組をより発展させ、持続可能なものにし

ていく必要があるところでございます。

　そこで、昨年10月、地下水保全条例に基づく地

下水涵養指針を改正し、取水事業者における涵養

目標を、取水量に対して原則10割に強化いたしま

した。

　また、地元の農業者の皆様の御協力もあって、

水田湛水の取組は、順調に広がっております。今

年の冬からは、涵養効果の高い白川中流域におい

て、これまで行われていなかった冬期湛水事業も

本格的に実施される予定です。

　さらには、ＪＡＳＭが白川中流域で生産された

お米を社員食堂で使用するなど、地下水を利用す

る企業が米の作付面積拡大を支援する新たな取組

も始まりました。

　加えて、雨水浸透施設の設置推進や浸透性調整

池を活用した人工涵養の可能性調査など、営農の

みに頼らない地下水涵養についての取組も行って

まいります。

　これらの積み重ねの結果、令和４年度から令和

９年度の５年間にかけて、地下水の涵養量の増加

量は、1,000万トンを超えるめどがついたところ

でございます。これは、ＪＡＳＭ第１工場の取水

量の３倍を超える規模になります。

　また、上流側であります阿蘇地域の地下水涵養

効果についても、しっかりと評価していく必要が

ございます。先月開催された熊本市との調整会議

において、阿蘇地域の涵養に熊本市と取り組んで

いくことを大西市長と確認しております。

　次に、水質の安全確保に向けた取組についてお

答え申し上げます。

　半導体関連企業の集積が進む中で、工場からの

排水への不安が寄せられていることについては、

私もよく承知しております。

　半導体関連企業集積周辺地域における工場の排

水対策については、法令等に基づく規制物質をま

ず対象に、下水道へ流入する段階では関係市町

が、下水処理場から坪井川に排出される段階では

熊本市が、それぞれにおいて基準に適合している

かをしっかり確認いたします。

　県では、関係市町と連携して監視を徹底し、そ

の結果を公表するとともに、適切に対応してまい

ります。

　昨年８月からは、工場周辺の河川や地下水につ

いて、法令等で規制されていない物質を対象に、

環境モニタリングを実施しております。18種類の

金属類や１万種を超える化学物質について、新た

な工場の稼働前後を比較して変化がないか、客観

的かつ科学的に確認しております。行政によるこ

のような調査は、全国でも例のない取組でござい

ます。

　法令等で規制のない物質については、基準値な

どがないことから、その調査結果は、専門家で構

成する環境モニタリング委員会の意見を添えて公

表するとともに、適切な対応につなげてまいりま

す。

　これらの取組については、パンフレットや動画

を作成し、県民に情報を発信しております。

　加えて、最近話題の有機フッ素化合物、ＰＦＯ

Ｓ及びＰＦＯＡについては、全国や熊本市内の井

戸における目標値超過事例に関する報道などによ

り、県民の関心が高くなっております。

　県では、河川や地下水の調査地点を、昨年度の

17地点から今年度は73地点へと大幅に増やしてお

りまして、検査結果が判明次第、速やかに公表す

ることとしております。

　さらに、水道におけるＰＦＯＳ、ＰＦＯＡにつ
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いては、国が現在全国調査を行っております。

　このような中、県内の東海大学の阿蘇くまもと

臨空キャンパス専用水道に使う水源井戸の水が目

標値を超過したとの報告がございました。

　県では、報告を受けた翌日に本事案を公表する

とともに、関係する周辺の町と連携して、当該井

戸から半径500メートルの範囲内の井戸利用者に

は、飲用を控えるよう注意喚起を行いました。

　また、国の対応手引に沿って、地下水における

目標値の超過範囲を把握するためにも、追加の調

査に迅速に着手しており、結果は、判明次第速や

かに公表する予定でございます。

　今回、東海大学から県へ迅速に報告がなされた

ことが、その後の速やかな追加調査の着手につな

がっておりまして、東海大学には適切に対応して

いただいたと感謝しております。

　今後も、目標値の超過が確認された場合には、

周辺住民が過剰に不安を抱かれることがないよ

う、適切な追加調査と正確な情報発信に努めてま

いります。

　県では、これらの取組を通じて、企業の地下水

利用による県民生活への影響の最小化、そして、

地下水の水質保全をしっかりと図ってまいりま

す。私が旗振り役となり、熊本ブランドであり、

かつ世界に誇る財産である地下水を守る取組に全

力を尽くしてまいります。

　以上でございます。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　木村知事から、改めて水の安全性

に向けて答弁をいただきました。

　水の安全性というのは、熊本だからこそ注目度

も高いのではないかと思います。半導体は、皆さ

ん御存じのとおり、回路の幅が細かいほど性能が

高いと言われております。2000年代初めに、ナ

ノ、いわゆる１ナノが１メートルの10億分の１、

１ミリの100万分の１世代に突入したと言われ、

このＴＳＭＣは、このナノの10分の１に当たる

――オングストロームと言うらしいですけれど

も、この世代の研究に今はもう取り組んでいると

いうふうに聞いております。

　今後、大きな経済効果が期待される反面、地下

水への影響を懸念する声は常に出てくるのではな

いかと思っております。特に、地下水保全と安全

性の問題は、今後も常に情報発信に努めていかね

ばならないと実感しております。引き続きよろし

くお願いをいたします。

　続きまして、渋滞対策について質問をさせてい

ただきます。

　熊本都市圏の交通渋滞は、悪名が高く、国土交

通省が公表している熊本県内の主要渋滞箇所は

283か所に上り、九州７県で最多であり、人口が

熊本県の３倍ある福岡県の173か所を大きく上回

っています。また、県全体の渋滞箇所の６割が熊

本市内に集中しており、三大都市圏以外の全国の

政令市の中で、熊本市の車の移動環境が最悪であ

ると言われているゆえんであります。

　木村知事は、就任後、大西熊本市長とのトップ

会談や県・市調整会議等の場で、渋滞解消に向け

た意見交換を行っておられます。

　６月に行われた第１回熊本県渋滞解消推進本部

会議では、熊本の実態を確認した上で、県民挙げ

て公共交通利用促進を図る施策を強力に推し進め

るとの議事内容であったと思います。

　しかしながら、その後の８月19日の県・市調整

会議の場で申し合わされたことは、県、市合同で

時差出勤、テレワークに職員が取り組むでありま

した。正直言って、今さら感を感じてしまったの

は私だけではないと思います。いわゆるフレック

スタイム制であり、昭和に誕生した労働時間配分

の仕組みであります。
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　同日の地元紙では、先行して実施した熊本市職

員の時差出勤が快適だったとの見出しでしたが、

今日までなぜできなかったのか、また、県でも、

今現在希望者に時差出勤制度を設けていますが、

それとどこが違うのか、そして、実施する以上、

数値的な達成目標を明確にすべきと思いますが、

いかがでしょうか。

　東京大学の伊藤昌毅准教授の研究グループが、

熊本はなぜこんなに渋滞が激しいのかを明快に述

べられています。それは、道路に対して車が多い

からだと。都市圏の骨格道路が完成しておらず、

ネットワーク機能を十分に発揮していない。この

ことは、2016年にまとめられた熊本都市圏都市交

通マスタープランで言及されています。

　つまり、問題は浮き彫りになったが、８年間対

策がなかなかできていなかったとしか言いようが

ありません。短期的、中長期的な方向性をしっか

りと打ち出し、県民にわくわく感を与えてほしい

と思います。

　例えば、電車通りなどの幹線道路で、右折レー

ンがないような交差点をいっそのこと右折禁止に

して、３車線のうち真ん中のレーンしか走れない

といったイメージを払拭するとか、短期的に効果

のある取組を考えられないでしょうか。

　伊藤准教授は、交通渋滞脱出の鍵は、公共交通

へのシフトと言われています。鉄道を見ても、熊

本駅の１日の乗車人員は、23年度で１万6,292人

と九州で５番目です。これは、３位の鹿児島中

央、４位の大分よりも少ないのですが、上熊本、

新水前寺、水前寺、肥後大津、新八代、玉名な

ど、熊本は沿線の駅の利用者が多いのが特徴で

す。鹿児島や大分のように、１か所に集中した利

用ではありません。

　そこで、各主要駅とバスとの結節を重視して、

公共交通へのシフトを思い切って検討することも

考えられます。

　大事なことは、来年までにどこまでやってみ

る、次は何をやるといったように、期限を決めて

目標を明確に示すことではないかと思います。道

路の整備に関しても、わくわく感が欲しいところ

ですが、いかがでしょうか。

　木村知事の肝煎りでできた渋滞解消推進本部の

旗振り役、道路のエキスパート、亀崎副知事にお

尋ねをいたします。

　　〔副知事亀崎直隆君登壇〕

○副知事(亀崎直隆君)　熊本都市圏の渋滞問題

は、県政の重要課題の一つで、喫緊の課題と認識

しております。

　県は、これまでも、渋滞緩和に効果的な交通ネ

ットワークの構築に向けて、道路や公共交通にお

けるハード、ソフトの様々な施策を実施してきま

した。

　木村知事就任後に設置されました渋滞解消推進

本部では、これらの取組をさらに加速し、庁内関

係部局が一丸となって進めることとしておりま

す。

　また、渋滞解消に向けては、都市圏の市町村と

連携して取り組むことが重要であることから、ま

ずは、熊本市とトップ会談や熊本県・熊本市調整

会議において、都市圏の渋滞の特徴や取組の方向

性について認識を共有いたしました。

　今後は、道路と公共交通の各施策のさらなる連

携を図り、対策の着実な実施に加え、新たな対策

も組み入れ、できるものは前倒しをしながら、こ

れまで以上のスピード感を持って取り組んでまい

ります。

　具体的な取組については、ソフト面で直ちにで

きる対策として、朝夕のピーク交通をカットする

ための時差出勤、テレワークに、県と熊本市合同

で着手しました。９月２日から、県、市合わせて
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１日4,000人を目標に取り組んでいます。

　これまで、県では、時差出勤の制度自体はあり

ましたが、渋滞緩和を目的として明確な参加人員

の目標を掲げ、熊本市と合同で取り組んだのは、

今回が初めての試みです。

　今後は、警察本部の協力を得ながら、この結果

を渋滞緩和の観点から検証し、具体的な効果を県

民の皆様にお示ししたいと考えております。

　加えて、この秋から、時差出勤や公共交通の利

用が渋滞解消につながることを広く周知するプロ

モーション事業を展開します。あわせて、事業者

によるバス、市電等で、オフピークである午前９

時以降に降車した場合の料金を割引するキャンペ

ーンも行われます。

　また、ＪＲ豊肥本線の利用者は年々増加してお

り、これまで、熊本駅や新水前寺駅では、県と熊

本市が連携して、駅前広場や関連道路整備を組み

合わせた交通結節機能の強化を図ってまいりまし

た。熊本都市圏の基幹的な公共交通軸として、渋

滞解消にも大きな役割を果たすよう、ＪＲ九州に

強く働きかけるなど、さらなる輸送力強化に取り

組んでまいります。

　路線バスについては、速達性向上のため、道路

整備と合わせたバスレーンの設置や公共車両優先

システムの導入についても、交通管理者と協議を

行ってまいります。

　次に、道路につきましては、信号制御と連携し

た交差点改良やバスベイの設置、停留所の改良、

パーク・アンド・ライドの推進など、即効性の高

い対策に、集中的かつ重点的に取り組んでまいり

ます。

　都市圏では、これまで、都市の骨格となる中九

州横断道路や熊本西環状道路、国道３号植木バイ

パスの整備が目に見える形で進められており、国

道387号の４車線化などについても、早期着工に

向け検討を進めております。中長期的には、これ

らの骨格幹線道路の効果を最大限に生かすための

幹線道路の整備につきましても、着実に取り組ん

でまいります。

　さらに、渋滞を緩和する熊本都市圏３連絡道路

につきましては、国の最大限の協力の下、熊本市

と連携を図りながら、スピード感を持って取り組

んでまいります。

　渋滞解消に向けては、このように、道路と公共

交通の整備を両輪に、最大限の効果を発揮させて

いくことが重要です。県としましては、年内をめ

どに渋滞対策の方向性や新たな対策をお示しし、

これまで以上に目に見える形でしっかりと取り組

んでまいります。

　今後は、都市圏の市町村や関係機関と連携しな

がら、総力戦で取組を進め、県民の皆様が渋滞解

消を実感できる対策を講じてまいります。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　副知事に御答弁をいただきまし

た。

　聞き方があんまり上手じゃなかったのか、本当

に長文で、分かりやすい答弁ではございました

が、年内に効果を示すという御答弁がございまし

た。しっかり――先ほどの答弁のバスベイとかあ

りましたけれども、多分皆さん御存じないんじゃ

ないかと思います。バスが止まるときに、バス停

で道路から外れて止まるようなスペースをつくる

ということらしいんですけれども、じゃあ、どこ

に、どれぐらい造るのかとか、もう少しそういっ

た目標も必要じゃないかなというふうに思ってい

ます。

　木村知事の肝煎りでつくられた渋滞解消推進本

部でございますので、今後のわくわく感創出にぜ

ひ期待をしたいというふうに思っております。

　次の質問に移ります。
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　今後なくなっていくものへの対応ということ

で、３つ質問をさせていただきます。

　まず１つ目に、今後の公共交通とＩＣカードの

問題について質問いたします。

　今年の５月に、県執行部から、交通系決済サー

ビスに関する情報を得ました。それは、次のよう

な内容です。

　県内の路線バス及び熊本電鉄で利用されている

全国相互利用カードに関する機器の保守契約が来

年３月で終了する予定ですが、更新費用が高額、

12億1,000万円となっていることから、導入費用

が半額で済む他の決済サービスに変更することが

決定しました、本件に関しては、バス事業者から

公表されますとのことでした。

　この情報を得たのは、バス事業者が公表する当

日でした。つまり、全国系のＩＣカード、Ｓｕｉ

ｃａ、ＰＡＳＭＯ、ＳＵＧＯＣＡ等が、来年から

熊本の路線バス等で使えなくなるということであ

ります。

　思い返せば、10年ほど前に地域カードが導入さ

れたとき、県外からの来訪者の利便性を確保すべ

く、全国系ＩＣカードの片利用方式を提案し、平

成26年６月の県議会で、交通系ＩＣカード利用環

境整備事業の執行に当たって、高齢者や学生への

サービスについて最大限努力し、県民にとっての

利便性の高いカードとすること等の附帯決議を行

いました。当時は、全国的にも先進的な事例で、

利用者からも高評価を得ていたものと確信してい

ます。

　今回唐突に交通事業者からサービス廃止を発表

するとの情報に疑問を持ちましたが、私なりに、

厳しい経営環境、インバウンドを見据えた将来

性、識者や海外の状況を鑑みたとき、やむを得な

いという結論には至りました。

　しかしながら、バス利用者の４分の１が使うサ

ービスを廃止するにもかかわらず、利用者に対す

る説明が全くなかった点は、共感が得られないの

ではないでしょうか。更新費用が高いとの理由で

すが、不便を被るのは利用者であり、サービス継

続のための努力も足りなかったように感じます。

　今回の件で、熊本市議会では、国に対して、シ

ステム更新費用についても補助制度の対象とする

よう、引き続き要望を行うこと等の附帯決議をし

ています。

　県としても、事業者を支援する立場として、事

業者にしっかりと助言、働きかけをすべきではな

かったかと思いますが、企画振興部長に見解をお

尋ねいたします。

　　〔企画振興部長富永隼行君登壇〕

○企画振興部長(富永隼行君)　今後の公共交通と

ＩＣカードの問題についてお答えします。

　公共交通は、経済社会活動の基盤として、ま

た、住民の移動手段確保や地域活性化のために必

要不可欠であり、喫緊の課題である交通渋滞の緩

和にも有効です。その利便性を確保する手段とし

て、キャッシュレスによる交通系決済サービスは

重要であると認識しています。

　現在、バス事業者等で利用されている交通系決

済サービスは、令和７年３月に保守期限を迎える

ことから、その対応について、バス事業者等を中

心に検討が進められてきました。

　人口減少等を背景にバスの利用者が減少傾向に

あり、さらにコロナ禍で打撃を受けるなど、経営

状況が非常に厳しい事業者にとっては、全国相互

利用カードに係る機器の更新費用が12億円と高額

であることが大きな課題でした。

　そのため、県においては、令和４年度から、熊

本市とともにバス事業者等との協議に参画し、現

在の障害者や高齢者の割引、通勤通学定期といっ

たきめ細やかな対応を維持することや、利用者の
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利便性の確保、経済合理性、将来性の観点を特に

重視するなど、バス事業者等と様々な検討を重ね

てまいりました。

　その結果、くまモンのＩＣカードを維持しつ

つ、更新費用が半額程度に抑えられ、今後キャッ

シュレス決済の主流となるクレジット決済等を導

入することを事業者が決定したところです。

　一方で、議員御指摘のとおり、24％の方が全国

相互利用カードを利用されており、これらの方々

には、決済手段を変更していただく必要がありま

す。

　今後、混乱を招かないよう、熊本市やバス事業

者等と連携を図り、新たな決済手段への円滑な移

行と丁寧な周知を図ってまいります。

　具体的には、県や熊本市、バス事業者等でワー

キンググループを設置し、利用者の年代ごとにタ

ーゲットを絞ったプロモーションの準備を行って

います。

　さらに、県の６月補正予算を活用した事業とし

て、渋滞の緩和や公共交通の利用促進を目的に、

10月から、くまモンのＩＣカードを活用して、バ

ス、市電等でオフピークである午前９時以降に降

車した場合の料金を割引するキャンペーンを実施

します。時差出勤の取組などと組み合わせなが

ら、多くの県民の皆様にメリットを感じていただ

きたいと考えております。

　今後とも、市町村や交通事業者等と連携し、公

共交通の充実にしっかりと取り組んでまいりま

す。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　御答弁ありがとうございました。

　私が今回言いたかったのは、質問でも述べまし

たが、利用者への説明がなかったということで

す。利便性の確保、経済合理性、将来性など、様

々検討を重ねてきたとの御答弁だったんですけれ

ども、利用者には何も検討内容は伝えられていま

せん。検討時点で県民挙げて考える時間があれ

ば、支援の在り方、要望等、可能性を探ることも

あったのではないかという指摘であります。

　先ほど亀崎部長からもありました。一昨日だっ

たでしょうか、発表された公共交通利用時の運賃

補助、渋滞をなくそう半額キャンペーンだったと

思いますけれども、これはたしか２月までだった

と思いますけれども、まあキャンペーンですから

そうなんでしょうけれども、もっと交通事業者と

役割をしっかり話し合って、恒久的なものにして

いただきたいということも要望させていただきた

いと思っております。

　続いて、今後なくなっていくものへの対応につ

いての２番目、水素ステーションの撤去後の水素

の利活用について御質問いたします。

　平成27年の地元紙には、熊本県は、2016年に究

極のエコカーとされる燃料電池車を導入し、普及

啓発事業に活用する、さらに、水素ステーション

を設置し、将来の水素社会到来を見据え、需要の

創出を図ると書かれていました。そして、設置か

ら８年後の今年６月、｢県庁、水素ステーション

撤去」の記事が同じ地元紙に掲載されました。水

素社会到来を見据え、需要の創出を図るという当

時の方針から大きく後退する事態になりそうで、

残念でなりません。

　水素エネルギー技術の開発や推進に関しては、

国が前面に立って支援しており、ＧＸ、グリーン

トランスフォーメーション、経済移行債を国債と

して発行し、20兆円の先行投資に充てようという

方針が打ち出されています。

　燃やしてもＣＯ2を排出しない次世代燃料とし

て注目される水素ですが、例えば、太陽光発電の

電力を使い、水を電気分解して水素を製造する水

電解装置の実験も行われています。
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　再生可能エネルギーで製造した水素は、グリー

ン水素と呼ばれ、製造時にもＣＯ2を排出しませ

ん。また、天候や時刻の変化で太陽光由来の電力

が使えなくなると、自動で水素が燃料電池に補塡

され、発電を始める水素製造ユニットの発電実験

も行われています。

　さらに、北海道では、水素の製造から供給まで

担う新会社が10月に設立される予定であり、政府

からＧＸ金融・資産運用特区にも選定され、ＧＸ

の取組が加速しています。

　再エネアイランドと言われる九州では、夏季に

余剰電力が発生し、出力抑制が行われています。

発電した電力を捨てているわけですが、余った電

力を水素に転換し、有効活用するような取組等が

できないものでしょうか。

　県も、再生可能エネルギーの発電量の割合を50

％に設定し、併せて余剰電力を無駄にしない仕組

みを検討するとしています。２歩下がって３歩進

める発信を、８年前に唱えた水素社会の到来を見

据えた需要の創出に、もう一度先進的に取り組む

意欲はないでしょうか。

　以上、商工労働部長にお尋ねをいたします。

　　〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　スマート水素ステ

ーションは、水素自動車が市販されていない平成

28年に、県内への水素自動車の啓発とＣＯ2削減

効果の検証を目的に、国の実証事業で導入いたし

ました。

　その後、令和３年８月、民間の商用水素ステー

ションが熊本市の南区に設置され、県内でも水素

自動車の販売が開始されましたが、本年７月末時

点で、県内で47台、全国で8,320台の登録にとど

まっております。

　このように、全国的に取組が進んでいないのが

現状ですが、ゼロカーボン社会には、水素社会の

実現が不可欠です。

　また、水素社会に向けた取組には、行政だけで

なく、企業等と技術面や実行面での連携が欠かせ

ません。

　本県の関係では、再エネを活用した水素やメタ

ンガスの製造について、実証プラントを整備し、

検討されている企業があります。また、製品製造

時に発生するＣＯ2の排出削減のため、水素の活

用を検討されている企業もございます。

　県では、このような県内企業を中心に、水素の

利活用に向けた意見交換会を開催する予定として

おります。会議では、水素に係る企業のニーズや

これまでの検討結果、見いだされた課題を共有す

るとともに、企業の技術やノウハウを基に、水素

エネルギーの現実的な利活用に向けた検討を行っ

てまいります。

　また、水素社会の実現には、国を挙げた体制構

築が不可欠です。国に対しては、水素自動車の普

及につながる水素ステーションの拡大や再エネ由

来の余剰エネルギーを水素で貯蔵するための基盤

整備など、水素の社会実装に向けた支援を要望し

ております。

　このように、官民が連携して、地域の実情に応

じた実現可能性の高い水素エネルギー利活用促進

策を検討するとともに、国に対し必要な施策を提

案し、水素社会の実現に向け、着実に取組を進め

てまいります。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　商工労働部長に御答弁をいただき

ました。

　水素社会に向けて、着実に取組を進めてまいる

という発言もございました。期待をして、これか

らもしっかり水素については議論をしていきたい

と思っております。

　次に、今後なくなっていくものへの対応につい



－ 49 －

令和６年９月定例会　熊本県議会会議録　第２号（９月19日）

ての３番目、ＨＰＶワクチンのキャッチアップ接

種についての対応について質問いたします。

　先月８月に、肥後医育塾主催の「がんの原因と

なるウイルス～予防のためにできること～」と題

した公開セミナーが医師会館で開催されました。

ウイルスは、感染症をもたらすウイルスとがんを

もたらすウイルスに分けられ、今回は、後者のが

んをもたらすウイルスに焦点を当てたものでござ

いました。

　がんの原因となるウイルスとして、ヒトＴ細胞

白血病ウイルス１型、Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルス、

ヒトパピローマウイルスが紹介され、特に、年間

約３万人ががんと診断され、約3,000人が亡くな

っている子宮頸がんの原因となるヒトパピローマ

ウイルスの感染について取り上げられていまし

た。

　講演では、近年、子宮頸がんの患者数、死亡者

数ともに増加傾向で、特に50歳未満の若い世代で

増加しているとのことでした。

　この子宮頸がんを予防するＨＰＶワクチンは、

2013年４月に国の定期接種となるも、直後から全

身のしびれなどの訴えが相次ぎ、同年６月に積極

的勧奨が中止をされました。しかし、それから９

年後の2022年４月に、安全性と有効性が確認され

たとして、勧奨が再開されております。

　そして、現在、この９年間に接種対象年齢だっ

た1997年度から2007年度生まれの女性に対して、

公費によるキャッチアップ接種が行われていま

す。

　しかしながら、厚労省によると、2022年度のキ

ャッチアップ接種対象者のうち、実際に初回接種

した人は、全国で6.1％と低迷しているとのこと

でした。

　昨年、熊本大学が、女子学生を対象に、ＨＰＶ

ワクチンの公平な接種機会を確保し、がんを正し

く認識する取組を行いました。10月、11月、今年

３月と各月２日間、各日60人まで集団接種を実施

しています。

　県も、これまで、県下の市町村と連携をし、周

知に力を入れていますが、厚労省が今年２月から

３月に行ったアンケートでは、ＨＰＶワクチンを

知らないと答えた接種対象者が36.1％、キャッチ

アップ接種を知らないと答えた対象者が48.5％

と、厳しい数値でありました。

　キャッチアップ接種は、今年度で終了します。

ＨＰＶワクチンは、半年間に３回接種が必要と言

われており、今月９月に接種を開始しないと、公

費接種ができなくなります。接種自体は本人、家

族の判断ですが、上記のようにキャッチアップ接

種を知らなかったという人を一人でも減らすべき

だと考えます。期限も迫り、できることは限られ

ますが、ホームページで専門家やドクターのコメ

ントを載せるなど、周知の工夫や検討ができない

でしょうか。県下の状況と併せて、健康福祉部長

にお尋ねをいたします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　ＨＰＶワクチンの

キャッチアップ接種は、積極的な接種の勧奨が控

えられていた期間、定期接種の対象となっていた

方々に、公平な接種機会を確保するため、改めて

公費で接種する機会を提供するものです。

　ＨＰＶワクチンは、間隔を空けた上で、半年に

わたり合計３回接種しなければなりません。キャ

ッチアップ接種の期間は、令和４年度から今年度

までとなっており、一度も接種をしたことのない

方が今年度内に３回の接種を終えるためには、今

月末までに１回目を接種する必要があります。

　そこで、キャッチアップ接種の存在を知ってい

れば受けたかったのにとか、受けるつもりでいた

が忘れていたという方が後々出ないようにしなけ
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ればなりません。

　これまで、県では、接種するかどうかの判断に

必要な情報が対象者に確実に届くよう、県政ラジ

オ、テレビＣＭ、県ホームページ等の広報媒体

を活用した周知に取り組んできました。これに

より、県内の接種者数は、令和４年度は延べ約

9,800人、令和５年度は暫定値で延べ１万1,000人

と増加してきました。

　最終年度となる今年度は、県の公式ＳＮＳを活

用した広報や県と連携協定を締結した生命保険会

社と共同で作成したチラシの配布などの取組も始

めました。

　また、接種の実施主体である市町村において

も、対象者への個別の通知を行うとともに、広報

誌やＳＮＳによる情報発信の強化に取り組んでい

ます。

　さらに、対象者が御自身の体のこととして接種

により関心を持っていただくため、議員から御提

案いただきました有識者のアドバイスについて

も、熊本県医師会の御協力の下、県のホームペー

ジに早急に掲載するなど、キャッチアップ接種の

周知にしっかりと取り組んでまいります。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　御答弁いただきました。

　ＨＰＶワクチンのキャッチアップ接種について

は、今回が最後の質問になると思います。熊大の

先生方も、なぜここまで周知が進まないのだろう

かと懸念を持たれていました。

　昨日の報道で、早稲田大学の研究チームが、尿

検査でＨＰＶのたんぱく質の検出に成功したとい

うニュースがありました。初期の段階で、高い確

率で予防が可能にという報道もございました。と

にかく、周知、有識者のアドバイスも早急に掲載

しという答弁でした。ぜひともよろしくお願いを

したいというふうに思っております。

　次の質問に移ります。

　アリーナの建設に向けてというテーマで質問を

させていただきます。

　今年８月28日に、公民連携によるスポーツ施設

整備に関する検討会議が開催されました。これま

での県議会における県有スポーツ施設の在り方等

についての議論を受けて開催されたものと推察い

たします。

　会議の内容は、検討対象の施設、各施設の現状

と課題、調査委託の実施、今後のスケジュール等

でしたが、今回の質問では、これまでも議論して

きましたアリーナの建設について問いたいと思っ

ております。

　先日の報道で「夢のアリーナ、全国に続々」と

の見出しが出ていました。プロバスケットボール

Ｂリーグは、2026年に新トップカテゴリーのＢリ

ーグ・プレミアをスタートさせます。

　この新Ｂ１に参加するための条件として、収容

人数5,000人以上でＶＩＰ席などを備えたアリー

ナの確保が必要となり、このＢリーグ改革が空前

のアリーナ建設のラッシュの呼び水になっていま

す。

　スクリーンを御覧ください。(資料を示す)

　これは、Ｂリーグの各クラブのアリーナ建設の

状況やオーナー企業、アリーナ席数を一覧にまと

めたものであります。一部紹介します。

　ナンバー１番、沖縄アリーナ、皆さん御存じの

とおり、１万席を有しております。建設費は160

億円かかっておりますが、150億円は基地関係交

付金という特殊な事情でできております。ただ、

ここは、2021年４月にオープンをして、２年９か

月後の昨年末に、既に来場者100万人を突破して

おり、バスケのゴールデンキングスのホームゲー

ムで57万人、コンサートで22万人、その他のイベ

ントで21万人と聞いております。
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　もう１つ紹介いたします。

　21番を御覧ください。

　長崎です。6,000席を有するアリーナが計画さ

れております。皆さん御承知のとおり、来月10月

に長崎スタジアムシティがオープンいたします。

6,000席のアリーナ、２万席のサッカースタジア

ム、日本初のサッカースタジアムビューホテルが

民間主導で完成予定です。

　これも御存じかと思いますが、オープンのこけ

ら落としには福山雅治氏が登場して、盛大にオー

プンすると聞いております。

　昨年５月に開業したＳＡＧＡアリーナは、11番

ですが、最先端の設備を誇っており、8,400席、

ここを本拠地とする佐賀バルーナーズは、１試合

平均観客動員数は、Ｂ２時代の1,339人から、Ｂ

１に昇格した23年から24年で5,061人と急増して

います。

　アリーナを整備した佐賀県によれば、開業から

１年間の来場者数は、コンサートなどのイベント

を含めて約50万人に上るとのことです。

　24番のシーホース三河、愛知県安城市では、全

国でもあまり例がない負担つき寄附による新アリ

ーナ建設計画が進んでいます。

　隣接する刈谷市に本社を置くアイシンが募金団

体を設立し、企業、個人から資金を募って建設。

完成後は安城市に寄附する一方で、指定管理者と

して独立採算で運営するというものです。地域の

にぎわい創出のための施設として貢献したいとい

う不退転の決意であり、市側もリスクはほぼゼロ

で、経済波及効果は約16億円と見ています。

　このように、地域活性化の核となるアリーナ建

設の流れが全国に波及しており、熊本ヴォルター

ズが現に県民に勇気と希望を与えている現状を見

ても、この流れに遅れるわけにはいかないのでは

ないでしょうか。

　ある地域では、都市構造再編集中支援事業な

ど、国の交付金を活用するとの声を聞きます。地

域活性化、地方創生、交流人口拡大へ向け、スポ

ーツ施設の在り方検討から一歩進んだ考え方はで

きないのでしょうか。知事就任時に、アリーナの

在り方について、強い決意を感じた木村知事にお

尋ねをいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　お答えいたします。

　アリーナについて、スポーツ庁では、平成28年

に策定したスタジアム・アリーナ改革指針におい

て、スポーツ施設としての利用を前提に、多くの

集客による経済波及効果等を生み出すとともに、

スポーツ産業の持つ成長性を取り込みつつ、地域

経済の持続的成長を実現していく施設と位置づけ

ております。

　現在、全国各地で官民連携によるアリーナやス

タジアムの整備が進んでいると、先ほど議員御指

摘のとおり、私も承知しております。

　そのような中、県では、県立総合体育館など、

老朽化などの課題を抱える県営スポーツ施設につ

いて、経済界、スポーツ関係団体の代表者などで

構成する検討会議を設けて、民間活力の導入等も

含めた公民連携による整備の方向性の検討を進め

ております。

　本年８月28日に開催した第１回検討会議では、

委員から、交通アクセスへの配慮や誘客など、複

合的な機能を持たせることの有用性に関する意見

もありました。

　今後の検討会議においても、アリーナを含めた

各スポーツ施設について、スポーツをする側と見

る側の視点に加え、地域のまちづくりや地方創生

につながる観点も含めて、整備の方向性決定に向

けた議論を尽くしていくこととしております。

　今後、意欲のある自治体やスポーツ関係者への
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ヒアリングを交えながら、民間の関与も視野に、

整備手法の整理をはじめ、建設及び運営コストの

比較、アクセス、適地の整理などを進めてまいり

ます。

　この件は、もう長く県議会でも多くの先生方か

ら御質問をいただいており、前蒲島県政で解決で

きなかった県政の重要課題と認識しております

が、それだけに、それだけに多くの県民の関心事

でもあり、県民的議論が不可欠であることは、議

員も御異論ないかと思います。知事の一存で決め

るべきものではないし、決められるものでもござ

いません。

　まずは、いかにして実現するかという前提で、

引き続き、様々な関係者を巻き込んで、丁寧に議

論を深めながら、公民連携によるアリーナを含め

たスポーツ施設の整備の検討をしっかりと進めて

まいります。

　以上でございます。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　知事から御答弁をいただきまし

た。アリーナの建設に向けては、県政の最重要課

題との認識、県民的議論が不可欠との答弁であり

ました。

　ヴォルターズに関しては、2022年から23年の決

算ですが、平均観客動員数は1,710名で、Ｂ２、

３位、満員御礼が３回、有料観客動員数に至って

は、Ｂ２、１位、Ｂリーグで全体でも３位とのこ

と。入場料収入でも、九州平均の8,540万円余を

大きく上回り、9,370万円余と聞いております。

観客動員に向けては大貢献であります。このこと

は、県民の機運醸成に十分なり得るものと思いま

す。

　過日、ＳＰＣ、特別目的法人方式での県立体育

館のアリーナへの建て替え案が報道されました。

後は、知事の思いを一歩前へ届けるだけではない

かと思っております。引き続きよろしくお願いを

いたします。

　続きまして、介護人材、ケアマネの業務改善に

ついて質問いたします。

　要介護者、要支援者や家族の相談に応じ、介護

保険サービスの適切な利用を支援する介護支援専

門員、いわゆるケアマネジャーは、介護保険制度

を支える要の存在であります。このケアマネが、

日常業務や資格更新時の重い負担などを背景に、

人手不足が深刻化していると聞きます。

　ケアマネは、介護保険サービスの利用に欠かせ

ない計画書、ケアプランの作成や利用者と介護サ

ービス事業者との間でサービス調整などを行って

いますが、近年、こうした業務に加え、業務範囲

外の対応に追われることが増えているとも聞きま

す。

　ケアマネの資格は、保健、医療、福祉に関する

法定資格に基づく業務を通年５年、そして、受講

試験を受験して、合格後の研修を修了した後に資

格証の交付を受けます。

　この受験者数は、平成29年度までは10万人を超

えていましたが、平成30年度の受験要件の見直し

後に減少し、現在は５万人弱になっています。ち

なみに、合格率は20％台で推移しています。

　ケアマネの従事者数も、平成30年度の18万

9,000人余りをピークに、令和４年度は18万3,000

人余りと減少傾向にあり、さらに、業務多忙や体

力面、賃金等を理由に離職する人も増えていま

す。介護を要する高齢者が増加していく中で、今

後深刻な人材不足となる可能性が高く、人材確

保、待遇改善は喫緊の課題であると考えます。

　ケアマネは、５年ごとに資格更新のための法定

研修を受講する必要があり、受講料の負担や研修

時間も多く、日頃業務に支障を生じているとも聞

きました。
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　日本総合研究所の調査では、この法定研修の受

講料について、高いと思うが75％、受講料を全額

個人で負担しているというのが34％、研修時間数

が多いと思う人が63％、研修が業務時間扱いにな

らないという人が23％と、全体的に厳しい状況と

見受けられます。

　国での議論も必要ですが、更新研修費は県ごと

に２万円台から８万円台と、県が決定する仕組み

となっています。

　今後、高齢化社会がますます進む中、ケアマネ

の存在は重要であり、その業務環境の改善に早急

に取り組まねばならないと思いますが、県の考え

はいかがでしょうか。健康福祉部長にお尋ねをい

たします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　高齢者が住み慣れ

た地域で安心して暮らし続けるためには、地域包

括ケアシステムが円滑に機能することが必要で

す。その中で、介護支援専門員は、高齢者御本人

やその家族を最も身近に支える存在として重要な

役割を担っている専門職です。

　本県として、今後さらに多様化する介護ニーズ

に対応し、質の高いサービスを提供していくため

には、介護支援専門員の勤務環境の改善と資質の

向上を図ることが重要な課題であると認識してい

ます。

　現在、約９割の介護事業所等では、介護支援専

門員が作成するケアプランをファクスや郵送で共

有しており、その事務作業だけでも多くの労力を

費やしています。

　そのため、ケアプランをデータで共有し、ペー

パーレス化を図ることで、事務負担の軽減ができ

ると考えています。

　そこで、居宅介護支援事業所と介護サービス事

業所間のケアプランをデータでやり取りできるケ

アプランデータ連携システムを導入しまして業務

改善を図る事業所に対して、市町村が支援するた

めの予算を今定例会で提案しております。

　今後、導入地域による事例発表等を通して、こ

の取組を県下全域に広げていきたいと考えていま

す。

　資質の向上という面においては、介護支援専門

員には、高齢者お一人お一人の状況に応じたケア

プランを作成するための幅広い知識と高い専門性

が求められることから、研修には相当な時間が必

要になります。

　そのため、オンラインを活用して研修受講の負

担軽減を図りながら、実践を重視した研修内容の

提供にも取り組んでいます。

　あわせて、地域ごとに医療や介護の専門職等が

定期的にワークショップ形式の研修や会議に集う

ことで、多職種間の連携を強化し、専門性の向上

を図っております。

　議員御指摘のとおり、介護支援専門員の人材確

保などで苦慮されている事業所もあると伺ってい

ます。県としては、このような取組を通して、介

護支援専門員の勤務環境の改善と資質の向上を図

り、さらに魅力を広く発信していきたいと考えて

います。

　今年度、国においては、介護支援専門員の業務

の在り方、人材確保や定着に向けた方策、法定研

修の在り方などについて、包括的な検討が進めら

れています。

　県としましては、国の検討状況を注視するとと

もに、引き続き、関係団体の意見も伺いながら、

制度見直し等の要望も行ってまいりたいと考えて

います。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　答弁では、ケアマネに関しての役

割や勤務環境の改善の必要性は認識いただいたと
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理解いたします。

　過日、厚労省と意見交換をしたところ、国の基

金を使ってケアマネの研修の支援に充てている都

道府県もあるということでございました。研修時

間、研修費用を含め、待遇の格差是正、負担軽減

へ、さらなる取組、検討をしていただきたいと思

っております。

　時間の関係で答弁が間に合うかどうか分かりま

せん。大変申し訳ございません。

　2040年問題を見据えた市町村の支援について質

問をいたします。

　国立社会保障・人口問題研究所が令和５年に発

表した日本の将来推計人口によれば、2040年の日

本は、65歳以上の高齢者が全人口の34.8％に達

し、2025年と比較すると、5.2％増加すると見ら

れています。逆に、15歳から64歳の生産年齢人口

は55.1％で、2025年と比較すると、4.2％減少す

ることになります。

　ちなみに、熊本県の2040年の状況は、高齢者の

割合が36.7％、生産年齢人口の割合が51.8％と、

全国を上回るペースで高齢化と生産年齢人口の減

少が進むと推定されています。

　こうした人口構造の変化から、医療、介護、年

金などの社会保障やインフラの維持が困難となる

ほか、労働力不足から経済が縮小するなどの数々

の問題が生じることを総称して2040年問題と呼ば

れております。

　そこで、熊本県では、2040年を見据えた市町村

の行政サービスの維持向上について、どのように

課題を認識し、どのような支援をしているのか、

総務部長にお尋ねをいたします。

○副議長(髙木健次君)　総務部長小金丸健君。

――残り時間が少なくなりましたので、答弁を簡

潔に願います。

　　〔総務部長小金丸健君登壇〕

○総務部長(小金丸健君)　2040年頃にかけて人口

構造の変化が進む中でも、住民に最も身近な市町

村が持続可能な形で行政サービスを提供できるよ

う、県がしっかりと支えていく必要があると認識

しています。

　現在、県では、将来を見据えた市町村支援とし

て、３つの取組を進めています。

　１つ目は、市町村が自ら人口構造の変化などを

把握する地域の未来予測の作成を働きかけていま

す。作成が進むよう、研修会や個別相談を実施し

たり、作成経費を助成しています。

　２つ目は、市町村行政におけるＤＸの取組を支

援しています。様々な分野でデジタル技術を活用

した取組が進むよう、市町村長トップセミナーや

ＤＸ推進を担う人材育成などを行っています。

　３つ目は、複雑化、広域化する行政課題に対

し、市町村の枠を超えた広域連携を支援していま

す。例えば、人口減少等により経営環境の厳しさ

が増している水道事業について、水道広域化推進

プランに基づき、管理業務の一体化などの具体的

手法を検討しています。

　引き続き、市町村のニーズを丁寧に把握し、市

町村の行政サービスの維持向上に全力で取り組ん

でまいります。

○副議長(髙木健次君)　前田憲秀君。――残り時

間が少なくなりましたので、発言を簡潔に願いま

す。

　　〔前田憲秀君登壇〕

○前田憲秀君　総務部長、答弁を短めていただい

て、大変恐縮でございます。ありがとうございま

した。

　総務部長から、未来予測の作成、ＤＸの取組、

広域連携への支援が必要との答弁でした。

　2040年、まだ先のようですけれども、これから

一年一年計画的にやれることをしっかりと実行し



－ 55 －

令和６年９月定例会　熊本県議会会議録　第２号（９月19日）

ていくことを強く要望させていただきます。よろ

しくお願いをいたします。

　私ごとでございますけれども、先月、還暦を迎

えました。答弁をいただいた小金丸部長も、やが

て還暦を迎えるとお聞きしております。県庁職員

も、60歳がゴールとの意識を変えて、次の社会貢

献への転換点との意識改革も必要なのではないか

と、この2040年問題を取り上げる中で感じまし

た。そのためにも健康であることが重要でありま

す。我に問う思いで、今後もしっかりと勉強して

取り組んでまいりたいと思っております。

　以上で本日予定しておりました質問は全て終わ

りました。

　最後までの御清聴、大変にありがとうございま

した。(拍手)

○副議長(髙木健次君)　以上で本日の一般質問は

終了いたしました。

　明20日は、午前10時から会議を開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第３号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午後２時14分散会
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令和６年９月20日(金曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第３号

　　令和６年９月20日(金曜日)午前10時開議

　第１　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　一般質問(議案に対する質疑並びに

　　県の一般事務について)

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(48人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(１人)

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名
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　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光戦略部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　城　内　智　昭　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○副議長(髙木健次君)　これより本日の会議を開

きます。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　一般質問

○副議長(髙木健次君)　日程に従いまして、日程

第１、昨日に引き続き一般質問を行います。

　岩中伸司君。

　　〔岩中伸司君登壇〕(拍手)

○岩中伸司君　おはようございます。新社会党の

岩中伸司です。

　ここに立てば、非常にやはり緊張して、眼鏡を

外さないと皆さんの顔は見えません。字を見ると

きには眼鏡をかけなければなりませんし、ぜひこ

の１時間よろしくお願いしたいというふうに思い

ます。

　そしてまた、木村知事、あなたに初めて私は質

問させていただきます。ほかの執行部の皆さん

も、初めての方もたくさんいらっしゃいますけれ

ども、ぜひよろしくお願いをいたします。

　猛暑が続いて、非常に危険な状態があるなとい

うふうな思いでいます。後期高齢者となった私で

すけれども、元気で力いっぱい、皆さんに負けな

いように質問をしていきたいな、このように思っ

ているところです。

　どうも世の中は、非常に物騒になりつつありま

す。気候だけじゃなくて、私たちの食べ物もなく

なってしまうような、本当にこれからの農業がど

んなになるのかなと、非常に心配です。常識を超

えた世の中の動きがあるようですので、ぜひ、そ

ういう問題に対しても、私たちは真剣に取り組ん

でいかなければならないし、県の執行部も、木村

知事を中心として、ぜひよろしくお願いをしてお

きたいというふうに思います。

　振り返ってみれば、38回目の質問になりまし

て、それでも第１回と変わらない気持ちです。知

事も、福島知事から潮谷知事、ずっと４代これま

で質問させていただいたんですけれども、しっか

り頑張っていきますので、よろしくお願いしま

す。

　もう既にいろいろ討論されましたけれども、ま

ず最初に、水俣病問題について御質問させていた

事務局次長
兼総務課長

人事委員会
事 務 局 長

病 院 事 業
管 理 者
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だきます。

　水俣病公式確認は、1956年、昭和31年５月１日

に、チッソ附属病院より水俣保健所に奇病発生と

の報告があった日とされています。

　３年後の1959年10月６日、チッソ附属病院で続

けられていた猫実験が、工場のアセトアルデヒド

酢酸系の排水口から落ちてくる排水を毎日200CC

ずつ経口投与していたが、けいれん発作等々で目

が見えなくなったりして、猫が衰弱したことが判

明をして、水俣病の症状であることが確認をされ

ています。すぐにチッソ工場に報告をされ、水俣

病にとって極めて重要な日となりました。

　11月には、厚生省食品衛生調査会水俣食中毒部

会が、原因は有機水銀化合物と断定をし、閣議に

報告しましたが、当時の池田通産大臣が、有機水

銀が水俣工場から流出との結論は早計と発言を

し、食中毒部会が解散させられ、水俣病の所管が

厚生省から経済企画庁に移管されました。

　経済企画庁というのは、国民の健康問題を取り

扱う官庁ではなく、経済政策を基本的な任務とす

る総理府の外局です。当時の国の政策は、高度経

済成長を優先させたことで、公害対策は後れを取

ったことになります。

　1959年12月19日、排水浄化装置、サイクレータ

ーが完成をし、排水は浄化されると発表をし、竣

工式では、吉岡社長が、寺本知事や市の幹部など

の前で、排水が浄化されてこんなにきれいですと

ばかりに飲んで見せたそうですが、飲んだ水は水

道水と入れ替えたものと社員の一人が発言をして

います。

　また、サイクレーターは、沈殿物を除去するだ

けで、水銀除去性能がないことはチッソの幹部は

知っていたし、メーカーも、沈殿物を除去するだ

けで、それ以上のものではないと説明をしていま

す。

　チッソ水俣工場で最初にアセトアルデヒドの生

産が始まったのは、1932年、昭和７年５月、今か

ら92年前です。1968年５月にアセトアルデヒド製

造停止されるまでの36年間、生産は続けられ、メ

チル水銀を含む廃液は、何の処理もせずに水俣湾

に流出していました。

　プラスチックなどの化学製品の原材料であるア

セトアルデヒドの生産は、それまでヤシ油から採

取していたものを、チッソは、有機化学の研究に

より技術を独自に開発し、1952年以降、約10年間

にわたり市場を完全に独占をしました。

　生産量は、1953年には6,592トンとなり、最盛

期の1960年には４万5,244トンにも達し、戦後の

高度経済成長期、経済最優先が生んだ公害が水俣

病です。

　各地で患者が裁判を闘う中で、2004年、最高裁

は、国や県がチッソに対し必要な規制をせず被害

を拡大した責任を認め、賠償を命じました。国、

県は、1959年11月末までには、原因はチッソの流

す有機水銀だと認識できたのに、規制措置を取ら

なかったと認めたのです。

　水俣病特別措置法が国に義務づける不知火海沿

岸の住民健康調査について、環境省が2025年度に

最大500人規模で試験的に実施する方向で最終調

整しているとのことですが、アセトアルデヒドの

生産から92年、水俣病公式確認から68年も経過し

ている今、あまりにも時間がかかり過ぎると思い

ます。

　不知火海沿岸の住民健康調査を一日も早く終わ

らせる県としての対応を知事に伺います。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　岩中議員からの御質問、まず

は水俣病問題についてお答え申し上げます。

　７月８日から11日にかけて、水俣病関係団体の

皆様と伊藤環境大臣との再懇談が実施され、私も
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全ての懇談に同席いたしました。また、８月４日

と17日には、関係団体の皆様と県との懇談も実施

いたしました。

　これらの懇談においては、十分な時間を確保し

て、皆様から様々な御意見をお聴きすることがで

き、御要望についても、しっかりと受け止めさせ

ていただいたところでございます。

　お尋ねのありました健康調査についてお答えい

たします。

　平成16年の最高裁判決以降、県から国に対し

て、要望や幾つかの提案を行いました。その結

果、特措法に、国が調査研究を実施し、県はそれ

に協力すると法律に明記されました。

　特措法成立後も、県から国に対して、機会ある

ごとに健康調査に向けた取組の加速化を要望して

きました。

　現在、国では、専門家による研究班を立ち上

げ、健康調査の在り方についての検討を進めてい

ますが、改めて、私からも、本年５月に伊藤環境

大臣と直接お会いして、より納得性の高い健康調

査を早期に実施するよう要望したところでござい

ます。そして、７月には、水俣病関係団体との再

懇談の場で、環境大臣が遅くとも２年以内をめど

に開始すると表明されました。

　しかしながら、議員御指摘のとおり、健康調査

については、規定された特措法の施行から既に長

い時間が経過しております。８月に実施した団体

の皆様との懇談においても、調査手法に関する多

くの御意見を直接お聴きしました。

　県としては、健康調査が２年以内に確実に実施

されるよう、引き続き、国が進める調査の在り方

の検討内容を注視していくとともに、国に対して

必要な協力を行ってまいります。

　　〔岩中伸司君登壇〕

○岩中伸司君　答弁をいただきました。

　引き続き、国の検討内容を注視して、県として

も全力で頑張るということですけれども、水俣病

で苦しんでおられる方というのは、今もやっぱり

たくさんいらっしゃるのではないかというふうに

思います。

　県としては、その苦しんでいる方の立場に立っ

て、やっぱりそれに対応して解決をしていく、困

っている方を助けてやるというふうな形で進むた

めには、一刻も早く不知火海沿岸の健康調査につ

いては、やっぱり県としてもちょっと力を入れて

いってほしいなと、このように思うところです。

　そして、さらに、不知火海沿岸の健康調査を今

後２年間のうちにスタートさせるという、まあ健

康調査をスタートさせるということで、２年間で

してしまうということならまだ分かるんですけれ

ども、これがスタートなんだということですか

ら、これからもまだ何年もかかっていくのではな

いか、そのような心配をしています。

　それともう１つ、一昨日、18日かの新聞報道で

知ったんですけれども、マスコミで報道された水

俣出身の大戸迫さん、59歳と書いてあって、この

方が、水俣病に、申請を２度県から棄却されたと

いうことで、また再度ですね――その記事だけを

見ても、素人の私でも、この人はやっぱり水俣病

で間違いないなというふうな思いもするところで

すので、できれば、県としては、患者の立場にな

った県の対応を実行するとすれば、この大戸迫さ

んの問題についても解決をするように、ぜひよろ

しく、強くこれはお願いをしていきたいというふ

うに思っているところです。よろしくお願いをし

ます。はいとは言われないですね。そうですか。

ぜひよろしくお願いします。

　それでは、ＴＳＭＣ第３工場誘致等について伺

いたいというふうに思います。

　台湾のＴＳＭＣは、生産子会社のＪＡＳＭを菊
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陽町に建設し、年内にも量産を始める動きです。

第２工場も、すぐ隣の32ヘクタールの敷地に建設

が始まり、2027年までには操業予定となっていま

す。

　ＪＡＳＭには、国民の血税である公費が、第１

工場分4,760億円、積み増し分7,320億円、合計１

兆2,080億円の補助がなされています。加えて、

周辺のインフラ整備で1,370億円の事業費が見込

まれています。住民も行政も、ＪＡＳＭに対して

社会的責任を求めていくことも重要なことです。

　８月26日、木村知事は、台湾を訪問し、台湾積

体電路製造、ＴＳＭＣ本社に対して、熊本県内に

第３工場の建設を検討願いたいと要請されたとの

報道を伺いました。経済効果最優先の政策では、

県民の暮らしを守ることはできません。

　熊本地域11市町村は、日常生活や産業用水のほ

ぼ100％を地下水で賄っており、地下水の枯渇や

汚染への不安も広がっています。地価の高騰や交

通渋滞などから、県民生活への影響も深刻となっ

ていて、さらには農業への悪影響も大きなものが

あります。

　工業用地や宅地など農地転用がほとんどで、

2021年のＴＳＭＣ進出決定以降、菊陽町など菊池

地域だけで162ヘクタールの農地が転用されまし

た。

　ＴＳＭＣ第３工場については、知事自ら熊本県

内への誘致をされているようですが、県として

は、熊本地域11市町村以外の県内への誘致にすべ

きと思います。県の考えを商工労働部長にお尋ね

をいたします。

　さらに、２つ目として、地下水の水質保全につ

いて、昨年に続き再度質問します。

　菊陽町は、セミコンテクノパークが造られ、ソ

ニーや東京エレクトロンが進出し、半導体関連の

工場が集まり、県内では数少ない人口が増えてい

る町です。そこに、さらに巨大なＴＳＭＣが来

て、地域は激変しています。

　ＴＳＭＣ１社だけなら問題ありませんが、多く

の半導体関連企業が周辺に設置されると、さらに

多量の地下水揚水、浸透量減少が考えられます。

工場の敷地だけでなく、周辺道路が増設、拡幅さ

れることで、地表面がアスファルトやコンクリー

トで覆われる面積が大きくなり、降雨流出水が発

生をします。現状でも、涵養域が減り、涵養量は

減少傾向であることを、熊本地域地下水総合管理

計画が将来予測で明らかにしています。

　涵養域の減少がこのまま続けば、2024年度の地

下水涵養量は、2007年度と比べ、年間約3,700万

トン減少すると予測されており、地下水位も低下

を続け、台地部での井戸がれや湧水の枯渇が懸念

されます。

　さらに、心配なものは、ＰＦＡＳ、有機フッ素

化合物などによる地下水汚染です。発がん性、免

疫機能低下などが指摘されるＰＦＡＳ汚染が生じ

たら、重大な事態になります。工場周辺の大気、

白川下流、有明海の汚染が危惧されるところで

す。

　県としては、昨年９月議会で、事業者に求める

涵養目標を、取水量の１割から原則10割に見直す

ことや、雨水浸透ます、浸透性の調整池の設置な

ど、様々な涵養を推進していき、排水について

は、下水処理場において適正に処理され、水質確

保のため、関係市町と連携し、各段階でしっかり

と監視を続けると答弁されています。地下水を汚

染から守るために、県の取組をさらに強化しても

らいたいと考えています。

　半導体関連企業は、多くの化学物質を使用し、

その中には法令で規制されないものも含まれると

聞いています。一方、使用する物質は、企業が競

争上の地位を優位に保つため、企業秘密として明
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らかにされることはありません。

　このような背景から、県民の中には、半導体関

連企業からの排水に対して不安を抱く方もおられ

ます。

　そこで、未規制の化学物質が含まれる可能性が

ある半導体関連企業からの排水について、熊本県

としてどのように取り組まれるのか、環境生活部

長にお尋ねをいたします。

　　〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　まず、ＴＳＭＣ第

３工場の誘致についてお答えします。

　議員御紹介のとおり、先月、知事がＴＳＭＣ本

社を訪問し、第１工場の操業開始や第２工場の建

設開始に向け、県が全力で支援していくことを伝

えた上で、第３工場もぜひ本県に検討いただきた

い旨を要請いたしました。

　企業が工場の立地場所を検討する場合において

は、一般的に、原材料の入手先と製品の消費地と

の距離、労働力の確保、産業の集積の３つの因子

が立地の意思決定に大きな影響を及ぼすと言われ

ています。まさに、ＴＳＭＣの進出に当たって

は、セミコンテクノパークに半導体関連企業が集

積していることが大きく寄与したものと理解をし

ています。

　現在、県では、菊池市、八代市において、企業

進出の受皿となる県営工業団地の整備を進めてお

り、加えて、県内の７市町村においても、新規工

業団地の整備を計画されています。

　県としては、県土の均衡ある発展に向けて、県

内全域への立地についても働きかけを行っている

ところです。具体的には、首都圏等での展示会や

県のホームページにおいて、県内の工業用地等の

情報を幅広く紹介をしているところですが、企業

の立地決定については、最終的にはそれぞれの企

業が判断されるものと考えます。

　ＴＳＭＣ会長のシーシー・ウェイ氏は、６月の

記者会見で、まず第１、第２工場を成功させるこ

と、そして、地元の賛同が得られることを前提

に、第３工場の建設を検討する可能性がある旨の

発言をされています。

　まずは、ＴＳＭＣの日本における第３工場の立

地する場所として本県が選ばれるよう、しっかり

と取り組んでまいります。

　　〔環境生活部長小原雅之君登壇〕

○環境生活部長(小原雅之君)　未規制の化学物質

が含まれる可能性がある排水への対応についてお

答えいたします。

　法令等で規制基準等が設けられていない未規制

の化学物質については、18種類の金属類、250種

の有機フッ素化合物を含む１万種を超える化学物

質を対象に、環境モニタリングを実施することと

し、工場周辺の河川水及び地下水について、昨年

８月から水質調査を行っています。

　この環境モニタリングでは、新たな半導体関連

工場の稼働前後の環境変化について、客観的かつ

科学的に確認します。そして、その調査結果は、

専門家で構成する委員会の意見を添えて公表する

とともに、適切な対応につなげてまいります。行

政によるこのような調査は、全国でも例のない先

進的な取組です。

　また、この環境モニタリングを含む地下水の水

質保全の取組については、地下水涵養などの水量

の保全に向けた取組と併せて、パンフレットや動

画による情報発信にも努めています。

　このような地下水保全の取組を強力に推進して

いくため、５月に知事を本部長とする地下水保全

推進本部を設置し、地下水を質と量の両面で問題

が生じないよう、関係部局が連携し、さらには関

係市町村とも協力して取り組む体制を構築いたし

ました。
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　今後とも、県民の宝である地下水を確実に保全

するための取組を実施していくとともに、正確な

情報を発信することで、地下水に関する県民の皆

様の不安を払拭できるよう、全力で取り組んでま

いります。

　　〔岩中伸司君登壇〕

○岩中伸司君　それぞれ部長から答弁をいただき

ました。

　ＴＳＭＣの工場進出によって、菊池、菊陽町周

辺は大変な状態になっていることを、交通量も含

めて、日常の生活が変わってしまっているなとい

うふうな思いでいるところです。

　第３工場の誘致も、知事自ら台湾へ伺って要請

されているようですけれども、それもどう動きに

なるのか、腹の中では私はもうストップしていた

だきたいなぐらい、先ほど水俣病の問題を質問し

たんですけれども、本当に水質の問題や地域が経

済優先になっていって突っ走っていったら、本当

に暮らしがどうなっていくのかという心配もある

ところです。

　しかし、今の現状では、第３工場の誘致をずっ

と進めていくということですので、私が先ほど質

問しましたように、現地菊陽町を中心としたあの

工業団地以外のところで誘致をされるように、ぜ

ひお願いをしておきたいなというふうに思うとこ

ろです。

　それから、知事を本部長とする地下水の対策

は、この保全推進本部というので結成をされなが

ら、これから慎重に、そして先進的な取組で、他

県にはない取組をするという部長の決意が述べら

れました。

　ぜひ、地下水のこの点検については、市民が安

心して――熊本地域の100万ぐらいの人たちが、

全ての人が地下水に頼る生活をしているわけです

し、非常にすばらしいこの水を汚さないように、

しっかり監視をしていただき、注意を促していた

だきたい、このように申し添えておきたいと思い

ます。よろしくお願いします。

　それでは、川辺川ダム建設について、３番目の

質問をいたします。

　昨年の９月議会で、川辺川ダム建設について蒲

島前知事に質問したところ、蒲島前知事は、令和

２年７月豪雨の甚大な被害の状況を目の当たりに

して、二度とこのような被害を起こしてはならな

いと固く決意をし、新たな流水型ダムを含む緑の

流域治水を、国や流域市町村、そして地域住民と

一緒に推進すると答弁をされました。

　ダム反対で一生懸命、蒲島知事、活動していた

だいていたんですが、この大雨で、この被害でこ

ろっと考え方が変わってしまったな、そんな思い

をしていますが、現在、県としては、流水型の川

辺川ダム建設推進の方向を示しておられます。

　蒲島前知事は、川辺川ダム建設については、

2008年９月に、清流は宝、ダムなき治水を極限ま

で追求すると決意をされましたが、一転して川辺

川ダム建設推進に方向転換されたのです。

　緑の流域治水と表現し、環境に優しいダムを強

調したい思いが伝わってきますが、しかし、流水

型ダムでは、命も清流も守れないことは明らかで

す。

　洪水時の河川は、大量の土砂などを流下させる

ので、ダムに土砂等が堆積をし、土砂などで埋

まっていくことは明らかです。

　全国の流水型ダムでは、ダム完成後にアユなど

が激減をし、濁りが長期化するようになりまし

た。上流や下流に土砂が堆積して雑草が生え、生

態系も景観も大きく変わっています。

　20年７月の球磨川豪雨災害の国交省の見解は、

川辺川ダムがあれば人吉市の被害の６割はなかっ

たと言われますけれども、川辺川上流にはあまり
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雨は降っていません。下流の人吉への被害への影

響はほとんどありません。川辺川ダムがあって

も、影響は微々たるものです。

　また、支流の氾濫は、球磨川本流の水位上昇に

よるバックウオーターが原因で、川辺川ダムで本

流水位を下げれば、本流も支流も氾濫しないと言

いますけれども、山田川など球磨川支流の氾濫

は、午前６時頃から始まり、午前６時半から午前

７時過ぎにピークに達しています。

　人吉で亡くなった20名の方々は、全て支流氾濫

によるもので、亡くなった時間は午前７時から８

時と推定されています。これは、球磨川本流がピ

ーク流量に達する午前10時頃より２時間以上も前

になります。時間や水の流れた方向を考えても、

バックウオーターによる氾濫だけが原因とは考え

られません。川辺川ダムで本流の水位を下げて

も、支流氾濫は防げません。

　現在、県は、流水型のダム建設推進の立場です

が、流水型ダムであっても、清流川辺川を壊し、

環境破壊を進め、洪水対策にもなりません。川辺

川ダム建設中止を強く求めるべきと考えますが、

木村知事の見解を伺います。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　川辺川におけるダム建設につ

いてお答え申し上げます。

　私は、県民の命と暮らしを守ることを、知事選

のマニフェスト、｢県民への10の約束」の第１に

掲げております。

　その中で、新たな流水型ダムの整備、遊水地の

活用、森林の整備、避難体制の強化などに総合的

に取り組む緑の流域治水を推進することが、球磨

川流域の安全、安心につながると考えておりま

す。

　このため、新たな流水型ダムの建設中止を求め

ることはいたしません。

　ただ、議員御指摘のような御懸念をお持ちの方

がおられることは、私も十分承知しておりますの

で、その点についてお答え申し上げます。

　まず、洪水時にダムに土砂などが堆積し、生態

系などが大きく変わってしまうということでござ

いますが、川辺川の新たな流水型ダムは、できる

限り自然の川の流れに近づけるため、ダムの底に

現在の川底と同じ高さで、同じ水面幅の放流施設

を設けることで、ゲートを閉めなければ、水や土

砂の連続性を常に確保できる構造で検討されてい

ます。

　また、仮に洪水をためた場合でも、下流の安全

を確認しながら速やかに放流するため、貯水時間

は平均１日程度、最大で３日程度とされていま

す。このため、洪水に伴う土砂の堆積や濁りの期

間については、ダム建設前後で大きな差は生じな

いと予測されています。

　また、先ほど申し上げましたダムの底に設ける

放流設備を通じて、アユなどの魚類の移動や生息

環境の維持が図られるとともに、適切に維持管理

を行うことにより、環境への影響の最小化が図ら

れるものと認識しております。

　次に、令和２年７月豪雨時に、川辺川上流部に

はあまり雨が降っておらず、ダムがあっても影響

は微々たるものということでございます。

　この点につきまして、令和２年７月豪雨では、

川辺川の雨量、これは、戦後最大の被害をもたら

した昭和40年７月洪水や昭和57年７月の洪水を上

回る降雨が記録されています。相良村の柳瀬地点

での水位は、観測開始以来最高となったことは、

観測データでも明らかです。

　相良村の川辺川では、実際に氾濫が発生してお

りますし、さらに、川辺川と球磨川の洪水のピー

クがほぼ同時刻となり、これらの合流地点から下

流では、より甚大な被害が生じました。
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　また、川辺川の流域面積は、人吉地点から上流

における球磨川水系の流域面積全体の５割近くを

この川辺川が占めておりまして、川辺川の新たな

流水型ダムで洪水を一時的にため、球磨川へ流れ

込む洪水量を減らすことが、下流の氾濫を防ぐた

めに有効であると考えております。

　最後に、川辺川ダムで本流の水位を下げても支

流氾濫は防げないとのことでございますが、この

点につきましても、令和２年７月豪雨と同様の洪

水が発生した際の流水型ダムの効果を試算したと

ころ、７月４日の午前３時頃にダムの洪水調節を

開始するとしますと、その効果が山田川合流地点

で午前４時から５時頃の時間帯から徐々に発揮さ

れることが確認されています。

　これにより、球磨川本川の水位が低下して、球

磨川に注ぐ人吉市の山田川の氾濫は発生しないと

いう結果になりました。このことは、球磨川水系

河川整備計画策定時の学識者懇談会で、専門的な

観点から確認いただいております。

　以上、議員の御指摘の御懸念に対する説明を申

し上げましたが、今後も、国では、環境アセスメ

ント終了後も、大型水理模型を用いた実験を重ね

るなど、流水型ダムの治水効果の最大化と環境影

響の最小化に向けて、さらなる検討を進められる

と伺っております。

　県としても、引き続き、新たな流水型ダムを含

む緑の流域治水について、県民の皆様の理解がさ

らに深まるよう、丁寧に説明を続けてまいりま

す。

　以上でございます。

　　〔岩中伸司君登壇〕

○岩中伸司君　知事の答弁をいただきました。

　流水型ダムの建設中止を求めることはないとい

う強い決意を述べられましたが、私は、本当に流

水型ダムで命が守られるのか、清流が守られるの

かということをいろんなところでお聞きをしてい

ます。もう実際流水型ダムを造ったところでも、

その川の上流は、大変土砂が堆積をしたり、いろ

いろ問題が起こっているということの話をたくさ

ん聞きました。

　ぜひ、この水害のときも、川辺川ダム、今、知

事は、ダム建設のところも雨がかなり降ったとい

う、そういうことでのお話だったようですけれど

も、2020年のその当時、７月４日ですか、この日

は、どうも川辺川の場合は上流にはあまり降らな

かったと、川辺川ダム建設予定地から下流のほう

にかなり多く雨が降ったということで、そういう

情報も入ってきているんですね。

　それと同時に、今、気候変動の中で雨が降る、

台風で雨が降るというところと若干状況が変わっ

てくるそうですし、そして、球磨川そのものが、

やっぱりこれまでいろんなダムを造ってきて、か

なり川の水が汚れてきているという現実はあると

いうふうなことを、その川の周辺に住んでいる人

からは聞きました。

　ですから、昔のような清流球磨川ということで

はないような感じがするので、その支流の川辺川

についても、私は、圧倒的な地区が、やっぱり山

林、山が９割、球磨川の流れの中の山は９割山だ

そうですので、そこら辺の手入れもちゃんとして

いかなければならないのではないかというふうに

思います。

　それと、水をためながらどうしていくかという

ことで、今、県も一生懸命取り組んでおられま

す。田んぼダムということでですね。これは、僅

か――球磨川の通っているところでは、田んぼと

いうのは僅か2.8％ぐらいしか用地はないそうで

すので、まあ、そこら辺はそんなに力を入れなく

てもいいんじゃないかということも聞いていま

す。
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　ぜひ、この川辺川ダム建設は、本当に、清流川

辺川ということじゃなくて、命を守るために造る

のかどうなのか、今度は目的が発電も何もないわ

けですので、やっぱりその安全面だけということ

ですが、本当にそれで安全が、命が守られるのか

というのは、今でも私は疑問を持っているところ

です。

　またこれからもいろいろ勉強しながら知事とは

議論をしたいなというふうな思いでいますので、

よろしくひとつお願いします。

　それでは、次の質問に移りますが、政府の特定

利用空港、港湾の指定等について伺います。

　政府は、安保３文書に基づき、自衛隊や海上保

安庁による全国の空港、港湾使用を平時から可能

にする特定利用空港、港湾に、熊本空港、熊本

港、八代港などの12か所を新たに追加指定し、８

月26日に県内３か所は特定利用空港、港湾となり

ました。

　４月に政府が指定していた北海道や沖縄など７

道県の計16か所と８月に指定された熊本県３か所

など、対象施設は全国10道県で合計28か所になり

ます。４月指定の沖縄県は、那覇空港と石垣港の

２か所ですけれども、沖縄県内については、追加

の指定が見送られています。

　政府は、防衛力整備計画で、2023年度から５年

間の軍事費を総額で43兆円にすることを決定し

ました。23年度防衛費予算は、前年度から１兆

4,000億円増えて約６兆8,000億円、さらに、24年

度は、１兆1,000億円増の約７兆9,000億円とな

り、24年度の文教予算約４兆円の約２倍にも達し

ます。

　防衛費は、来年度、2025年度予算案の概算要求

では８兆5,389億円を要求しています。24年度予

算より5,893億円増え、11年連続で増額をされ、

過去最大となります。

　今年７月28日から８月３日まで、自衛隊と米軍

海兵隊の共同訓練が行われ、健軍駐屯地において

は、日米の共同調整所を開設した机上訓練、指揮

機関訓練と、高遊原分屯地においては、日出生台

演習場及び大矢野原演習場において、日米共同の

対着上陸戦闘訓練や射撃訓練等に参加する陸自航

空機及び米軍海兵隊航空機の航空基盤として、駐

機、燃料補給、整備等を実施されたと聞きます。

この共同訓練には、日本の自衛隊から約950名、

米軍は約300名が参加したとのことです。

　最近の政治情勢を考えると、戦争への道を突き

進む動きを強く感じます。気づいたときには遅か

ったとならないためにも、憲法９条、戦争の放棄

を明確にし、｢陸海空軍その他の戦力は、これを

保持しない｡」とした日本国憲法を守っていかな

ければなりません。

　今回、政府の特定利用空港、港湾に熊本県の熊

本空港、熊本港、八代港が指定されたことについ

て、県はどのように受け止められ、対処されたの

か、知事公室長に伺います。

　　〔知事公室長内田清之君登壇〕

○知事公室長(内田清之君)　国は、８月26日に関

係閣僚会議を開催し、県内の３施設を含む12施設

を特定利用空港、港湾に追加いたしました。

　この特定利用空港、港湾は、自衛隊や海上保安

庁が、平素において必要な空港、港湾を訓練等で

円滑に利用できるよう、各インフラ管理者との間

で円滑な利用に関する枠組みを設けるものであ

り、武力攻撃事態等のいわゆる有事における利用

を対象とはしておりません。

　熊本空港、熊本港及び八代港に関しましては、

本年６月、国から、県及び関係市町村に対しまし

て説明が行われました。

　その中で、この枠組みは、有事における利用や

新たに自衛隊の基地や駐屯地を設置することを目
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的とするものではなく、平素の訓練や大規模災害

等の緊急時に空港、港湾を円滑に利用できるよう

にするものであり、当該施設が攻撃目標とされる

可能性が高まるとは言えないとの説明を受けてお

ります。

　また、あわせて、米軍がこの枠組みに参加する

ことはないことについても説明を受けたところで

す。

　県といたしましては、この枠組みは、１つ目

に、自衛隊、海上保安庁の優先利用を前提として

はおらず、有事の枠組みとは異なること、２つ目

に、特定利用空港、港湾となることで、平素にお

いて必要なインフラ整備のより着実な推進が図ら

れること、３つ目に、自衛隊、海上保安庁が、訓

練等を通じ当該施設や周辺環境を熟知すること

で、大規模災害時における人の派遣や物資の輸

送、国民保護における迅速かつ効率的な対応や取

組につながるものであることを認識し、関係市町

村の意見も伺いました。

　その上で、７月26日に、県が所管する熊本港と

八代港について、円滑な利用に関する枠組みを確

認した旨、国に回答をいたしました。

　なお、この枠組みを円滑に進めていくために

は、国民の理解が不可欠でございます。県として

は、国に対して、積極的な情報発信をはじめ、理

解を深めるための取組を、責任を持って継続的に

行っていただくよう要望を行っております。

　　〔岩中伸司君登壇〕

○岩中伸司君　武力攻撃に対する問題ではないと

いうふうな、まあ、一括してそういうことのよう

ですけれども、私は、非常に危険だなというふう

な思いで、この件については心配をしているとこ

ろです。

　ちょっと時間の関係もありますけれども、この

武力攻撃に対する措置と私は理解しているんです

が、今回の指定も、九州では18か所、四国で４か

所、本州ではたった１か所、北海道で５か所、こ

れが九州が圧倒的に多いし、南西諸島では、もう

既に自衛隊の配置もほとんど済んでいるような現

状ですので、何かしら、本当にこの特定利用空

港、港湾においては、民生利用を主としつつとい

う、そういう、民生が強調されているようですけ

れども、私は、やっぱり自衛隊や海上保安庁、そ

ういう戦争につながるような動きになっていくの

ではないかという心配をしているところです。

　戦争への道を走っている感を強く受けるところ

ですので、県民の平和な暮らしを第一に考える県

政の推進は、ぜひ県民の命を大事にするような県

政の推進をお願いしたいというふうに思います。

　ちょっと不満がありますけれども、次の質問に

移らせていただきます。

　阿蘇くまもと空港へのアクセス鉄道についてお

尋ねをします。

　昨年も、一般質問で、空港アクセス鉄道の建設

については中止することを強く求めましたが、当

時の蒲島知事は、空港アクセス鉄道は必要と考え

ている、空港アクセス鉄道なくして熊本の発展な

しとの意気込みを持って、国やＪＲ九州との協議

などを進め、早期実現に向けて取り組むとの積極

的な空港アクセス鉄道の必要性を答弁されまし

た。

　ＪＲ肥後大津駅から熊本空港までの空港アクセ

ス鉄道は、今後、空港利用客が増加し、2017年

度、334万人であったのが、2051年度では、その

1.8倍、622万人に増加すると旅客数目標設定を具

体化して、空港アクセス鉄道事業を進めようとし

ています。もう少し現実を直視し、必要性を判断

すべきです。

　建設費は410億円とされていますが、どこが負

担をするのか、ＪＲ九州、国、県など、負担の協
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議はどのように進められているのか、伺います。

　ＪＲ肥後大津駅から熊本空港までの空港ライナ

ーについて、さらに伺います。

　県は、空港ライナーとして、2011年10月１日よ

り、民間タクシーを利用する方法で、空港利用客

の活用を試験運行として、2017年春まで利用客無

料で運営してきましたが、2017年４月より本格運

行として、現在までそれを継続しています。

　本格運行になっても、利用客運賃は無料のまま

のようですが、運行開始から13年間、民間タクシ

ーを利用したことになりますが、この13年間の経

費は、どこが負担して、現在まで幾らかかったの

か、伺います。

　空港ライナーの利用状況を見ると、2023年は13

万1,026人で、空港利用者333万5,476人の3.9％で

しかありません。利用状況や建設費用等々を考え

れば、空港アクセス鉄道建設は中止すべきです。

企画振興部長に県の考え方を伺います。

　　〔企画振興部長富永隼行君登壇〕

○企画振興部長(富永隼行君)　阿蘇くまもと空港

へのアクセスは、熊本都市圏の交通渋滞の影響を

大きく受けており、定時性や速達性の確保がこれ

まで長年の課題となっております。

　また、昨年度の阿蘇くまもと空港の年間利用者

数は約330万人と、コロナ前の96％にまで回復し

ました。今後も、国際路線の拡充に加え、ＪＡＳ

Ｍ工場の稼働等により、空港利用者数は引き続き

増加していくことが予想されることから、大量輸

送性の観点からも、一日も早い空港アクセス鉄道

の整備が強く求められています。

　なお、議員御質問の整備費用の負担について

は、ＪＲ九州との協議を行うとともに、国に対し

て最大限の支援を要望しているところです。

　一方で、ＪＲ豊肥本線では、朝夕の通勤通学時

間帯を中心に混雑が常態化しており、今後も、企

業の集積や沿線のまちづくりの動きが活発化する

ことから、さらなる混雑率の悪化が懸念されま

す。

　このため、半導体関連産業集積地における重要

な交通インフラとして、空港アクセス鉄道の整備

を進めるとともに、ＪＲ豊肥本線の輸送力強化に

向けた取組を進めてまいります。

　次に、ＪＲ肥後大津駅から阿蘇くまもと空港ま

でを運行する阿蘇くまもと空港ライナーについて

は、平成23年から運行しており、年間約4,000万

円の運行費用を、県に加え、地元の大津町、そし

てＪＲ九州や熊本国際空港株式会社が共同で負担

し、その運行を支えています。

　空港ライナーとＪＲ豊肥本線を利用すること

で、熊本市中心部までを安価に移動することが可

能であり、今年度は過去最高の利用者数で推移し

ています。

　しかし、最大９人乗りのジャンボタクシーで運

行する空港ライナーでは、輸送力に限界があり、

今後増大する空港利用者に対応するためには、定

時性や速達性、大量輸送性の観点から、空港アク

セス鉄道の整備が必須であると判断しておりま

す。

　世界に開かれた熊本県のさらなる発展を実現す

るため、空港アクセス鉄道の早期整備に全力で取

り組むとともに、ＪＲ豊肥本線の輸送力強化の実

現に向けて、スピード感を持って取組を進めてま

いります。

　　〔岩中伸司君登壇〕

○岩中伸司君　阿蘇くまもと空港へのアクセス鉄

道について質問したんですけれども、空港ライ

ナーについても、これも、私は今改めてこれが13

年間費用が幾らかかったのかなと思ったら、５億

2,000万円かな、これをやっぱり負担をしとった

ということで、その分、あそこを利用した人たち



－ 69 －

令和６年９月定例会　熊本県議会会議録　第３号（９月20日）

はただで――これは、運送会社は大変なことだな

というふうな思いでいるんですけれども、無料で

続けたということにも大変問題があるなというふ

うに思っているところです。

　阿蘇くまもと空港アクセス鉄道は、やっぱり早

く造っていくというふうな決意が述べられました

けれども、ほとんど熊本空港を利用する熊本県民

の人たちは車で行っているんじゃないかなという

ふうな思いでいるところですが、ぜひ――まだ分

からぬかというやじが飛んでいましたけれども、

私は、やっぱりアクセス鉄道はやめるべきだとい

う、腹の中からそう思っていますので。しかし、

以前のやじと比べて声が小さいなと思っていま

す。もう少し大きい声でやじったほうが迫力があ

るというふうに思います。

　それでは、県庁舎の冷房について伺います。

　今年の夏の暑さは異常です。皆さんもそう思わ

れると思いますが、８月は、熊本市では、最高気

温が35度以上の猛暑日の日数が26日、最低気温25

度以上の熱帯夜は28日、いずれも観測史上最多と

なっています。１か月の平均気温は30.6度、最高

気温の平均は36.2度となり、これらも観測史上最

高を更新しました。

　熊本地方気象台によると、高気圧に覆われて晴

天が続いた８月上旬は、特に気温が高く、熊本市

では、４日に観測史上最高の38.8度を記録してい

ます。18日まで猛暑日が続き、７月22日から数え

て28日連続の観測史上最長記録となっています。

地球温暖化が進んでいるのか、年々暑さが厳しく

なっていくばかりのようです。

　私は、県庁舎の冷房については、1998年９月議

会、2015年９月議会、2018年９月議会、23年９月

議会と、これまで４回の質問をしてきました。働

きやすい職場環境づくりを要求してきました。今

回は５回目となりますが、今年の暑さは、これま

での最高の暑さです。

　７月８日の新聞記事で、県庁舎の冷房について

記事があり、｢26年ぶり 冷房見直し」｢県庁 室温

快適に」と見出し書きしてありました。木村知事

の暑過ぎて県庁には行きたくないという県民もい

るとの発言を機に……(発言する者あり)これはあ

りがとうございます。県は、県庁舎の「冷房環境

の見直しを進めている｡」と記されています。

　今年の夏は、冷房に関しては心配なく、快適な

職場環境になることを期待していましたけれど

も、庁内を回ってみれば、以前とあんまり変わら

ず、28度を上回る職場と思えるような暑さを感じ

ました。

　環境問題もありますけれども、卓上扇風機やう

ちわなどを必要としない快適な職場環境にすべき

ですが、県としての対応について、総務部長に伺

います。

　　〔総務部長小金丸健君登壇〕

○総務部長(小金丸健君)　県庁舎の冷房について

は、温室効果ガスの削減目標に向けて、県が率先

して取り組んでいる省エネルギー対策を考慮しつ

つ、良好な執務環境が確保できるよう運用してい

ます。

　設定温度は、建築物における衛生的環境の確保

に関する法律に基づき、快適な環境の基準値であ

る冷房温度28度以下となるように調整していま

す。

　実際の運用においては、各執務室内の温度と湿

度をモニタリングし、不快指数や執務環境を把握

しながら、吹き出し口の設定温度を変えるなど、

調整を行っています。

　特に、今年度からは、熱中症対策として取組を

強化しており、空調運転期間外の５月下旬から猛

暑日が続いている現在まで、空調の稼働を継続さ

せています。加えて、朝夕の時差出勤の利用拡大
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に合わせて空調運転時間を拡大しているほか、先

般の台風第10号接近による災害警戒本部設置に伴

う災害待機の際には、24時間空調機を稼働するな

どの対応を行いました。

　さらに、行事等で上着着用の来客などが見込ま

れる会議等においては、室内の設定温度を下げる

など、状況に応じた対応も実施いたしました。

　そのほか、執務室については、暑いなどの声が

あった際には、その都度個別に執務環境を調査の

上、必要な対応を講じるといった取組の強化によ

り、より柔軟な運用に努めているところです。

　県としては、今後とも、省エネ性能が高い機器

の導入を進めるとともに、空調運転の柔軟な運用

を強化することで、省エネ対策と良好な執務環境

の両立を図っていきたいと考えています。

○副議長(髙木健次君)　岩中伸司君。――残り時

間が少なくなりましたので、発言を簡潔に願いま

す。

　　〔岩中伸司君登壇〕

○岩中伸司君　空調については、執行部の努力も

大変だなというふうに思っていますけれども、ぜ

ひ、28度設定というのは、これは下げるわけにい

けないですかね。私は、家で28度設定で実験して

みましたが、暑くて仕方がないですね。これは、

やっぱり吹き出し口は特に28度より下げないと、

室温はそれよりも下がらないというふうに思いま

すので、これは、本当どこを回っても――これだ

けですよ、議員の皆さんのやじが飛ばなくて、賛

成というような雰囲気になったのは。

　ぜひ、やっぱり働く場所の環境をよくするとい

うことは、何よりも原則と思います。ぜひ、これ

は、もう知事もそうおっしゃっていますけれど

も、県職の皆さんだけじゃなくて、来庁者の皆さ

んも、ああ、熊本県庁というのはいいとこやな

と、また来たいなと思うような、そういう県庁に

していかなければならないというふうに思います

ので、ぜひよろしくお願いしておきたいと思いま

す。

　どうも私も、質問するには、皆さんとは違っ

て、もう夜も寝なし、ずっと頑張ってきたんです

が、これぐらいの質問しかできません。新社会党

も、もっともっと大きくなって、あっちこっちに

新社会党の議員が増えていくように私は頑張りた

いと思っていますけれども、皆さんとともに、こ

の県政の発展を目指して共に頑張っていきたいと

思います。よろしくお願いしまして、質問を終わ

らせていただきます。

　ありがとうございました。(拍手)

○副議長(髙木健次君)　この際、５分間休憩いた

します。

　　午前11時休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午前11時10分開議

○副議長(髙木健次君)　休憩前に引き続き会議を

開きます。

　亀田英雄君。

　　〔亀田英雄君登壇〕(拍手)

○亀田英雄君　皆さん、おはようございます。八

代市・郡区選出・無所属の亀田でございます。

　暑さ寒さも彼岸までと申しますが、朝夕などは

そんな気配も感じられますものの、まだ日中は真

夏です。先日、八代の農家の方から、暑さの影響

で、野菜の種をまいても芽が出ないと嘆きの声を

伺いました。農家の大変な作業を行っても、苦労

が報われないのでは、生産意欲はそがれます。ま

た、米の値段が高いと報じられますが、生産者の

所得に反映しているのかと疑問です。生産者の苦

労が報われるような仕組みづくりが必要だと思う

昨今であります。

　今回ではや３回目の質問となります。またすっ
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とかいと言われると少し恐縮でございますが、今

回も八代ネタをなるだけ標準語で、やればできる

んだ、僕だってと頑張りたいと思いますので、よ

ろしく１時間お付き合いください。

　まず、大項目の１、イ業の振興、小項目１、イ

グサ・畳表産業を取り巻く状況について伺いま

す。

　私の地元八代市におきましては、今般、和紙畳

表工場が誘致され、建設が決定されたとの報に接

しました。

　皆さんも御存じのとおり、八代地域は、全国一

のイグサの生産地です。そのお膝元で、イグサを

必要としない、和紙とは名ばかりの畳表工場が稼

働することに、イグサの生産者や関係者からは、

疑問や落胆の声が上がっているところです。

　私自身も、和紙畳表工場の誘致は、イグサ農家

の生産意欲に及ぼす影響はいかばかりかと思いま

すし、いかに企業誘致とはいえ、イ業の振興に水

を差すものではないかと感じ、非常に残念な思い

を抱いています。

　国産イグサを使用した畳表は、これからも世代

を超えて継承し、守りゆくべき貴重な日本文化そ

のものであると改めて思い、今回の質問に至りま

した。(｢ええこと言うね」と呼ぶ者あり)ありが

とうございます。

　畳は、古くから日本人独特の生活に根差した日

本固有の文化であり、日本人として安らぎを覚

え、独特の感性を育んできたルーツとも言うべき

ものです。起きて半畳、寝て１畳、悪人は畳の上

では死なれぬ、畳の上の水練など、畳という言葉

を用いた慣用句が日本語には多くあり、昭和の歌

には、四畳半という言葉が、当時のノスタルジー

を如実に連想させる言葉として使われてきまし

た。畳の上で死にたいということは、日本人とし

て理想的な終末を迎えたいとの願望を表していま

す。また、茶道、華道、柔道など日本独自の文化

は、畳抜きにはあり得ません。

　生活様式の西洋化に伴い、畳の需要は減少の一

途をたどり、国産イグサを使った良いものには付

加価値のある価格はつくものの、中国産の安い価

格帯のイグサが市場を占めていることもあり、国

産畳表の売上げは頭打ちの状況であり、イ業を振

興させ、イグサ農家の所得を向上させていくため

の打開策が見えない状況が続いています。

　これまで行政の支援は、昨年６月議会の髙野議

員の一般質問に対する答弁にありましたように、

以前製造が中止されたイグサハーベスタやカセッ

ト式移植機の製造再開など、イグサの生産資機材

再生産への補助ということで、産地への支援が行

われてきました。その効果で、令和３年度は、９

年ぶりに栽培面積の増加につながったとのことで

した。

　また、高品質品種「ひのみどり」や栽培しやす

い「涼風」の育成を行い、畳の持つ空気清浄機能

やリラックス効果のＰＲによる需要拡大に向けた

取組など、総合的な施策を展開していくとの答弁

がなされています。生産者が安心してイグサ生産

に取り組める環境づくりは必要不可欠です。

　八代・宇城地域は、全国一のイグサの生産地で

あり、良質なイグサはブランドでもあります。緑

のダイヤと言われ、畳が売れていた時代には、八

代の町はにぎわっていた遠い記憶があり、今でも

古きよき時代の語りぐさとして、今の経済状況と

比べて話されることが多くあります。

　そのような中で、日本人が、50年前、中国の安

い人件費と製造コストに着目し、安いイグサの畳

表の生産を中国で始めて日本に逆輸入したことか

ら、国産畳表は大打撃を受けることになりまし

た。

　通常の輸入は、自国にないものにコストを乗せ
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て販売し、双方の国に経済的な利益をもたらし、

文化的にも外交的にもよい影響をもたらすもので

すが、中国産イグサの輸入の場合は、通常の輸入

とは違い、日本にしかないものを、価格競争力と

その強化だけを目的に、人件費と製造コストが安

い中国で生産して日本に逆輸入し、日本国内の産

業に損害を与え、疲弊させるという結果をもたら

しました。

　｢日本の未来は畳が拓く」などの著書を刊行さ

れている貿易アドバイザーの小島尚貴氏は、この

ような輸入を自損型輸入と表現しています。

　小島氏は、福岡県出身で、貿易マンとして15年

間、世界の国々約40か国を訪れ、日本製品を各国

に輸出し、熊本でもセミナー講師などを歴任され

たエキスパートです。また、八代市の農林水産部

フードバレー推進課の海外流通アドバイザーの職

務を６年間務められ、３年前から「脱コスパ病        

さらば、自損型輸入」などの著書を刊行され、月

刊「致知｣、全国の地方紙でも記事が掲載され、

大きな反響を得られています。

　現在の国産畳表の衰退は、日本人が自損型輸入

を推進した結果もたらされた当然の帰結とも言え

るものですが、このままでは、日本固有の文化と

呼べるものが途絶えることにもなりかねません。

　そこで、今後は、苦境が続く国産のイグサ・畳

表産業を確実に守り、保護する視点からの取組を

一層強化していくべきであると私は考えていま

す。

　そのために、まずは、小島氏が提唱するよう

に、畳を、日本の農家が日本で栽培した農産物と

してのイグサを、日本で畳表の形に製織し、日本

の畳表職人が畳の形状に仕上げた日本伝統の床材

と定義して中国産と区別化し、この定義に基づ

き、畳表産業を取り巻く様々な課題を正しく認識

し、課題を解決していければと思います。

　現在でも、中国産の畳表に国産畳表が押されて

いる状況があると考えますが、県内のイグサ・畳

表産業を取り巻く課題の認識、改善の必要性につ

いてどのような認識をお持ちか、農林水産部長に

お尋ねをいたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　県産イグサの生産

の状況については、住宅の洋風化の急速な進展に

よる畳表の需要減少を背景に、平成元年産をピー

クに縮小しており、令和６年産では、作付面積

319ヘクタール、農家戸数266戸となっています。

また、中国産畳表の輸入状況についても、平成16

年をピークに、令和５年にはピーク時の約２割ま

で減少しています。

　県では、これまで、価格が安い中国産への対策

として、県産畳表の価格の大幅な下落時に、国と

県で助成金を交付するセーフティーネット事業を

創設しました。

　また、県育成品種の開発や地理的表示保護制度

への登録、生産履歴を確認できる「くまもと畳

表」ＱＲコードタグの活用等により、中国産との

差別化を図っています。

　一方、日中政府と輸出入業者及び生産者団体を

構成メンバーとする日中農産物貿易協議会による

中国産畳表の輸出枠の設定を通じて、輸出入取引

の秩序が保たれてきました。

　こうした中、農家の方々の高い技術に裏打ちさ

れた高品質なイグサ及び畳表の生産により、近

年、県産畳表の価格は高値で推移しており、中国

産との価格差は広がっています。

　県としては、引き続き、イ業の振興に関係機関

と連携して取り組んでまいります。

　　〔亀田英雄君登壇〕

○亀田英雄君　農林水産部長に答弁いただきまし

た。

務を６年間務められ、３年前から「脱コスパ病     
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　中国産畳表の輸入状況は、ピーク時の２割まで

減少しているとの報告には驚きました。詳細な数

字の説明はありませんでしたが、ピーク時がどれ

ほど多く輸入されていたのか、現在ではいかに畳

の需要が少なくなったのかとイメージしました。

　セーフティーネット事業、地理的表示保護への

登録、ＱＲコードの取組は、一定の成果を上げて

いると評価されています。日中農産物貿易協議会

において、中国産畳表の輸出枠の設定を通じて輸

出入取引の秩序が保たれてきたとのことで、課題

の認識と改善の必要性については言及されません

でした。

　農家の高い技術で作られた高品質なイグサは、

高値で推移しているとのことで、中国産と価格差

は広がり、区別化はできているようです。

　中国産のイグサ栽培、畳表の生産が、一般的に

は悪者扱いされていますが、その過酷な労働環境

は、当時、じん肺問題にもなったと、小島氏の著

書で問題提起されています。

　日本人が、経済合理性、いわゆるコスパを優先

した結果、当時の中国の安い労働力を、劣悪な環

境で長時間酷使するということもいとわなかった

という、モラルの欠如した拝金主義にとらわれた

時代があるという衝撃的な事実を認識し、真摯に

省みることが必要ではないでしょうか。そのよう

な犠牲をもって生産された安い畳表が、大量に自

損型輸入され、現在に至っています。

　自損型輸入の畳表は、日本の生産者を苦しめた

ばかりでなく、中国の労働者の人たちにも苦しみ

と悲しみをもたらしていました。これまであまり

耳にすることのなかった中国じん肺問題の認識を

いただき、イグサ・畳表産業が衰退した経緯をい

ま一度皆様と共有したく、このような話をさせて

いただきました。

　八代地方のイグサ栽培、畳表生産は、400年以

上の歴史がありますが、日本で最初のセーフガー

ド品目になったりと、複雑な出来事がこれまであ

りました。半世紀前は5,000戸以上あったイグサ

生産農家も、令和６年度は266戸と減少し続けて

いるということですが、頑張っている生産者をど

うにかして支えなければなりません。

　そこで、小項目の２、イグサ農家の所得向上に

資する振興策について伺います。

　今後のイ業の振興策を考える上では、国産畳表

の需要拡大に向けた取組、出口戦略をもっと具体

化し、鮮明にしていくことをお願いしたいと思い

ます。

　公共建築工事標準仕様書についても、改善案を

お持ちの生産者の方がいますが、なかなか声が届

かないという話を耳にしました。また、２年前に

収穫した国産イグサの上物が、納屋の２階に残っ

ているという声も聞きました。

　様々話を伺って、せっかくの良質のイグサを苦

労して作っても、それに見合う適正な価格でその

都度売り切れなければ、農家の所得は上がってい

くはずがないと実感をいたしました。

　畳表市場は、現状で中国産が８割のシェアを握

っており、今では、八代市民も業界関係者も、中

国産がないと需要を満たせないから、うまく共存

しなければとの声もありますが、幾ら国産のシェ

アが小さくとも、畳は国産のイグサで作られるこ

とにより日本の文化として継承されていくもので

あり、国産が主であり標準として取り組みたいも

のです。日本独自のものである畳や畳文化を、何

とか後世に残していくための努力を、今こそしな

ければなりません。

　また、畳は、転倒したときにけがを防ぐもの

で、衝撃を和らげる床材でもあります。現在では

少なくなりましたが、わら床の畳はその効果が高

いと言われています。わらを生産する農家も少な
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くなってきているということです。

　このような守るべき国産畳表をＰＲしていくた

めにも、全国の公共建築物での国産畳使用の呼び

かけや様々な機会を捉えた知事によるトップセー

ルスを含めた畳文化のＰＲ、日本の文化を守り、

継承していく大切さを積極的に発信し、国産畳表

需要拡大の取組を展開していただきたいと思いま

す。

　今すぐに県として取り組めること、国に要望す

べきことなど様々あるかと思いますが、イグサ農

家の所得向上に資する振興策として、現状での取

組と今後の方向性について、農林水産部長にお尋

ねします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　県では、イグサ・

畳表振興策として、大きく３つの取組を行ってい

ます。

　まず１つ目が、生産体制の維持強化を図るため

の支援です。

　特に、植付けから収穫、加工に至るまでのイグ

サ特有の機械化体系を守るべく、国、市町、団

体、企業等と連携して、製造が中止された機械等

の再生産や機能強化、農家への導入の支援を進め

ています。

　２つ目は、県産畳表についての様々なＰＲ、理

解促進活動です。

　消費者がじかに畳に触れる機会の創出を目的

に、各種イベントへ畳の提供を行っており、県内

各地における子育て関連フェアでの赤ちゃんはい

はい競争など、恒例行事として定着したものもあ

ります。

　直近では、９月23日に、熊本駅前アミュひろ

ばで、赤ちゃんハイハイon the 畳が開催されま

す。多くの県民の皆様に、県産畳表のよさを感じ

ていただきたいと思います。

　また、県外、国外への情報発信として、熊本県

の玄関口である阿蘇くまもと空港や熊本駅、くま

モンポート八代での畳や畳ベンチの設置、首相官

邸への畳ベンチの贈呈等を行っています。

　その他、公共施設等での積極的な使用や実需者

である建築士や工務店への理解促進活動等、多岐

にわたるＰＲにより需要拡大に努めているところ

です。

　３つ目は、高品質なイグサ及び畳表の生産技術

の継承です。

　優れた栽培管理と加工技術は本県の強みであ

り、人吉市の国宝青井阿蘇神社や水前寺成趣園等

の伝統を重んじる場所において、特に県産の畳表

が広く使用されているのは、その品質が高く評価

されているためと認識しています。

　こうした中、イグサ農家の高齢化や減少によ

り、その高い生産技術が失われていくことが危惧

されています。

　そこで、試験研究と連携した技術指導の充実強

化を図るため、動画を活用したマニュアルの作成

や講習会におけるベテラン農家の助言等を通し

て、次の世代へ技術を継承する取組を進めていま

す。

　県としては、これらの取組を関係機関と連携し

て実施することで、イグサ農家の所得向上や日本

の畳文化を支えるイグサの産地の維持につなげて

まいります。

　　〔発言する者あり〕

　　〔亀田英雄君登壇〕

○亀田英雄君　ありがとうございます。

　イグサ・畳表振興策の取組を、３つに体系され

て説明いただきました。生産体制の維持強化、様

々なＰＲ、理解促進活動、生産技術の伝承と、３

つのどの点においても産地の維持振興策として欠

かせざるものであり、今後においても継続して取
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組をお願いしたものですが、私が今回特にお願い

したかったのは、農家の収入をどうにかして引き

上げる、農家の収入増に直接つながる取組に注力

願えないかということです。

　これまでの経緯がありますし、様々な障壁、既

得権益がありますが、様々な手を尽くして、行政

にしかできないことを何とか突破していただけな

いかと思います。

　例えば、日本工業規格の畳表の区分を見直すこ

とや適用する文言を国産に限定できるように見直

すことを働きかけること、また、国産の上物畳表

が公共建築物に使われやすくなるような表記の仕

方を検討するなども期待される取組ですし、その

ような意見をお持ちの方も実際いらっしゃいま

す。ぜひ拾い上げてほしいものと思います。

　また、国産畳表の在庫状況についても、実態調

査なども行い、何とか在庫ゼロにする取組をお願

いしたいところです。そこから見えるものがある

かと思います。せっかく高値がついても、在庫が

残っては収入は上がりません。

　これまでのコスパ重視の消費行動の流れは簡単

には覆りませんし、建築様式の変化は止めようが

ありませんが、国産品、地域産のよさを知ってい

ただき、手に取ってもらうことが重要です。

　先日も、イグサ生産者らが、国産イグサと畳の

魅力を広く知ってもらおうと、世界一長い畳を作

り、ギネス世界記録に挑戦し、多くの人に触れて

もらい、消費拡大につなげたいとアピールされま

した。アミュプラザの話は、今部長がなされたと

おりです。

　このように生産者も頑張っておられますし、県

におきましても、県内の公共建築物には必ず国産

のイグサ、畳表を使うように自治体に促すとかの

意気込みを見せてほしいと思っています。

　また、高齢者のうち、要支援者や要介護者が住

宅改修をする際に、畳替えや畳部屋への改修につ

いては、介護保険の適用対象にもなるようであり

ますので、各自治体へのしっかりとしたアナウン

スと取組の喚起をお願いしたいところです。

　知事によるトップセールスについては、ぜひと

も積極的に発信し、全国の公共建築物に国産畳の

使用をお願いしていただきたいと思います。知事

の発信力に期待しております。

　イグサ生産農家の所得向上につながり、自立で

きる取組が肝要で、この問題の最大の懸案である

と考えます。いびつな輸入に頼らずとも、地産地

消を推し進めることは、現代社会が抱える最大の

懸案である温暖化ガス削減問題にも寄与します

し、持続可能な社会の実現には欠くことのできな

い取組です。

　今後におきましても、良いものは良いものとし

て正当に評価され、そして、それが日本の文化を

守ることにつながり、先人の苦労や思い、そし

て、生産者としての誇りが後世に正しく引き継が

れますように、息長く、確実な取組を強く要望し

て、この項を終わります。

　大項目の２、アリーナ等大規模集客施設の整備

による県南振興について伺います。

　プロバスケットボールＢリーグが使用する本格

的なアリーナが全国で次々と整備されており、計

画中のものまで含めますと、2028年までに全国で

20から25のアリーナが誕生するのではないかとい

う見通しもあるようです。

　昨日の前田議員の質問でもありましたように、

2026年には、国内最高峰のプロバスケットボール

リーグとなるＢプレミアが始まり、参入要件の一

つが、全国各地でのアリーナ建設ラッシュの呼び

水になっています。

　九州では、昨年５月、佐賀市にＳＡＧＡアリー

ナが開業し、Ｂ１佐賀がリーグ５位の観客動員数
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となりました。アリーナ建設による観戦環境が充

実したことがその理由の一つと考えられていま

す。来月には、長崎市にHAPPINESS ARENAがオー

プンすることになっています。21年度に完成した

沖縄アリーナでは、パリ・オリンピック予選の熱

戦に大変感動いたしました。

　熊本では、ヴォルターズの運営会社が大型アリ

ーナを整備する方針と聞いていますが、特段の進

展は見られない状況です。全国各地のライバルチ

ームから大きく後れを取っているとの報道や県立

体育館の建て替えによるアリーナ整備計画に関す

る報道など、県内のアリーナ建設に関する情報は

にぎやかになってきた印象があります。

　八代市においても、Ｂプレミア基準に対応した

5,000人規模の大規模集客施設の建設を検討して

いるとの報道がありました。

　八代市では、新八代駅周辺における今後のまち

づくりを推進するための全体構想として、新八代

駅周辺グランドデザインを策定し、アリーナや多

目的ホール、武道場などを備えた大規模集客施設

の整備を進めていくとしています。また、この計

画を具現化するための基本計画を、今年度から２

か年かけて策定するとしています。

　県南地域の経済活性化のために、県南の雄都で

ある八代市にアリーナ等大規模集客施設を整備

し、新たなにぎわいを創出することは、地域経済

活性化を実現する重要なツールの一つになるので

はないかと大いに期待しています。

　熊本駅から新八代駅までは、新幹線で約10分の

アクセスです。熊本市内のどこにアリーナを建設

しても、交通渋滞の発生や悪化、アリーナ周辺宅

地の住民との騒音トラブルなどが懸念されます。

　これらの点を考慮しますと、住宅地が少ない新

八代駅周辺にアリーナを建設し、アリーナまで観

客を一度に大量輸送することが可能な新幹線を活

用するほうが、熊本市内の渋滞緩和にもつながる

上、自家用車から公共交通機関への利用転換を広

く県民に促すことにもなるのではないでしょう

か。

　また、アリーナ建設に伴い、天草シーライン構

想が意図する県南と天草地域の連携も強まり、新

たな経済圏や観光ルートの創出、交流人口の拡大

など、県南地域の地方創生にもつながります。

　さらには、肥薩線の復旧、復興を後押しし、肥

薩線の日常利用客の拡大も大きく見込めることに

なるのではないかと考えられます。

　さらに、九州全体を俯瞰しますと、縦に走る九

州新幹線の新八代駅を核として、県南に新たな横

の軸が形成され、地域間交流がますます広がり、

県南振興の大きなエンジンになるのではないでし

ょうか。地域経済に相乗効果が生まれ、県南地域

が発展していくと大いに期待できます。

　八代市が策定した新八代駅周辺グランドデザイ

ンに同調し、現実のものとすれば、ＴＳＭＣの経

済波及効果を全県的に広げていきたいとする木村

知事の思いとも合致することになるのではないで

しょうか。

　知事は、マニフェストの中で「多目的アリー

ナ」｢等のスポーツ施設については､」｢創意工夫

を凝らした整備手法を検討し、任期中に方向性

を決めます｡」と説明されています。しかしなが

ら、この期間に方向性のみでは、時を逸し、遅き

に失するのではないかと考えます。もっとスピー

ド感を持った検討を進めていただきたいと考えて

います。

　そこで質問です。

　アリーナ等大規模集客施設の整備による県南振

興に関する認識と施設整備の可能性について、知

事にお尋ねします。

　　〔知事木村敬君登壇〕
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○知事(木村敬君)　亀田議員から、アリーナ等大

規模集客施設の整備による県南振興について御質

問いただきました。

　議員御紹介のとおり、八代市では、現在、新八

代駅周辺のまちづくりに係るグランドデザインの

下、駅北東側において、アリーナや多目的ホー

ル、武道場などを備えた大規模集客施設等の整備

に向けた取組を進められていることは、私も存じ

上げております。

　これが実現しますと、八代市では、これまで以

上にプロスポーツの試合やコンサートなど多彩な

イベントの開催が可能となり、県南地域の活性化

にも寄与するものと考えます。

　県では、今年度、私が公約に掲げた任期中にお

けるスポーツ施設整備の方向性決定に向け、新た

に検討会議を設けて、民間活力の導入などを含め

た公民連携による整備の検討を開始いたしまし

た。

　県が運営するスポーツ施設は、各種競技大会や

プロスポーツチームの本拠地としての利用に加

え、県民の健康と体力づくりの場としても、広く

利用されております。

　こうした利用状況に加え、やはり施設整備には

巨額の費用を要することを踏まえると、整備の方

向性の決定に向けては、一定の時間をかけて、丁

寧に県民の理解を深めていく必要があるものと考

えております。

　また、昨日の前田議員への答弁でもお答え申し

上げましたが、アリーナを含むスポーツ施設の件

は、長く県議会でも多くの議員の先生方から御質

問いただいており、前蒲島県政で解決できなかっ

た県政の重要課題と認識していますが、それだけ

やはり多くの県民の関心事でもあり、県民的議論

が不可欠であることは、議員も御異論ないかと思

います。

　私知事の一存で決めるべきでもありませんし、

決められるものでもないと考えております。

　検討会議では、今後、八代市を含めた自治体や

スポーツ関係者の皆様からのヒアリングも交えな

がら、民間の関与も視野に、整備手法の整理をは

じめ、建設及びその運営コストの比較ですとか、

アクセス、適地の整理などを進めてまいります。

　引き続き、丁寧に議論を深めながら、公民連携

によるアリーナなどを含めたスポーツ施設の整備

の検討をしっかりと進めさせていただきたいと考

えております。

　　〔亀田英雄君登壇〕

○亀田英雄君　知事から答弁をいただきました。

　昨日と同じ、慎重な知事の見解でございまし

た。前田議員ががっかりしとったような顔が、ま

た浮かびました。知事一人で決めるものではない

にしても、強力に進めるとか、リーダーシップを

発揮していくとか、力強い言葉が伺えはしないか

なと期待していたものですから、少しがっかりい

たしました。八代市も含めた関係者のヒアリング

を交えながらしっかりと検討していくということ

でしたので、後は八代市の関係者に期待をいたし

ます。

　もし、八代市にこのような人を呼び込める中核

となる施設ができたならば、質問で述べた期待さ

れること以外にも、クルーズ船からのインバウン

ド客の誘客も大いに期待できます。また、プロ化

を目指すバレーボールチームの動きもあります。

　様々な期待を抱かせる夢のある思いを実現する

ためには、八代市だけの計画ではなくて、県とし

てもしっかり関与し、また、知事が勧められたと

いう民間の力もお願いするというやり方を進める

ことが、より効果的で必要なことではないかと思

いますし、そうすることで、県南のどこの自治体

にとっても大きな夢とメリットが生まれ、ひいて
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は熊本県全体の発展に寄与することになると考え

るところです。

　本日の熊日社説においても「官民で整備の道探

りたい」と題して、アリーナ建設については「優

先的に検討してよいのでは」との記事もあります

し、｢県は市町村とも連携して、一つ一つ粘り強

く解決の糸口を探るべきだ｡」ということであり

ます。

　知事には、将来の熊本をどのようにしていくの

かという大きな視点でのビジョンを持って、強い

リーダーシップを発揮していただくことをお願い

し、この項を終わります。

　次に、大項目の３、県の動物愛護の取組につい

て伺います。

　毎年９月20日から26日は、動物愛護週間になっ

ています。ちょうど今日からでして、何ともタイ

ムリーな質問になりました。

　熊本県では、犬、猫の殺処分ゼロを目指すた

め、第３次熊本県動物愛護推進計画を策定し、

｢命を大切にし、やさしさあふれる人と動物が共

生するくまもと」の実現に向けて、様々な取組を

推進されています。

　本年３月には、動物愛護の拠点となるアニマル

フレンズ熊本が宇城市に開所され、順調に始動さ

れており、県民の皆様の認知度も確実に高まって

いるところと拝察いたします。

　８月末の熊日特集記事の中で、｢動物との共生

目指す拠点」としてこの施設の紹介があり、｢愛

称は、動物を「友」として共に生きるという意味

を込めた「アニマルフレンズ熊本｣。保護犬や猫

を適性に管理し、譲渡を推し進め、動物との共生

社会の拠点となるよう愛護の取り組みを広げてい

る｡」とのことでした。

　記事は、この施設の前身の県動物管理センター

が1979年に開設されたことから、熊本地震を経

て、殺処分ゼロを目標に掲げ、この施設ができる

までの経緯なども紹介しています。

　施設の紹介と愛護団体の代表の動物に対する思

いも紹介されていて、熊本県の動物遺棄の実態に

関する記載もありました。また、動物がいなくな

ったときの対応についても紹介されていました。

　動物愛護の取組には、ボランティアの人たちや

愛護団体との連携が必要不可欠であることを、改

めて思わせてくれる内容でした。

　アニマルフレンズ熊本の犬や猫の収容頭数につ

いては、犬が50匹、猫が80匹程度収容可能という

ことですが、開所当初から収容可能な頭数の満杯

に近い状態が続いているなど、課題も見えてきて

います。

　特に、このような中で、県内において、さらに

多頭飼育崩壊や飼い主が亡くなるなどのケースが

頻発した場合には、収容できなくなる最悪の事態

も想定されます。

　多頭飼育崩壊とは、多くの動物を飼育している

中で、適切な飼育ができなくなり、飼い主の生活

状況の悪化、ペットの体調の悪化、周辺の生活環

境に悪影響を与える状態などを指します。

　熊本県動物の愛護及び管理に関する条例第４条

では、飼い主における動物の管理責任が定められ

ていますが、この多頭飼育崩壊対策として、一定

数を超える数の犬、猫を飼う場合に届出をさせる

制度を導入することで、県が多頭飼育を事前に把

握し、多頭飼育崩壊が生じる前に対策を講じるこ

とができるのではないでしょうか。

　また、多頭飼育崩壊につきましては、県が動物

愛護団体と連携して解決した好事例がある一方

で、治療費の負担など、愛護団体の負担が大きか

ったとの話もお伺いしています。動物愛護の推

進、動物との共生のためには、県と動物愛護団体

が、適切な役割分担の中で、連携して取り組むこ
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とがますます必要になっていると考えます。

　第一義的には、動物愛護団体自ら、活動するた

めの財源を確保することが大前提ではあります

が、行政が担うべき役割の一部を動物愛護団体が

担っていることを考慮しますと、その活動資金の

一部を行政が支援していくことも必要だと考えま

す。

　そこで質問です。

　まず１点目に、条例に定められた飼い主におけ

る適正飼養、終生飼養などに係る周知徹底及び多

頭飼育崩壊の未然防止のための対策について。

　２点目に、県と動物愛護団体との円滑な連携に

資するための取組について。

　３点目に、動物愛護団体に対する活動資金も含

めた支援強化について。

　以上３点、それぞれの課題の認識と対策につい

て、健康福祉部長にお尋ねします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　新たな動物愛護セ

ンター、アニマルフレンズ熊本の開所から半年が

過ぎましたが、これまでに県内外から約4.500人

の方に来所いただくなど、動物愛護に対する機運

の高まりを感じているところです。

　一方で、議員御指摘のとおり、保護した犬や猫

の頭数は、収容能力の８割を超えることが多くな

っています。このため、犬や猫の遺棄や飼育放棄

等を減らす、いわゆる入り口対策と返還や譲渡を

増やす出口対策の強化に取り組んでいるところで

す。

　まず、１点目の条例に定められた飼い主におけ

る適正飼養、終生飼養等の周知徹底及び多頭飼育

崩壊の未然防止についてお答えします。

　飼い主への適正飼養等の周知徹底については、

犬の適正な飼い方を学んでいただくためのしつけ

教室を、今月末から定期的に開催することにして

います。

　さらに、避妊去勢手術による繁殖制限や迷子対

策としてのマイクロチップの装着などについて

も、県のホームページやリーフレット等での周知

を強化してまいります。

　多頭飼育の問題については、飼い主の経済的困

窮や社会的孤立等が要因となる事例が多くなって

います。このため、福祉関係部局や市町村等との

連携を強化することで、事案を早期に探知し、適

正飼養の指導を通して、多頭飼育崩壊の未然防止

につなげたいと考えています。

　議員御提案の多頭飼育に関する届出制度につい

ては、まずは、導入自治体における運用状況等を

調査した上で、効果を研究してまいります。

　次に、２点目の動物愛護団体との円滑な連携に

ついてお答えします。

　県内では、多くの団体が、それぞれの特色や強

みを生かしながら、自発的に動物の適正飼養の普

及啓発や保護活動等で貢献いただいています。

　県では、これまでも、各団体の自主性を尊重し

ながら、保護犬、猫の譲渡や地域猫活動、災害時

の動物救護等の場面で、団体の特性に応じた柔軟

な連携を行ってきたところです。

　今後は、アニマルフレンズ熊本を団体との協働

の拠点として、コミュニケーションをより一層密

にし、団体が抱える課題も共有しながら、円滑な

連携をしっかり図ってまいります。

　最後に、３点目の動物愛護団体への支援につい

てお答えします。

　県の登録を受けた団体においては、県から保護

犬、猫を譲り受け、ワクチン接種等の健康管理や

しつけ、新たな飼い主の募集など、譲渡に必要な

様々な活動が行われています。

　県では、その活動経費の一部に対して助成を行

っており、さらに、今年度からは、団体における
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譲渡活動がより円滑に進むよう、アニマルフレン

ズ熊本でもワクチン接種や避妊去勢手術を始めた

ところです。

　加えて、団体との合同の譲渡会や啓発イベント

等を開催しており、これらの取組が団体の自主的

な活動への支援につながっているものと考えてい

ます。

　今後も、アニマルフレンズ熊本の機能を十分発

揮しながら、動物愛護団体としっかりと連携し

て、本県の動物愛護の取組を加速させてまいりま

す。

　　〔亀田英雄君登壇〕

○亀田英雄君　健康福祉部長に答弁いただきまし

た。

　私は、八代のボランティアをされている方か

ら、八代保健所に保護された犬の世話をされる状

況を見せてもらったことがあります。腕にはかま

れた痕が無数にありましたし、大変な御苦労であ

り、まさに愛護団体ならではと呼べる作業であり

ました。今回、別の機会でその方とお会いし、こ

れまでの取組や多頭飼育崩壊を解決された苦労話

を伺いました。

　私も、会社の仕事で、多頭飼育崩壊現場の片づ

けを依頼されたこともあり、膝まで埋まるふん尿

の中に動物の死骸もあるという現場の下見に行っ

たことがあります。酸っぱい臭いがしますし、喉

も痛くなり、長くいられませんでした。どうやっ

て片づけたものかと、初めて見る惨状に驚き、言

葉を失った記憶があります。そのような中から犬

を救い出されたということは、想像もできません

し、並大抵のことではなかったと推察いたしま

す。

　先日の報道で、神奈川県相模原市の犬または猫

の６匹以上の飼育に届出を義務づけるという改正

条例案の提案を知りました。目的は、多頭飼育崩

壊を防ぐのが狙いということで、このような届出

制度がある自治体では、犬、猫合計で10頭以上を

届出の対象とするところが多い中、独自の基準で

早期に適正飼育を促し、人と動物の共生社会の実

現に寄与したいとのことで、繁殖力の強い猫を基

準に数を設定したとのことでした。

　条例で定めれば全てが解決するものでもありま

せんが、一定の指針、考え方をはっきり示すこと

がなければ、繰り返されやすい悲劇です。

　答弁では、届出制度については、運用状況を調

査の上、効果を研究されるとのことですが、その

効果とは、動物が増え過ぎないようにするなどで

はなくて、適切に飼育できない無責任な飼い主を

なくすことが目的であり、この制度の導入を検討

する際の基本とすべきものであると考えますの

で、関係者で十分な共通認識を図られ、検討され

ることをお願いいたします。殺処分ゼロもです

が、無責任な飼い主ゼロも取り組むべき目標だと

思います。

　アニマルフレンズ熊本という箱物ができて、よ

りよい活動ができるかと思いますが、ボランティ

アをされる方、愛護団体も、様々な特徴と形態が

ある中で、この人たちとの良好な連携があってこ

そ、動物愛護の取組はうまくいくものであると思

いますので、みんな同じ目の高さでうまくコミュ

ニケーションが取れますように、そして、今後に

向けて努力を重ねていただくことをお願いして、

この項を終わります。

　次に、大項目の４、英語教育の在り方について

伺います。

　ＴＳＭＣの熊本への進出など、郷土の国際化が

進展していく中で、熊本から世界に羽ばたく国際

人材の育成は、ますます重要な課題となっていま

す。知事も、自身のマニフェストの中で、世界に

伍する質の高い教育を実現することを掲げておら
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れます。

　外国人との交流や、外国文化を学び、日本人と

の違いも含めて、お互いを正しく理解し合うこと

に努める、いわゆる多文化共生の取組は、ここ熊

本においても、着実に広がりを見せていると感じ

るところです。

　私は、先日、アメリカのビジネス社会で実際に

活躍された方から、日本人に対する英語教育の必

要性について、多くの示唆をいただきました。御

意見の一端を紹介します。

　少子高齢化、収入格差拡大、日本経済の規模縮

小など、日本は未曽有の問題を抱えています、今

こそ、日本の若者を世界に通用する人材に育て、

希望ある将来につなげていく必要があります、具

体的には、現在の国際語は英語であるため、英語

を介し、海外の人たちと真剣に向き合い、相手を

理解し、互いのコミュニケーションを高めていか

ないと、それぞれの置かれた立場や互いが連携、

協調するメリットなどを共有することが難しくな

るため、ビジネスとして成立しない可能性も出て

きますとの御意見でした。また、対等な立場での

交渉力が必要で、そのためには、交渉できる英語

力であるネーティブな英語を流暢に話せるように

ならないと、いい働きをすることができないとの

ことでした。さらには、大半の日本人は、英語で

対抗できず、同僚と顔を見合わせ、拙い英語で返

答をし、自分の意見をうまく言えず、ただ聞き役

に回るだけ、これでは真の交渉とは言えないとの

厳しい御指摘もありました。

　本当は、お互いにとって手を組むことが望まし

いとしても、それを正しく伝え、共有する力とな

る英語によるコミュニケーション能力がないと、

ビジネスチャンスをみすみす失うことになりま

す。

　このような現場からの生の声、まさに世界に伍

するビジネスパーソンの貴重な経験に裏打ちされ

た直言を目の当たりにし、日本人の現状が分かり

ましたし、英語を使って自己表現できる能力を教

育段階でもっと高めていくことが、これからの日

本の若者には必須なことだと感じ入りました。

　義務教育段階、高校教育段階を問わず、英語教

育を今以上に充実させていくことは、大変重要で

あると考えます。

　私たちの世代が学校において教科として学んだ

英語は、どちらかというと話し言葉としての英語

ではなく、書き言葉としての英語だったと感じま

す。今世界で活躍する日本人が使う英語は、恐ら

く私たちが学んできた英語とは違うものであると

推測されます。

　そこで、現代の日本社会の難題を解決し、世界

に通用する国際人材を養成するという観点から、

本県においては、英語教育の在り方について、ど

のような視点を持って取り組み、教科指導を充実

させているのか、その現状と今後の方向性、考え

方について、教育長にお尋ねします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　英語教育の在り方につい

てお答えいたします。

　グローバル化が急速に進み、英語の果たす役割

はますます大きくなっています。英語によるコミ

ュニケーション能力、とりわけ話す力を高めるこ

とは、本県の将来を担う子供たちが世界に通用す

る国際人材として活躍するために、大変重要であ

ると考えています。

　そのため、県教育委員会では、小中学生が英語

を使ってＡＬＴと交流を図るイベントや高校生の

モンタナ大学への派遣、英語ディベートワークシ

ョップなどを行うとともに、それらを通じて児童

生徒が実際に英語を駆使してコミュニケーション

能力を高める取組を行っています。
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　また、教科指導において、義務教育段階での英

語によるスピーチや対話、高校教育段階でのディ

ベートやプレゼンテーションなど、話す力の育成

をより重視した授業改善を図り、児童生徒が英語

で自分の気持ちや考えを伝える力の育成にも取り

組んでいます。

　さらに、今年度の新たな取組として、県内の中

学生1,200人に対して英語スピーキングテストを

実施し、成果を分析することで、生徒の話す力の

向上を図るとともに、教員の授業力向上にもつな

げてまいります。

　県教育委員会としましては、引き続き、児童生

徒の英語によるコミュニケーション能力の向上を

図り、総合的な英語力を高めることで、国際社会

で活躍できるグローバル人材の育成につなげてま

いります。

　　〔亀田英雄君登壇〕

○亀田英雄君　教育長に答弁いただきました。

　英語によるコミュニケーション能力、とりわけ

話す力の重要性を認識され、実際に児童生徒が英

語を使ってコミュニケーション能力を高める取組

を行っていて、今年度は、中学生を対象に生徒の

話す力の向上を図り、教員の授業力向上にもつな

げていくとのことで、若い世代から話す英語の習

得にこれまで以上に取り組まれることは、大変意

義のあることだと思います。

　英語に対するコンプレックスを克服し、英語を

ふだん使いできるまで話すことができたら、うれ

しくて、頼もしい限りです。バイリンガルと――

八代弁のバイリンガルじゃなかですけど、バイリ

ンガルと言われるようになったら格好いいかなと

いうふうに思います。

　先日の日曜日、八代高校の鳳雛祭文化の部に案

内をいただきましたので、しばらく拝見してきま

した。オーストラリア研修の報告があって、英語

でしっかり、はっきりプレゼンする生徒たちは、

私たちの頃とは隔世の感がありました。

　最近は、英語習得にしっかり取り組まれている

のだなと思いながら、生徒たちの話を聞いていて

頼もしく感じましたし、あの子たちがもっと頑張

って幸せになってほしいなと思いながら見ていま

した。さらに取組を進められるということですの

で、今後に期待が持てると確信しています。

　教育は百年の計とも言います。一人一人の生き

方や幸せに直結するものであると思います。長期

的視点で取り組み、世界に出ても臆することのな

い優秀な人材を、数多くこの熊本から輩出できる

ような取組をお願いして、今回の一般質問を終わ

りたいと思いますが、私からも所感を述べさせて

ください。

　今回の一般質問は、これまでいろんな人たちと

出会い、様々な意見、要望をお聞きした中で、こ

れは取り組みたいなと思ったことに対して質問を

させていただきました。

　この１時間のために、本を何冊も読んだり、話

を聞きに行ったり、あちこち出回って調査をした

りと大変な時間を使いましたので、執行部にはも

う少し踏み込んだ答弁をいただきたかったなと思

う……(発言する者あり)はい、そうですね。思い

ますが、問題提起は理解していただけたのではな

いかと思います。

　大きな組織になればなるほど、不用意なことは

御法度でしょうし、最大公約数的な取組、答弁に

なるのは仕方のないことかもしれません。

　しかしながら、イグサの話では、現場で働いて

いる方から様々な御意見をいただきましたし、動

物愛護につきましても、多頭飼育崩壊の凄惨な現

場に接して、一議員として現場が抱えている課題

の深さを実感したのも事実です。

　今回いただいた答弁の内容にかかわらず、現場
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で住民の方々と一緒になって汗をかいている県庁

職員を含めて、全ての職員の皆さんが、仕事の本

質はどこにあるのか、解決すべき課題は何なの

か、今自分にできることについてベストを尽くし

ているのか、どちらを向いて仕事をしているのか

など、時には真摯に振り返ることもあってよいと

思います。

　ぜひ、この中で様々なやり取りもあったことも

記憶にとどめていただき、真に必要な施策を今後

に反映させていただくことをお願いし、所感と一

般質問を終わります。

　どうもありがとうございました。(拍手)

○副議長(髙木健次君)　昼食のため、午後１時15

分まで休憩いたします。

　　午後０時10分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午後１時14分開議

○議長(山口裕君)　休憩前に引き続き会議を開き

ます。

　城戸淳君。

　　〔城戸淳君登壇〕(拍手)

○城戸淳君　皆様、こんにちは。自由民主党・玉

名市選出の城戸淳でございます。

　今年は非常に暑い夏でした。９月になってもま

だまだ暑い日が続いておりますが、今日の朝の最

新のニュースで、アメリカ大リーグ・ドジャース

の大谷翔平選手が、史上初の51、51、いわゆる51

号ホームラン、51号盗塁を達成されました。まさ

しく日本人の誇りであります。おめでとうござい

ます。ちなみに、私の今日の髪型は、60、40でご

ざいます。よろしくお願いいたします。

　さて、暑いといえば、今、日本のリーダーを決

める自民党総裁選が行われております。激しい討

論が行われている中、能登半島地震の石川での青

年局、女性局主催の討論会は、非常に私は印象深

く受け止めました。９人の候補者が自分の主張を

されて、27日には総裁が決まります。その直後、

首班指名を経て新総理大臣の誕生であります。選

挙が終われば、自民党のいいところであります一

枚岩になって日本の課題を決着し、スピード感を

持って前に進めていただきたいと思います。

　それでは、今回６回目の質問になります。木村

知事には初めての質問になります。知事、執行部

におかれましては、明瞭、明快な答弁をお願いし

て、通告に従いまして質問をさせていただきま

す。

　まず最初に、中小企業の人手不足の解消につい

て質問をさせていただきます。

　私の地元玉名市商工会が属する熊本県商工会連

合会が49商工会、490者を対象にして実施した６

月末時点の経営への影響調査において、中小企

業、小規模事業者が抱える経営課題として、人手

不足が深刻化していることが明らかになっていま

す。

　アンケートでは、製造業者から、最もマイナス

の影響が大きい項目は人手不足である、建設業者

からは、人手不足は長年の課題、運輸業者から

は、ＴＳＭＣに人が流れている、飲食業者から

は、人手不足でお客を断っているといった厳しい

声が上がっています。

　また、人手不足の現状について尋ねた項目で

は、人材の充足度に関し、大変不足している、ま

たは不足していると回答した割合が合計で43％と

なり、建設業者からは、従業員不足の中で対応で

きる仕事量に調整している、サービス業者から

は、ハローワークや求人サイトに掲載しても問合

せは一つもない、製造業者からは、事業規模の縮

小や省力化を検討中であるとの声が寄せられまし

た。

　このように、人手不足は、多くの業種、多くの
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地域で共通した経営課題となっております。私の

地元荒玉地域でも、ＴＳＭＣの進出を契機に、Ｊ

Ａの職員が複数名退職したと聞いております。

　このような人手不足は、ＴＳＭＣ進出という特

殊事情を抱える熊本県だけではありません。全国

中小企業団体中央会の令和５年度中小企業等労働

事情実態調査において、経営上の障害として、人

材不足、つまり質の不足と回答した回答者が全体

の５割、労働力不足、つまり量の不足と回答した

人が約４割となるなど、人手不足は全国共通の経

営課題となっております。

　ここでスクリーンを御覧ください。(資料を示

す)

　これは、中小企業省力化投資補助金のチラシで

あります。

　現在、国において、ＩｏＴ、ロボット等の人手

不足解消に効果がある汎用製品、例えば、飲食サ

ービス業や宿泊業での配膳ロボットや清掃ロボッ

ト、小売業での自動精算機等をカタログに掲載

し、中小企業、小規模事業者が選択して導入でき

るようにすることで、簡易で即効性のある省力化

投資を促進することを目的とした中小企業省力化

投資補助金1,000億円を、令和５年度補正予算に

おいて予算化するとともに、３年間で総額5,000

億円規模の予算を確保し、令和６年度から事業を

スタートさせています。

　このようにしてできた中小企業省力化投資補助

金は、導入経費の２分の１を国が補助する制度と

して、令和６年６月から募集を開始したばかりの

新しい補助金であります。

　このように、深刻な経営課題である人手不足を

解消するために、政府の肝煎りでスタートした新

しい事業でありますが、現状ではまだまだ課題が

あるのではないでしょうか。

　１点目は、新規の補助事業であることから、事

業の名称をはじめとした認知度そのものが不足し

ているのではないかという点です。２点目は、登

録されている製品カタログの中から、事業所にと

って省力化に必要な製品を選んで申請する仕組み

となっていますが、必要とする製品のカタログ掲

載が不足しているのではないかという点です。３

点目は、国の補助率が２分の１であるため、残り

２分の１が事業者の自己負担となることに加え

て、国の補助金の仕組みとして、補助金の交付決

定後に製品を事業者が自己資金で購入して、事業

実績報告後に補助金が確定してから補助金交付と

なる手続であることから、特に小規模事業者にと

っては負担が大きくなり、申請をちゅうちょする

ことになっていないかという点です。

　そこで、県の認識や今後の取組方針をお伺いし

ます。

　まず１点目、事業の周知、広報活動は、制度を

つくった国の役割ではありますが、新しい補助金

制度を県内事業者に広く周知して、人手不足対策

の一つとして認知してもらえるようにすることも

県の役割ではないかと考えますので、事業周知に

向けて県としてできる支援策はないか、商工労働

部長にお伺いをいたします。

　２点目は、補助率についてです。

　国の補助率が２分の１、自己負担が２分の１で

あることはさきに触れましたが、新型コロナウイ

ルス感染症が完全に収束してない中で、原材料

高、物価高等により収益が上がらずに経営が厳し

い事業者が、２分の１の自己負担をすることは容

易ではありません。

　このような中、お隣の大分県では、国の令和５

年度補正予算に合わせて、県独自の支援制度とし

て補助率を２分の１から３分の２に上げて、事業

者の取組を後押しする上乗せ支援制度を既に創設

をされているとのことです。
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　県の財源に限りあることは十分に承知しており

ますが、人手不足に苦しむ県内の中小企業、小規

模事業者を国と連携して支援することにより、地

域の経済や雇用、コミュニティーを守ることは県

としての重要な役割であると思いますので、事業

者の取組を後押しする何らかの県独自の財政支援

策を、今後期待される経済対策や来年度予算編成

に向けて検討すべきではないかと考えます。県の

見解を商工労働部長に併せてお伺いをいたしま

す。

　　〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　まず、中小企業省

力化投資補助金の周知についてお答えします。

　本補助金につきましては、これまで、事業主体

である中小企業基盤整備機構が、中小企業支援機

関向けの説明会やＳＮＳ、また、全国紙へのＰＲ

広告の掲載などを通して事業周知に取り組んでい

ます。

　また、中小企業等の経営支援を行っている商工

団体や国が全国に設置しておりますよろず支援拠

点においても、ホームページや相談窓口を活用し

て広く周知を行っております。

　本県としても、ＩｏＴやロボットなどの導入に

よる省力化の取組は、事業者の人手不足解消の一

助になるものと考えています。

　本補助金をより多くの事業者に知ってもらい、

積極的な活用を促すために、事業者訪問時の情報

提供など、商工団体などと連携しながら事業周知

を図ってまいります。また、県ホームページへの

掲載や事業者向けセミナーでの御紹介など、様々

な機会を捉えて情報発信を行ってまいります。

　次に、県独自の財政支援に関する県の見解につ

いてお答えいたします。

　本県においても、国の交付金を活用し、県内中

小企業がＩｏＴやＡＩなどのデジタル技術を活用

して、省力化や生産性向上を図るための機器導入

費用の３分の２を支援します中小企業ＤＸ推進事

業補助を県独自に実施しており、現在までに27件

活用されております。

　そのほかにも、専門家の派遣や既に導入をした

企業の好事例を紹介するセミナーの開催など、様

々な取組で中小企業のＤＸ化を後押しをしている

ところでございます。

　一方で、中小企業の人手不足は、全国的かつ喫

緊の課題であることから、県では、８月に知事を

トップとします「くまもとで働こう」推進本部を

立ち上げ、課題解決に向けて、全庁的に取り組む

こととしています。

　中小企業の省力化、生産性向上については、景

気の動向を注視しながら、国に財政的な支援を働

きかけるとともに、商工団体等と連携をして、適

切な支援スキームの検討にも引き続き取り組んで

まいります。

　　〔城戸淳君登壇〕

○城戸淳君　商工労働部長より答弁をいただきま

した。

　中小企業省力化投資補助金の周知については、

様々な機会を捉えて情報発信をしていくとのこと

でした。補助率については、国に財政的な支援を

働きかけるとのことでした。

　この省力化補助金は、岸田政権が推進してきた

施策ですが、新たな政権になっても、人手不足対

策は我が国の最重要課題であり、省力化を進める

大きな流れは変わらないと確信します。

　ぜひ、新政権が打ち出す経済対策の財源を活用

して、県独自の財政支援策により、中小企業、小

規模事業者が取り組む省力化を強力に後押しして

いただきますようお願いし、その推進役として

｢くまもとで働こう」推進本部の取組に大いに期

待をしたいと思っております。
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　それでは、次の質問に移らせていただきます。

　マイナンバーカードの活用による利便性向上と

業務効率化について質問させていただきます。

　マイナンバーカードの普及率向上については、

これまで、一般質問で県の取組などを確認してき

ました。国の取組や市町村の努力もあり、多くの

熊本県民が保有している状況にあると認識してお

ります。

　このマイナンバー制度は、行政の効率化、国民

の利便性向上、公平、公正な社会の実現のための

社会基盤として導入されました。

　玉名市では、マイナンバーカードを利用して、

コンビニで住民票の写しや印鑑登録証明書などが

取得できるサービスを行われているなど、着実に

業務効率化と利便性向上が図られているところだ

と承知をしております。

　最近、マイナンバーカードと健康保険証が一体

となったマイナ保険証の利用が進められてきてい

ます。これは、データに基づくよりよい医療を受

けるために、利用を促進することが期待されるほ

か、手続なしで高額医療費の限度額を超える支払

いが免除されるというメリットもあるとのことで

す。

　こうした県民の利点の部分をしっかりと周知し

ていくことと、病院や薬局などの現場でマイナ保

険証を利用したい県民が、実際に利用できる環境

を整えていくことが大切だと思います。

　例えば、病院に行くと、保険証を見せてくださ

いと受付から言われると、紙の保険証を出すとい

った習慣があると思います。マイナ保険証でも対

応しているということを来院した患者に示すこと

も欠かせないと思います。

　そして、これから進められるのがマイナンバー

カードと運転免許証の一体化です。マイナンバー

カードの中のＩＣチップに運転免許証の情報を記

録し、マイナンバーカードに免許証の機能を持た

せたものであり、これを一体化と称しているとの

ことです。

　先週報道がありましたとおり、来年３月24日か

ら開始されるそうですが、これは、デジタル社会

の実現ということを考えた場合、重要な取組にな

ってくると考えます。

　これまで、多くの県民が身分証として利用して

きたのが運転免許証でした。今後、マイナンバー

カードと一体化することで、どのようなメリット

があるのか、県民にしっかりと説明することが大

切になってきます。

　そこで質問いたします。

　熊本県では、マイナンバーカードの保有率はど

こまで高まっていて、現在どういった活用をなさ

れているのか、その結果、住民の利便性向上や行

政の業務効率化は進んでいるのか、現在、行政手

続にマイナンバーカードを活用して業務効率を高

める取組など、市町村を中心に進められていると

思いますが、県として、今後どのようにマイナン

バーカードの活用を広げていく計画があるのか、

また、マイナ保険証の利用促進に今後どう取り組

んでいくのか、さらに、今後、マイナンバーカー

ドと運転免許証が一体化するに当たって、県とし

て、適切かつ円滑な移行に向けてどのような取組

を進めていく考えなのか、お尋ねをします。

　木村知事は、総務省の出身でございますので、

このマイナンバーカードの活用について、知事の

考えをお尋ねしたいと思います。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　城戸議員から、マイナンバー

カードについての御質問をいただきました。

　まず、マイナンバーカードの活用についての現

状と今後の取組についてお答え申し上げます。

　マイナンバーカードは、安全、確実な本人確認
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ができるデジタル社会の基盤となるツールであり

ます。８月末現在、熊本県民の保有率は77％で、

全国平均を上回っております。

　こうした中、県内においても、住民票等のコン

ビニでの交付やオンライン申請など、本人確認が

必要な市町村の行政手続において、マイナンバー

カードの活用が広がってきています。

　特に、住民票等のコンビニ交付は、県内45のう

ち32の市町村が実施しておりまして、昨年度のコ

ンビニ交付の件数は、交付全体の４割を超える約

63万件となっています。休日や夜間、居住地にか

かわらず各種証明書を取得できるという点で、住

民の利便性が大幅に向上しています。

　私自身、この年始に、急遽公務員を辞職して知

事選に出馬するに当たって、退職とか転居とか選

挙の手続とかで急遽住民票等が必要になりました

ので、コンビニ交付はもう大変便利だと、当時実

感しておりました。

　また、今、人材不足と業務の多様化の一方で、

働き方改革が求められる市町村の現場、その現場

を改善するためにも、デジタルによる業務効率化

が今喫緊の課題でございます。

　住民票などの交付には、１件当たり何分もかか

ってしまうことですから、コンビニ交付によりま

して、市町村窓口での作業時間が大幅に削減さ

れ、行政の業務効率化につながります。

　そのため、県としては、マイナンバーカードの

活用も含め、デジタル化を進める上での課題解決

に向けて、市町村に民間のデジタル専門人材を派

遣する取組を行っております。

　今年度は、市町村における窓口改革、いわゆる

フロントヤード改革の支援を重点的に行っており

ます。この中で、マイナンバーカードの活用促進

についても支援するとともに、県においても、行

政手続のオンライン化と合わせて、マイナンバー

カードの活用をさらに推進してまいりたいと考え

ております。

　次に、マイナンバーカードの健康保険証として

の利用についてでございます。

　現行の健康保険証の新規発行は、本年12月２日

で終了し、マイナ保険証を基本とする仕組みに移

行いたします。

　現在、県内ほぼ全ての医療機関、薬局でカード

リーダーが整備され、マイナ保険証が利用可能な

状況となっています。しかし、本県のマイナ保険

証利用率は、７月末時点で、全国と同水準ではあ

りますが、11.1％となっており、上昇傾向にはあ

るものの、依然として低い状況でございます。

　県としては、マイナ保険証の利用促進に向け

て、医療機関などとともに連携し、県民の皆様に

対して、そのメリットや利用方法などの周知、広

報を積極的に行ってまいります。

　また、マイナ保険証への移行に際しては、県民

の皆様に不安や混乱が生じないようにしなくては

なりません。マイナンバーカードをお持ちでない

方などについては、現行の健康保険証と同様に利

用できる資格確認書が交付されることなども丁寧

に周知してまいります。

　最後に、来年３月から開始となる運転免許証と

の一体化については、住所変更の手続のワンスト

ップ化により、利便性の向上が図られると考えて

おります。

　具体的には、市町村で転居手続を行えば、警察

への変更届が不要となり、運転免許証の更新時の

講習をオンラインでも受講できるようになりま

す。

　今後、県警察では、一体化の手続について、利

便性の向上を含め、広く県民の皆様に周知しなが

ら、新制度への円滑な移行に向けたシステム等の

改修、専用窓口の整備、職員の研修など、様々な
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取組、体制強化を進めていかれると承知しており

ます。県としても、こうした取組に協力してまい

ります。

　私は、かつて、総務省で電子政府・電子自治体

担当として、マイナンバーと呼ぶ前の住民基本台

帳の情報を活用して、個人情報を保護しつつ、住

民の利便性の向上や行政の業務効率化をどう推進

していくかで大変苦労した経験があります。デジ

タル技術の向上で、マイナンバーカードと保険証

や運転免許証が一体化する現状に、本当に隔世の

感がありまして、大変感慨深いものがあります。

　だからこそ、私としては、熊本県においては、

今後も、住民の皆様の利便性向上、行政の業務効

率化に向けて、個人情報の保護とその住民の皆様

の不安解消にしっかりと取り組みながら、マイナ

ンバーカードの活用促進に取り組んでまいりたい

と考えております。

　以上でございます。

　　〔城戸淳君登壇〕

○城戸淳君　知事に答弁いただきました。

　このマイナンバーカードを正しく活用すること

ができれば、多くの県民が便利だと感じられる社

会になると思います。

　行政の業務効率化を高めることも可能だと思い

ますし、ただ、正しい情報が県民に届いていない

こともあると思いますので、新しい制度を導入す

る際には、県民がその内容を正しく理解できるよ

う、県としても、自治体としっかり連携をしなが

ら、県民に対して丁寧な周知を図っていただきた

いとお願いをしたいところでございます。

　それでは、次の質問に移らせていただきます。

　こどもまんなか熊本と誰一人取り残さない教育

について質問をさせていただきます。

　最初に、特別支援学校の整備について質問しま

す。

　県教育委員会では、平成23年に策定された県立

特別支援学校整備計画を平成31年３月に改定し、

県内全域の知的障害特別支援学校における教室不

足の解消に努められてこられました。

　整備期間については、早急な対応が必要かつ早

期に対応が可能な整備については、2019年度から

2023年度に実現を目指すとあり、実現しなかった

整備については、2024年度以降に知的障害特別支

援学校の在籍状況等を考慮して実施するとありま

す。

　実際、知的障害者を対象とする新たな県立特別

支援学校を新設し、熊本市が支援学校を整備した

後にも、教室不足が解消しないと見込まれる７つ

の支援学校を対象に、移転整備や本校整備が進め

られてきています。

　荒玉地域におきましても、令和５年度から、荒

尾支援学校の高等部一般学級を岱志高校校舎内へ

移転し、現在は本校の改修に向けて設計を行って

いると聞いております。

　そこで、１番目の質問です。

　平成31年３月に改定した県立特別支援学校整備

計画における高等部に係る整備の進捗状況につい

て、教育長にお尋ねをいたします。

　また、この県立特別支援学校の整備計画を改定

するに当たって、県教育委員会では、目指すべき

特別支援学校の姿を明確にしています。１つが

｢児童生徒が、安全で安心、かつ十分な学習環境

で学ぶことができる特別支援学校｣、２番目に

｢障がいに応じた教育の専門性が確保され、一人

一人の教育的ニーズに応え得る特別支援学校｣、

３番目に「共生社会の実現を目指し、地域で学

ぶことができる身近な特別支援学校｣、４番目に

｢小・中学校等への積極的な支援を通して、地域

の特別支援教育の拠点となる特別支援学校｣、以

上の４点であります。
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　２番目の「障がいに応じた教育の専門性が確保

され、一人一人の教育的ニーズに応え得る特別支

援学校」という点は、特別支援教育を受けている

保護者からの御意見が多く、保護者の関心が最も

高いと感じている点です。この点については、県

教育委員会でも、全ての教員を対象とする特別支

援教育に関する研修をさらに充実していく取組を

進めていると承知をしています。

　一方で、３番目の「共生社会の実現を目指し、

地域で学ぶことができる身近な特別支援学校」と

いう点では、玉名市民は荒尾支援学校を身近に感

じているか、疑問が残ります。玉名市内に特別支

援学校があれば通わせたいという保護者の声を聞

くことが多いのも実情です。つまり、荒尾支援学

校の教室不足は仮に解消したとしても、目指すべ

き特別支援学校の姿という点では課題が残るので

はないかと思います。

　私は、前回の一般質問の中で、玉名市でも小学

校の統廃合が進んでおり、廃校予定の小学校を特

別支援学校の分校として活用することも有効では

ないかと申し上げました。

　そこで、２番目の質問ですが、玉名市への特別

支援学校の分校設置を含め、地域で学ぶことがで

きる身近な特別支援学校の現在の検討状況につい

て、教育長にお尋ねをいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　まず、県立特別支援学校

整備計画における高等部整備の進捗状況について

お答えします。

　県教育委員会では、現在、教室不足の解消に向

け、整備計画に基づき、７つの特別支援学校を対

象に、高等部等の整備を進めています。

　天草、松橋西、荒尾、球磨の特別支援学校につ

きましては、６月までに順次移転が完了し、ま

た、熊本支援学校につきましては、令和７年度末

をもって熊本はばたき高等支援学校へ移行完了す

る予定でございます。残る大津支援学校と菊池支

援学校の高等部につきましては、令和８年度中の

完了を目指し、現在整備を進めているところでご

ざいます。

　７校の高等部整備と小中学部の整備が完了する

と、本県の知的障害特別支援学校の教室不足は解

消する見込みです。

　なお、荒尾・玉名地域の主な受入先であります

荒尾支援学校につきましても、高等部の移転によ

り小中学部の教室配置にゆとりが生まれ、十分な

受入れができる状況となります。

　次に、地域で学ぶことができる身近な特別支援

学校の検討状況についてお答えいたします。

　県教育委員会では、障害の有無にかかわらず、

可能な限り共に学ぶためのインクルーシブ教育シ

ステムの構築を目指し、多様な学びの場整備事業

をはじめ、様々な取組を進めています。

　本事業では、通級指導教室を設置できたことに

より、特別支援学級ではなく、障害に伴う困難さ

を改善、克服するための特別な指導を週に数時間

受けながら、通常の学級で安心して学ぶことがで

きている事例が見られます。

　議員御提案の今後閉鎖予定となる玉名市内の２

つの小学校の活用につきましては、３月と５月に

玉名市教育委員会とともに訪問して現地を確認

し、意見交換を行ったところでございます。

　県教育委員会といたしましては、現在進めてい

る学びの場の最適化の成果を見極め、荒尾・玉名

地域の特別支援学校の配置が最適なものとなるよ

う、玉名市教育委員会と丁寧に意見交換等を行い

ながら、分校設置の必要性も含めた特別支援学校

の在り方について、検討を進めてまいります。

　　〔城戸淳君登壇〕

○城戸淳君　県立特別支援学校整備計画の進捗状
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況と地域で学ぶことができる身近な特別支援学校

の検討状況について、ただいま教育長より答弁を

いただきました。

　県立特別支援学校の整備については、教室不足

の解消に向けて着実に整備が進んでいるというこ

とが分かりました。荒尾支援学校においても、十

分な受入れができる状況という答弁もいただきま

した。

　次に、地域で学ぶことができる身近な特別支援

学校の検討状況についても答弁がありました。通

級指導教室を設置したことによって、よい事例も

出てきているとのことですので、インクルーシブ

教育をどう進めるのかという点で、引き続き取組

を進めていただきたいと思います。

　閉校予定の玉名市内の小学校の活用について

は、現地の確認や玉名市教育委員会との意見交換

を行ったとのことでした。迅速な御対応に、心か

ら感謝を申し上げます。

　分校設置に向けては、その必要性も含めて、玉

名市教育委員会と県教育委員会とで一歩踏み込ん

だ協議を進めていただきますように要望をいたし

たいと思います。

　全体として整備が進む中で、取り残された地域

がないかという点も、県としてしっかりと確認す

る必要があると思いますし、整備が必要になった

場合にも、最適な配置という面では、より踏み込

んだ調整が必要になってくると思いますので、ど

うぞよろしくお願いを申し上げます。

　それでは、２番目の質問に移らせていただきま

す。

　中学校運動部活動の地域移行の在り方について

質問をさせていただきます。

　少子化の影響で、部活動がこれまでと同じよう

に維持できない現状が生じてきています。そこで

出てきたのが部活動の地域移行です。

　この部活動の地域移行とは、学校が担ってきた

部活動の運営を地域等が担うことで、地域クラブ

活動と呼ばれています。

　玉名市では、拠点校方式と合同部活動方式で地

域移行を進めており、拠点校方式では、指導者が

いる大規模校に集まる方法で、玉名中学校のラグ

ビー部や女子バレー部がこれに該当いたします。

合同部活動方式は、１つの学校では運営が困難な

部活動を、近隣校と合同で実施する方法です。

　玉名市では、玉名市教育委員会とＮＰＯ法人い

だてん玉名ＳＣが運営主体となって地域移行を進

めています。来年度までに全ての休日の運動部活

動を地域クラブ活動へと移行し、地域のスポーツ

活動の充実を図られることが期待をされていま

す。

　この部活動の地域移行のメリットの一つに、子

供たちが専門的な指導を受けられるということが

あります。学校部活動の場合、担当する種目の知

識や技術を備えている教員の割合が少ないという

実態もあります。しかし、地域移行によって、専

門性の高い指導者の指導を受けられるという可能

性が広がります。

　また、学校部活動では、設置されている種目が

限定されていますが、地域移行することで、これ

までにない種目が設置されるため、子供たちが希

望する種目に挑戦しやすくなります。さらに、部

活動を担当している教職員の勤務負担も軽減する

メリットも大きいと言えます。

　大きな課題は、適切な指導者をどう確保するか

という点です。これは、地域に偏りが出てくると

いうことも懸念されています。また、部活動を安

全に実施することや、事故やけがといったトラブ

ルがあった場合の対応についても懸念をされてい

ます。

　リスクマネジメントの観点から、任意団体では
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なく、法人として運営することがよいとの指摘も

あります。さらに、保護者の経済的な負担が大き

くなるという点も忘れてはならないと思います。

　私は、部活動の地域移行を進めていく上で、学

校と地域が連携を図りながら、地域の特性を踏ま

え、行政がしっかりと支援し、保護者の理解も得

られる形で進めていくことが重要だと思います。

　玉名市では、部活動地域移行コーディネーター

が懸念している点は、国の補助金がなくなった後

の財源をどうするかということです。

　群馬県の新町スポーツクラブでは、小学生は様

々なスポーツが体験でき、中学生から専門的な指

導を受け、高校生以上は地域のチームに入り、中

学生以下を指導。中高年になっても生涯クラブ員

として活動できるライフサイクルがあり、ユース

ボランティアからクラブ指導者が育成される流れ

ができているとのことです。多世代でのスポーツ

を楽しむことができれば、部活動の地域移行が地

域活性化につながるかもしれません。

　運動部活動の地域移行を進めるに当たって、九

州大会、全国大会を目指すというよりも、そのス

ポーツに触れ、その楽しさを体感することに力点

を置いてみてもよいのではないでしょうか。場合

によっては、地域でスポーツをしている団体の活

動に、小中学生が参加する環境をつくることも必

要ではないでしょうか。

　そこで、教育長に質問します。

　県では、中学校の運動部活動の地域移行を進め

るに当たって、持続可能で、子供たちがやりたい

スポーツを安心して楽しめる環境づくりをどのよ

うに進めていくのか、また、活動の中心となる子

供たちの声や意見をどのように確認し、反映させ

ていくのか、教育長にお尋ねをいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　まず、子供たちがスポー

ツを安心して楽しめる環境づくりについてお答え

いたします。

　中学校の運動部活動は、スポーツに興味、関心

がある生徒が参加し、教職員等の指導の下、学校

教育の一環として行われてきました。

　しかしながら、今日、少子化の進展や生徒のニ

ーズが多様化する中、従前と同様の運営体制で維

持することは難しくなってきており、子供一人一

人のニーズに応じた持続可能で多様なスポーツ環

境の整備は重要な課題であると考えています。

　そこで、県教育委員会では、昨年度から、国の

実証事業を活用し、中学校運動部活動の地域移行

を進めており、今年度は、県内17市町村でコーデ

ィネーターの配置や検討委員会の設置などの取組

を行っています。

　また、生徒の志向等に応じた複数のプログラム

や学校部活動にはない種目を体験する機会を提供

する取組も進めています。

　スポーツに興味がある生徒はもちろん、運動部

活動に加入していない生徒や運動を苦手と感じて

いる生徒も、体を動かすことの楽しさを感じ、ス

ポーツに関心を持つきっかけとなっています。

　今後、実証事業の成果と課題を検証した上で、

これらの取組を県内全域に広げていきたいと考え

ています。

　次に、子供たちの声や意見の反映方法について

お答えいたします。

　県教育委員会では、地域移行を進めるに当たっ

て、市町村教育委員会等に対し、生徒のニーズ把

握を依頼しており、これまで25市町村が生徒を対

象としたアンケート調査を行っています。

　また、生徒会や部活動のキャプテン等の様々な

立場の生徒が意見を交わすワークショップを実施

している市町村もあります。

　このような取組により、生徒のニーズを把握
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し、新たな種目の設置や活動内容等の見直しにつ

なげているところです。

　今後は、このような先進的な取組をさらに県内

の市町村に周知していくとともに、様々な機会を

通じて、子供たちの意見を丁寧に聴きながら、地

域移行を進めてまいります。

　県教育委員会としましては、引き続き、地域や

市町村教育委員会等と連携し、子供たちが将来に

わたりスポーツに継続して親しむことができる環

境づくりに取り組んでまいります。

　　〔城戸淳君登壇〕

○城戸淳君　教育長より答弁をいただきました。

　活動の中心となる子供たちの声を反映させる取

組が進んでいることは喜ばしいと感じました。今

後も、この子供たちの声を確認しながら、運動部

活動の地域移行を進めていっていただきたいと思

います。

　持続可能で、子供たちがやりたいスポーツが安

心して楽しめる環境づくりという面では、指導者

の確保や運営資金も課題になってくると思いま

す。既に取組を進めている関係者としっかりと連

携をしながら、スポーツに継続して親しむ環境づ

くりを進めていただきたいと思います。

　それでは、次の質問に移ります。

　学校給食費無償化の現状と支援について質問を

させていただきます。

　昨年政府が発表した少子化対策、こども未来戦

略方針を受け、今年６月、文部科学省が全国の自

治体の学校給食費無償化の状況を調べた結果を公

表いたしました。

　2023年９月時点で、全国の３割に当たる547自

治体が、公立小中学校の学校給食費を無償化して

いることが明らかになりました。これは、2017年

の調査から６年で約７倍に増えたことになりま

す。また、多子世帯などを対象に支援要件を設け

ているのは145自治体という結果も明らかになり

ました。

　都道府県単位で見てみますと、東京都は、今年

１月、都内の区、市町村の学校給食費負担の半額

を補助する方針を示しました。これを受けて、東

京23区では、４月から、都と区の負担によって、

小中学生を対象に、学校給食を無償化することに

なりました。青森県では、都道府県単位で初め

て、10月から県内の小中学校で無償化するとのこ

とです。

　このように、学校給食費無償化の動きについて

は、人口規模の小さい自治体が多かったのに対

し、近年では、規模が大きい都市部の自治体にも

広がりつつあるのが大きな特徴と言えます。

　私の住む玉名市におきましては、物価高騰分を

市が負担する取組を行っており、お隣の荒尾市で

は、小学校の学校給食費を無償化しております。

　こうした学校給食費無償化を進めた理由につい

ては、652自治体が保護者の経済的負担の軽減、

子育て支援と回答しており、その財源は、475自

治体が自己財源、233自治体が地方創生臨時交付

金と答えています。

　この学校給食費無償化を進めるに当たっては、

保護者が負担すべきだという意見や国が責任を持

って行うべきという意見もありますが、子育て支

援を積極的に進めることで、少子化に歯止めをか

け、住みやすいまちづくりを進めたいという自治

体の切実な思いが伝わってきます。

　学校給食は、適切な栄養の摂取により健康の保

持増進を図ることや、日常生活における食事につ

いても、正しい理解を深め、健全な食生活を営む

ことができる判断力を培い、望ましい食習慣を養

うといった意義があります。実際に、給食を楽し

みに学校に通っている児童生徒も少なくないので

はないでしょうか。
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　学校給食費を無償化することによって、子育て

世帯の経済的な負担を軽減することだけではな

く、集金する手間や滞納の催促をする精神的な負

担も軽減されるため、教職員が本来の業務に専念

できるメリットがあります。

　一方では、その財政的な負担が大きいため、ほ

かの教育施策に予算を投じることができなくなる

のではないかという懸念もあります。実際に、学

校給食費を無償化した自治体によっては、継続的

な実施が難しい自治体も出てきており、財源が一

つの壁となっていることが分かります。

　現在、食材費が高騰し、人件費やガス代なども

上がっているため、しっかりと学校給食の質と量

が担保されているかという点も注視する必要があ

ると思います。実際に、給食事業者の経営が逼迫

していたり、場合によっては給食の提供が難しく

なった事業者についても報道されたことがありま

した。

　ただ、私は、子供を産み育てたいという県民に

対しては、安心して子供を産み育てることができ

る環境を熊本は整えていますというメッセージを

届けることが大切だと考えます。この点に関し

て、地域による偏りをなくすように県としても努

力すべきではないでしょうか。

　そこで質問をいたします。

　まず、県内の学校給食の実施状況と、その学校

給食費を全て無償化するためにどれくらいの予算

が必要なのか、次に、本県の各自治体での学校給

食費補助等への取組はどのような状況なのか、最

後に、今後、県としてどのように支援していく考

えなのか、教育長にお尋ねをいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　学校給食費無償化の現状

と支援についてお答えいたします。

　まず初めに、県内の学校給食の実施状況につい

てお答えします。

　県立中学校３校を除く公立の小中学校と特別支

援学校では、年間約190回の学校給食が実施され

ています。

　議員御指摘のとおり、食材費高騰などの課題が

ある中、児童生徒に必要な栄養量を確保するた

め、各市町村では、限られた予算の中で創意工夫

を凝らし、児童生徒に安全で安心な学校給食が提

供されています。

　次に、学校給食費を全て無償化するために必要

な予算についてお答えします。

　仮に、熊本市を除く公立の小中学校と特別支援

学校の学校給食費を無償化した場合、年間給食回

数と１食当たりの平均費用を昨年度の児童生徒数

で試算すると、毎年約43億円の予算が必要となり

ます。

　次に、県内の各自治体での学校給食費補助等へ

の取組状況についてお答えします。

　学校給食は、学校給食法により、学校設置者で

ある市町村が実施主体となります。４月現在で、

45市町村中14市町村が小中学校の学校給食費無償

化を実施しています。また、26市町村が半額また

は一部補助を行っており、物価高騰分を補助した

り、月ごとに定額を補助したりするなど、各市町

村の実情に応じた方法で実施されています。

　最後に、県としての支援の考え方についてお答

えします。

　国において、６月に公表されたこども未来戦略

方針に基づき実施された学校給食に関する実態調

査の結果を踏まえ、今後、法制面等も含め課題の

整理を行った上で、学校給食費無償化に向けた具

体的方策を検討するとされています。

　県教育委員会といたしましては、現状では、県

単独での補助には多額の予算が必要になることな

どから、学校給食費無償化の実現に向け、全国知
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事会等を通じて国に要望を行っているところでご

ざいます。

　今後も、国の具体的方策の検討状況等を踏まえ

ながら、学校給食費無償化について、県としての

支援の在り方を引き続き研究してまいります。

　　〔城戸淳君登壇〕

○城戸淳君　県内の学校給食の実施状況と無償化

に必要な予算、各自治体の取組状況について、教

育長から答弁をいただきました。

　各市町村の創意工夫により、安全で安心な学校

給食が提供されているということですが、その取

組には差が生じている点も認識する必要があると

思います。

　無償化に必要な予算は、年間43億円ということ

でした。国に要望を行いながら、県として支援の

在り方を研究するとのことでした。

　私は、住む地域によって保護者の負担に差が生

じてしまうという点に対して、各自治体の内情や

保護者の声をしっかりと受け止めることも必要だ

と思います。

　国も無償化を検討している最中かと思います

が、実際に自治体や都道府県で先行して無償化を

進めていることからも、私は、遠からず学校給食

費は無償化されるときが来ると思います。熊本県

として、どういう支援ができるのかを考えていた

だきますように要望をいたします。

　それでは、２つの要望をさせていただきます。

　ちょっとこれは珍しい要望でございますが、鷹

匠の活用について要望をさせていただきます。

　食物連鎖の頂点である猛禽類ですが、動物本来

の特性を生かした害鳥対策として、鷹による害鳥

駆除があり、環境に優しい害鳥駆除として脚光を

集めています。

　具体的に、害鳥駆除としては、ハト駆除、カラ

ス駆除、ムクドリ駆除などを行っている事業者が

おり、玉名市でも、ブリヂストン熊本工場内のハ

トを駆除するのに鷹匠を活用したという話を聞き

ました。また、熊本県民総合運動公園のスタジア

ムに集まってくるカラス対策として、鷹匠が活躍

したことがテレビで放映されたこともあったよう

です。

　ここでスクリーンを御覧ください。(資料を示

す)

　写真は、国内唯一の鷹術専門の企業、株式会社

ファルコンウィングの鷹匠の写真です。

　鷹は、鳥類の食物連鎖の頂点に位置し、ハト、

カラス、ムクドリなど、害鳥にとって最も恐れる

存在です。

　その鷹を、鷹匠が訓練し、対象となる害鳥のい

るところで頻繁に飛ばすことにより、害鳥に対

し、生命の危機感を与え、戻ってこない環境をつ

くるという駆除の方法です。本物の鷹が飛び回る

ので、効果は絶大で、環境にも優しいのが一つの

特徴と言えます。

　この工場のハトの駆除に鷹匠を活用した方に伺

った際、鷹や馬は日本の文化に欠かせない存在だ

ったという話も伺いました。

　次の写真をお願いします。(資料を示す)

　この写真は、実際に鷹匠が体験イベントを実施

している写真になります。

　日本文化と鷹の関係について話を聞いたとき、

熊本城のＰＲに鷹匠を活用することも有効ではな

いかと感じました。日本文化を教育する素材とし

て、出張授業や人が集まる行事に鷹匠を活用して

も面白いと思います。

　今後、熊本県は、国際化がさらに進むと思いま

すが、日本文化を教育する素材として鷹匠を活用

していただくことを要望したいと思います。

　同時に、野生のハヤブサは、国内希少野生動植

物種にも指定され、種の保存が図られております
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ので、ぜひ鷹の保護にも努めていただきますよう

に要望をいたしたいと思います。

　それでは、あと一つの要望をさせていただきま

す。(発言する者あり)カモも有効です。

　ドローン事業者と利用者のマッチングについて

要望いたします。

　最近、ドローンを用いた技術革新が図られてお

り、撮影以外にも多様な分野で活用が進んでいま

す。

　農業では、農薬や肥料の散布、災害現場では、

緊急物資の運送や生存者の確認、様々な分野で活

用されるようになってきております。また、工事

現場では、測量や点検作業などにドローンが活用

されていると認識しております。

　こうしたドローンを取り扱うサービスを提供す

る事業者と利用者をマッチングする際に、どうし

ても大手企業に依頼が集中してしまうという現状

があると、地元の事業者から聞きました。

　技術者不足を補い、業務経費を削減するために

技術力を磨いている中小企業の立場からすると、

サービスを提供する技術はあっても、認知度が低

いため、具体的な仕事の依頼が来ないという悩み

もあるようです。

　もちろん、それぞれの営業努力も必要だと思い

ますが、国が進める取組を、県としても何らかの

形で支援することが求められると思います。

　内閣官房では、ドローンに関する情報を共有す

るプラットフォームを立ち上げ、地域や利用分野

ごとに情報を整理し、発信しています。

　また、九州では、大分県などが事業者と利用者

をつなぐプラットフォームを整備しています。分

野ごとに事業者を検索でき、そのまま概算見積り

や問合せができるようになっており、利用者目線

でよくつくられていると感じました。

　私は、ドローンという技術を生かしたい利用者

とドローン技術を磨く事業者がしっかりとマッチ

ングできるような仕組みを、県として整備してい

く必要があるのではないかと考えます。

　ぜひとも、実情や課題などを整理していただ

き、他県のようなプラットフォームを整備するの

がよいのか、何か両者を結びつける窓口をつくる

のか、熊本に合った方策を検討していただき、実

効性のある対応策を実施していただきますように

要望をいたします。

　これで全ての質問と要望が終わりました。

　これからも、熊本県民のために、知事がいつも

言われております、現場に出て人の話を聞くとい

うスタイルで、私も県政に向けて汗をかいてまい

りたいと思います。

　最後までの御清聴ありがとうございました。

(拍手)

○議長(山口裕君)　以上で本日の一般質問は終了

いたしました。

　明21日から23日までは、県の休日のため、休会

でありますので、次の会議は、来る24日午前10時

から開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第４号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午後２時14分散会





第 ４ 号 

（９月24日）
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令和６年９月24日(火曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第４号

　　令和６年９月24日(火曜日)午前10時開議

　第１　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　一般質問(議案に対する質疑並びに

　　県の一般事務について)

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(49人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(なし)

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名
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　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光戦略部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　城　内　智　昭　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○議長(山口裕君)　これより本日の会議を開きま

す。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　一般質問

○議長(山口裕君)　日程に従いまして、日程第

１、20日に引き続き一般質問を行います。

　松村秀逸君。

　　〔松村秀逸君登壇〕(拍手)

○松村秀逸君　皆さん、おはようございます。熊

本市第一選挙区選出・自由民主党・松村秀逸でご

ざいます。今回で10回目の質問になります。木村

知事になられまして初めての質問でございます。

どうぞよろしくお願い申し上げます。

　そして、今年１月、能登半島におかれまして

は、大地震で、まだ復旧半ばの中で、先日、また

大雨により大水害、また、お亡くなりになられた

方、また、行方不明の方がたくさんおられるよう

でございます。お亡くなりになられました皆さん

に、まずは御冥福をお祈り申し上げますととも

に、一日も早い行方不明者の救出を願うところで

ございます。そして、被害に遭われました皆さん

方全てに、お見舞いを申し上げたいと思います。

　それでは、通告に従いまして質問をしたいと思

います。

　日本一の健康寿命社会の実現について。

　健康寿命の延伸について、また、健康危機に強

い県、熊本の確立についてお尋ねいたします。

　私は、２年前、蒲島前知事にも健康寿命の延伸

について質問いたしました。特に熊本県において

は、平均寿命、令和２年、男性は81.91歳、全国

９位、女性は88.22歳、全国５位と全国有数の長

寿県で、平均寿命は、５年置きの統計調査では年

々伸びており、当然、医学の発達や一人一人の健

康意識の向上により、今後も少しずつ寿命が延び

ていくものと思われます。

　一方、健康寿命については、統計調査が３年置

きであり、令和元年のデータでありますが、男性

72.24歳、全国37位、女性は75.59歳で全国24位で

あり、平均寿命は全国で上位に位置しています

が、健康寿命は、男性は全国平均を下回ってお

り、今後、熊本県としては、この健康寿命を延ば

事務局次長
兼総務課長

人事委員会
事 務 局 長

病 院 事 業
管 理 者
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すことは大変重要であると思います。

　熊本県として、人生100年くまもとコンソーシ

アムを設立し、科学的データ分析を実施し、本県

の特徴や課題を共有し、健康づくりの取組に頑張

っておられることは承知しております。

　また、健康寿命は、一人一人の日々の努力も必

要であり、継続することが結果へとつながりま

す。誰もが自由に健康で長生きすることが幸福で

あることは言うまでもありません。男性で約10

年、女性で約13年の間、認知症や何らかの病気な

どで寝たきり等でおられる時間を少しでも少なく

していくために、今回、木村知事は、日本一の健

康長寿社会を目指すとの公約をなされておりま

す。知事は、日本一に向けてどのような方法をお

考えで、健康寿命の延伸を目指されるのか、具体

的な対策をお尋ねいたします。

　また、今後起こり得る新たな感染症、健康危機

に備え、県がリーダーシップを取って、医療提供

体制及び医薬品、ワクチン、医療機器、衛生用品

の安定供給体制を確保し、さらに、国産医薬品、

ワクチン等の世界への安定供給も展望する健康危

機に強い県、熊本を確立したいとお考えのようで

すが、これが確立されれば、熊本県民としては、

充実した医療体制により安心して暮らせることと

期待し、私もぜひ後押ししたい気持ちでいっぱい

です。

　知事の考えとしての健康危機に強い県、熊本を

確立するための具体的な考えを知事にお尋ねいた

します。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　松村議員からお尋ねいただき

ました。

　まず、１点目の健康寿命の延伸についてお答え

申し上げます。

　本県は、全国有数の長寿県ですが、人生100年

時代を充実させるためには、健康寿命を延伸して

いくことが重要と考えております。

　このため、県では、３月に策定した第５次くま

もと21ヘルスプランにおいても、健康寿命の延伸

を目標とし、生活習慣病の発症、重症化の予防や

社会全体で県民の健康を支え、守る環境づくりを

進めております。

　具体的には、若いうちからの食生活や運動習慣

の改善、健康診断やがん検診受診の推進、歯と口

腔の健康づくりなどに取り組むとともに、市町村

や健康経営に取り組む企業、そして各種団体など

と連携した取組を推進しております。

　さらに、私が会長を務めております熊本県健康

づくり県民会議において、今年度初めて、新たな

スローガンを掲げた健康づくりイベントを開催い

たします。このイベントは、2,500を超える健康

経営に取り組む企業、団体にも協力を呼びかけま

して、広く県民が参加できるセミナーや健康づく

りを啓発するブースの出展など、県全体の健康づ

くりの機運を盛り上げてまいりたいと考えており

ます。

　高齢期に入りますと、健康と要介護の中間に、

いわゆるフレイルという状態がありますが、その

進行を防ぐために、運動、社会参加、栄養の３つ

の側面で、予防に早期から取り組むことが重要で

す。健康で自立した生活を長く続けるために、日

常的な身体活動、運動の重要性の啓発、通いの場

などの介護予防、低栄養の予防、口腔機能の向上

などの取組を包括的に推進しております。

　マニフェストに掲げた日本一の健康長寿社会の

実現に向け、私が先頭に立って、行政、企業、そ

して県民が一体となって健康寿命の延伸につなが

るよう、取組を進めてまいります。

　２点目の健康危機に強い県、熊本の確立につい

てお答え申し上げます。
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　私は、コロナ禍の令和２年に副知事として熊本

に戻り、着任後すぐに、県民の生命と健康を守る

ため、様々な施策の陣頭指揮に当たりました。医

療機関をはじめとする関係者の皆様の御尽力によ

り、医療が広範に機能不全になるような事態は避

けられました。

　その一方で、想定を超えた急激な感染拡大期に

は、病床や外来、検査などの医療提供やマスクな

ど医療物資の供給が迅速に行えないなどの課題も

生じました。今後、本県が、議員御指摘の健康危

機に強い県となるためには、関係機関と連携した

平時からの事前の備えを進め、医療提供体制と医

薬品などの安定供給体制を確保することが非常に

重要だと痛感したところでございます。

　医療提供体制の確保に向けては、現在、医療機

関などとの病床の確保や外来対応などでの協定の

締結を進めております。今後は、県が中心となっ

て、実効性のある訓練や研修を通じた感染症危機

に対応できる人材の育成も進めてまいります。

　また、医薬品などの安定供給体制の確保に向け

ては、国のガイドラインに沿って、供給体制が整

うまでに必要となる医療用マスクなどの医療物資

の備蓄を進めてまいります。

　次に、国産医療品などの世界への安定供給を展

望した県内での取組についてお答え申し上げま

す。

　県出資のＫＭバイオロジクス社では、世界で流

行するデング熱に対するワクチンの臨床試験が今

行われております。

　また、８月に、ＷＨＯ、世界保健機関がエムポ

ックスの流行に関する緊急事態を宣言いたしまし

たが、同社では、熊本大学のワクチン開発研究セ

ンターと連携し、その予防に効果のある天然痘ワ

クチンを、より迅速かつ大量に生産するための研

究が進められてきました。

　このように、ここ熊本で世界の健康危機から生

命と健康を守るための研究開発が行われているこ

とを大変誇らしく思っております。

　県としては、これらの熊本の強みを踏まえ、研

究者などが集う場であるＵＸイノベーションハブ

の整備を進めるなど、県内の大学や企業が進めて

おられる研究開発で相互の連携がさらに深まるよ

う、積極的に支援してまいります。

　これらの取組を通して、議員御指摘の健康危機

に強い県、熊本の確立を着実に進めてまいりま

す。

　以上でございます。

　　〔松村秀逸君登壇〕

○松村秀逸君　知事に答弁をいただきましてあり

がとうございます。

　健康寿命の延伸については、県民の健康づくり

の機運を盛り上げながら、社会参加、そして日頃

の運動、そして栄養の３側面で予防に早期に取り

組むことが重要であるということで、習慣づくり

を進めていかれるということで、それと、あと

は、口腔機能の向上を推進するというようなお話

でございました。

　また、健康危機に強い県、熊本の確立について

は、ＫＭバイオ社と熊大との協力によってエムポ

ックス、また、もう一つはデング熱に対するワク

チンを熊本から新たに世界に発信すると、そうい

うことで、今そのデータもいろいろいただきまし

たけれども、やはり85％の効果が出ているという

ことで、ぜひこれを熊本県から世界に広げていた

だきたいと。

　デング熱、また、このエムポックスも、相当感

染力が強いということでございますので、ぜひそ

れを進めていただくことによって、熊本の安心、

安全をつくっていただきたい。そしてまた、医療

体制も十分準備していくということでございます
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ので、そういうことによって、熊本市からの安

心、安全、熊本づくりを目指していただきたいと

いうふうに思います。

　続きまして、次の質問に移ります。

　県民の安心、安全のための地下シェルター設置

についてお尋ねいたします。

　令和４年２月24日、ロシア軍がウクライナに侵

攻を開始し、令和６年９月で２年７か月になりま

す。いまだに終息の可能性はなく、ロシア軍が攻

撃すれば３日ともたないだろうと思われた戦争で

すが、ウクライナ軍が持ちこたえられています。

それも、アメリカやヨーロッパ、ＮＡＴＯ加盟国

の協力のおかげと、自国の備えとして、国民の命

を守るための地下シェルターが豊富に備えられて

いること、国民の強い国防意識、ウクライナの文

化を守る意識、国民のための民主主義を守る意識

など、国民の団結があってこそ２年７か月を戦い

続けているものと思われます。

　しかしながら、この間、たくさんの命が奪わ

れ、負傷者、公共施設や病院、礼拝所、文化施設

は破壊されており、今後の復興も大変であろうと

思います。

　そういう中にあって、最近の日本を取り巻く状

況は、大変厳しい中にあります。ロシアによる北

方領土占拠、北朝鮮の度重なる弾道ミサイルの発

射、台湾有事を想定される中、武力攻撃事態等に

おける国民の保護のための措置に関する法律、

いわゆる国民保護法は平成16年９月17日に施行

され、第148条「都道府県知事は、住民を避難さ

せ、又は避難住民等の救援を行うため、あらかじ

め、政令で定める基準を満たす施設を避難施設と

して指定しなければならない｡｣、政令指定都市に

おいては市長とあります。

　国民保護法で定める基準に基づき、熊本県は、

有事の際に住民を避難させ、または避難住民等の

救援を行うための施設を、あらかじめ指定しなけ

ればならないとあります。

　武力攻撃事態等における国民の保護のための措

置に関する法律施行令第35条では、避難施設の基

準が示してあります。

　１つ、｢公園、広場その他の公共施設又は学

校、公民館、駐車場、地下街その他の公益的施設

であること｡｣。２つ、｢避難住民等を受け入れ、

又はその救援を行うために必要かつ適切な規模の

ものであること｡｣。３つ、｢速やかに、避難住民

等を受け入れ、又はその救援を行うことが可能な

構造又は設備を有するものであること｡｣。４、

｢火災その他の災害による影響が比較的少ない場

所にあるものであること｡｣。５、｢車両その他の

運搬手段による輸送が比較的容易な場所にあるも

のであること｡｣。以上５項目によって位置づけて

あります。

　国民の保護に関する基本指針により、爆風等か

らの直接の被害を軽減するため、指定権者がコン

クリート造り等の堅牢な建築物や地下施設を緊急

一時避難施設として指定するよう配慮することに

なっており、令和３年度から令和７年度を集中取

組期間として、消防庁から、各指定権者に対し、

緊急一時避難施設の重点的な指定の取組について

依頼されているところです。

　現在、本県における避難施設の指定状況につい

ては、令和６年８月時点で1,808、うち熊本県分

は1,484の施設が避難施設として指定されており

ますが、指定されている施設は、実際爆風に耐え

られる堅牢な施設が何か所あるか、少数ではない

かと思われ、早急な対応が必要ではないかと思い

ます。

　他国においては、東西冷戦下、大量破壊兵器に

よる攻撃の恐怖から、地下シェルターが公的、私

的にも設置されてきたとのことです。
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　一方で、日本は、専守防衛を安全保障政策の基

本理念に掲げながら、平成16年設立の国民保護法

の設立後も、シェルターの普及は、他国に比較し

て非常に遅れています。専守防衛を突き詰めてい

けば、最後は、ウクライナと同じように、国民が

犠牲となる地上戦を覚悟しなければならないと思

います。

　日本は、ウクライナのように国境が陸続きでな

く、海に囲まれているため、地上戦になれば、簡

単に安全な場所へ国外避難することはできないと

思います。

　そういう中で、自民党のシェルターおよび地下

利用促進議員連盟の７月の総会において、シェル

ターの整備促進に向けた法の制定が重要である

旨、プロジェクトチームを設置し、今後関連法案

提出を目指す方向で、岸田首相に対し、特定臨時

避難施設を整備する自治体への財源支援のほか、

政府全体で取組を強化するために、省庁連絡会議

の設置等を求める提言書を手渡されました。政府

は、提言を受け、内閣危機管理監をトップに、国

土交通省や経済産業省、防衛省の各省幹部らでつ

くる関係府省庁の連絡会議を設置されたところで

す。

　そういう中にあって、熊本県としても、今後、

大型スポーツ施設、野球場、アリーナ等も、今議

員の先生からもいろいろ言われております。そう

いう検討されるだろうと思いますが、施設等の設

計に避難所として地下シェルターの設置を、今後

の県民の安心、安全のため、また、国土強靱化推

進に合わせて、公共施設の地下に地下シェルター

を増やすことを検討するべきと考えます。

　国に対して、熊本県民の安心、安全のため、地

下シェルターの設置のための地下シェルター予算

を要望していくべきと考えますが、知事のお考え

をお尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　お答えいたします。

　国民保護法に基づく避難施設は、武力攻撃事態

等において、県民の命を守るための基盤となるも

のであり、本県においても、市町村と連携し、公

共施設を中心に、避難施設の指定を積極的に進め

てまいりました。

　その結果、弾道ミサイル攻撃による爆風などか

ら直接の被害を軽減するための堅牢な建物や地下

施設等の緊急一時避難施設として、本年８月末

において、県内において1,126か所の施設を指定

しております。人口カバー率も244％となってお

り、国の目標値である100％を大きく上回ってい

ますが、住民のより迅速な避難のためには、さら

なる指定の拡大が必要です。今後も、公共施設に

加え、民間施設への働きかけを強化するなど、施

設の確保に取り組んでまいります。

　しかし、一方で、避難施設の中でも爆風等から

の直接の被害を軽減する効果が高いとされる、議

員御指摘の地下施設の指定については、人口が多

い大都市に比べて、熊本県内に候補となる地下街

や地下駐車場などの施設が少ないことから、８月

末時点で９か所にとどまっております。今後、本

県において、地下施設の指定を増やすためには、

新たな公共施設などの整備に併せて地下施設の設

置を検討するとともに、費用面で大変高額であり

ますことから、国の財政面、技術面での支援が必

要だと認識しております。

　このような中、国は、本年３月に、武力攻撃を

想定した避難施設の確保に係る基本的考え方を示

し、国の財政支援による地下避難施設を整備する

特定臨時避難施設の制度を創設するとともに、緊

急一時避難施設の指定促進と充実を図る方針が示

されましたが、国の財政支援のある特定臨時避難

施設は、離島からの広域避難を行う沖縄の先島諸
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島の市町村のみが対象となっております。

　一方で、７月には、議員も質問の中で御紹介さ

れました関係府省連絡会議が設置されるなど、今

後、全国において、避難施設の確保に向けた取組

の推進が図られていくものと大変期待しておりま

す。

　８月には、全国知事会として、国に対する緊迫

度を増す国際情勢等を踏まえた国民保護の更なる

充実に係る提言を取りまとめまして、全国的な避

難施設の確保と整備に向けた財政面、技術面での

支援に係る要望を行ったところでございます。

　本県としては、地下施設も含めた避難施設の確

保の取組を推進する、そのために、全国知事会な

どを通じて、緊急一時避難施設への財政支援も含

めた制度の整備などについて、国に対し要望を行

うなど、引き続き、国民保護のさらなる充実にし

っかりと取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

　　〔松村秀逸君登壇〕

○松村秀逸君　知事に答弁をいただきました。

　全国知事会は、国に対する提言をまとめ、全国

的な避難施設の確保、整備に向けて、財政面、技

術面の支援を、国に対して要望していくというこ

とでございます。ぜひよろしくお願い申し上げま

す。

　今後、県としても、徐々に、地下施設等、財政

支援をいただきながら、引き続きこれに取り組ん

でいくというような答弁だったと思います。ぜ

ひ、県民の安心、安全のためにも――予算の都合

でなかなか一遍にいかないというのはよく分かり

ます。公共施設を準備される中で、地下施設をぜ

ひ造っていただきたいと思います。

　他国においては、スイスでも100％以上、ほと

んどの国が地下施設があるとお聞きしておりま

す。また、中国に49年前に私も行くことがありま

したけれども、そのときは、既に中国には地下施

設が完璧な状態であったということを聞いており

ますので、いろんな他国においては、そういう安

全のための準備を既にやっておるということでご

ざいます。特に日本は遅れておりますので、そう

いう部分をやはり地方からも訴えていくべきとい

うふうに思います。

　昨日も、ロシアからの領空侵犯もして、いろい

ろあっております。そういう有事にならないこと

を私も望んでおりますが、なったときのことも考

えていただき、今後、ぜひやっていただきたいと

思います。

　引き続きまして、熊本都市圏の渋滞解消につい

てお尋ねをいたします。

　木村知事は、マニフェストの中で、渋滞解消を

実行するとし、熊本都市圏の交通渋滞の解消、新

たな公共交通体系の構築等、マニフェストに掲げ

られ、就任後、既に行動をされておられますこと

は、渋滞解消へ向けての強い決意を感じておる次

第でございます。

　７月18日、熊本県・木村知事、熊本市・大西市

長は、熊本都市圏の交通渋滞対策に向けて、初め

てトップ会談を県庁で開催されたとのことを報道

でお聞きしております。熊本県、熊本市の幹部の

方々も同席する中で、短期的な対策を年内に具体

化し、中長期的な抜本策も方向性も一致したとの

ことで、大変喜ばしいことであり、特に中長期的

な対策では、中九州横断道路、熊本西環状道路と

九州縦貫自動車道をつなぐ熊本環状連絡道路の早

期事業化を国に要望すること、また、熊本市中心

部から高速道路インターチェンジや熊本空港を結

ぶ熊本都市圏の３連絡道路、いわゆる10分・20分

構想の実現に向けた取組を進めることの申合せが

できたということで、私も、地元県議として、

県、国に対して要望してきた一人として、大変う
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れしく思っているところでございます。

　知事をはじめ関係部署の方々に、心より感謝申

し上げます。ありがとうございます。

　熊本市の交通渋滞の現状は、三大都市圏を除

き、政令指定都市の中でワースト１位と言われ

ており、主要渋滞箇所は174か所あり、ＴＳＭＣ

が、菊陽町に工場ができ、通勤車両が増え、さら

に、熊本市北区、合志、菊陽、大津と、渋滞が加

速している状態です。

　短期的には、信号制御の見直しや交差点改良な

どに取り組み、渋滞解消に向けて対策を進められ

ているとのことですが、根本的な解消にはならな

いのではないかと考えます。

　県としても、大津、合志市、熊本市を通る高規

格道路、中九州横断道路を一日も早く完成させる

ことが一番と考えておられることは私も承知して

おりますし、私も同じ思いでございます。

　現在、大津―熊本間は事業化して用地買収等も

進められており、今後は、熊本市大鳥居町のジャ

ンクションから下硯川インターチェンジの熊本環

状連絡道路の早期事業化を希望するところです。

　今年５月23日も、国に対して、県、地元国会議

員の先生方、熊本県議会の九州横断道路建設促進

議員連盟の先生方と一緒に、私も参加し、要望活

動を実施されました。渋滞解消のためには、中九

州横断道路の開通と同時に、県とは直接関係あり

ませんが、熊本市北区の植木バイパスの早期完成

が必要であろうと思います。

　現在第３工区が事業を実施されておりますが、

第１工区においても都市計画決定がなされてお

り、一日も早く事業化を進めていただき、１工区

から３工区までの完成こそが、熊本市北の入り口

の渋滞解消になります。また、県道大津植木線、

北熊本スマートインターチェンジまでにおいて

も、既に都市計画決定がなされており、一日も早

い改良工事も必要であろうと思います。

　中九州横断道路と熊本環状連絡道路の完成、植

木バイパスの開通、熊本西環状道路の砂原工区ま

での開通により、熊本港からの物流の出入りがさ

らに増えることで、ＴＳＭＣ効果がアップするの

ではと思います。

　ＴＳＭＣは、第１工場が今年完成し、2027年に

は第２工場が完成し、さらに、木村知事は、第３

工場も熊本へ誘致依頼をＴＳＭＣ本社へ要望活動

をされました。今後ますます車の通行が多くなる

と思われます。国策として熊本への進出であり、

ぜひ、国に対しても、一日も早い幹線道路完成に

向けての支援をお願いするよう要望いたします。

　ここで、熊本都市圏の渋滞解消に向けた中長期

的な抜本策についてお尋ねいたします。

　まず、熊本環状連絡道路の早期事業化に向けた

熊本県の取組について、次に、熊本都市圏３連絡

道路の早期事業化に向けた国、熊本市との進め方

について、この２点を土木部長にお尋ねいたしま

す。

　　〔土木部長宮島哲哉君登壇〕

○土木部長(宮島哲哉君)　まず、熊本環状連絡道

路の早期事業化に向けた県の取組についてお答え

します。

　熊本環状連絡道路は、中九州横断道路の一部で

あり、九州縦貫自動車道の熊本北ジャンクション

と熊本西環状道路の下硯川インターチェンジを結

ぶ約４キロメートルの高規格道路です。

　この道路により九州の縦軸と横軸が結ばれ、高

速交通ネットワークの連続性が確保されるととも

に、熊本環状道路や国道３号植木バイパスとつな

がることで、熊本都市圏の交通の円滑化や産業の

活性化、ひいては新生シリコンアイランド九州の

実現に大きく寄与するものと考えています。

　中九州横断道路の事業中の区間については、期
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成会等と連携し、事業促進に向けた要望活動を行

うとともに、特に大津熊本道路では、整備の加速

化を図るため、県と合志市による用地の先行取得

を行っています。加えて、セミコンテクノパーク

周辺地域では、沿線市町と連携し、中九州横断道

路と接続して機能する合志インターチェンジアク

セス道路や大津植木線の多車線化などの整備を短

期集中的に進めております。

　熊本環状連絡道路については、計画段階評価及

び都市計画決定の手続が完了しており、７月に

は、知事と県議会議長が、熊本市長とともに、早

期事業化に向けた国への要望を行っております。

　さらに、中九州横断道路の大津西インターチェ

ンジから下硯川インターチェンジ間については、

早期整備を確実なものとするため、熊本市ととも

に、有料道路事業の導入を国に提案し、これを前

提とした計画の検討が進められています。

　熊本環状連絡道路の早期事業化に向けては、引

き続き、県と地元自治体が積極的に関わっていく

姿勢を示すとともに、あらゆる機会を捉えて、本

道路の役割や必要性、整備の緊急性を国に訴えて

まいります。

　次に、熊本都市圏３連絡道路の早期事業化に向

けた国、熊本市との進め方についてお答えしま

す。

　３連絡道路は、定時性と速達性を兼ね備えた道

路ネットワークを形成するとともに、喫緊の課題

である熊本都市圏の渋滞緩和に大きな効果を発揮

するものです。

　昨年度、県と熊本市で有識者委員会を設置し、

国の計画段階評価に相当する住民参加型の道路計

画検討に着手しました。

　この道路計画検討とは、住民等の御意見を把握

しながら、地域や道路の解決すべき課題を共有

し、ルート帯や主な道路構造など、概略計画の決

定に向けて、複数案の比較評価を行うものです。

　現在、第２回有識者委員会の開催に向けて、渋

滞が産業や観光に及ぼす影響等について調査を行

うとともに、住民等への意見聴取方法を検討して

おり、あわせて、有料道路制度の活用を含む事業

手法の検討も行っています。

　これらの検討に当たっては、都市部における大

規模な道路計画立案のノウハウを有する国の継続

的な技術支援が必要不可欠です。

　このため、引き続き、国の最大限の協力を得な

がら、熊本市と緊密に連携して、主体的に道路計

画の検討を進め、熊本都市圏３連絡道路の早期整

備につなげてまいります。

　今後も、これらの骨格となる幹線道路ネットワ

ークの早期実現に向けて、県議会、県選出国会議

員のお力添えをいただきながら、熊本都市圏の渋

滞解消に全力で取り組んでまいります。

　　〔松村秀逸君登壇〕

○松村秀逸君　土木部長に答弁をいただきまし

た。ありがとうございます。

　中九州横断道路、周辺県道については、用地の

先行取得、合志インターチェンジアクセス道路、

また、これを進めて今短期で集中的に推進する

と。それと、大津植木線においても多車線化の整

備を進めているということで、一生懸命頑張って

いただいているのはよく私も理解はしておりま

す。ただ、何せ、この現状が現状でございますの

で、よろしくお願い申し上げます。

　また、あわせて、北区のほうは、熊本市の北区

と合志市がつながっております。その辺の植木か

らの道路の整備も、熊本市の管轄でございますけ

れども、ぜひ熊本市と連携していただいて、北熊

本スマートインターまで、あの道路も大変混雑し

て、道路改良をぜひ進めていただくよう県からも

お願いをしていただきたい。そうすることで、合
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志、大津につながっている道路が、流れがよくな

るのではないかと思います。あわせて、植木バイ

パスも一緒でございます。よろしくお願いしま

す。

　それと、３連絡道路についても、国と連携しな

がら、国のノウハウをいただきながらというお言

葉でございました。何せ、都市部でございますか

ら、用地買収、いろんな形で大変だろうと思いま

すけれども、ルートを早く設定していただき、市

民の皆さん方の理解をいただきながら、ぜひ熊本

市と連携してやっていただきたい。

　知事も実際そういう行動を起こしていただいて

いますので、十分理解はしておりますが、私から

も、ずっと都市高速を訴えてきた一人として、ぜ

ひお願いをしたいと思います。よろしくお願い申

し上げます。

　次に、地球温暖化に対応した米の生産振興につ

いてお尋ねをいたします。

　今年５月に、食料・農業・農村基本法が一部改

正されました。農林水産省は、近く行われる同法

に基づく基本計画の改定時には、米政策を大きく

見直し、食料安全保障を旗印とする同法を踏ま

え、米政策を重視する考えであるようです。

　しかしながら、中山間地域をはじめとする農業

の担い手不足による農村の弱体化は深刻で、立て

直しは急務であると考えます。

　木村知事も、担い手の育成の重要性を十分理解

され、担い手支援に力を入れるということも承知

をしております。

　また、農業生産のための原材料費の価格高騰に

より、農家は大変厳しい状況にあります。今後、

国は、農林水産省関係の予算を拡充し、補正予算

も含めて、農家が安心して農業を続けていける財

源を確保すべきであり、農は国の基なり、生産基

盤を守れないで国民に安全な食料を安定供給はで

きない、国の安全保障も成り立たないと考えま

す。

　農林水産省は、主食用米の需給状況を表す指標

となる今年６月末時点の民間在庫量が156万トン

となり、統計を取り始めた平成11年以降で過去最

少だったと明らかにしました。

　農林水産省は、過去にも同様な水準の年があ

り、米の需給は全体として逼迫した状況にはない

と説明しましたが、一部のスーパーや店舗では、

８月から９月の端境期にかけて、米の売場で空の

棚が目立ちました。昨夏の猛暑の影響、急増する

インバウンドによる消費拡大等に加え、パンなど

他の食料品より価格上昇が緩やかであったことに

よる需要増も拍車をかけたとも考えられます。

　ちなみに、今年７月分の全国消費者物価指数

においては、令和２年を100とした場合、パン、

麺類は120台前半、米類は113.3と、食料全体の

116.4に比較すると、米はなお低い水準であり、

米の価格安が消費者増につながったと思われま

す。

　また、今年も異常気象による猛暑が続き、熊本

市では、35度以上の猛暑日の記録が過去最高の９

月20日で51日となり、東北地方の大雨や台風によ

る災害が多発しており、今年の米の生産において

も品質低下などが心配されるところです。

　このような気候の中では、高温耐性の米の品種

を選択することで、高品質の米を生産し、生産者

の利益確保につなげることが重要であると思われ

ます。

　昨年産の米は、高温の影響による白未熟粒の多

発で、全国の１等米比率は61％と過去最低に落ち

込んだとのことで、生産者の所得にも影響を与え

たものと考えます。

　今後、国においては、米の生産者がより利益増

に力を入れ、他の食品並みに価格が上がること、
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また、価格の保障なりを検討し、農家が安心して

農業を継続できるような対策を考えてほしいと思

います。

　所得を増やすためには、農家の努力により面積

当たりの収穫量を増やすことも必要ですが、１俵

60キロ当たりの単価を上げることでないと所得は

上がりません。

　参考のために言いますと、現在、米１俵を生産

するのに、生産費用は約１万5,000円かかるそう

です。農家が一般的に販売されている価格は、品

種によって多少差はありますが、１万5,000円以

下か、または前後ではないかと思います。

　熊本県として、今後、地球温暖化が進んでいく

中でも、米の品質と生産性向上による稼げる農業

で、農家の安定した生産をどのように進めていく

のか、農林水産部長へお尋ねいたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　米については、６

月に制定された食料供給困難事態対策法におい

て、国民の食生活上重要な特定食料に位置づけら

れており、食料安全保障の観点から、重要な品目

と認識しています。

　地球温暖化が進む中、米で稼げる農業と安定し

た生産を実現するためには、品質が高く、収量が

多い米の生産とブランド力の強化の２点が重要と

考えています。

　１点目の品質と収量については、高温に耐性が

ある品種を導入することが有効です。

　米の品質について、熊本県産の米は、出荷量に

占める１等米の割合が、近年は高温による影響を

大きく受け、直近の５か年平均で29％と、全国平

均の75％を大幅に下回っています。このような中

で、平成29年に奨励品種に採用した「くまさんの

輝き」の１等米の割合は、高温への耐性を備えて

いることから、県産米の平均を上回る57％とな

り、昨年は90％を超える産地もありました。

　また、収量についても、各産地の現地調査の結

果では、従来の品種に比べ１割程度増収していま

す。

　これまでの産地における実績や市場の評価の後

押しもあり、｢くまさんの輝き」の作付面積は年

々拡大し、本年は3,000ヘクタールを超え、主力

品種となっています。引き続き、生産者へ「くま

さんの輝き」の品種の良さを周知し、高温障害を

受けやすい品種からの転換を進めてまいります。

　あわせて、高温障害を回避する栽培技術とし

て、田植の時期や施肥の方法の改善、品種に応じ

た水の管理によるもみ数の抑制なども普及を図っ

てまいります。

　２点目のブランド力の強化については、日本穀

物検定協会が主催する米の食味ランキングにおけ

る特Ａ評価の獲得が、全国的知名度の向上に重要

です。現在「くまさんの輝き」の特Ａ獲得に向

け、各産地にプロジェクトを立ち上げ、関係者一

体となり、取り組んでいます。

　さらに、本県は西日本有数の米の産地であるこ

とから、知事が掲げる食のみやこ熊本県を構成す

る品目として、県産米の魅力をアピールしてまい

ります。

　県としては、今後とも「くまさんの輝き」のさ

らなる作付の拡大とともに、特Ａ獲得プロジェク

トなどを通じ、評価を高め、産地、関係団体一丸

となって、温暖化に対応した県産米の生産振興に

取り組んでまいります。

　　〔松村秀逸君登壇〕

○松村秀逸君　農林水産部長に答弁をいただきま

した。

　品質が高く、収量の多い米の生産と、また、ブ

ランド力の強化、２点に力を入れるということで

ございます。
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　熊本では、最近、高温への耐性を備える「くま

さんの輝き」を、昨年も１等米が９割以上だった

ということで、この品種を高温耐性ということで

ブランド化を進めるということで、今、県として

も、それを各産地にプロジェクトを立ち上げ、取

り組んでいるということで、ぜひよろしくお願い

します。

　実は、私も、今年「くまさんの輝き」を植えて

おりますが、確かに、株数が非常に増えて、いい

状況で今育っております。

　そして、私が特に言いたいのは、米が今、今年

少し不足して、いろんなテレビでも相当報道で心

配されておりましたけれども、今、農家の担い手

の皆さんが、70歳以上の方が51％ということでご

ざいます。ということは、10年後、80歳になった

頃、農家の方が80まではしたとしても、50％以上

の方が、農家がなくなっていく。

　そういう中で、若い方々は、割と施設園芸が収

入が多うございますので、力を入れておられま

す。米を実際されている方が徐々に減っていく、

そういう中で米不足になっていくのではないか、

主食であります米が不足したら大変な状況になる

のではないかと、そういう心配を私はしておりま

す。

　そういう意味で、やはり原価が１万5,000円か

かる米を、売買が１万5,000円以下であると――

昨年の秋生産したのは大体それぐらいだった。今

年はもう既に新米で２万とか２万2,000円とか、

阿蘇の米あたりがこの間出ておりましたけれど

も、少しは上がってきました。

　しかし、今後、やはり米を作る人がいなくなる

と大変な状況になると。おととい阿蘇方面を通っ

たときに、棚田が大変荒れておるのを見て、正直

言ってがっかりしたわけでございますけれども、

やはり棚田に米が植わっていると非常にきれいな

状況で、今から秋、この観光シーズンには、農家

だけじゃなく、やはり観光関連の仕事の方にも役

立っていくと。

　これをやはり残していくためには、ぜひ耕作放

棄地を減らす、米をどんどん増やすためには、少

し価格を上げていただき、せめて――１俵当たり

１万、500俵取っても500万しか所得がないわけで

すから、ぜひその辺を県のほうからも、国に対し

て、米の価格の安定、これは、消費者の方々の理

解なくしてできることじゃありませんので、ぜひ

お願いしたいと。10年後、15年後、もし米がなく

なったらどうするんだという心配を大変しており

ますので。

　それと、水路、米を作るためには水路が必要で

ございます。よく、水路が壊れたら、なかなか米

を作ることはできませんので、やはり皆さん、農

家の方々、苦役という形で、皆さん共同作業でさ

れております。それで水田を保っておられます。

　地震があったときも、大変いろんなところで被

害を受けて、直すのに大変だったろうと思います

が、今後、そういう水路も確保しながら、ぜひ基

盤整備のほうもよろしくお願い申し上げ、次の質

問に移りたいと思います。

　防災道の駅についてお尋ねをいたします。

　日本列島は、ここ数年、豪雨や台風による災害

が毎年のように発生し、地球温暖化によると思わ

れる異常気象ではないかと言われています。

　また、熊本県においては、今から８年前に、震

度７を２回経験する大地震が発生しました。令和

２年７月には、人吉、球磨を中心とする県南豪雨

により大きな被害を受けました。

　そして、今年１月１日、日本全国で新年を祝

い、宮参りや里帰りで家族が集い、今年１年の安

全や繁栄を祈るお祝い気分の元旦の夕方、北陸の

石川県能登半島を震源とする大地震が発生しまし
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た。道路が寸断され、港が隆起し、建物が崩壊

し、特に輪島では、大規模な市街地火災が発生

し、寒い中で避難を強いられる大変な状況となり

ました。地震発生から９か月が過ぎようとしてい

ますが、いまだ復旧の最中であります。大地震

は、また、いつ、どこで起こるか分からない災害

です。

　今年の８月には、台風10号により、九州、東

海、関東と各地で大雨による崖崩れや道路の通行

止め等の被害が発生したところです。

　国土交通省は、災害発生時に、国や自衛隊の活

動拠点となる防災道の駅の数を増やす方向で検討

に入ったとの情報が報道されました。現在、全国

に1,221か所ある道の駅のうち、防災道の駅は39

か所にとどまっています。

　支援拠点の確保や体制強化を図るために、大規

模災害時には、全国からの人員派遣が見込まれる

ことから、アクセスのよさを考慮するなど選定要

件も見直した上で、今年度中の追加選定を目指す

ということです。

　防災道の駅の制度は、2020年に導入、国土交通

省が施設管理者である地方自治体から候補を募

り、同省が選定しています。その際、都道府県策

定の地域防災計画に広域的な防災拠点として位置

づけられていることや、建物の耐震化、電気や通

信、水の確保が可能であること、2,500平方メー

トル以上の駐車場があること等が要件とされてい

ます。

　防災道の駅には、防災機能の整備強化や訓練に

活用できる交付金が重点配分されるほか、防災訓

練などのソフト面で国の支援があるようです。

　大規模災害発生時、高速道路のインターチェン

ジの近くや重要物流道路へのアクセスしやすい道

の駅は、全国各地から被災地支援に入る際の重要

な拠点になる可能性が高く、このため、国土交通

省は、最寄りのインターチェンジまで５キロ圏

内、重要物流道路と接しているといった項目を要

件に加えることを視野に検討するとのことです。

　また、全国で要件を満たしているのは186か所

あり、各都道府県で偏りが出ないよう、都道府県

に１～２か所程度を目安に選定を進める方針であ

るとのことです。

　現在熊本県で指定されている防災道の駅は、県

南の芦北町田浦にある道の駅１か所であり、今後

熊本県で数か所選定されるとするならば、県北、

県央にも指定すれば、バランス的にいいのではと

考えます。

　そこで、熊本県においても、災害が多い中で、

県民が安全で安心して暮らせるため、知事も、災

害に強い熊本づくりを目指されていると思いま

す。ぜひ熊本県に新たに数か所の防災道の駅が選

定されるべきと考えますが、熊本県として防災道

の駅に対するお考えを土木部長にお尋ねいたしま

す。

　　〔土木部長宮島哲哉君登壇〕

○土木部長(宮島哲哉君)　本県には、現在、道の

駅が36駅あり、九州では最も多く、全国でも５番

目となっています。

　平成28年熊本地震や令和２年７月豪雨において

は、県内各地の道の駅が被災地救援の前線基地や

一次避難所として活用されるなど、防災拠点とし

ての機能を発揮しました。

　防災道の駅は、大規模災害発生時に支援部隊の

参集や支援物資の集積など、広域的な災害支援活

動を担う拠点として、道の駅の中から国が選定し

ており、１月に発生した能登半島地震では、実際

にその機能を発揮しています。

　これを受け、国の社会資本整備審議会は、災害

対応力を強化するため、防災道の駅の追加選定や

それ以外の道の駅の機能を強化する必要性などに
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ついて、緊急提言を行っています。

　このようなことから、本県においても、防災道

の駅がバランスよく配置されるとともに、それぞ

れの道の駅が果たすべき役割に応じて機能強化を

進めていくことが重要と考えています。

　県では、現在、幹線道路ネットワークと防災拠

点となる公共施設や医療施設などの位置関係を考

慮して、県全体の防災道の駅の配置計画を見直し

ているところでございます。

　県内の防災道の駅は、道の駅たのうらのみであ

るため、この見直しを速やかに終え、配置計画に

基づく防災道の駅の選定を積極的に国に求めてま

いります。

　また、それ以外の道の駅については、停電時も

使えるトイレや災害時に必要な資材を収納する倉

庫の整備など、引き続き防災機能の強化を進めて

まいります。

　安全、安心な熊本づくりの実現に向け、国や市

町村をはじめ関係機関と連携して、防災拠点や幹

線道路ネットワークの整備による防災力の強化に

取り組んでまいります。

　　〔松村秀逸君登壇〕

○松村秀逸君　土木部長に答弁をいただきまし

た。

　防災道の駅は、やはり今、田浦で１つというこ

とでしたけれども、国の指定する道の駅で防災化

が完了しているのが６か所、鹿北、大津、阿蘇、

うき、竜北、たのうら、６駅あるということで、

それとまた、県の道の駅で完了しているのが４

駅、きくすい、泗水、旭志、錦の４駅あるという

ことでございます。このほかにも、今後進めてい

くということでございます。

　やはり災害が多い日本、熊本もいろいろありま

したので、そういう意味で、特に、防災トイレや

防災倉庫等の整備等も機能強化は進めていくとい

うことでございましたので、さらに、県民の安

心、安全のために、ぜひ施設整備を進めていただ

きたいと。

　新たに国の指定する防災駅も、１か所か２か所

だろうと思いますけれども、ぜひ増やしていただ

いて、県民の安全のため、そしてまた、県外から

観光客あたりが来られたときも、そういう整備が

できていると言うと安心して、何かあったときも

避難できるということで安心できられるのではな

いか、そういうことで観光客も増える可能性があ

ると思いますので、よろしくお願い申し上げま

す。

　これで、私の質問、５項目終わりました。本当

に皆さん方、１時間大変お付き合いをいただき、

御清聴ありがとうございます。

　特に、私は、安心、安全熊本づくりということ

をキャッチフレーズに、ずっと訴えてきた一人で

ございます。ちょうど10年目でございますけれど

も、そういう意味で、今日は、食料の安心、安

全、また、道路の安心、安全、災害からの安心、

安全と、そして医療、健康の安心、安全をテーマ

に質問をさせていただきました。

　初めての木村知事の答弁、本当にありがとうご

ざいました。

　今後とも、私も一生懸命、県民のため、地域の

ため、頑張ってまいりますので、どうぞよろしく

お願い申し上げ、私の質問を終わりたいと思いま

す。

　ありがとうございました。(拍手)

○議長(山口裕君)　この際、５分間休憩いたしま

す。

　　午前11時休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午前11時10分開議

○議長(山口裕君)　休憩前に引き続き会議を開き
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ます。

　鎌田聡君。

　　〔鎌田聡君登壇〕(拍手)

○鎌田聡君　皆様、こんにちは。立憲民主連合の

熊本市第二選挙区の鎌田聡でございます。

　まずは、石川県能登半島を襲った豪雨災害につ

きまして、元旦の地震の復旧、復興がまだ終わっ

ていない中で、本当に厳しい避難生活に追い打ち

をかけるような、そういった今回の災害でござい

まして、本当に胸を痛めるところでございます。

お亡くなりになられた方に、心からお悔やみを申

し上げ、そして、まだ行方不明の方もいらっしゃ

います。早期の救出を願いまして、そしてまた、

被災された全ての皆様方に、心からお見舞いを申

し上げます。引き続き、復旧、復興、そして被災

者支援に向けて、私もでき得る取組を行っていき

たいと思います。

　さて、昨日は、立憲民主党の代表選挙が行われ

まして、野田佳彦新代表が誕生いたしました。野

田代表を先頭に、これからまた頑張ってまいりま

すので、どうぞよろしくお願い申し上げたいと思

います。

　公明党も、石井新代表が誕生する予定でござい

ますし、そしてまた、今週末には自民党の総裁選

も行われるということでございます。

　これから政局が動き出していくということでご

ざいますけれども、政治の信頼回復、そして県民

の暮らしや地方経済が豊かになるような、それぞ

れにやっぱり新しいリーダーの下で、丁々発止を

しながら、緊張感を持って政策を進めていきたい

と思いますので、どうぞよろしくお願いしたいと

思います。

　新体制といいますと、県政も木村知事が誕生い

たしました。県政の新しいリーダーとして御奮闘

されておりますので、大いに期待を寄せていると

ころでございます。

　しかしながら、６月議会で、知事は、知事選で

推薦をもらっていない政党の議員とは距離感を感

じるということをおっしゃいました。その木村知

事に今回初めて質問をさせていただきます。私も

距離感を感じています。そう多くはないんですけ

れども、幾つかの課題について、知事の考えや思

いを直接聞かせていただきまして、１時間質問が

終わる頃には距離感がぐっと縮まることを期待い

たしまして、通告に従いまして質問に入りたいと

思います。

　まずは、知事の発言についてです。

　木村知事就任以降の幾つかの非常に気になる発

言について、それぞれお尋ねをいたします。

　知事が、知事選終了後、当選祝いで頂いたコチ

ョウランを支援者に配ったのは有名な話です。私

のところにも、熊本市内の病院に、木村敬新熊本

県知事よりお花を頂きましたという張り紙を貼っ

て飾ってあったコチョウランの写真が送られてき

まして、これって公職選挙法違反ではないですか

という問いかけがありました。政治家や候補者

が、自分の選挙区内の有権者に物品を配るのは完

全にアウトだと思いますが、知事は、配ったので

はなくて預けたというとても考えられない言い訳

で、公職選挙法違反の疑いを乗り切られようとさ

れています。

　現在、県民の告発に基づいて、県警での捜査が

行われているはずですので、違反かどうかの判断

は、県警の捜査後の判断に委ねたいと思います

が、相手が頂いたとして喜んで飾られたように、

コチョウランを有権者に預けるという行為は考え

られない行為であると私は思います。誰と話して

も、それはおかしいと指摘される言い訳です。

　そこでお尋ねですが、知事は本当に預けたの

か、そして、有権者に預けた品物はコチョウラン
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だけなのか、そのほかにもお祝いで頂いた品につ

いてはどこにも預けていないのか、正直にお答え

ください。

　次に、つるし上げについてです。

　５月１日の水俣病犠牲者慰霊式後の環境大臣と

水俣病患者・被害者団体との懇談の場でのいわゆ

るマイクスイッチオフ事件で、同席していた知事

は、後の記者会見で、環境大臣は、あのときは被

害者団体からつるし上げに遭っていたと発言され

て、すぐに訂正、謝罪をされています。

　熊本県民である水俣病被害者が大臣に意見を述

べている行為を、県民の代表たる知事がつるし上

げと表現をされたことは極めて残念な発言です。

知事は、県民ではなくて、国の側から水俣病問題

を見ているのではないかと、多くの県民がそのよ

うに受け止めたでしょう。

　また、つるし上げとは、一般的にはなかなか使

わない表現ですが、知事がこのような表現をされ

たことは、もしかすると、官僚の皆さんは、よく

行われている住民との意見交換や説明会などでの

住民の発言について、常々このように表現されて

いるのではないかとも思いましたので、その点に

ついてどうなのか、お尋ねをいたします。

　そして、極めつけは、県立高校に普通科は要ら

ない、事務職なんて要らない、そんな子たちを育

ててはいけないという発言についてです。

　この知事の発言を聞いて、現在熊本県内の普通

科で学んでいる高校生はどのような思いをしたで

しょうか。事務職で頑張っている県民の皆さんは

どのように受け止めたでしょうか。

　高校で学ぶということは、仕事をするためだけ

に学んでいるわけではないと思います。学びとい

うのは、今必要とされている職種に就くためだけ

に学んでいるものではありません。県民には、憲

法の基本的人権で保障されている教育を受ける権

利があるのです。それを保障するために、知事が

必要と考えている知識だけを教え込むのではなく

て、子供たちが学びたいと思う教育の機会をつく

ることが必要なのです。そのためには、決して普

通科はなくしてはいけないと考えます。事務職に

ついても、あらゆる職種、職業に欠かしてはなら

ない職種であると私は考えます。

　そこで、発言の真意を確認させてください。知

事は、本気で普通科や事務職は要らないと考えて

いるのでしょうか。県内の高校の普通科で学んで

いる生徒や保護者、普通科で教えている教職員、

事務職で働いている県民のことを県知事としてど

のようにお考えか、お尋ねをいたします。

　この間、繰り返される失言について、知事に

は、謝罪すれば何でも発言していいという気持ち

があるのではないでしょうか。コチョウランでワ

ンアウト、つるし上げでツーアウト、そしてこの

普通科、事務職は要らない発言で、もう既にスリ

ーアウトです。知事には、これ以上県民を不快に

させる発言を発してほしくありません。これから

県知事として自らの発言についてどのようにお考

えか、お尋ねをいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　鎌田議員から、私の発言につ

いて御質問いただきました。

　知事就任からこれまでの間、私の発言が、説明

不足により県民の皆様に不快な思いを、そしてま

た、御心配をおかけしましたことを心からおわび

申し上げます。

　まず、当選祝いの取扱いについてお答え申し上

げます。

　私が頂いた当選祝いの品の中で、知人にお預け

したのはコチョウラン11鉢のみです。これらは、

当選後、当時住んでいたアパートが手狭な中、選

挙直後の３月末で選挙事務所を引き払うことに伴
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い、保管場所が確保できない状況となりました。

生産者の皆様が精魂込めて育てられ、きれいに咲

いているコチョウランを廃棄することは忍びない

との思いから、知事公邸入居までの間、一部をお

知り合いの方々に預かってくださいとお願いを

し、預かっていただきました。これらについて

は、その後回収に伺い、６月８日には、11鉢全て

を回収し終えております。

　このように私が知人にお預けしたのはコチョウ

ランのみであり、このほかにはございません。

　次に、つるし上げという表現についてお答え申

し上げます。

　この表現につきましては、５月１日の環境大臣

との懇談の場で、水俣病関係団体の皆様が、厳し

い抗議や強い怒りのお気持ちを込められながら、

環境大臣や環境省職員に訴え出ておられた状況

を、５月10日の記者会見において、記者から説明

を求められる中で私が表現したものでございま

す。

　しかしながら、直後に、記者の方からの御指摘

を踏まえて、私の意図に沿わない発言であると感

じ、その場で直ちに訂正させていただきました。

誠に申し訳なく思います。

　なお、私がこのような表現を行った経緯につい

てですが、各省庁のかつての同僚たちは、国民の

ために日々業務に取り組んでおります。今回の表

現は、あくまで私個人の言葉の選択が適切でなか

ったことによるものでございます。

　水俣病問題の解決は、歴史的な経緯も含め、県

政の最重要課題と認識しております。先日も関係

団体の皆様と懇談を行い、そこでいただいた要望

などを踏まえ、県として国に要望を行うなどの対

応を行っております。

　引き続き、国、地元自治体、関係団体の皆様と

調整しながら、水俣病問題に全力で取り組んでま

いります。

　次に、高校の普通科及び一般事務職に関する発

言の真意についてお答え申し上げます。

　この発言は、８月20日に開催した第１回「くま

もとで働こう」推進本部会議におけるものでござ

います。熊本県内の企業や雇用の現場での最大の

課題が人手不足であることは、議員も御理解いた

だけると思います。

　推進本部会議では、医療、介護、福祉、建設、

農業、物づくりなど、幅広い産業で有効求人倍率

が１を大きく超え、人手不足が深刻な一方、熊本

労働局発表の資料によると、一般事務職は、求人

1,972人に対して求職者が6,357人と、求職者が

4,000人以上も上回っているというデータが会議

の場で示されました。こうした求人と求職のミス

マッチを解消することが重要な課題であると、私

は強く感じました。事務職の需要が全体的には充

足する中で、そのうち定型的な業務は、将来人工

知能が代行すると予想されることから、今のうち

から様々な職種に目を向けるとともに、スキルア

ップを図る視点が重要であると認識しています。

　また、それら以上に、求人と求職のミスマッチ

があまりにも顕著な医療や介護、福祉などなどの

エッセンシャルワーカーの魅力を若い方々にしっ

かりと伝え、広く職業の選択について考えてほし

いとの強い思いから、今回の発言に至りました。

　このため、普通科や一般事務職が不要とは全く

考えておりません。現在普通科で学んでおられる

生徒の皆さんには、安心して勉学などに励んでい

ただくとともに、一般事務職としてお仕事をされ

ている方々も、それぞれの職場で能力を発揮して

いただければと思います。

　今回の進学、就職に関する私の発言で御心配を

おかけした皆様には、心からおわびを申し上げま

す。今後は、学び直しや資格取得による選択可能
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職種の拡大、高校在学時からの将来のキャリア形

成に向けた取組などを推進してまいりたいと考え

ております。

　今回、県政を預かる者として、自らの発言に対

する責任と重みを改めて自覚いたしました。一つ

の表現に対して人がどう受け取るか、誤解されな

いように説明を尽くしているかどうか、真意が伝

わらなかった以上、それは私に責任がございま

す。知事として、全ての県民を明るく照らすこと

ができるよう、今後、丁寧な説明を尽くすことを

肝に銘じ、これからの職務に全力で取り組んでま

いります。

　引き続き、県議会の皆様の御指導、御鞭撻をよ

ろしくお願い申し上げます。

　　〔鎌田聡君登壇〕

○鎌田聡君　御答弁いただきました。

　コチョウランの関係は、総務省出身の知事です

から、公職選挙法は熟知されているはずです。や

っていいことといけないことは分かっているの

に、なぜという思いでございます。だからこそ預

けたというような言い訳になったんじゃないかな

と思いますが、潔く非を認めて、本当は謝罪すべ

きじゃなかったかなと思っております。そういう

姿勢なら告発まではされなかったのではないかと

思います。白か黒かはやっぱり抜きにしまして、

知事が公選法違反の疑いを持たれて告発されてい

ること自体が、県民にとって恥ずかしい話でもご

ざいますので、そういう疑念を持たれる行為を行

ったことについて、やっぱり重く受け止めていた

だきたいと思います。この件は、今後の忖度なき

警察の捜査の行方を見守りたいと思います。

　あと、発言の関係で、つるし上げと普通科は要

らない、事務職は要らないの発言については、そ

れぞれに訂正をして謝罪をされていますので、こ

れ以上は申し上げませんけれども、普通、思って

もいないことや考えてもいないことは言葉に出な

いんですね。考えても思ってもいないことを出せ

ば、これは、口から出任せということになります

から、やっぱりこれらの発言で、知事の思い、考

えが少しかいま見えたと言うといけませんけれど

も、そういうふうな思いもいたしました。

　ただ、やっぱり知事が進めたいと考えている政

策の枠や思いをはせている枠の外側にも、それぞ

れに懸命に頑張って学んでいる、暮らしている、

懸命に働いている県民がいるということも念頭に

置きまして、これからの政策推進に心がけていた

だきたいということを申し上げまして、次の質問

に移ります。

　知事は、８月26日にＴＳＭＣ本社を訪問して、

県内へのＴＳＭＣ第３工場の誘致を求められてい

ます。この知事の第３工場誘致が報道された後、

すぐさま私のところに数人の方から、なぜ県民が

求めていないのに、知事は第３工場の誘致をする

のかという抗議の声をいただきました。

　確かに、この議会でも、県内に第３工場誘致を

求める声が多数出されたとは承知していません。

第３工場を誘致する前に、まだやるべきことがた

くさんあるのではないでしょうか。

　第１工場の本格稼働は年末ですが、まだ稼働し

ていない段階で、周辺の交通渋滞は大変なことに

なっています。また、ＴＳＭＣの地下水採取量に

対する地下水涵養の計画についても、やっと第１

工場の採取量の年間310万トンのめどがついた段

階です。これから着工される第２工場が使う地下

水の年間500万トンに対する地下水の涵養はどう

なっているのでしょうか。ＴＳＭＣはきちんと涵

養するのか、その確約は取れているのでしょう

か。そして、工場排水についても、まだ工場稼働

前ですので、どのような影響が出てくるのか全く

明らかになっていません。このほかにも、労働力
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不足、農地の減少などへの対応についてもこれか

らです。

　そのような不安材料が解消されていない段階

で、さらに県民の不安を拡大させる第３工場の誘

致を行うことは、あまりにも無責任ではないでし

ょうか。不安材料への対処方針を明らかにして、

一定の道筋をつけた上で、県民の不安を軽減して

から誘致を働きかけないと、先方に対しても失礼

だと思います。

　そこで質問ですが、まず１点目として、ＴＳＭ

Ｃとの間で、これから着工される第２工場で採取

される地下水量年間500万トン分の地下水涵養計

画はきちんと確認されているのか、お尋ねをしま

す。

　そして、２点目、県民の不安をさらに拡大させ

ることになる第３工場が熊本に建設されることに

よって見込まれる効果と懸案事項への対応につい

て、知事はどのようにお考えか、お答えくださ

い。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　１点目のＪＡＳＭ第２工場の

地下水涵養計画の確認についてお答え申し上げま

す。

　ＪＡＳＭからは、本年２月に地下水涵養計画書

の提出がありました。県では、この計画書につい

て、県が定める地下水涵養指針に基づき涵養量が

算定されており、第１工場と第２工場に関して、

地下水の採取量と開発に伴い減少する涵養量の合

計を超える涵養がなされ、かつ実現可能性がある

ことを確認しております。

　ＪＡＳＭは、昨年５月、県、菊陽町、くまもと

地下水財団、水循環型営農推進協議会の５者で、

地下水涵養推進に関して協定を締結しておりま

す。

　この協定に基づき、水田湛水の面積や期間の拡

大、白川中流域で初めてとなる冬期湛水事業、白

川中流域等の涵養効果の高い地域における水稲作

付の拡大支援など、具体的な取組が進められてき

ました。

　現状では、これらの取組により、令和４年度か

ら令和９年度までの５年間で1,000万トンを超え

る涵養量の増加を見込んでおり、ＪＡＳＭから提

出された地下水涵養計画の実現は可能であると考

えております。

　次の手続として、地下水保全条例に基づくＪＡ

ＳＭ第２工場に係る地下水採取申請が予定されて

いますが、第１工場のときと同様、条例の運用に

万全を期してまいります。

　具体的には、揚水試験や周辺環境調査により地

下水位への影響を確認するとともに、採取量の削

減や他の水源利用を求めていくなど、地下水の利

用による影響の最小化を図ってまいります。

　次に、２点目のＪＡＳＭ第３工場が熊本に建設

されることによって見込まれる効果と懸案事項へ

の対応についてお答え申し上げます。

　第３工場の誘致については、様々な御意見があ

ることは承知していますが、私は第３工場に熊本

の将来の可能性を感じております。６月議会でも

御答弁申し上げましたが、第１工場や第２工場で

作るものは、現時点で国内の企業が必要とする製

品であるのに対し、今後、第３工場において、さ

らに最先端の半導体が作られるようになれば、こ

れから伸びていくものの、今、日本が遅れている

ＡＩや自動運転、ロボットなど、新しい産業に使

われるものと想定されます。

　将来世界的に必要とされる新しい産業づくりの

舞台が、ここ熊本で展開されることになります。

今からそうした準備に本県が積極的に関わってい

くことにより、お子さんやお孫さんの世代に引き

継ぐことができる新しい時代の産業基盤を熊本に
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おいて構築することが可能になるものと考えてお

ります。

　しかしながら、一方で、県民の皆様が不満や不

安を感じておられる県政の重要課題に対しては、

関係部局の連携の下、より専門的、機動的に取組

を推進するよう、地下水保全、渋滞解消、人材の

育成、確保、外国人材との共生の４つのテーマご

とに、部局横断的な推進本部を立ち上げていま

す。

　渋滞問題については、ＴＳＭＣ進出前から熊本

の課題ではございますが、特に、セミコンテクノ

パーク周辺地域の交通渋滞については、国、地元

自治体と連携して、中九州横断道路をはじめ、大

津植木線の多車線化や合志インターチェンジアク

セス道路など、基幹的な道路ネットワークの整備

を短期集中的に推進しています。これらの道路の

供用によって、新たな工場進出に伴う交通需要の

増加に対応できるものと考えており、まずは、整

備中の区間の早期供用に向けて、全力で取り組ん

でまいります。

　また、農地の確保や営農継続対策に関しまして

も、農林水産部内にプロジェクトチームを設置

し、国への緊急要望を行うなど、時間的緊迫性を

もって取り組んでいます。

　今後、これらの推進本部等において、半導体産

業集積に伴う懸念事項について、より専門的、機

動的に取り組んでまいります。

　ＴＳＭＣ会長のシーシー・ウェイ氏は、まず、

第１、第２工場を成功させること、そして、地元

の賛同が得られることを前提に、第３工場の建設

を検討する可能性がある旨を発言されています。

　解決すべき課題に迅速にかつ丁寧に対応し、地

元の理解を得ることが重要なのは言うまでもあり

ません。

　第３工場の誘致を私は申し上げましたが、それ

はまだ先のことで、今必要なのは、交通渋滞など

の課題、様々な課題に向き合って解決していくも

のと考えています。

　地域の課題を解決し、新たな投資に向けて受入

れ環境の整備を行うことで、あのときチャレンジ

してよかったと、次世代に輝く熊本をつくってい

けるよう、全力で取り組んでまいります。

　以上でございます。

　　〔鎌田聡君登壇〕

○鎌田聡君　先ほど申し上げましたように、ＴＳ

ＭＣに対しては、期待も寄せられていますけれど

も、まだ第１工場が稼働していないのに、多くの

不安が渦巻いています。様々な対策に力を入れて

いるということは理解できますけれども、地下水

の取水や渋滞対策や労働力確保、そして住宅も含

めた用地確保は、第３工場ができるとなれば、単

純計算でも現状の３倍の対策が必要となるわけで

す。その対策にこれからどれだけの費用がかかる

のか、それだけの投資に見合う効果は本当に期待

できるのか、疑問に感じます。

　ＴＳＭＣだけに、他力本願的に県内産業の基盤

構築に依存するのではなくて、やっぱり県内で頑

張っている地場企業の皆さんがもっと力を出せる

環境整備づくりにもぜひ取り組んでいただきたい

と思いますし、申し上げました不安材料の解消に

向けて、やはりさらに力を入れて取り組んでいた

だくことをお願い申し上げまして、次の質問に移

ります。

　水俣病問題についてです。

　５月１日の水俣病犠牲者慰霊式後の環境大臣と

水俣病患者・被害者団体との懇談の場で、３分を

超えて実情を語り続けていた団体の方の話の途中

で、環境省職員がマイクのスイッチを切るという

とんでもない事件が起こりました。

　しかし、この事件によって、水俣病問題がいま
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だに終わっていないことが広く全国に知れ渡り、

国と県も、これまで以上に水俣病患者、被害者に

向き合わざるを得なくなりました。環境大臣や県

知事も、時間をかけて、患者、被害者が抱える要

望にしっかりと耳を傾けるようになりました。

　私たち立憲民主党も、環境大臣や県知事との懇

談と時期を前後いたしまして、水俣病患者・被害

者団体の皆さんと懇談をいたしました。その中で

強く要望されたのが特措法での救済対象者の離島

加算の増額と、95年政治解決の方も含めた病院へ

の通院費なども含めての物価高に対応した療養手

当の拡充、そして、水俣市にある認定患者を対象

とした療養施設・明水園の未認定患者の利用。こ

のほかにも、私も以前議会質問で取り上げた認定

患者のランク変更についても強く求められまし

た。それぞれの要望については、国、県との懇談

の中でも要望されている課題であり、既に県とし

ても動いていただいています。

　しかし、離島加算の増額については、国の来

年度予算の概算要求に計上された額は、現行の

1,000円に1,000円を増額して2,000円とする内容

です。住民が要望した１万円とは大きく乖離して

います。療養手当の拡充については、ゼロ回答で

す。

　そして、県は、水俣病被害者が通院するのに欠

かせない交通機関の改善に向けて、国と水俣市、

芦北町、津奈木町で検討チームをつくって改善を

図るとの考えを示されていますが、いつまでに、

どのような改善を図っていかれるのでしょうか。

　また、水俣市が難色を示している認定患者を対

象とした療養施設・明水園への未認定患者の入所

については、県はどのように対応されるのでしょ

うか。

　そして、長年の懸案事項である不知火海沿岸住

民の健康調査について、国は、脳磁計とＭＲＩを

用いた手法で、来年度500名を上限として対象に

試行して、２年後の実施を目指しています。

　私たち立憲民主党は、さきの通常国会で、水俣

病解決に向けた法案を提出していますが、特措法

で定められたこの健康調査については、不知火海

沿岸住民を対象に、一次的にアンケート形式で実

施をするやり方で、２年以内に完了させる方式を

示しています。

　国が進めようとしている健康調査では、対象が

絞られている割には時間がかかり過ぎて、被害の

全容をつかむのにかなりの期間を要します。健康

調査は、被害の広がりを調査することだけが目的

ではなくて、被害の実情を把握した上で、その後

に現行の救済策で不十分なところを補足して、救

済につなげていくために必要な手段です。そのた

めにも、悠長に進めていくものではなく、できる

だけ早く進めていかなければなりません。

　特措法施行から15年が経過し、いまだに手づか

ずの健康調査について、これ以上の実施の引き延

ばしは許されません。健康調査の実施について

は、早期に実施するように、引き続き国に求めて

いただくことを強く要望いたします。

　そこで質問ですが、療養手当の拡充についての

国の受け止めと今後の県の取組、未認定患者の明

水園の利用、そして、県が立ち上げる考えを示し

た３市町と国も含めた交通機関検討チームについ

て、いつまでに、どのように取り組んでいかれる

のか、知事にお尋ねをいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　水俣病問題についてお尋ねを

いただきました。

　まず、療養手当の拡充についてお答え申し上げ

ます。

　お尋ねのありました国の受け止めについてです

が、国は、特措法に基づく給付内容が救済措置の
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方針として閣議決定された経緯を踏まえる必要が

あり、拡充は厳しいとの認識を持っています。

　また、同手当の拡充に関する今後の県の取組に

ついては、国に対し、引き続き、昨今の物価高騰

の影響を踏まえた増額を求めたいと考えておりま

す。

　次に、未認定患者の明水園の御利用についてお

答え申し上げます。

　明水園は、水俣市の施設であるため、まず、水

俣市の意向が重要であると考えております。現

在、同施設は、認定患者のための療養施設と位置

づけられていますが、水俣市も、今後認定患者の

方々が減少していく中での運営は、これからの課

題と認識されておられます。既に、国、県、水俣

市において、実務者レベルでの意見交換を開始し

ており、今後、関係団体の皆様と一緒に検討を進

めてまいります。

　最後に、通院などの交通手段の確保についてお

答えいたします。

　この問題は、水俣病の患者、被害者の皆様に限

らず、全ての地域の住民にとっての重要な課題で

あると認識しています。このため、県と水俣市、

芦北町、津奈木町の３市町が参加して、地域公共

交通の在り方を検討する会議を９月11日に開催

し、地域公共交通の現状及び課題を共有したとこ

ろです。現在、関係団体の御協力をいただきなが

ら、通院などにおける公共交通の利用状況調査を

実施しており、その結果を踏まえ、水俣・芦北地

域の地域交通の在り方について、この会議で検討

していくこととしています。

　今回御質問いただいたほかにも、議員から御指

摘のありました健康調査を含め、伊藤環境大臣や

私との懇談において、関係団体の皆様から様々な

御要望をいただきました。引き続き、国ととも

に、実務者レベルでの御意見を丁寧にお聴きしな

がら、課題が少しでも前に進むよう、しっかりと

取り組んでまいります。

　　〔鎌田聡君登壇〕

○鎌田聡君　冒頭、知事との距離感のお話をいた

しました。この水俣病問題につきましては、患

者・被害者団体と知事との距離感は若干縮まった

のではないかなというふうに思っております。県

が本当にあの団体としっかりと向き合って、要望

を受け止めて改善をしようとして取り組んでい

る、この姿勢に対しては評価をできると思います

が、あとは、どれだけ進められるのかということ

でございます。

　療養手当の拡充は、国の姿勢がやっぱり問われ

ますけれども、明水園の利用、通院等の交通手段

の確保の課題について、県がしっかりと検討を進

めて、前に進めていただきますようにお願いを申

し上げます。

　そして、もう一つは、やっぱり大きな課題でも

ございます。公健法でも、95年政治決着、そして

特措法でも、やっぱり救済されていない人たちが

今裁判をされているわけでございます。そういっ

た現行の救済の枠の外にいる人への対応にも、ぜ

ひ力を入れていただきたいと思います。

　先ほど申し上げましたように、立憲民主党とし

ては、そういった方々も救済できるような、新た

な特措法というか、救済策をやっぱり講じるべき

だという法案を出しております。症状がある人、

エリアとか、年代とか、魚を余計食べたかどう

か、こういったことにこだわらなくて、やっぱり

症状がある人はしっかり救済していく、そういっ

た法案に、またこれも力を貸していただきたいな

と思っております。

　いずれにいたしましても、水俣病被害者、高齢

化をしておりますから、時間がございませんの

で、ぜひそういった全面救済に向けた取組に県と
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しても御尽力いただきたいと思います。

　次に、戦後80年を迎えるに当たってということ

で質問を申し上げます。

　現在、ウクライナやガザ地区で、戦争によって

多くの命が失われています。日本では、中国、北

朝鮮、ロシアが不穏な動きを強めていることを理

由として、集団的自衛権の行使容認や反撃能力の

保有、防衛費の大幅増額など、この10年ほどで防

衛政策が大転換をしています。

　そのことも問題ですが、その政策変更を、安倍

政権以降の歴代政権は、国会で議論せずに閣議決

定で済ませてきていることも問題です。このまま

この防衛政策が進化していけば、私たちが求めて

いる平和な社会が実現しないばかりか、再び戦争

を行う、巻き込まれる可能性さえ出てきていま

す。

　そして、この熊本においても、熊本空港、熊本

港、八代港が自衛隊や海上保安庁の訓練に利用さ

れる特定利用空港、港湾に指定されました。この

ことによって、有事の際には攻撃目標とされるこ

とが懸念されます。県民にとっては、とても迷惑

な話であり、大きな不安を抱えることになりま

す。

　そして、施設の利用は、自衛隊だけではなく

て、米軍にも認められることになると思いますの

で、日米合同の軍事演習も展開されることになる

のではないでしょうか。八代港には中国からのク

ルーズ船が入港しますし、熊本港にも民間のフェ

リーが発着しています。そこに自衛隊や米軍の潜

水艦や空母が入港して演習をしている状況は、想

像しただけでも脅威に感じます。

　来年は、戦後80年の節目の年を迎えます。私

は、このような有事の備えが進められているとき

だからこそ、80年という節目の年に、県民全体で

二度と戦争を起こしてはいけないという不戦の誓

いを確認する事業を行うべきであると考えます。

　そこで質問ですが、知事としての平和への思い

について、県内の施設が有事拠点に指定されたこ

とでの私の懸念に対する所見も含めてお聞かせい

ただきたいと思います。そして、戦後80年の平和

を希求する事業の実施についてどのようにお考え

か、お尋ねをいたします。

　次に、被爆体験、戦争体験を語り継ぐ取組につ

いてお尋ねをいたします。

　被爆体験、戦争体験を語れる方が、高齢化によ

り減少しています。８月６日に県原爆被害者団体

協議会が開いた県原爆死没者追悼式典において、

亡くなられた県関係の被爆者が2,700人を超えた

ことが報告されました。県内の被爆者の平均年齢

は86歳を超えています。被爆体験を語れる方が、

年々減少をしてきています。これは、戦争体験を

語る方についても同様です。今のうちに被爆体験

や戦争体験を後世につなぐ取組が必要です。

　県内の小学６年生は、ほとんど長崎に修学旅行

に行っていますが、事前に平和学習として、県内

に在住する被爆者や戦争体験者から直接話を聞く

機会を設けている学校は少ないと思います。

　現在、高校生平和大使が、平和の種まきプロジ

ェクトとして、小学生に、戦争や原爆の悲惨さな

ど、被爆者から聞き取った被爆体験について話を

したり、紙芝居にして伝えています。このような

取組を大きく広げていくことも重要だと思いま

す。

　ただ、被爆者や戦争体験者、そして高校生平和

大使も、そんなに大人数いるわけではありません

ので、それこそＡＩ技術等を活用して、被爆者や

戦争体験者の話を継承し、伝えていくことも考え

ていただきたいと思います。

　そこで、来年に向けて、県内の全ての小中高等

学校で、被爆・戦争体験を聞く平和学習の機会を
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ぜひ設けていただきたいと思いますが、その点の

考え方についてお聞かせください。

　３点目に、被爆二世への援護制度についてお尋

ねをいたします。

　被爆者の高齢化は先ほど述べたとおりですが、

その子供である被爆二世も、大半が既に50歳を超

えて、最高齢は78歳を迎え、健康面での不安を抱

える方も多く、特に、がんに対する不安は大きく

なっています。

　被爆二世に対しては、被爆二世健診が実施され

ていますが、東京都や静岡県では、がん検診も行

われ、医療費助成も、東京都、神奈川県などで実

施されています。

　熊本県の場合は、二世健診を受診できる医療機

関も少なく、実施時期が指定されているなど、被

爆者数が同程度の他県と比較してみても、条件整

備がまだまだであると言えます。

　そこで、現在、被爆二世健診を受診できる医療

機関は公立病院に限られていますが、民間病院も

含めて、その医療機関を拡大できないか、また、

受診できる期間が１日か２日ですが、その期間の

延長ができないか、そして、がん検診を加えるこ

とができないものなのか、併せてお尋ねをいたし

ます。

　以上、１点目については知事に、２点目の被爆

体験、戦争体験を語り継ぐ取組については教育長

に、被爆二世への援護制度については健康福祉部

長にお尋ねをいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　まず、私の平和への思いにつ

いてお答えいたします。

　さきの大戦の終結から、本年で79年がたちまし

た。忘れてはならないのは、今日私たちが享受し

ているこの平和と繁栄は、さきの大戦における戦

没者の方々の貴い犠牲の上に築かれたものである

ことです。そして、戦争の悲惨さ、そして平和や

命の貴さを未来を担う次の世代に語り継いでいく

ことは、今を生きる私たちの使命であると考えま

す。後ほど申し上げる県事業などを通じ、知事と

してできることを一つ一つ実践してまいりたいと

思います。

　次に、特定利用空港、港湾についてお答えいた

します。

　特定利用空港、港湾は、自衛隊や海上保安庁が

平素から必要な空港、港湾を円滑に利用できるよ

う、インフラ管理者との間で円滑な利用に関する

枠組みを設けるものであり、武力攻撃事態等のい

わゆる有事における利用を対象とはしていませ

ん。有事になれば、特定利用空港、港湾の指定の

有無にかかわらず、平成16年に制定された特定公

共施設利用法などに基づき、空港、港湾が利用調

整されることとなっております。

　今回の特定利用空港、港湾について、国から

は、当該施設が攻撃目標とみなされる可能性が高

まるとは言えないことや米軍がこの枠組みに参加

することはないことなどの説明を受けておりま

す。

　このような国からの説明を受け、私は、この枠

組みが有事の際の枠組みとは異なること、また、

大規模災害への派遣などの迅速かつ効率的な対応

が期待されることなど、それらが確認できたこと

から、国との間で円滑な利用に関する枠組みの確

認を行いました。

　私は、熊本空港、熊本港及び八代港が、この特

定利用空港、港湾になったことをもって有事拠点

に指定されたとの表現は適切ではないと考えてお

ります。

　もちろん、私は、国の外交を基軸とした不断の

取組により、有事に陥らないことを何よりも望ん

でおりますことも併せて申し上げておきます。
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　最後に、戦後80年事業の実施についてお答え申

し上げます。

　県では、平和の大切さを次世代に語り継いでい

くため、毎年８月15日に、市町村や各地の戦没者

遺族会と共催で、熊本県戦没者追悼式を実施して

おります。また、小中学校においては、修学旅行

時の戦争・被爆体験講話など、平和や命の貴さを

学ぶ学習活動が行われております。

　引き続き、市町村、関係団体と連携し、戦没者

追悼式や小中学校における学習活動などを着実に

進めてまいりたいと考えております。

　あわせて、戦争体験者が少なくなった今日、戦

後80年に向けて、県広報の活用をはじめ、県民の

皆様に平和の大切さを伝えていく取組をしっかり

と考えてまいりたいと思います。

　以上でございます。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　被爆・戦争体験を語り継

ぐ取組についてお答えいたします。

　小学校、中学校及び高等学校における平和に関

する教育につきましては、学習指導要領に基づ

き、児童生徒の発達段階に応じて、教科や総合的

な探究の時間などを通して行われています。

　例えば、小中学校におきましては、授業等で、

地域の戦争体験者の方から直接話を聞いたり、戦

争に関する施設や遺跡を見学したりするなど、平

和の尊さや大切さについて考える教育活動が行わ

れています。また、平和について学習した成果を

学習発表会等で家庭や地域に発信するなどの取組

を行っている学校もあります。

　さらに、小学校では、長崎や鹿児島へ、中学校

では、広島や沖縄へ修学旅行を行う中で、資料館

訪問や語り部の方による講話を聞く取組も行って

います。

　県立高校では、地理歴史科及び公民科等におい

て、戦争や紛争などを防止し、平和で民主的な国

際社会を実現することが重要な課題であることを

生徒に考えさせる授業が実践されています。

　また、総合的な探究の時間に沖縄で戦死した大

伯父の足跡をたどる探求テーマを設定し、実際に

沖縄に足を運び、遺骨収集などのフィールドワー

クを行った生徒や、高校生平和大使として国連事

務次長と平和や核軍縮に関する意見交換をオンラ

インで行った生徒など、授業での学びをベースと

し、一人一人が主体的に様々な活動に取り組んで

います。

　さらに、学校によっては、被爆・戦争体験を語

り部の方から直接聞く機会を設定し、全校生徒が

戦争の悲惨さを肌で感じることができるような取

組も行っています。

　県教育委員会といたしましては、このような被

爆・戦争体験を聞く機会などの教育活動がさらに

多くの学校で実施されるよう周知するとともに、

関係部局と連携を図りながら、平和を願い、平和

の実現に向けて行動する児童生徒の育成に取り組

んでまいります。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　被爆二世の方々へ

の援護制度についてお答えします。

　まず、健診実施機関として、今年度から新たに

民間の医療機関にも参画いただき、県内13か所で

受診が可能となりました。

　また、受診できる日程については、議員御指摘

のとおり、１日から２日としているところもあり

ますが、今年度は、半数を超える医療機関で１週

間から２か月程度の期間を設けていただいていま

す。今後も、各地域で受診機会が確保されるよ

う、延長の協力要請を行っていきます。

　次に、がん検診の追加についてですが、被爆二

世の方々の検診は全て国からの委託を受け実施し
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ています。このため、本県を含め全国のほとんど

の県で実施しておりません。一方で、被爆者関係

団体からの同様の要望があっておりますので、引

き続き、国に対し、機会を捉えてお伝えしていき

ます。

　今後も、医療機関や関係団体の御意見を伺いな

がら、受診期間の延長など、被爆二世の方々の援

護制度の充実に努めてまいります。

　　〔鎌田聡君登壇〕

○鎌田聡君　答弁をいただきました。

　特定利用空港、港湾については、有事の際は利

用しないという御答弁でございましたが、有事の

際に利用しなければ、ふだんの訓練で使う意味が

ないんじゃないかなと思います。そんな拠点を設

定して、訓練して、本当に意味があるのかなとい

うふうに不思議に思いますし、米軍の利用もない

と国から説明を受けたとのことですが、日米同盟

では、日本の施設を米軍は使用できるとなってお

ります。

　有事拠点に指定されたとの表現は適切でないと

おっしゃられましたが、今のような国の説明をも

って安心、安全、不安はないですよと言うほうが

不適切だと思います。ファイティングポーズを取

って相手を挑発すれば、危険性が高まるわけでご

ざいます。

　戦後80年の事業について、具体的に知事が特別

なことをやるとはおっしゃられませんでしたが、

これからも、やっぱり外交、経済、あらゆる平和

な力を使って、絶対に戦争を始めてはいけないと

いうその決意を固め合う事業をぜひ検討いただき

たいと思います。

　教育長からは、今まで行っている高校生、そし

てまた、小中学生の取組についてお話を御紹介い

ただきました。これからもしっかり続けていただ

きたいと思いますので、そのためにいろいろと工

夫も必要ですよということを申し上げたわけです

ので、その点もやっぱり検討しながら進めていた

だきたいと思います。

　被爆二世の健診の問題です。

　実は、10年前にも同じ原稿で同じ質問をいたし

ました。10年後にどのくらい改善したかというこ

とで、あえて質問いたしましたけれども、医療機

関が若干増えましたし、受診期間も延長するとい

う取組を進めていただいておりますが、がん検診

は国の事業ということでございますので、国に求

めるということでございますが、今後とも、被爆

二世の援護制度の充実について、こちらもやっぱ

り高齢化しておりますので、引き続き取り組んで

いただきたいということを申し上げて、要望に移

ります。

　平和ミュージアム設立への支援についてです。

　県内には、個人で収集された戦時中の貴重な資

料を保管されていらっしゃる方がおられます。そ

のような資料等を保管、展示して後世に伝えてい

く平和ミュージアムを設立しようと、県内の有志

で設立準備会を結成して運動を進められていま

す。

　この平和ミュージアム設立に対する県の認識と

して、さきの６月議会で、城下議員の質問に対し

て、知事は、県民の機運が図られてきたら、熊本

市や戦没者遺族会などと連携した支援の在り方を

検討すると答弁されておりますが、設立には、土

地を購入したり、建物を建てたり、施設を管理し

たり、とても民間だけの取組では、設立やその後

の運営について困難であると考えられます。

　ぜひ、県として、戦争の愚かさや悲惨さを後世

につなぐ重要な施設である平和ミュージアムにつ

いて、第三者的な関わりではなくて、もっともっ

と積極的に設立に向けて深く関わっていただくこ

とを強く要望させていただきまして、最後の質問
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に移ります。

　吃音についてです。

　吃音とは、発話障害の一つで、全国に約120万

人いるとされています。吃音の主な症状は３つ

で、おはようという言葉で表現しますと、お、

お、お、おはようという繰り返しと、おーはよう

という一部の音を引き伸ばす引き伸ばし、それ

に、初めの言葉が出にくい、……おはようという

言葉が詰まってしまうブロックがあります。吃音

は幼児期に発症することが多くて、その大半は自

然に治癒するとされています。

　しかし、成人後も症状が残る人がいて、国の研

究機関である国立障害者リハビリテーションセン

ター研究所の調査では、その約７割が生まれ持っ

た体質に原因があるとされています。

　国立障害者リハビリテーションセンターなどの

研究グループが、本年６月、３歳までに吃音の症

状が見られる幼児の割合、累積発症率が8.9％だ

ったとする研究成果を発表しました。およそ10人

に１人に当たり、過去の研究で分かっていた累積

発症率の５％前後を大きく上回りました。すなわ

ち、近年、吃音は３歳までに発症するケースが多

くなっていて、３歳児健診で見つけて、その後の

専門的な支援につなげていくことが重要であるこ

とが分かりました。

　そこで、この発表を受けて、私も参加していま

す全国の超党派議員ネットワークで、本県も含む

10都県内の343自治体が作成する３歳児健診の問

診票を収集しまして、問診票に吃音の項目が明記

されているか調査しましたが、明記している自治

体は僅か４自治体で1.2％にとどまり、３歳児健

康診査では、吃音が十分に発見されていないおそ

れがあることが分かりました。ちなみに、熊本県

内の市町村で、吃音が明記されていたのは熊本市

のみでありました。

　各市町村は、３歳児健康診査において、前述の

累積発症率8.9％という研究成果を鑑み、吃音の

症状が見られる幼児を十分に発見できているか再

検証し、不十分であった場合には、問診票に吃音

を明記した項目を加えるなどの改善を行うべきで

あると考えます。

　また、県内の一部の市町村の問診票には、ども

りといった、テレビや新聞では使われない差別的

な言葉が使われています。この部分も改善の必要

があります。

　そして、３歳児健康診査において吃音である疑

いが発見された場合には、各市町村は、保護者に

対し、吃音の理解促進を図るリーフレットを配付

の上、専門機関を紹介するなど、当事者、保護者

に寄り添った対応に尽力していただきたいと思い

ます。

　そこで質問ですが、１点目として、県として、

県内市町村の３歳児健診問診票への吃音項目の明

記と、どもりという表現の改善を働きかけていた

だきたいと考えますが、どのようにお考えでしょ

うか。

　次に、吃音の疑いがある幼児への対応につい

て、県内には、医療機関につながる前の相談窓口

があるのでしょうか。また、県内の各児童発達支

援センターで吃音に関する相談は可能なのでしょ

うか。そして、現在、センターには言語聴覚士が

在籍しているのでしょうか。いない場合は配置す

べきと考えますが、以上２点について、健康福祉

部長にお尋ねをいたします。

　次に、小中高校における吃音への理解促進につ

いてお尋ねをいたします。

　幼児吃音臨床ガイドライン第１版(2021)には、

｢吃音の相談を担当する言語聴覚士や教員は、親

子に最適な助言指導を与えることができるよう最

新の情報を得るための研鑽を積んでほしい｡」と
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いう記載があります。

　この最新の情報に関連して、2023年末に全国言

友会連絡協議会が「先生たちに知ってほしい吃音

のこと」というリーフレットと動画を作成してい

ます。

　千葉県教育委員会では、今月、県立高校の全て

の特別支援教育コーディネーターにこのリーフレ

ットを配付し、研修会を行うことを明らかにして

います。また、千葉県松戸市においても、８月に

市立小中高の特別支援教育コーディネーターにこ

のリーフレットを配付されたと伺っています。

　そこで質問ですが、本県においても、特別支援

教育コーディネーターにリーフレットの配付及び

動画を紹介し、吃音に関する研修会を開催すべき

と考えますが、教育長の見解をお答えください。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　吃音については、

幼児期の適切な時期から、保護者に対し、日常の

対応方法について助言したり、必要に応じて専門

機関への相談を促すといった支援が重要だと考え

ています。

　まず、１点目の３歳児問診票への吃音を確認す

る項目の明記と、どもりという表現の改善につい

てお答えします。

　一般的に、３歳となると言葉の発達が進み、社

会性が発達してきます。子供の発話については、

家族の関心が高く、不安も大きいことから、現

在、市町村では、３歳児健診時の面接で、語彙の

獲得や発音などの言葉全般に関する悩みがない

か、確認を行っています。

　しかしながら、議員御指摘のとおり、現時点で

は、３歳児健診の問診票に吃音の項目を設けて状

況を確認している市町村は熊本市のみです。そこ

で、熊本市以外の市町村に対しても、問診票への

吃音の明記と、その説明にどもりという表現を使

用せず、より分かりやすい解釈を加えるよう働き

かけていきたいと考えています。

　次に、２点目の吃音についての相談窓口と児童

発達支援センターへの言語聴覚士の配置について

お答えします。

　まず、吃音の相談に関しては、県が障害保健福

祉圏域ごとに指定している児童発達支援センター

が対応しており、療育サービスの利用に関する助

言や必要に応じて医療機関につなげるなどの支援

を行っています。

　また、これらのセンターの約半数には言語聴覚

士が在籍していますが、在籍していないセンター

においても、地域で療育を行う事業所や医療機関

に勤務する言語聴覚士と連携して対応するなど、

各圏域単位で吃音に関する専門的な支援を行う体

制を整備しています。

　引き続き、市町村や医療機関などと連携し、子

育てにおける吃音への理解促進を図ることによ

り、御家族の心情に寄り添いながら、子供が健や

かに育ち、安心して暮らすことのできる体制の強

化に取り組んでまいります。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　県教育委員会におきまし

ては、現在、特別支援学校に特別支援教育コーデ

ィネーターを配置し、小中学校、高等学校等から

の吃音に係る相談に適宜対応するとともに、児童

生徒への配慮や支援等について助言等を行ってい

ます。

　議員御紹介のリーフレットや動画につきまして

は、９月19日に実施いたしました特別支援教育コ

ーディネーターによる情報交換会において、相談

対応に活用するよう周知したところでございま

す。

　今後は、小中学校、高等学校等に配置する特別

支援教育コーディネーターに対しましても、会議
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や研修等の機会を捉えて資料等を紹介したいと思

います。あわせまして、吃音の症状や正しい接し

方などについて理解啓発に取り組むことで、吃音

のある児童生徒の学びを支える体制を整えてまい

ります。

　　〔鎌田聡君登壇〕

○鎌田聡君　３歳児健診票への吃音の明記と、ど

もりの記載の見直しを働きかけるという答弁でご

ざいますので、ぜひよろしくお願い申し上げたい

と思います。

　言語聴覚士の配置など、吃音の相談体制の充実

につきましても、しっかりと取り組んでいただき

たいと思います。

　教育長からも答弁いただきましたけれども、や

はり吃音に対する社会的な理解の促進、これがな

いと、子供さんのときは、やっぱり不登校で学校

に行けなかったというお話もよく聞きますし、職

場でもやっぱり言葉が出せないのを上司から怒ら

れたり、そういった問題も聞いております。そう

いったところも含めまして、これから既存の問題

にしっかりと取組を進めていただきたいと思いま

す。

　これで私が準備した質問は終わりました。

　知事とこれからも一定の距離感を保ちながら、

県政の発展に向けて、私も努力をしてまいりたい

と思いますので、どうぞよろしくお願い申し上げ

まして、私の質問を終わります。

　御清聴ありがとうございました。(拍手)

○議長(山口裕君)　昼食のため、午後１時15分ま

で休憩いたします。

　　午後０時10分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午後１時13分開議

○副議長(髙木健次君)　休憩前に引き続き会議を

開きます。

　堤泰之君。

　　〔堤泰之君登壇〕(拍手)

○堤泰之君　熊本市第一選挙区選出・自由民主

党・堤泰之です。

　初めに、１月の大地震に続き、石川・能登の洪

水被害で亡くなられた方々に、再びになります

が、深くお悔やみ申し上げるとともに、被災され

た方々に、心よりお見舞い申し上げます。

　ちょうど先月、地方制度研究会の13名の議員と

ともに、能登半島地震の現状視察と復旧ボランテ

ィアに行ってきたところでした。現地はまだまだ

大変な状況で、私が行った輪島は、まだ公費解体

が10％程度しか進んでいない状況でありました。

そんな中で、今回の記録的な大雨により、再び道

路が寸断され、死者が出てしまいました。被災地

の方々の御無事と復旧に心から尽力されることを

願っております。

　今回、３回目、木村知事へは初めての質問にな

ります。

　時間配分が、欲張ってぎりぎりになってしまい

ました。早口での質問になり、お聞き苦しいこと

があるかもしれませんが、簡潔な質問に努めます

ので、執行部の皆様も、明快な回答をどうぞよろ

しくお願いいたします。

　通告どおり、最初の質問に入らせていただきま

す。

　こどもまんなか熊本・実現計画について。

　知事は、マニフェストの中で「安心して結婚・

出産・子育てできる社会を実現！」｢新時代はこ

ども・若者がキラキラ輝く熊本」を目指すことを

挙げておられます。

　近年の子ども・子育て支援制度拡充の背景、趣

旨として、核家族化の進展、地域のつながりの希

薄化、共働き家庭の増加、兄弟姉妹の数の減少な

ど、子育て家庭や子供の育ちをめぐる環境が大き
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く変化し、国や地域を挙げて、子供、子育てへの

支援を強化する必要があることが挙げられていま

す。

　国のこどもまんなか実行計画には、子供、若者

を権利の主体として改めて定義した上で、大きく

２つのコンセプトがあります。１つは、障害や家

庭環境にかかわらず、全ての子供たちが幸せに成

長すること、もう一つは、子育ての当事者に経済

的基盤が確保され、子育てに伴う夢や喜びを実感

できる社会環境を実現して少子化を克服すること

だと言えます。

　少子化は、地方にとって最大の課題、日本の存

亡に関わる問題です。こどもまんなか熊本の実現

は、結果として少子化、人口減少の流れを大きく

変えるとともに、地域を担う人材を社会全体で育

み、日本の未来を確かなものにします。

　そこで、木村知事に質問いたします。

　こどもまんなか熊本・実現計画の今年度中の計

画策定に向けて、現在は中間整理の時期だと聞い

ています。今の進捗状況を教えてください。

　また、７月30日に、昨年実施した熊本県子ども

の生活に関する実態調査の結果が公表され、その

中で、子育て世代の所得向上をはじめとした経済

基盤の安定と保護者を主に大人が子供と関わるこ

との重要性が確認されました。

　このアンケート結果やこれまでの議論を受け

て、知事のこどもまんなか実現への決意をお聞か

せください。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　堤議員から御質問いただきま

した。

　まず、こどもまんなか熊本・実現計画策定の進

捗状況についてお答え申し上げます。

　５月に、私をトップとした全庁横断組織であり

ます「こどもまんなか熊本」推進本部を設置し、

その下部組織である幹事会ですとか、出向いてい

くタイプのこども未来創造会議、または庁内の若

手職員で構成するこどもまんなか応援団との対話

会を開催しまして、計画の内容を検討してまいり

ました。

　その内容について、推進本部から有識者で構成

する熊本県子ども・子育て会議に意見を求めまし

て、６月から３回にわたり、計画内容の審議が行

われました。

　審議の中では、有識者それぞれのお立場から、

全ての子供、若者が幸せに暮らし、成長できるよ

うにすることを重んじること、県民が家庭や子育

てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できるよ

うにすることを大切にすべきといった御意見をい

ただきました。

　今月６日に開催した第３回会議において、計画

の中間整理案について議論していただいたところ

でございます。この中間整理の内容を今定例会中

の常任委員会において御報告いたしますが、今後

は、パブリックコメントや座談会型のこども未来

創造会議を実施し、そこでいただいた御意見など

も反映しながら、今年度中に具体施策も含めた全

体計画をつくり上げてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、こどもまんなか熊本の実現に向けての私

の決意についてお答え申し上げます。

　御質問の中でも触れていただきました、昨年度

実施した子どもの生活に関する実態調査、その結

果によりますと、議員御指摘のとおり、世帯の経

済状況と子供の生活習慣、学習習慣、社会性にや

はり一定の関係性が見られました。また、子供と

の会話の頻度など、保護者と子供との関わりが大

きいほど、子供が将来に向かって努力する意識が

高くなるというのも分かりました。

　これらの調査結果を踏まえ、改めて、全ての子
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供、若者が自らを大切にされていると感じなが

ら、幸せに暮らし、成長することが大切だと実感

しております。また、そのためにも、それを支え

る家庭を支援することも重要だと考えておりま

す。

　こうした考えの下、まずは幼児保育、幼児教育

の質の向上、そして安心、安全に過ごせる学校づ

くりなど、子供、若者本人への支援を行ってまい

ります。

　また、家庭への支援として、結婚後、出産後、

子育て中も働き続けたいと思えるよう、まずは県

庁が率先して働き方改革や女性活躍の推進を行っ

てまいります。その上で、企業や団体に安心して

働ける職場環境づくりの実現を訴えかけてまいり

ます。

　また、困難を抱えやすい独り親家庭などにもし

っかりと寄り添い、県民の皆様が家庭や子育てに

夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる熊本を

つくってまいりたいと考えております。

　さらには、子供や若者、子育て当事者が幸せに

なるためには、そうした方々を支援する人たち

も、また幸せでなくてはなりません。子供や若

者、子育て当事者を支援する方々が笑顔で接する

ことができるよう、幼児教育、保育を担う方々の

人材育成や支援をしっかりと進めてまいります。

　これらの私の考えを計画に盛り込み、市町村や

企業、団体とも連携しながら、私が先頭に立って

取組を進めてまいります。そして、子供、若者が

きらきら輝き、県民が家庭や子育てに対して夢を

持てるこどもまんなか熊本をオール熊本で実現し

てまいります。

　　〔堤泰之君登壇〕

○堤泰之君　知事、丁寧な答弁、誠にありがとう

ございました。

　知事自らをトップとして、全庁体制で「こども

まんなか」推進本部を設置され、熊本で子供に関

わる全ての方々が大きな期待をしていると感じま

す。

　今回の県民アンケートは、中学生以上が対象で

したが、私は、幼少期の環境や経験は、人間の一

生にとって大変重要だと考えています。

　先日、私が所属している公益社団法人熊本法人

会の小学生向けの租税教育事業で、県議会の議場

見学をさせていただきました。その節は、議会事

務局の皆さんや広報の方々には大変お世話になり

ました。その議会見学の中で、司会者から子供た

ちに、県議会に対して何か質問がありますかとい

う場面がありました。小学校４年生から６年生の

質問で、何が一番多い質問だったかというと、何

で小学校から遊具が次々となくなっていくの、い

つになったら新しい遊具が来るの、早くしないと

小学校を卒業してしまうよというものでした。子

供が子供らしく生きることができる社会を本気で

実現したいと心底思いました。

　子供のときに幸せになれなかった子が、簡単に

大人になって幸せになれるでしょうか。そして、

幸せを実感できない人間が、結婚、出産して人を

幸せにできると思うのでしょうか。次世代が幸せ

に生きる未来のために、こどもまんなか熊本・実

現計画が一人でも多くの人間の幸せを生み出し、

熊本の幸せの連鎖をつくっていただくことを願

い、次の質問に行かせていただきます。

　奨学金返済制度について。

　育英資金の現状と課題について、まず質問させ

ていただきます。

　教育長に質問いたします。

　昨年９月の一般質問において、県育英資金の現

状と対応について質問させていただきましたが、

県教育委員会におかれましては、本年１月に、高

校時に育英資金制度を利用した高校生や保護者に
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対してアンケートを実施していただき、誠にあり

がとうございました。その中で、過半数の方が借

りてよかったと回答している一方、１月時点で滞

納している返還者の給付時の使用用途として、４

割が生活費と回答しており、育英資金を借りなか

ったほうがよかったと回答した返還者の中には、

返還額が多く、現在の生活や結婚に影響を及ぼし

ていると答えている方もいらっしゃいます。

　現在、高等学校等就学支援金制度が拡充され、

高校生を持つ８割の世帯が、実質高等学校授業料

無償化される中で、育英資金の一部が家庭の生活

に消費されて、子供にまで貧困の連鎖が発生する

ことはあってはならないことです。

　学生本人のためにならない奨学金の利用には、

子供アドボカシーの観点からも、何らかの手だて

を講じるべきだと考えています。

　次に、大学進学の育英資金についても、2020年

から、国の高等教育の修学支援制度により、住民

税非課税世帯やそれに準ずる世帯に対して、授業

料、入学金の免除や減額、給付型奨学金の支給制

度が設けられました。

　一方で、共働きの増加や社会保険の加入拡大の

影響もあり、所得制限で育英資金の審査に及ば

ず、学費を有利子のローンで負担する世帯も多く

存在します。私は、そういった中間所得層の世帯

からも無利息の育英資金を利用したいという声を

聞いています。国の制度が変わり、社会状況が変

化する中で、県育英資金の在り方も変わってくる

と思います。

　本来、奨学金制度は、家庭の生活支援のためで

はなく、子供たちの夢をかなえ、未来を開くため

にあるはずです。県として、今回のアンケート結

果を踏まえて、今後奨学金制度についてどのよう

に運営していくか、教育長にお尋ねいたします。

　次に、熊本県の奨学金返還等支援制度、くま活

サポートについて質問いたします。

　国は、少子高齢化の進行の中で、東京圏への一

極集中の軽減を図り、地方からの人口流出の対策

として、１自治体の奨学金返還支援に係る経費に

ついて、年間１億円を上限に、最大50％を特別交

付税措置しています。

　令和５年度時点で、全国の42都道府県、717の

市町村が奨学金返還等支援に取り組んでおり、本

県も、奨学金返還等支援制度、くま活サポートを

創設し、地元企業と協力して、若者に対して、奨

学金の返済や赴任費用等の支援を行っています。

　現在、くま活サポートの奨学金支援枠は、４年

制大学卒、大学院卒合わせて年間110名となって

います。制度発足から６年近くが過ぎましたが、

直近となる昨年度に就職した学生のうち、本制度

の登録者は185名、そこからの登録企業への就職

者数は47名となっており、奨学金支援枠に対して

制度利用者は42.7％にとどまります。これは、県

内就職率の向上を目指す本県として、非常にもっ

たいない数字ではないかと思っています。

　先ほど触れました教育委員会が行ったアンケー

トでも、奨学金の返還支援があるなら熊本県内に

就職したいという回答が76％に上っていますが、

くま活サポートの対象となる４年制大学進学者

は、アンケートに回答した県育英資金利用者の３

割にとどまります。

　他県の事例を見ると、専門学校や短大卒者にも

門戸を開いている県も多くあります。平成31年３

月議会の髙野洋介議員の短大、専門学校卒者への

募集枠拡大の質問に対して、当時の山川企画振興

部長は、今後の対象者拡大について、支援制度の

利用状況や県内企業等のニーズを踏まえて検討す

ると答弁されました。

　現在、県内の企業は、少子化と併せて、ＴＳＭ

Ｃの進出による急速な人的需要の高まりなどによ
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り、業種を問わず、人材獲得に非常に苦労してい

ます。県内の優良企業においても、大卒、専門学

校卒、高卒にかかわらず、新規雇用が極めて厳し

い状況が続くと見られています。

　奨学金返還支援制度対象を拡大すれば、より多

く熊本県に就職したいという学生のニーズを捉え

ることができると考えますが、今後の対象の拡大

についてどうお考えか、商工労働部長にお尋ねい

たします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　育英資金の現状と課題に

ついてお答えいたします。

　県教育委員会では、育英資金の利用実態等を

把握するため、１月から２か月間、返還中の約

4,000人にアンケートを実施し、約260人から回答

を得ました。

　その結果、議員御指摘のように、回答者の約半

数が借りてよかったとしている一方で、一部の方

については、育英資金の使用用途として生活費と

いう回答があったほか、卒業後も、返還金が結婚

や生活に影響を及ぼしているという実態が確認さ

れました。

　そのため、育英資金の貸与時に、借主である生

徒本人及び連帯保証人である保護者等に対し、育

英資金の目的を再度徹底するとともに、貸与時の

意思確認を丁寧に行うことが必要と考えていま

す。

　県教育委員会といたしましては、経済的理由に

より就学困難な学生または生徒等に対し、教育の

機会均等を図るという育英資金の目的を実現する

ため、引き続き適正な運用を図ってまいります。

　　〔商工労働部長上田哲也君登壇〕

○商工労働部長(上田哲也君)　熊本県奨学金返還

等支援制度、くま活サポートについてお答えいた

します。

　本制度は、県内企業の将来の中核を担う人材の

確保や若者の県内就職定着を目的に、県内企業と

協力しながら、奨学金返還等を支援するもので

す。

　議員御指摘の支援対象者については、将来的に

幹部として県内企業を牽引し、ひいては本県の産

業を末永く支えていただくことが期待される若者

をターゲットとして、県内企業へのアンケート結

果を踏まえながら、大学卒業者や大学院修了者と

しています。

　なお、このような奨学金返還支援制度は、全国

の都道府県の約９割が実施をしており、愛媛県や

福島県では、本県と同様に大学卒業生等に対象を

限定し、石川県や富山県では、さらに理系大学に

限るなど、各県で目的に応じた様々な運用がなさ

れています。

　本県では、平成30年度の運用開始以降、本制度

に賛同し活用している企業は、初年度の57社か

ら、直近の令和５年度では107社まで増加をいた

しました。

　本制度を活用した企業からは、将来の活躍が期

待できる人材の確保につながったですとか、学生

が就職先を決定する上で本制度が選択肢の一つに

なっているとの声をいただいております。また、

本制度を活用した就職者数が４年間で169人に上

っており、一定の成果が得られているものと考え

ています。

　ただし、議員御指摘のとおり、就職者数は当初

想定の４割程度にとどまっており、これを高めて

いくには、企業、学生双方の登録者数のさらなる

増加が必要であると認識をしています。

　登録企業の増加に向け、本県産業の強みである

半導体、自動車関連産業、そして、ライフサイエ

ンス分野を中心とした新たな産業創出を目指すＵ

Ｘプロジェクトに御貢献いただける人材の確保の



－ 130 －

令和６年９月定例会　熊本県議会会議録　第４号（９月24日）

観点からも、それらに関連する企業を中心に、直

接登録の働きかけを行います。

　また、学生の登録者の増加については、これま

での県内大学や本県と就職支援協定を締結してい

る首都圏、関西圏などの大学に加えて、今年度か

ら新たに、九州各県の大学にも対象を広げて周知

に取り組んでまいります。

　県では、先月「くまもとで働こう」推進本部を

立ち上げ、各産業の人材育成、確保を図るため、

関係部局で課題共有や連携体制を構築して、課題

解決に向けた取組を推進していくこととしていま

す。

　県内企業の皆様の声をしっかりと伺いながら、

この推進本部での取組の方向性も踏まえ、本県の

実情に応じた支援対象者の範囲を検討してまいり

ます。

　　〔堤泰之君登壇〕

○堤泰之君　御答弁ありがとうございました。

　現在行われております自民党総裁選において

も、金沢市で行われた公開討論会の中で、奨学金

の返済負担の軽減を含めた教育の充実をめぐり、

意見が交わされました。

　これから教育費負担の軽減の流れは加速するか

もしれませんが、既に奨学金を借りて人生に影響

を受けている方々がいることを忘れてはなりませ

ん。大切なのは、学生本人の人生です。奨学金の

対応に関しては、本人の意思をくれぐれも尊重す

ることをお願いいたします。

　また、くま活サポートにつきましては、商工労

働部長より、制度趣旨として、県内企業の将来の

中核を担う人材等の確保を目的にというお言葉が

ありましたが、県内企業の中核を担っているの

は、大学卒、大学院卒の人材だけではありませ

ん。

　昨年10月に、私の母校である専修学校熊本ＹＭ

ＣＡ学院建築科の大同窓会がありましたが、その

参加者の中には、県内の主要な建築設計事務所の

所長や建設会社の部長などの姿も多くありまし

た。それぞれ熊本地震や県南水害の復旧でも活躍

された方々です。

　半導体関連産業の人材確保が県の課題であるこ

とは重々承知しておりますが、それ以外の産業も

人材不足が慢性化している点は、おろそかにしな

いでいただきたい。

　学生登録者数の増加に努めていただきますとと

もに、企業側の努力も大切ですが、採用募集して

も応募自体がないという県内企業の切実な声もし

っかり拾い上げていただくことをお願いいたしま

す。

　次に、重要土地等調査法の周知についてです。

　近年、台湾有事の懸念をはじめ、日本周辺の国

際情勢はますます厳しさを増しています。しか

し、日本の安全、良好な環境が注目され、円安の

進行も重なって、海外の個人、法人が国内の土地

などを購入する例が増えております。

　しかし、そもそも外国人が我が国の重要な施

設、自衛隊、海上保安庁、発電所、港湾などの周

辺の土地を買っていくことはあってはならないこ

とです。国境離島やこういった防衛関係施設周辺

の土地の所有、利用をめぐっては、かねてから安

全保障上の懸念が示されてきました。

　そういった中で、重要施設周辺及び国境離島等

における土地等の利用状況の調査及び利用の規制

等に関する法律、いわゆる重要土地等調査法案が

令和４年９月20日に全面施行されました。

　熊本県においても、昨年12月に、高遊原分屯地

や熊本空港などの周辺が注視区域に、健軍駐屯

地、北熊本駐屯地、えびの送信所を中心とした周

囲おおむね１キロの区域が特別注視区域として指

定されました。
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　これにより、注視区域などの土地の利用状況を

国が調査するとともに、特別注視区域内にある

200平米以上の土地などの売買、贈与等の契約を

締結する場合には、売主と買主双方は、売買の相

手方や利用目的などを内閣総理大臣に届け出る義

務が生じます。これに違反した場合には、６か月

以下の懲役または100万円以下の罰金という厳し

い罰則規定が設けられました。

　県は、ホームページ及び昨年12月28日付の「県

からのたより」で、県内に注視区域及び特別注視

区域が指定されたことを告知されました。しか

し、その範囲については、区域内に在住する住民

をはじめ、ほとんどの県民が認識していないので

はないかと思われます。

　そこで、企画振興部長にお尋ねいたします。

　県として、改めて県民に対する法令の周知を行

う予定はございますでしょうか。

　　〔企画振興部長富永隼行君登壇〕

○企画振興部長(富永隼行君)　我が国を取り巻く

安全保障環境が厳しさを増す中、防衛関係施設等

及び国境離島等の機能を阻害する土地等の利用を

防止することを目的に、令和４年９月、重要土地

等調査法が全面施行されました。

　この法律により、政府が、安全保障の観点か

ら、重要な土地等の所有、利用の実態を的確に調

査すること、そして、調査の結果、仮に土地等の

不適切な利用実態が明らかになった場合には、そ

の不適切な利用行為を規制することが可能となっ

ております。

　法律の趣旨や区域指定、特別注視区域に関する

届出制度の周知については、法律を所掌する内閣

府が行うものとされていますが、内閣府から、住

民生活に密着した業務を行う地方公共団体におい

ても、制度等の周知について、可能な範囲で協力

するよう依頼がなされているところです。

　県としましても、法律の趣旨や県内における特

別注視区域及び注視区域の指定状況、特別注視区

域に係る届出制度について、県民の皆様に御理解

いただくことは大変重要であると考えておりま

す。

　議員御紹介のとおり、県では、昨年12月に告示

された県内の区域指定に合わせて、県ホームペー

ジ及び広報紙「県からのたより」に記事を掲載

し、県民への周知を図ったところです。

　今後も、県の各種広報ツールを活用した周知を

行うとともに、土地関係施策についての広報活動

を全国一斉に行う10月の土地月間に、土地取引に

関わられている県内の宅地建物取引業者や司法書

士の方々に対して、法律の趣旨や県内における区

域指定状況、届出制度を改めてお知らせするな

ど、より一層の周知に取り組んでまいります。

　　〔堤泰之君登壇〕

○堤泰之君　2024年３月25日の参議院予算委員会

において、中田宏参議院議員の指定区域内の土地

取引の規制を求める質問に対して、岸田総理は、

土地取得そのものの規制を求める声があることを

政府としても十分承知しており、土地の利用実態

把握を着実に進めた上で、法で規定してある施行

５年後の見直しの際、見直し規定等も念頭に、さ

らなる政策対応の検討を進めたいと述べていま

す。

　陸上自衛隊西部方面総監部がある健軍駐屯地周

辺には、多くのマンションやスーパーが立ち並び

ます。こういった地域に取引規制がかかれば、県

民の生活への影響は大きいと思います。

　諸外国のほとんどは、外国人による不動産の売

買や使用に規制をかけています。海外からの移住

が急増している本県としても、規定見直しと外国

人による不動産の取得や使用を注視していく必要

があると考えます。
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　次に、熊本都市計画区域マスタープランの見直

しの進捗状況とポイントについて質問させていた

だきます。

　昨年９月の定例会でも質問させていただきまし

たが、10年に１度とされる熊本都市計画区域マス

タープランの見直しが来年度予定されています。

この１年の間に熊本都市圏の状況は大きく変わり

ました。ＪＡＳＭ第２工場の建設が決定し、木村

知事が第３工場誘致への意欲を示されました。

　その一方で、さらなる交通渋滞の悪化や周辺土

地の極端に高額な取引が発生するなど、新規の道

路、工場用地需要は高まり、既に熊本都市計画区

域内に多くの地区計画による工業団地の計画が決

定しております。

　しかし、それでも工業団地等に進出することが

できない国内外の中小のサプライヤーが、まだま

だ多数存在することも事実です。こういった事業

者が、熊本都市計画区域に隣接するエリアに無秩

序に立地し、住環境の悪化やさらなる渋滞を招く

ことを私は懸念しております。

　県民の幸福量の最大のために、まさに大きな視

点でマスタープランのデザインが県に求められて

いるときだと思います。

　昨年の私の質問に対し、県から、人口の推移や

土地利用の状況等を分析し、適切な市街化区域の

規模を算出する手法等を検討し、住民代表等から

成る委員会で、次期マスタープランに示す都市の

将来像や都市計画の方針などを検討するとの答弁

をいただきましたが、現在の進捗状況と見直しの

ポイントはどうなっているでしょうか。

　土木部長にお尋ねいたします。

　　〔土木部長宮島哲哉君登壇〕

○土木部長(宮島哲哉君)　都市計画区域マスター

プランは、都市の将来像やその実現に向けた道筋

を明らかにするものです。

　熊本都市計画区域においては、平成27年度に見

直しを行っていますが、その後、熊本地震の発生

やＴＳＭＣの進出など、大きな社会情勢の変化も

踏まえ、来年度の見直しを目標に検討を進めてい

ます。

　また、議員御指摘のとおり、半導体関連企業の

立地や住宅開発は、熊本都市計画区域の周辺にも

及んでおり、農林漁業との調和や計画的なまちづ

くりへの影響が懸念されます。

　そのため、隣接する菊池及び大津都市計画区域

においても予定を前倒しして、今年度からマスタ

ープランの見直しを行うこととしており、広域的

な課題の調整を図りながら検討を進めているとこ

ろです。

　まず、熊本都市計画区域マスタープラン見直し

の現在の進捗状況についてお答えします。

　１点目として、人口の推移や土地利用状況につ

いては、主に北東部や南部の市街化調整区域にお

いて、宅地開発や企業立地が進み、市街地が拡大

傾向にあることを確認しています。

　２点目として、適切な市街地規模については、

その算定基礎となるおおむね10年後の人口及び産

業規模の見通しを作成し、国と協議を行っている

ところです。

　３点目として、都市の将来像や都市計画の方針

等については、有識者等で構成する検討委員会の

意見を伺いながら、コンセプトや目標を取りまと

め、８月にパブリックコメントを実施していま

す。

　次に、見直しのポイントについてお答えしま

す。

　熊本都市計画区域においては、現在の人口が令

和２年度の国勢調査に基づく国の推計値を大きく

上回っているため、より実態に即した人口推計を

用いることとしています。
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　また、急速な土地利用の進展に伴い、既に、交

通渋滞の悪化など深刻な影響が生じています。そ

のため、土地利用や道路、下水道などの都市施

設、土地区画整理事業など、主要な都市計画の方

針については、都市施設の整備状況も踏まえ、将

来の人口や企業集積に適切に対応できるものとす

る必要があります。

　さらに、検討委員会では、頻発化、激甚化する

自然災害への対応や、道路や公共交通ネットワー

クの強化などについての意見をいただきました。

　これらを踏まえ、見直しの方向性として、都市

防災の強化、半導体関連企業の集積への対応、持

続可能なまちづくりの３つを掲げ、豊かな自然と

歴史を生かし、誰もが安心して暮らせる持続可能

で活力あるエココンパクトな都市づくりというコ

ンセプトを提案しています。

　引き続き、都市の将来像の実現に向けた主要な

都市計画の方針等について検討を進め、年度内を

目途にマスタープランの原案を取りまとめる予定

です。

　熊本都市計画区域の健全な発展と秩序ある整備

が図れるよう、地域の実情に即した都市計画区域

マスタープランを策定し、関係する市町としっか

りと連携を図りながら、都市づくりを進めてまい

ります。

　　〔堤泰之君登壇〕

○堤泰之君　現在のＴＳＭＣ進出による影響は、

進出決定前には誰も予想し得なかったことであ

り、人口変化が国の推計値を大きく超えるのも致

し方ないことだと思います。そのような中、必死

で諸問題に前向きに対応されている県執行部をは

じめ職員の皆様には、改めて深く敬意を表しま

す。

　菊池や大津地域においてもマスタープランの見

直しが進んでいることを知り、少し安心しました

が、新生シリコンアイランド九州構想が成功すれ

ばするほど、中心となる地域の人口の増加や流通

の拡大は予想が難しいと思います。

　国との協議においては、地方では前例のない経

済圏の拡大を念頭に協議を行ってほしいと思いま

す。見直しのコンセプトにうたわれるように、地

域の豊かな自然と歴史を大切にして、住民の方々

が安心、快適に暮らすことができるまちづくりが

成功することを願って、今後のマスタープランの

進捗を見守らせていただきます。

　続いて、熊本県空き家バンクプラットフォーム

について御質問させていただきます。

　総務省の令和５年住宅・土地統計調査による

と、全国の総住宅数のうち空き家は900万戸と、

2018年の849万戸と比べ51万戸の増加で、過去最

多となっております。県の2023年の空き家率は

15.0％で、2018年の13.8％から1.2％増加してお

ります。中でも、賃貸・売却用及び二次的住宅、

別荘を除く空き家は7.7％で、全国平均の5.9％よ

り1.8％も多い状態です。

　未利用の空き家が増加する中、令和６年６月時

点で、県内45市町村中41市町村が空き家バンク制

度を取り入れており、県外からの移住、定住促進

の取組をされています。令和６年度４月時点で、

県内に不動産の取引を担う宅地建物取引業者が存

在しない町村が10町村あり、空き家バンクは、移

住者数の増加を図るだけではなく、過疎地の空き

家解消にも一定の成果を上げています。

　しかし、限られた職員さんで住民サービスを行

う市町村において、不動産取引という専門性の高

い業務に関わることは、決して小さな負担ではあ

りません。県は、令和５年４月１日より、県内市

町村の空き家情報を集約し、移住希望者が広域

的、横断的に空き家情報を検索できる空き家バン

クプラットフォームを開設しています。これには
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40市町村の空き家バンクが参加しており、ほぼ全

ての物件が、360度カメラでバーチャル内覧でき

る画期的で全国初のものです。

　私は、このプラットフォームは、熊本への移住

希望者の道しるべとなるとともに、今後の参加市

町村の空き家バンク運営の助けになるものだと思

います。

　そこで、企画振興部長にお聞きいたします。

　これまでの空き家の掲載状況や成約件数、そし

て空き家バンクプラットフォームのネットワーク

を生かした今後の移住・定住促進の取組について

お答えください。

　　〔企画振興部長富永隼行君登壇〕

○企画振興部長(富永隼行君)　住まいの確保は、

移住を希望する方が実際に移住先を選択する上で

大変重要な要素です。

　議員御紹介の空き家バンクプラットフォーム

は、県内市町村の空き家バンクに登録された情報

を横断的に閲覧できるホームページです。移住を

希望する方が住まいに関する情報を収集する際

に、県内ほぼ全域の物件情報にワンストップでア

クセスできるよう、本県独自に構築し、昨年４月

に開設したものです。

　現在では、県内40市町村が参加し、７月までに

登録された総物件数は475件、同月末時点での掲

載物件は247件になります。また、開設から本年

２月までの11か月間で、空き家バンク全体で成約

に至った物件数が236件あり、県内市町村が抱え

る空き家対策や本県への移住、定住の推進に一定

の効果をもたらしているものと考えています。

　なお、当サイトへのアクセス数も、昨年度は月

平均6,400件超だったものが、今年度は８月まで

の５か月は平均8,000件を超え、徐々に認知度も

向上しております。

　県としましては、さらに移住者にとって利用し

やすい空き家バンクプラットフォームとするた

め、未参加の自治体に参加を呼びかけ、参加市町

村には物件の更新を促すなど、掲載情報の充実を

図るとともに、ＰＲに努めてまいります。

　加えて、関係部局と連携して、空き家対策の先

進事例を紹介するセミナーを開催するなど、県内

市町村の空き家活用につなげるための取組も支援

してまいります。

　今後も、空き家バンクをはじめとして、移住相

談会等様々な場面で、各市町村としっかりと連携

し、移住、定住の推進に取り組んでまいります。

　　〔堤泰之君登壇〕

○堤泰之君　地方の過疎化と人口減少が課題とな

る中で、これからますます空き家バンクへの注目

が高まってくると思われます。健全な空き家活用

のために、地域を熟知した専門家としっかり連携

を取っていただきたいと思います。

　また、これからの課題は、特定空き家をはじめ

とした、管理者がはっきりしない空き家の解消だ

と感じています。本年４月から不動産相続登記が

義務化されました。空き家解消のためには、法定

相続人に積極的に相続登記を促すとともに、場合

によっては、固定資産税の納付者の開示等も必要

な場面が出てくるかもしれません。県の空き家バ

ンクプラットフォームの取組が、市町村の空き家

活用、定住促進の核となることを期待いたしま

す。

　次に、藤崎台のクスノキ群の観光資源としての

価値について質問させていただきます。

　今年の夏も、全国高等学校野球選手権熊本大会

がリブワーク藤崎台球場を中心に行われました。

球場の外野席に目をやると、大きなクスノキ群が

目を引きます。球場の臨時駐車場からこのクスノ

キの森に入ると、その圧倒的な存在感に感動し、

異世界に迷い込んできたかのような感覚になりま
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す。

　これは、大正13年に、熊本県22の国指定天然記

念物の中で、最初に指定された７本のクスノキ群

です。この地に、西暦935年に創建された藤崎八

幡宮の鎮守の森として育成されました。

　藤崎八幡宮の社殿は、1877年の西南戦争で焼失

をいたしましたが、そのクスノキ群は、その後の

太平洋戦争下の熊本大空襲でも焼失を免れまし

た。2021年８月の大雨で一番大きなクスノキの枝

が折れ、その内部から西南戦争の際に薩軍が使用

したと思われる銃弾が発見されましたが、これ

は、西南戦争の籠城戦の実態を示す貴重な史料と

なっています。

　樹齢1,000年を超える７本の巨樹がまとまって

市街地にあるのは全国的にも極めて珍しく、最も

太いクスノキを平成24年に環境省のマニュアルに

従い測定したところ、幹回り18.5メーターから

22.6メーターであることが確認されました。

　近年、看板が新たなものに作り直され、海外か

らの観光客も増えています。ですが、観光の動線

の表示や道路整備がなされていないため、よく観

光客が地元の方に行き方を聞かれるそうです。

　現在、地元一新校区の方々がクスノキ群顕彰保

存会を結成され、藤崎台童園の職員さんなどと協

力して、年に２度の清掃活動を行いながら、定期

的な見守り活動を続けています。一新校区の方々

にとっては、地元に藤崎八幡宮が鎮座されていた

頃より大切に守り続けてきたクスノキ群です。

　現在、クスノキ群に向かう道は閉鎖されており

ますが、今後は、観光の有力なコンテンツ、パワ

ースポットとしても非常に有望だと思います。

　そこで、観光戦略部長に御質問いたします。

　藤崎台のクスノキ群の観光資源としての価値に

ついて、県としてどう捉えているか、お聞かせく

ださい。

　　〔観光戦略部長倉光麻里子さん登壇〕

○観光戦略部長(倉光麻里子さん)　藤崎台の７本

のクスノキ群は、議員御紹介のとおり、樹齢およ

そ1,000年と推定され、長年にわたり、鎮守の森

として保護されてきました。大正13年には国の天

然記念物にも指定されており、貴重な地域資源で

あると認識しております。

　その一方で、令和３年８月の大雨により、藤崎

台のクスノキ群に直径約1.5メートルの枝折れが

発生し、その後の調査で、ほかにも落下のおそれ

がある枝枯れが確認されるなど、樹勢の衰退が明

らかとなりました。

　そこで、安全の確保を最優先に、現在、立入り

規制を行うとともに、枝を特殊なロープで支える

ケーブリングという手法を用いた樹木の保護に取

り組んでいます。

　今後は、クスノキの樹勢の維持、回復のため

に、土壌改良にも取り組んでいく予定です。現状

では、安全に見学できるようになるまでに数年か

かる見込みですが、この貴重な地域資源を後世に

残していくために、引き続きしっかりと管理を行

ってまいります。

　さて、県内には多くの観光資源がありますが、

その中には、寂心さんの樟や高森殿の杉、一心行

の桜などの樹木もあり、それぞれに自然の美しさ

や歴史、文化を感じることができる場所として、

多くの人々を魅了しています。

　藤崎台のクスノキ群につきましても、周辺の安

全が確保された後には、熊本市と連携し、熊本城

周辺における観光資源としての価値や活用につい

て研究してまいります。

　　〔堤泰之君登壇〕

○堤泰之君　観光戦略部長に御答弁いただきまし

た。

　ぜひ、藤崎台のクスノキ群が多くの人から愛さ
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れる流れをつくっていただきたいと思います。

　現在、天然記念物や文化財は、教育庁の所管と

なっています。今回、クスノキ群の観光推進と併

せて、クスノキ群に向かう道路の整備を要望しま

したが、財政的に厳しいということでした。

　私は、観光分野において、多様な自然風土とそ

こから生まれた歴史、文化を持つことが熊本県の

一番の強みだと思っています。日本にしかない文

化や自然が、これからの時代、国内外から評価さ

れる大きなポイントであり、地域の豊かさの指標

ではないかと思います。

　神武天皇即位より2,684年と言われます。日本

ほど長い歴史を一つの民族により守ってきた国は

ほかにありません。その一方で、県教育庁におい

ては、多くの施設管理を抱え、予算の優先度を上

げていくのは難しい状況が続いています。

　知事は、10月の組織改編の予定の中で、観光と

文化、芸術の振興を一体的かつ戦略的に推進する

ため、観光文化部を新設される計画だとお聞きし

ております。永青文庫をはじめとした文化資源や

藤崎台のクスノキ群のような天然記念物を保護す

るとともに、県として戦略的に観光資源として生

かしていくための取組を、組織の枠を超えて進め

ていただくことをお願いいたします。

　最後に、キャリア教育体制の構築について質問

させていただきます。

　一昨年の一般質問においても取り上げさせてい

ただきましたキャリア教育について、改めて質問

させていただきます。

　先ほどの奨学金制度についての質問でも触れま

したが、進展する少子高齢化の下で、県内企業を

支える人材の不足は、さらに深刻になっていま

す。また、現代の子供たちは、実社会に接する経

験が少なく、社会を担う様々な職業と出会う機会

が絶対的に少ない現実があります。子供たちの多

くは、実際に両親が働いているところを見たこと

すらなく、自分の将来のイメージが持てないまま

進学します。今我々に必要なのは、子供たちと職

業をつなぎ、地元で将来の自分の居場所を見つけ

てもらう機会をつくることです。

　現在、県は、各高校が管理しているインターン

シップ受入先や職業講話の実績がある企業の情報

について、本県全体で共有することができる事業

所情報検索データベースを開発し、高校のインタ

ーンシップ経験率の向上に努めていらっしゃいま

す。

　しかし、普通高校におきましては、なかなかそ

こが伸びていないのではないかという印象があり

ます。できれば、このようなデータベースを拡充

して、各市町村の小中学校でも活用し、小学生か

ら高校生までの間に、インターンシップ等の体験

活動を積極的に行っていくことが重要だと思いま

す。

　独立行政法人労働政策研究・研修機構の調査

｢地方における雇用創出―人材還流の可能性を探

る―」によると、高校時代までに地元企業をよく

知っていた県外居住者の出身市町村への愛着率

は、全く知らなかったものに比べて35％高く、そ

れがそのままＵターン希望へとつながっているこ

とが分かっています。

　県は、令和２年度から５年度までを計画期間と

する第３期くまもと「夢への架け橋」教育プラン

の中で「児童生徒が発達段階に応じた勤労観や職

業観を身に付け、将来の自分の進路を描くことが

できるよう、産業界と連携してキャリア教育の充

実を図り」｢地域、社会の健全で持続的な発展を

担う職業人の育成に努める」と、キャリア教育の

充実をうたっています。しかし、ここ数年、コロ

ナ禍の中で、産業界との連携には大変苦労された

と思います。
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　そこで、教育長に質問いたします。

　第３期くまもと「夢への架け橋」教育プランで

のキャリア教育の成果と今後のキャリア教育の展

望と産業界との連携についてお答えください。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　キャリア教育体制の構築

についてお答えいたします。

　県教育委員会では、第３期教育プランに基づ

き、児童生徒が発達段階に応じた勤労観や職業観

を身につけ、将来の自分の進路を描くことができ

るよう、産業界と連携してキャリア教育の充実に

取り組んでいます。

　まず、小学校においては、社会科見学の中で、

地域の生産や販売などを行っている事業所等を理

解する取組を行っています。

　また、中学校では、毎年熊本労働局が作成する

県内事業所約2,300社が掲載されたインターンシ

ップ等受入れ可能事業所一覧を各学校に提供して

おりまして、昨年度は、約８割の学校が地域の事

業所等と連携協力して職場体験活動を行っていま

す。

　高等学校においては、キャリアサポーター等に

よる就職支援やインターンシップの推進など、県

内企業や産業を知る機会につながる取組を進めて

いるところでございます。

　その結果、第３期教育プラン策定当時、70.2％

だった高校生のインターンシップを含む職業体験

を行った割合は、昨年度には91.3％へと増加した

ところでございます。

　また、今年度から新たに、普通科を含めた全県

立高校において、インターンシップや産業実務家

教員による授業、企業実習などを円滑に推進する

ための産学官との連携体制づくりに取り組んでい

ます。

　議員御提案の高校生向け事業所情報検索データ

ベースの活用につきましては、小中学校等にも周

知し、職業体験につながる学習活動の充実に努め

てまいります。

　県教育委員会としましては、引き続き、地域や

産学官と連携し、児童生徒の発達段階に応じたキ

ャリア教育の充実を図るとともに、地域社会で活

躍できる人材育成にしっかり取り組んでまいりま

す。

　　〔堤泰之君登壇〕

○堤泰之君　この数年で、タブレット端末の全小

中学生への貸与やオンライン授業の普及など、教

育現場の風景は大きく変わりました。恥ずかしな

がら、私の小学生の息子たちも、家に帰ってくる

なり、タブレットにしがみついて離しません。私

もユーチューブをたまに見ますが、動画の冒頭

に、様々な商品や企業ＣＭが流れます。若者たち

にとっては、そういったＣＭの美しい企業イメー

ジのほうがより身近なのかもしれません。

　しかし、ネット動画では経験できないものもあ

ります。子供の成長には、様々な体験が重要であ

り、その一つが、働く喜びを経験することです。

　私は、友人たちと５年前から、くまもと未来の

しごとフェスタという地域の職業体験事業を行っ

ていますが、自分の能力や努力が形となり、人の

役に立つものができること、自分の労働で人が喜

び、笑顔になること、自分自身が社会の役に立つ

存在であるということを確認すること、これを少

しでも早い時期に子供たちに伝えることが大切だ

と気づかされました。どんなに給与の高い仕事で

も、仕事には厳しさが伴います。働く喜びややり

がいがなければ、なかなかそれは乗り越えられま

せん。

　子供たちに、この熊本にも働く喜びがある職場

があることを伝え、自分の居場所は自ら選べると

いうことを教育の現場でもぜひ教えていただきた
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いと思います。

　以上で７つの質問を終了いたしました。

　今回は、私が20年以上関わってきました熊本の

不動産に関することと、日頃活動しております子

供に関することを中心に質問させていただきまし

た。

　話が変わりますが、現在の県の財政運営は、熊

本地震、県南豪雨災害、新型コロナウイルス感染

症対策などにより、もともと厳しい状況が予想さ

れていたと思います。その上で、ＪＡＳＭ工場進

出による待ったなしの対策を迫られる現在、国の

支援が取れたとしても大変な状況でしょう。

　私は、バブル崩壊後のいわゆる就職氷河期と呼

ばれた時代に社会に出ました。当時は、ほとんど

の同級生が望む仕事に就職できなかったばかり

か、就職した後も、長期間給料は上がらず、新卒

の後輩は入ってこず、長時間労働が続きました。

50歳となる今年、同級生の３割は、まだ結婚して

いないと思います。結婚する自由、しない自由は

選択可能な時代ではありますが、あの頃、政治が

長期的な視点に立ち、積極的な雇用政策を実現で

きていれば、今の少子化はかなり違ったものにな

っていたのではないでしょうか。

　現在は、反対に、県内中小企業は人材不足で存

亡の危機に立とうとしております。子供たちは大

人から社会のことを学ぶ機会が減り、ネット世界

以外に居場所を見いだせない子もいます。そうい

った存在は、今助けが必要です。現代の社会にお

いて、他者に先んじて投資を打たなければ、リタ

ーンが得られないというのは経営上の定石です。

　執行部におかれましては、将来の熊本を担って

いく人、企業、文化に対してしっかりと投資をし

ていただくことをお願いいたしまして、本日の一

般質問を終わらせていただきます。(拍手)

○副議長(髙木健次君)　以上で本日の一般質問は

終了いたしました。

　明25日は、午前10時から会議を開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第５号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午後２時12分散会
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令和６年９月25日(水曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第５号

　　令和６年９月25日(水曜日)午前10時開議

　第１　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　第２　議案等に対する質疑(第１号から第40号

　　まで)

　第３　知事提出議案の委員会付託(第１号から

　　第40号まで)

　第４　請願の委員会付託

　第５　休会の件

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　一般質問(議案に対する質疑並びに

　　県の一般事務について)

　日程第２　議案等に対する質疑(第１号から第

　　40号まで)

　知事提出議案の上程(第62号及び第63号)

　日程第３　知事提出議案の委員会付託(第１号

　　から第40号まで、第62号及び第63号)

　日程第４　請願の委員会付託

　知事提出議案の上程(第64号)

　日程第５　休会の件

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(49人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君
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　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(なし)

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名

　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光戦略部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　城　内　智　昭　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○副議長(髙木健次君)　これより本日の会議を開

きます。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　一般質問

○副議長(髙木健次君)　日程に従いまして、日程

第１、昨日に引き続き一般質問を行います。

　吉田孝平君。

　　〔吉田孝平君登壇〕（拍手）

○吉田孝平君　皆さん、おはようございます。自

由民主党・宇城市・下益城郡選出・吉田孝平でご

ざいます。

　まずは、先日、石川県能登半島豪雨災害におき

まして、甚大な被害が起きました。亡くなられた

皆様方には、心からお悔やみ申し上げますととも

に、被災に遭われた方にはお見舞いを申し上げた

いと思います。

　中学３年生の女の子が、いまだ行方不明になっ

ております。私の娘も、ちょうど中学３年生の娘

がいまして、本当に人ごとではないというふうに

感じております。何とか無事に早く見つかってほ

しいなと願っているところでございます。

　話は大きく変わりますけれども、私の大好きな

メジャーリーグの大谷翔平が、前人未到のホーム

ラン50本、50盗塁と、誰も達成できない、不可能

と言われていました記録を塗り替えまして、現在

も記録を更新している状況でございます。

　今日は、知事はじめ担当部長の方には、大谷翔

病 院 事 業
管 理 者

事務局次長
兼総務課長

人事委員会
事 務 局 長
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平のように、不可能を可能にするような気持ちで

御答弁をお願いしたいというふうに思います。

　それでは、質問に移らさせていただきます。

　宇城地域の魅力と可能性について質問させてい

ただきます。

　宇城地域は、熊本県の真ん中にある地域であ

り、九州自動車道のインターチェンジが２か所あ

り、さらに、ＪＲも、三角線、鹿児島本線と２つ

の路線があり、交通利便性の大変恵まれた地域だ

と考えます。これを踏まえて、知事に質問させて

いただきます。

　３月に行われた知事選挙では、知事は、マニフ

ェストとして、くまもと新時代を共に創る・県民

への約束を発表され、選挙戦を進めてこられまし

た。

　選挙期間中は、県内45全ての市町村をくまなく

回られ、様々な方々の声に耳を傾けるとともに、

自分の考えを丁寧にお伝えすることを徹底して行

われました。その結果、見事に当選され、熊本の

新しい知事として御就任されました。

　今回示されたマニフェストは、地域別にもまと

められており、この地域別マニフェストは、７つ

の地域に分けて政策がまとめられており、大変分

かりやすいものであると思います。

　ただ、一点残念なことがありまして、それは、

我が宇城地域のことがあまり取り上げられていな

いことです。宇土半島・天草地域としてまとめら

れた中に、ＪＲ三角線における観光列車の運行に

取り組むことや世界遺産・三角西港の保存と観光

等での活用を推進すること、この２点はしっかり

書き込まれていますが、そのほか、宇城地域の具

体的な政策は確認できませんでした。

　そうはいいましても、３月に宇城市で開催され

た決起集会で、知事は、宇城地域には何度もプラ

イベートで足を運んでいただき、その際、地域の

方とお話をする機会があり、宇城地域にはいろん

な可能性があると力強く訴えられました。

　また、マニフェストの中に「｢地域未来創造会

議」を立ち上げ、宇土半島・天草地域の未来像を

描き、それを羅針盤として、個性ある地域振興・

経済振興・観光振興を推進」するとあります。

　先日、宇城地域で行われた地域未来創造会議の

準備会議に出席させていただきました。

　地域未来創造会議は、市町村長や地域の方々と

知事が共に地域の未来像を描き、各地域の個性を

生かした経済発展を模索する取組ということで、

ＴＳＭＣ進出の効果を県内各地域に広げる道筋を

つけるきっかけづくりとして、私も期待している

ところであります。

　準備会議では、県北、県南のくくりで議論され

ることが多い中、宇城地域を含む県央地域につい

ては、県北と県南のはざまで、どのようなスタン

スで進んでいくべきか悩ましいと意見があり、準

備会議ではありましたが、宇城地域のポジション

がどこなのか、取り残されていくのではないかと

の不安の声も聞かれました。

　さて、知事就任後５か月が経過しました。現

在、県では、新たな基本方針と総合戦略が策定中

であり、年内にも策定されると伺っております。

その中では、木村知事がこれから４年間で取り組

んでいかれる施策を盛り込んでいかれるものと思

っております。もちろん、宇城地域に関する具体

的取組についても多く盛り込んでいただけるもの

と期待しております。

　このような状況を踏まえ、知事は、宇城地域の

現状についてどういう可能性があると分析されて

いるのでしょうか。また、その現状、可能性を踏

まえて、今後、宇城地域には、どのような地域に

発展してほしい、もしくは宇城地域をどのような

地域にしていきたいと考えておられるのでしょう
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か、知事にお尋ねします。

　また、地域未来創造会議について、さきの６月

議会における橋口議員の一般質問で、知事や市町

村長等で地域の発展可能性などについての議論を

重ね、各地域の未来像を描き、各地域の経済発展

を模索していく旨答弁されましたが、準備会議を

踏まえ、この会議を今後どのように展開される予

定か、併せて知事に質問します。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　吉田議員から、宇城地域の魅

力と可能性について御質問をいただきました。

　私は、熊本が持つ日本一の伸び代を最大限引き

出して、県内各地のそれぞれの個性を生かした魅

力的なふるさとづくりをしていきたいと考えてお

ります。

　宇城地域は、北に熊本都市圏、西は天草地域、

東は上益城地域に接し、本県の中心として県内各

地を結ぶ要衝でございます。また、世界文化遺産

登録10周年を迎える三角西港、国指定重要文化財

の霊台橋、国重要有形民俗文化財の宇土の雨乞い

大太鼓など、歴史的価値の高いコンテンツが点在

しております。

　あわせて、｢しらぬい」などのかんきつ類、ア

スパラガス、ノリなど多種多彩な農水産物や洋ラ

ンなどの花卉類を産出する本県が誇る資源豊かな

地域でございますし、私が個人的に魅力を感じて

いる農家さんが多くおられるのも宇城地域でござ

います。

　加えて、熊本都市圏のベッドタウンとしてのニ

ーズが高まっており、今後、現在整備中の熊本天

草幹線道路が開通すれば、熊本市から宇土半島に

至る利便性の向上により、県内外から多くの観光

客の来訪も見込まれ、さらなる発展が期待される

と考えております。

　｢Ａ列車で行こう」を擁するＪＲ三角線も、鉄

道好きの私には、宇城地域の大変お勧めのポイン

トでございます。

　こうした宇城地域独自のポテンシャルを念頭

に、宇城地域の振興にしっかりと努めてまいりた

いと考えております。

　また、宇城地域をはじめとする県内各地域の振

興については、市町村長の皆様の御意見をしっか

りお聴きしながら取り組んでいきたいと考えてお

ります。

　このため、議員も御指摘いただきました、市町

村に地域未来創造会議の開催を提案しまして、７

月から８月にかけて、副知事が出席する下で、県

内10か所で準備会議を開催しました。

　準備会議では、市町村長の皆様と私で、やはり

率直に意見交換ができる場にしてほしいという御

意見や、私がその各地域の未来をどのように考え

ているのかを、やはり直接聞きたいと、そういう

御意見をいただきました。

　このため、今年度の地域未来創造会議は、ま

ず、市町村長の皆様と私が膝を突き合わせて率直

に意見交換をすることを最優先に開催したいと考

えております。

　会議では、私のそれぞれの地域に対する思いを

話し、市町村長の皆様からも地域の将来に対する

思いを語っていただき、その上で地域の未来につ

いて議論を進めてまいりたいと考えております。

　多くの市町村長さんが本音での懇談を望まれる

ため、会議はクローズドとしますが、議論の概要

は後日公表させていただきます。

　本会議は、初めての取組ですので、試行錯誤し

ながら進めてまいりますが、市町村長の皆様とと

もに、個性ある地域の未来を形づくっていきたい

と考えております。

　以上でございます。

　　〔吉田孝平君登壇〕
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○吉田孝平君　この質問は、蒲島前知事にも同じ

ような質問をさせていただきました。比べるわけ

ではございませんが、これから地域未来創造会議

やお出かけ知事室を開催され、大変ありがたいこ

とではございますが、どうしても参加できる方が

限られてきます。多くの方に知っていただくこと

も必要かと思いましたので、質問させていただき

ました。

　また、知事に就任されて初めての質問でござい

ますので、まずは地元全体のことをお尋ねさせて

いただきました。

　先ほど言いました地域未来創造会議は、非公開

で開催されるということで、首長はじめ関係者の

方と本音をぶつけ合う意見交換にしていただき、

ぜひ宇城地域の伸び代を最大限引き出して、魅力

あるすばらしい宇城地域にしていただきますよ

う、共に頑張ってまいりましょう。

　それでは、次の質問に移らさせていただきま

す。

　三角西港世界遺産登録10周年について質問させ

ていただきます。

　三角西港は、2015年７月に、明治日本の産業革

命遺産群の一つとして世界文化遺産に登録されま

した。この年は、私が県議会議員に初当選させて

いただいた年であり、その年に私の生まれ育った

地元である三角西港が世界遺産に登録され、地

元、また関係者の皆様と一緒に喜んだのを思い出

します。

　これまで、世界遺産登録に向けて、長きにわた

り多くの関係者の方が御尽力されて登録されたこ

とに対し、大変感謝したところでもあります。

　そして、三角西港は、来年、世界遺産登録から

10周年を迎えることになりました。

　ここで、お忘れの方もおられると思いますの

で、いま一度三角西港を紹介させていただきま

す。

　幕末から明治後期にかけて、日本は工業立国の

経済的基盤を築き、奇跡とも呼ばれる急速な産業

化を果たしました。その象徴的な文化遺産の一つ

が三角西港です。

　三角西港の特筆すべき点は、山を削り、海面を

埋め立て、近代的な港湾都市を建設し、現在も当

時の状態をほぼ完全に残していることです。

　明治22年に国の特別輸出港に指定され、明治中

期の産業形成における石炭輸送の発展を示す物証

であり、三池炭鉱の良質な石炭を中国へ輸出する

ための輸送インフラとして、近代的な石炭産業の

発展を示す実例でもあります。明治日本の産業革

命遺産として、世界遺産の価値に貢献する構成資

産であり、高く評価されています。

　そのようなことで、９年前、宇城市の三角西

港、荒尾市の万田坑と、熊本県から２つ同時にユ

ネスコ世界遺産委員会において世界文化遺産とし

て登録されました。

　世界遺産登録後、県や宇城市の主催において、

三角西港の持つ文化的景観や歴史ある建築物を活

用した各種イベントや観光ツアー等が企画されて

きました。

　三角西港を宇城地域の重要な観光資源として、

今後も県内外からの観光客に利用いただけるよ

う、世界遺産登録10周年を記念した世界遺産三角

西港のＰＲに資するイベント企画等の取組が、今

後大いに期待されるところであります。

　実際に、他県では、世界遺産登録後10年の節目

として、盛大に10周年の記念式典などが開催され

ているようです。

　三角西港の世界文化遺産登録10周年に向けて、

その記念イベントの企画等に関する地元宇城市と

の協議状況や検討内容について、足元における取

組を企画振興部長にお尋ねいたします。
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　　〔企画振興部長富永隼行君登壇〕

○企画振興部長(富永隼行君)　宇城市の三角西港

は、荒尾市の万田坑などとともに、明治日本の産

業革命遺産の構成資産として、平成27年にユネス

コの世界文化遺産に登録され、来年、登録から10

年を迎えます。

　議員御紹介のとおり、明治日本の産業革命遺産

は、僅か半世紀余りで西洋の技術が導入され、日

本の伝統技術と融合し、産業国家形成の一翼を担

った産業遺産群であることが評価され、世界文化

遺産に登録されました。

　その構成資産の一つである三角西港は、三池炭

鉱の石炭積出し港として、日本の近代化における

石炭産業及び港湾施設の発展を理解する上で欠か

せない重要な役割を担っています。

　本県が誇るこの世界の宝を国内外に広く伝え、

将来世代へ確実に受け継いでいくため、県では、

これまでも、独自の補助制度を通じた資産の維持

保全や活用、周知啓発などに対する支援や、宇城

市と荒尾市の小学校の交流学習などの取組を進め

てまいりました。

　来年の登録10周年に向けては、８県11市で構成

する「明治日本の産業革命遺産」世界遺産協議会

において、シンポジウムやパネル企画展などの記

念事業の実施に向けた協議を行っています。

　さらに、宇城市の庁内関係課及び関係団体で構

成する世界遺産交流促進ワーキンググループ会議

において、県も参画し、民間事業者と連携した企

画や子供たちにも参加してもらえる記念イベント

などの検討を進めております。

　県としても、登録10周年が、三角西港の世界的

な価値を再認識し、未来の世代へ受け継いでいく

意識をさらに高める絶好の機会であると捉えてお

り、これを契機に、改めて国内外への情報発信に

取り組むことが、観光客も含めた来訪者の増加に

つながっていくものと考えております。

　このため、引き続き、地元市などと連携し、三

角西港の維持保全や情報発信などに取り組んでま

いります。

　　〔吉田孝平君登壇〕

○吉田孝平君　三角西港が世界遺産登録されまし

て10年の節目を迎えるに当たって、いま一度皆様

方にお知らせしたいという思いがありまして、今

回質問させていただきました。

　それと、三角西港の敷地内に、県が管理してい

る建造物もございます。ただ、老朽化によりまし

て改修工事が必要になってくるところもございま

す。10周年を迎えるに当たって、その前に整備し

ていただくとは聞いておりますけれども、今後、

世界遺産でございますので、県外、国外から多く

の方が来られますので、維持保全にもよろしくお

願いしたいというふうに思います。

　また、10周年の記念式典については、宇城市、

また、地元の方と連携して開催できるように、前

向きに取り組んでいただきますようお願いいたし

ます。

　それでは、次の質問に移りたいと思います。

　スマート農林水産業の取組について質問させて

いただきます。

　農林水産業を取り巻く環境は、高齢化の進展、

担い手の減少、甚大な気象災害の多発、燃油、資

機材の高騰など、非常に厳しい状況が続いていま

す。

　中でも、農業従事者の高齢化に伴う担い手の減

少については、農業従事者の平均年齢が、2021年

では、60歳後半で65歳以上の農家が65％にも及

び、今後20年間で、基幹的農業従事者数が、現在

の116万人から30万人に、約４分の１にまで減少

する見込みを国が示しており、日本全体の様々な

産業分野の中でも、農業分野における従業者の高



－ 145 －

令和６年９月定例会　熊本県議会会議録　第５号（９月25日）

齢化、担い手の減少は先んじている状況でありま

す。

　さらに、近年の耕作放棄地の面積推移を見ます

と、2010年の農林業センサスでは39万6,000ヘク

タール、2015年には42万3,000ヘクタールという

ように微増が続いている状況であり、1990年の21

万7,000ヘクタールと比べると、20年でほぼ倍増

している状況にあります。実際に、私たちにも年

々目に見える形で耕作放棄地の増加が進んでいる

ように思われます。

　耕作放棄地が増加している原因は、やはり農業

従事者の高齢化、担い手不足による労働力不足で

あると考えられます。

　本県においても、2010年から2020年までの10年

間で、約２万1,000人以上の基幹的農業従事者が

減少してきており、この傾向は、林業、水産業に

おいても同様であります。

　昨年12月には、国立社会保障・人口問題研究所

が日本の将来推計人口を発表しましたが、2020年

から2050年までの30年間の人口を推計しており、

2050年には、本県の人口は22％、全国においても

18％が減少するとされています。

　日本全体の人口が減少傾向にある中で、農林水

産業の従事者数が一定程度減少していくのは致し

方ない面もあると思いますが、それにしても、農

業従事者の減少傾向は、将来推計人口における減

少傾向を大きく上回る水準で推計されており、看

過できない重要な課題となっています。

　そうした状況の中、本県では、温暖な気候を利

用し、農業においては、水稲、果樹、野菜、畜産

などがバランスよく生産され、農業産出額は全国

第５位を誇る全国有数の農業県であり、林業、水

産業においても全国上位を維持しております。

　これからも、現在の本県の基幹産業である農林

水産業を持続的に発展させていくためには、さら

なる担い手確保・育成対策に加え、少ない人数で

も生産活動が継続できるように、従来の多くの人

の手をかけた作業や長年の経験や勘に頼るような

非効率な生産方式は改めていく必要があると考え

ますし、こうした取組は、担い手の確保、さらに

は競争力の強化にも確実につながるものと思われ

ます。

　国においては、本年６月、食料・農業・農村基

本法の改正において、スマート技術等を活用した

生産性の向上を明記するとともに、農業の生産性

の向上のためのスマート農業技術の活用の促進に

関する法律を制定し、10月から施行すると聞いて

おります。

　私も、農林水産業の担い手が減少する中にあっ

て、スマート技術の導入は、作業の効率化や生産

量の維持及び品質の向上を実現する有効な手段だ

と考えており、積極的に取り入れていくべきだと

考えます。

　また、スマート農業技術に適した生産方式への

転換を図りながら、その現場導入の加速化と開発

速度の引上げを今以上に取り組んでいく必要があ

ります。

　一方、スマート技術は日々進歩しており、生産

者だけではなかなか導入、活用は難しく、生産現

場への普及、定着には、その分野にたけた人材の

確保、育成が不可欠であると考えられます。

　そこで、質問させていただきます。

　県では、担い手の高齢化、不足が懸念される農

業、林業、水産業それぞれにおけるスマート技術

の導入について、どのような取組をされ、今後ど

う進めていかれるのか、また、生産現場へのスム

ーズな導入に向けた人材の確保、育成にどのよう

に取り組んでいかれるのか、農林水産部長にお尋

ねいたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕
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○農林水産部長(千田真寿君)　本県の農林畜水産

業においては、近年、担い手の減少、高齢化が急

速に進んでおり、また、他産業との競合なども加

わり、生産現場では人手不足が切実なものとして

顕在化しています。

　このような中、全国に誇る熊本の農林畜水産業

を持続的に発展させていくためには、担い手の確

保、育成はもとより、ロボット、ＡＩ、ＩＯＴな

ど先端技術を活用したスマート農林水産業の導入

を拡大し、生産性の向上を加速していく必要があ

ります。

　県では、これまでも、作業の効率化、収量、品

質の向上、誰もが実践可能な技術の３つの視点で

スマート技術の現場実証等を行い、市町村や関係

団体等と連携し、農業、林業、水産業の各分野に

おいて、導入に向けた取組を進めてきました。

　現在、農業分野では、水稲の防除作業を省力化

するドローンの導入や搾乳ロボットなどの導入、

活用が進んでいます。さらに、今年度は、農家と

機械メーカーの意見交換の場を設け、本県の生産

現場に適したスマート機器の開発や改良につな

げ、導入を促進したいと考えています。

　林業分野では、苗木などの資材運搬用ドローン

や木材市場での出荷管理など、省力化に向けたデ

ジタル機器の導入が進んでいます。また、シイタ

ケの生産現場では、品質や生産性の向上に向け、

温度や湿度等のデータの解析に基づく栽培技術の

確立に取り組んでいます。

　さらに、水産業分野では、ＩＯＴの活用によ

り、マダイやシマアジへの給餌作業を遠隔操作で

きる自動給餌機を開発し、その導入が進んでいま

す。また、養殖業者による顕微鏡を用いた有害赤

潮プランクトンの計数作業を自動化するシステム

開発の支援も行っています。

　こうした取組により、スマート技術の生産現場

への導入は着実に進んでいますが、さらなる普

及、定着を図るためには、その分野にたけた人材

の確保、育成が必要です。

　このため、農林水産業全般にわたって、生産者

や事業体をはじめ、県、市町村、団体職員等を対

象とした研修会を開催するとともに、専門家の派

遣を行うことで、生産現場や経営実態に適合した

スマート技術の導入をアドバイスできる人材の育

成にも取り組んでいます。

　加えて、若い世代の人材育成も重要です。

　農業大学校では、自動運転トラクターなど最新

のスマート農機の特性や操作方法を、林業大学校

では、ドローンを活用した測量調査方法などを授

業に取り入れており、卒業生は即戦力として活躍

しています。

　また、水産業では、天草拓心高校と連携し、ス

マート機器を活用している漁業者を講師とした特

別授業などにより、スマート水産業に対する理解

や興味を深めることで、次世代を担う人材の確保

と育成に努めてまいります。

　県としては、こうした取組のほか、先進的に取

り組まれている生産現場の事例等を横断的に共有

しながら、スマート農林水産業をより多くの生産

者が早期に現場で実装いただけるよう取り組んで

まいります。

　　〔吉田孝平君登壇〕

○吉田孝平君　部長も言われましたとおり、農林

畜水産業は、担い手の減少、高齢化が急速に進ん

でいる中、それをカバーできるのがスマート農林

水産業だと思います。ただ、導入するには、高額

の資金、あと、導入した後、使いこなせるのか、

不安に思う方もおられます。さらには、業種や農

地の地形によっては、スマート農業がなかなか利

用しづらいというお話もお聞きします。

　これからさらに開発が進んでくると思いますけ
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れども、あらゆる業種や地形でも利用できるよう

に取り組んでいただきたいというふうに思いま

す。

　また、導入した後のアドバイスできる人材は、

先ほど言いましたが、導入した後に使いこなせる

か不安に思っている方に安心して導入していただ

くように、人手不足の心配もありますが、ぜひ若

い方の人材育成に取り組んでいただき、しっかり

とアドバイスできる人材をつくっていただくよう

にお願いいたしまして、次の質問に移らさせてい

ただきます。

　肉用牛経営の現状と取組についてお尋ねいたし

ます。

　私の地元、宇城市、下益城郡は、畜産業が盛ん

な地域でありますので、これまでも、畜産業に関

しましては、増頭対策や担い手確保、飼料、燃油

などの物価高騰への対応、輸出の振興など、様々

な質問をさせていただいたところです。

　もちろん、畜産業に限らず、経済社会状況は、

目まぐるしく年々変化しており、前回、前々回と

質問させていただいたときの状況と現在の状況で

は、大きな変化があっているものと思われます。

　先日、地元の畜産育成管理品評会にも出席させ

ていただきましたが、生産者の方からは、飼料価

格の高騰が大変だという話を伺いました。そのた

め、牛の数を増やすことができず、繁殖農家から

子牛を買うことを控えるようになるため、子牛の

需要が減り、販売価格が暴落し、繁殖経営は大変

厳しい状況にあると考えられます。

　熊本県の肉用牛は、大きく分けて２つのブラン

ド「くまもと黒毛和牛」｢くまもとあか牛」と県

統一ブランドがございますが、それぞれ課題と経

営状況が違いますので、２つに分けて質問させて

いただきたいと思います。

　最初に「くまもと黒毛和牛」についてお尋ねい

たします。

　｢くまもと黒毛和牛」という統一ブランドは、

３年前にできたブランドであり、それまで、本県

は、黒毛和牛も飼養頭数全国４位と、全国でもト

ップクラスでありながら、統一ブランドがなく、

地域銘柄や企業等が持つそれぞれのブランドで統

一されてなく、全国的にも知名度が高くありませ

んでした。

　そのような中、県や農業団体から成る熊本県産

牛肉消費拡大推進協議会の中で、オール熊本で全

国トップブランドを目指した取組を進めていくこ

とが決定し、統一ブランド「くまもと黒毛和牛」

が誕生いたしました。

　また、｢くまもと黒毛和牛」ブランド統一は、

生産者を支える取組の一つであり、今後オール熊

本で知名度向上と販路拡大に努めていくことが大

変重要だと思います。

　私も、７月に、東京で開催される木村知事をト

ップとする熊本県産牛肉消費拡大推進協議会「く

まもと黒毛和牛」トップセールスに、農林水産常

任委員会を代表して出席させていただきました

が、東京食肉市場の関係の方からは、統一ブラン

ド化されたことで、知名度、評価ともとても好評

であるとのお話を伺うことができました。

　そこで質問させていただきます。

　統一ブランドの立ち上げから３年経過し、一番

は生産者の所得向上が目的でありますが、ブラン

ドが統一される前と統一された後で、どのような

成果があったのか、農林水産部長にお尋ねいたし

ます。

　次に、あか牛の生産、販売の現状についてお尋

ねします。

　これまで、あか牛の増頭対策などについて質問

を何度かさせていただきました。

　本県の繁殖雌牛飼育頭数の推移では、平成12年
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には、黒毛和種と褐毛和種の頭数はほぼ同数であ

りましたが、その後、黒毛和種が大きく増加し、

褐毛和種が年々減少している状況でありました。

　ただ、近年、消費者のヘルシー志向により、あ

か牛の評価が上昇し、頭数も少ないため、高値で

取引されているとお聞きします。

　先ほど述べました東京で開催されたトップセー

ルスの会場におきましても、東京の市場であか牛

を仕入れたいという方が多くいらっしゃるもの

の、頭数が少ないため、仕入れが難しいとお話を

伺いました。

　これまでも、増頭対策など様々な御支援をして

いただきましたが、あか牛の需要増加が期待され

る中、足元における対応策や生産振興に向けた今

後の展望について、農林水産部長にお尋ねいたし

ます。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　肉用牛の黒毛和種

については、令和３年３月の統一ブランド「くま

もと黒毛和牛」の立ち上げにより、関係者が一丸

となったブランド化の取組が始まりました。

　昨年度の統一ロゴマークシールの使用枚数は約

250万枚に達し、小売店等の協力により、店頭の

牛肉パックに貼られる「くまもと黒毛和牛」のブ

ランド名が、首都圏も含め多くの消費者の目に留

まるようになりました。

　また、東京食肉市場への出荷頭数は、取組前の

令和２年度は41頭でしたが、昨年度には429頭と

10倍以上に伸びており、一定の成果が上がってい

ると認識しています。

　次に、褐毛和種については、消費者の赤身肉志

向に加え、平成30年に「くまもとあか牛」が地理

的表示保護制度に登録されことが、消費者のブラ

ンド評価を高め、枝肉価格や子牛価格の上昇につ

ながったと認識しています。

　一方、議員御指摘のとおり、急速に高まる需要

に対して供給が追いつかないことが課題です。

　消費者の需要に応えるため、県では、発育等に

優れた子牛を産む繁殖雌牛の増頭に対する支援等

を通じ、生産体制の強化を図っています。

　今後は、農業団体等と連携し、消費者やバイヤ

ー等の赤身肉志向を踏まえ、優れた牛の交配を通

じた肉質、肉量の改良や、安定的に牛肉を供給す

るための出生から出荷までの一貫した生産技術の

改善等に総合的に取り組んでまいります。

　このように、｢くまもと黒毛和牛」｢くまもとあ

か牛」ともに、それぞれのブランド肉が持つ特徴

を生かした生産振興、流通販売対策に取り組み、

県産牛肉の高付加価値化を推進してまいります。

　　〔吉田孝平君登壇〕

○吉田孝平君　黒毛和種、褐毛和種、それぞれの

経営の現状と取組について御答弁いただきまし

た。

　私は、これまで、肉用牛の質問を数回させてい

ただきましたけれども、その年その年大きく経営

状態が変化していることが分かります。｢くまも

と黒毛和牛」のブランドが立ち上がりまして、東

京の食肉市場への出荷頭数が、３年間で10倍以上

に伸びているということは、大変喜ばしいことで

ございます。

　今後さらに出荷頭数を増やし、｢くまもと黒毛

和牛」が東京の市場で評価され、あと全国的なブ

ランドとしてつながることが重要だと思います。

今後も、知名度向上に御支援いただきますようお

願い申し上げます。

　あか牛に関しましては、赤身肉志向、ヘルシー

志向によりまして、高値で経営状態は安定してお

りますが、頭数が少ないため、熊本では食べるこ

とができますが、他県ではなかなか見ることがで

きない牛肉でございます。
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　全国放送のテレビ番組で、世界的に有名なステ

ーキハウスの紹介番組がございまして、その中

で、一番のお勧めは「くまもとあか牛」のＴボー

ンステーキというふうに紹介されました。それだ

け世界的にも評価されているあか牛でございます

ので、増頭対策として、これまでも大変力を入れ

ていただいておりますが、さらに強化していただ

くようにお願いいたします。

　それでは、次の質問に移らさせていただきま

す。

　今後の不登校対策について質問いたします。

　令和４年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒

指導上の諸課題に関する調査の結果を見ますと、

全国の小中学校における不登校児童生徒数は、10

年連続増加の約30万人に達し、過去最多となって

おります。

　また、熊本県内の小中学校においても、令和４

年度不登校児童生徒数は5,353人と、全国と同じ

く10年連続増加しており、憂慮すべき状況にあり

ます。

　このような不登校の現状を改善するため、熊本

県教育委員会では、継続して不登校対策に取り組

まれてきたと承知しております。

　例えば、学校への円滑な適応を促すための魅力

ある学校づくりの推進や、学級集団における他者

理解や援助希求能力の育成を図るＳＯＳの出し方

に関する教育などの未然防止教育、また、欠席１

日目で電話連絡、２日目で家庭訪問、３日目以降

は不登校対策委員会を開催するなど組織的に対応

し、さらに欠席が続くようであれば、スクールカ

ウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の専

門家と連携し支援を行う愛の１・２・３運動プラ

ス１などの初期対応、さらには、教室外の居場所

を確保するため、教育支援センターの設置促進や

フリースクール等の民間施設との連携などの自立

支援の取組を進められております。

　特に、教室になかなか入れない子供たちの居場

所づくりの支援策については、令和５年12月定例

県議会における前田敬介議員の一般質問に対する

教育長答弁において、校内教育支援センターを設

置することで、２年後には荒尾市の中学校におけ

る不登校生徒数が半減したとありました。

　ぜひ、引き続き、校内教育支援センターの設置

促進を図っていただきたいと思います。

　一方、フリースクール等の民間施設と関係機関

との連携については、これまで、毎年関係者が一

堂に会する協議会を開催され、情報共有や意見交

換などを実施されておられますが、令和６年３月

末時点で、県内の小中学生が利用しているフリー

スクールは63団体で、458名が利用しているとい

う実態があります。

　また、フリースクール等の民間施設での学習内

容等については、国の基準等もなく、施設ごとに

その内容や費用等も千差万別であり、その際の出

欠の取扱いについても、学校によって異なってい

ると聞いております。

　このようなことを踏まえると、県教育委員会が

もっと積極的にフリースクール等の民間施設と意

見交換を行い、そこでは、どのような教育理念の

下学習等がなされ、学校復帰や社会的自立に向け

てどのような活動や支援がなされているかなど、

さらに踏み込んだ協議等を行う必要があるのでは

ないでしょうか。

　今後、不登校児童生徒の子供たちの教室以外で

の学びの場としての居場所づくりをさらに充実さ

せていくためには、このようなフリースクール等

の民間施設や教育支援センターなどに通っておら

れる子供さん及びその保護者の声なども伺うとと

もに、当該施設経営者や市町村教育委員会、学校

関係者などが一堂に会して、さらに踏み込んだ意
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見交換等を行っていくことが重要だと考えます。

　そこで、県教育委員会として、フリースクール

等の民間施設等に通う子供たちを含めた不登校児

童生徒への支援策を今後どのように検討していか

れるのか、教育長にお尋ねいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　年々増加する不登校児童

生徒への支援は、喫緊の課題と認識しており、県

教育委員会では、現在、各市町村教育委員会と連

携し、スクールカウンセラー等の専門家を活用し

た不登校児童生徒に対するカウンセリングや教育

支援センターの設置など、様々な取組を行ってい

ます。

　議員御紹介の校内教育支援センターは、７月時

点で、23市町村、78教室設置されており、利用す

る児童生徒は年々増加しております。

　また、フリースクール等に通う児童生徒も一定

数おり、不登校児童生徒の居場所となる民間施設

等との連携が必要となっています。

　そのような状況を踏まえ、県教育委員会では、

10月に、フリースクール、教育支援センター、不

登校児童生徒保護者支援団体、大学関係者等の有

識者から成る不登校児童生徒への支援に関する協

力者会議を新たに立ち上げ、今後の不登校児童生

徒への支援方策について、協議、検討を行うこと

としています。

　具体的には、教育支援センターの設置など学び

の場の確保、成績や出席に関する学校とフリース

クール等との連携、１人１台端末やオンラインを

活用した学習支援の方策などについて議論し、順

次実行に移していく予定でございます。

　県教育委員会としましては、今後とも各市町村

教育委員会と連携を図るとともに、協力者会議の

議論の状況を踏まえながら、不登校児童生徒一人

一人の状況に応じた支援の充実に努めてまいりま

す。

　　〔吉田孝平君登壇〕

○吉田孝平君　来月から民間施設と連携による不

登校児童生徒への支援に関する協力者会議を立ち

上げると御答弁をいただきました。

　県として、これまで、あらゆる支援に取り組ん

でいただいていることは十分理解しております。

もはや教育委員会だけでは限界があると思います

し、民間施設だからできること、理解しているこ

とがあると思われます。

　今後しっかり連携していただき、不登校児童生

徒が減少するよう取り組んでいただくようにお願

いいたします。

　冒頭にお話ししましたけれども、私も中学生の

娘がいます。娘に聞くと、各クラスにやはり数人

不登校の子供がいると聞きましたけれども、理由

を聞くと、いじめや人間関係ではないというふう

に聞いております。何で不登校が多いかという

と、やはり夜型、昼夜逆転してて、夜中にゲーム

や携帯触って、そして朝から起きれないという子

供が結構多いみたいです。

　そういったことが多いので、やはり一番大事に

なってくるのは、家庭の協力が一番だと思われま

すので、ぜひ、家庭の協力に対しても伝えていた

だけるようにお願いいたします。

　それでは、次の質問に移りたいと思います。

　本年６月、熊本県を含む５道県が新たに国家戦

略特区に指定されました。

　この国家戦略特区は、これまで国の規制や制度

に縛られ、県や市町村の行政運営に支障が生じる

とともに、民間事業者の経営活動にもその影響が

生じていたことから、これを打開することを期

し、国が地域や分野を限定し、大胆な規制緩和を

することにより、全国各地でビジネスをしやすい

環境をつくるため、平成25年度に創設されたもの
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です。

　この国家戦略特区には、これまで、13都道府

県、14市町が指定されており、これらの地域で

は、既に400を超える規制緩和が行われていま

す。

　新たに国家戦略特区に指定された場合、指定時

に認められた規制緩和の内容に加え、ほかの特区

指定地域でなされている規制緩和の横展開が可能

になるほか、それ以外にも新たな規制緩和の提案

を継続的に実施していくことができるようになり

ます。

　このため、様々な提案を積極的に実施し、これ

まで民間のビジネス活動などに支障が生じていた

規制を緩和することにつなげ、各地域の課題を解

決していくことが必要であると思います。

　今回、熊本県は、宮城県とセットで産業拠点形

成連携“絆”特区に指定され、半導体関連産業に

従事する外国人材の受入れに当たり、在留資格審

査を迅速化する規制緩和が可能になりました。

　これまで、国側における在留資格審査に最長で

３か月かかると見込まれていたものが、産業拠点

形成連携“絆”特区に指定されたことで、受入れ

企業の経営の安定性の審査を県が事前に実施する

ことになります。

　このことにより、国側の審査期間を約１か月に

短縮することができ、とても効率的になり、現場

での就労開始が早まるとともに、短縮された期間

で企業内研修や生活基盤づくりに活用できるよう

になり、大きな効果が現れてくると思っていま

す。

　今回、熊本県が国家戦略特区に指定されたこと

によって、これまで国の岩盤規制と言われてきた

厳しい規制を緩和するためのまず一つの突破口に

なり、風穴を空ける効果があったと思います。

　今回は、まず、在留資格審査の迅速化を可能に

する一つの効果を生みましたが、これを皮切りに

いろんな規制緩和を実現していく必要があると思

っています。それが国家戦略特区指定の本当の意

味での効果ではないかと思います。

　また、今回の国家戦略特区指定は、これまでの

実績では市町村単位での指定が多かったところ、

今回、熊本県は、県全域で指定を受けています。

県としましても、これまで、行政運営上隘路とな

っている国の規制があったものと思いますし、そ

の状況は市町村でも同じではないかと思っていま

す。

　今後、この特区指定の効果を県下全域に広げる

ためにも、県行政はもとより、市町村行政を含め

て、隘路となっている規制の緩和や各種団体から

出される要望事項を実現するために必要となる国

の規制緩和についてどんどん提案し、規制の緩和

や撤廃を勝ち取っていただきたいと思います。こ

の機会をうまく使わない手はないと私は思ってい

ます。

　そこで、今後、国家戦略特区指定の効果をより

大きくするため、ほかの国家戦略特区指定地域で

活用されている既存メニューを参考にし、熊本県

への適用を提案することや新たな規制緩和の提案

を目指すなど、今後どう取組を進めていくのか、

お尋ねします。

　また、あわせて、市町村にも、国の規制によ

り、行政の推進に足かせとなっているものがある

と思いますので、そういう意味では、市町村から

国に対して、規制緩和の提案を積極的にしていた

だきたいのですが、この点について、市町村の抱

えている困り事や課題を解消するためにも、市町

村の声をしっかり国に届けることも必要であり、

市町村が提案できるよう、県としても支援をしつ

つ取組を進めていただきたいのですが、市町村の

課題解消に向けて、県は市町村とどう連携してい
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くのか、この点も含めて、企画振興部長にお尋ね

いたします。

　　〔企画振興部長富永隼行君登壇〕

○企画振興部長(富永隼行君)　去る６月26日、本

県は、産業拠点形成連携“絆”特区に指定されま

した。

　これにより、半導体を中心とした産業人材の育

成、確保のほか、新産業の創出や教育、生活環境

の整備など、今後、幅広い分野で規制・制度改革

の提案を行っていくことが可能となりました。

　本県が既に提案した半導体関連における外国人

材の在留資格審査の迅速化についても、現在、国

において認定に向けた調整が行われているところ

です。県としても、認定後の速やかな運用開始に

向け、必要な準備を進めてまいります。

　今回の指定は、半導体関連産業の拠点形成のみ

ならず、本県が地域課題の解決を進め、地方創生

の先進地域の実現を目指すことにも寄与するもの

です。

　県では、今後、庁内全体での継続的な課題の掘

り起こしに加え、企業や民間団体などからの要望

や意見も丁寧に伺いながら、人材の育成、確保、

スタートアップ支援などの課題解決に向け、新た

な規制・制度改革の提案等に取り組んでまいりま

す。

　また、議員御指摘のとおり、この特区指定の効

果を県内全域に広げるためにも、市町村との連携

が極めて重要です。

　そのため、県では、新たな規制・制度改革の対

象は法律事項にとどまらず、各種の規制やガイド

ライン等にも及ぶことを念頭に、様々な機会を捉

えて制度の周知を図るとともに、各市町村が抱え

る課題の解決につながるよう、幅広に情報を集め

てまいります。

　その上で、既存メニューの活用はもとより、新

たな規制・制度改革に関する市町村の検討を支援

し、連携して磨き上げを行い、準備が整ったもの

から国に提案していくことを考えています。

　世界的半導体企業の進出を背景とした産業の集

積と、これを契機とした県と各市町村が描く未来

像の実現に向け、引き続き、緊密に市町村と連携

し、特区制度を最大限に活用してまいります。

　　〔吉田孝平君登壇〕

○吉田孝平君　今年の６月に国家戦略特区に指定

されましたけれども、このことはあまり大きく取

り上げられていないと思いますし、私も、指定さ

れて在留資格の審査の緩和だけのものかと思って

おりましたけれども、ほかの指定された県や市町

村では、いろんな規制緩和を実現されています。

既存のメニューもございますので、そのほかに

も、本県で不可能と思うものでも提案していくこ

とは必要かと思われます。また、市町村の提案も

必要でありますので、緊密に連携していくという

ことでございますので、何とぞよろしくお願いい

たします。

　それでは、最後に、指定避難所における防災機

能の強化について御要望させていただきます。

　皆様御承知のとおり、能登半島地震は、元旦に

発生しました。この事実は、地震、津波、台風等

の大規模災害は、いつどこで起こり得るか分から

ないことを、改めて私たちに深く認識させるもの

であったと思います。

　能登半島地震においては、発災した地域が寒冷

地ということもあり、避難所における寒さ対策等

が課題となりました。

　指定避難所においては、平時から、大規模災害

の発災等の有事に備えて、自家発電機の設置や

水、食料の備蓄、冷暖房機の設置等に努めておく

必要があることは論をまちません。

　今年の夏も猛暑日が続きました。真夏に大規模
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災害が発生した場合に、指定避難所に冷房機が標

準装備されているかどうかは、被災者の安全、安

心な避難生活を保障する上で、必要不可欠なもの

ではないでしょうか。

　スクリーンを御覧ください。(資料を示す)

　この表は、令和４年12月１日現在で、内閣府が

実施した指定避難所における防災機能設備等の確

保状況の調査結果です。

　県内の指定避難所のうち、冷房機器を確保して

いるのは全体の69.4％であり、全国平均の63％を

上回っているものの、県内の指定避難所1,303か

所のうち、県内でいまだ約400施設は確保できて

いない状況であることが分かります。また、非常

用発電機をはじめ、飲料水などほかの項目につい

ては、全て全国平均を下回る確保状況であること

が見てとれます。

　もちろん、大規模災害が発生した場合には、

国、県、市町村の連携により、迅速、強力なプッ

シュ型支援が展開され、スポットクーラー等、必

要とされる支援物資が指定避難所に届くことは想

定されています。しかしながら、災害の発災箇所

や規模により、道路が寸断され、孤立化した集落

に位置する指定避難所や、水害で浸水し、そもそ

もその機能を発揮できない指定避難所が発生する

ことも、危機管理上想定しておく必要がありま

す。

　そのため、冷暖房機の確保はもとより、停電が

発生している極めて過酷な避難状況を仮定する

と、非常用発電機の確保も当然必要になります。

　また、飲料水や食料の確保についても、プッシ

ュ型支援に依存した計画ではなく、発災後１週間

程度は自立型で運営できる指定避難所の姿を描

き、防災機能を強化することが必要です。

　一方で、市町村の財政状況を考慮しますと、一

度に全ての取組を実施して、ハイスペックな避難

所とすることは、極めて困難であると思われま

す。

　そこで、指定避難所における防災機能設備等の

強化に向けて、まずは機能強化の優先順位を明確

化して、市町村にその取組を着実に進めるよう促

すことが求められるのではないでしょうか。

　また、国に対しても、避難者の安全、安心な避

難生活が、被災地のその後の復旧、復興にもいい

影響を与えていくことを考慮し、指定避難所の防

災機能設備等の強化のための財政支援を充実する

よう、県としてもあらゆる機会を捉えて要望して

いただきたいと考えています。

　熊本地震を経験した本県であればこそ、他県よ

りも先進的に被災者の避難生活に万全を期した取

組を進めていただきますよう、ここに強く要望す

るものでございます。

　時間内に全ての質問が終了いたしました。

　この最後の要望は、私、今日の新聞にも載って

おりましたけれども、石川県の能登半島の豪雨災

害の前にこの文章を作っておりました。本当にこ

ういったことは大事だと思われますし、やはり市

町村との連携というのも必要になってまいりま

す。

　今後も、県政発展のために、私も精いっぱい頑

張らせていただきます。

　最後までの御清聴、誠にありがとうございまし

た。（拍手）

○副議長(髙木健次君)　この際、５分間休憩いた

します。

　　午前11時休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午前11時10分開議

○副議長(髙木健次君)　休憩前に引き続き会議を

開きます。

　緒方勇二君。
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　　〔緒方勇二君登壇〕（拍手）

○緒方勇二君　皆さん、こんにちは。球磨郡区選

出の自由民主党・緒方勇二でございます。

　初めに、年初の地震、津波で復旧、復興のさな

かにあります、そして、このたび豪雨に見舞われ

た石川県の皆様に心からのお見舞いと、亡くなら

れた皆様にお悔やみを申し上げます。

　さて、今年の夏は、体温を超えるような日も観

測されるなど、真夏日が一月も続くような暑さ

で、山林の下刈りや農地の草払い中に熱中症で亡

くなられた方が相次ぎました。温暖化どころか、

まさに沸騰化の時代と思われます。

　さらには、台風10号が伊勢湾台風並みと鹿児島

県では特別警報が発令され、緊張の度合いが高ま

りましたが、幸いにも大災害にならず、安堵した

ところでした。被災された方々には、心よりお見

舞いを申し上げます。

　さて、今年も、令和２年７月豪雨から４年の７

月４日が参りまして、知事には、球磨村役場に設

置されました祭壇に献花をいただきまして、あり

がとうございました。

　蒲島前知事が打ち出された命と環境を守る取組

の継承者である木村知事に存念のほどを質問した

いと思いますので、よろしくお願いいたします。

　緑の流域治水の取組について。

　渡地区遊水地の活用及び慰霊公園の設置につい

てお尋ねいたします。

　昨年の一般質問で、人吉、球磨の表玄関である

球磨村のしつらえとして、10年に、あるいは15年

に一度浸水するであろう渡地区遊水地の平時の利

活用として、にぎわいの場の創出をお願いしたと

ころでもあります。

　また、今年度の人吉・球磨市町村から知事への

要望時に、松岡人吉市長からも、人吉にはもう土

地はありませんとの発言があり、渡の遊水地に陸

上競技場設置の意見も出されたところでもありま

す。これは、肥薩線復旧後の利用者増加にもなる

ことを見込んでの発言と私は感じた次第でありま

す。

　遊水地は、買取り方式で、河川区域となります

が、五木の水没予定地の平時の利活用の事例を含

め、ラグビーワールドカップ決勝戦が行われた横

浜スタジアムも遊水地内にあり、大雨で遊水地機

能を発揮し、決勝戦開催も危ぶまれたにもかかわ

らず、水が引いて開催されたことは記憶に残って

いるところでもあります。

　このように、全国での遊水地の平常時の利活用

事例はたくさんあるところでもあります。

　さて、私は、慰霊の日に、家ごと流された行方

不明者が発生した球泉洞駅前へ足を運び、それか

ら球磨村役場の献花台に、さらに渡小川地区千寿

園跡地へと手を合わせに行かせてもらいました。

　千寿園も渡小学校も解体され、更地になってお

りますが、献花台も設置されておらず、地元小川

地区の有志の皆さんが弔いのために置かれたであ

ろう竹灯籠が、御霊の数だけ擁壁の上に並べてあ

り、深くこうべを垂れて祈りと誓いを申し上げて

おりますと、１つの竹灯籠が、厳しい暑さの中、

風も感じないのに足元に転がってまいりました。

何かを訴えておいでのようにも感じておりました

ら、共同通信の女性記者より取材を受け、慰霊公

園、弔いの場もないのに、何が創造的復興でしょ

うかねと、思わず語った私でありました。

　日没後には竹灯籠に灯がともされたことでしょ

うが、豪雨災害から緑の流域治水へ、流水型ダム

を大きな柱として、あらゆる対策を講じて、二度

と貴き命が失われることがないようにと決意する

とともに、緑の流域治水を全国のモデルとしてい

くのであれば、早期避難につながる防災、減災の

教育の場として、慰霊の碑を併せ持つ災害の記
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憶、教訓の伝承の場や防災公園の必要性を思うの

であります。

　渡遊水地に、にぎわいの場としての覆蓋施設型

陸上競技場整備と慰霊の場を持つ防災公園整備が

必要と考えますが、知事のお考えをお聞かせくだ

さい。

　次に、五木村・相良村振興に資する取組につい

てお尋ねをいたします。

　流水型ダムを前提とした新たな“ひかり輝く”

五木村振興計画を、国、県、村の３者合意で締結

されて、スピード感を持って進行中であり、国に

おいて、造成、付け替え道路や関連工事等の予算

が概算要求されていることを承知しております。

　また、相良村にあっても、川辺川魅力創造事業

基本計画を策定され、川辺川国管理区間、県管理

区間での河川整備計画と相まって、清流を守り、

次世代へとつなぐ相良村復興計画、復興むらづく

りを推進していただいておりますことも承知して

おります。

　そのような中、相良村主催による緑の流域治水

(河川整備計画関連)の取り組みに関する村民説明

会が４会場で開催され、私も、ダム建設予定地の

四浦地区会場に参加させていただきました。

　率直に申し上げまして、とても分かりやすく、

懸念していたことが、霧が晴れるように、命と環

境を守る説明でありました。

　相良住民、すなわち流域住民の質疑に対しても

明確にお答えいただき、環境アセス法と同等の手

続により、命も環境も守りたいとの不安を抱えた

住民も、流水型ダムへの理解が進み、命と環境を

守る世界一のハイブリッドダムだと認識されたの

ではないでしょうか。そこで大事なことは、五木

村、相良村の振興を成就させるには、川辺川の河

川整備が欠かせないということであります。

　球磨川水系河川整備計画では、おおむね30年で

整備実施とされていますが、流水型ダム完成まで

に県管理区間の河川整備を完成させるおつもりな

のか、知事にお尋ねをいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　緒方議員からお尋ねいただき

ました緑の流域治水の取組についてのうち、ま

ず、球磨村渡地区遊水地の活用及び慰霊公園の設

置についてお答え申し上げます。

　球磨村の復旧、復興については、村が令和３年

度に球磨村復興まちづくり計画を策定され、これ

まで、住まいの確保などに取り組まれてきまし

た。昨年度末に計画の一部を改定され、渡地区に

おいても、様々な新しい取組が追加されておりま

す。

　その中で、私も先月24日に着工式に参加した渡

地区遊水池の平常時の利活用については、スポー

ツ振興の場として整備する方向で検討が進められ

ると伺っております。また、村内で、災害を後世

に伝える伝承施設や復興祈念モニュメントの整備

も検討されています。

　着工式の後、私は、高台に移転した特別養護老

人ホーム千寿園を訪問し、災害の記憶や経験、得

られた教訓を風化させることなく後世に伝承して

いくことを、改めて深く胸に刻みました。

　また、同日に、お出かけ知事室を球磨村で実施

した際、住民の皆様から、村の将来について様々

な御意見をいただき、改めて、村の安心、安全の

確保とともに、にぎわいづくりは喫緊の課題と認

識いたしました。

　今後も引き続き、国と連携し、スポーツ振興、

にぎわいづくり、災害の伝承など、村が描く復興

まちづくりのビジョンの実現に向けて、しっかり

と県としても後押ししてまいります。

　球磨村は、災害を契機に人口減少が加速化して

おります。令和２年７月豪雨から４年が経過し、
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今後、創造的復興は、地域の再生、発展に向けた

新たなフェーズに入ります。

　県では、復旧・復興プランを年内にも改定する

予定でございますので、球磨村を含めた流域の御

意見を丁寧に伺ってまいりたいと考えておりま

す。

　次に、五木村、相良村の振興に資する取組につ

いてお答え申し上げます。

　県では、緑の流域治水の理念と具体的な取組を

実現するため、令和４年８月に、球磨川水系河川

整備計画を策定し、流域全体の総合力で浸水被害

の軽減を図ることとしております。

　私は、知事就任直後に、まず最初に両村を訪問

し、長きにわたり川辺川ダム問題に翻弄されてき

た村の振興について、全力で寄り添い、支えてい

く決意を直接お伝え申し上げました。

　そして、相良村においては、今年度から、築堤

及び河川の掘削を集中的に実施することができる

補助事業に新たに着手するなど、河川整備の加速

化を図っております。

　また、新たな流水型ダムの上流に当たる五木村

では、整備計画のさらに上の最終的な治水目標を

見据えた河川整備に向けて、地域の皆様の御意見

を伺いながら、景観や環境にも配慮した川づくり

を進めているところでございます。

　新たな流水型ダムの完成により、ダム下流の治

水安全度は大きく向上することになりますが、私

は、上下流一体的な整備による安全の確保こそが

何より重要であると考えます。

　そのため、球磨川水系河川整備計画の対象期間

はおおむね30年ではありますが、議員から御質問

いただきました川辺川の県管理区間、この河川整

備については、国が目標とする11年後の令和17年

度の流水型ダム完成までを目指して、集中的に取

り組んでまいります。

　あわせて、これらの対策を、目に見える形でス

ピード感を持って推進するため、必要な予算の確

保にもしっかりと取り組んでまいります。

　引き続き、国と連携しながら、命と環境の両方

を守る緑の流域治水を全力で推進し、五木村、相

良村の振興につなげてまいる所存でございます。

　以上でございます。

　　〔緒方勇二君登壇〕

○緒方勇二君　知事から答弁をいただきながら、

混迷を極めた球磨川の治水計画、本当に長きにわ

たる混迷の時代でありました。ようやく私たちが

持ち得た命と環境を守る緑の流域治水の理念に基

づいて、しっかり前知事の思いを受け継いでいた

だく現知事の木村知事の答弁を聞きながら安心い

たしました。

　令和４年災で被災しました球磨大橋架け替えの

着工式典が、今年の２月４日ありました。式典終

了後に、木上小学校の下り坂を私が下りておりま

したら、知事の公用車が横に来られて、後部座席

の窓が開いて、蒲島前知事が、当時の知事が、木

村君をよろしくお願いしますと、持続可能な開発

目標でありますグリーンニューディールですか

ら、よき流れの継続をよろしくお願いしますと懇

請されたことを、答弁を聞きながら思い出してお

りました。

　どうか県が主体的になって村を後押しいただい

て、これは単に球磨村だけのものではないと思い

ます。人吉、球磨全体、そして全国のモデルにし

ていくわけですから、しっかり後押しをお願いし

たいと思います。

　どうぞ、しっかり人口減に歯止めをかけるにぎ

わいの場と、慰霊の空間を主眼に防災教育の場に

なりますように、よろしくお願い申し上げます。

　それから、五木、相良の区間の整備について、

11年後までに何とか終わらせるんだということで
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あります。私は、もっともっと前倒しで推進する

必要があると考えております。

　といいますのも、実は、大前提であった河川整

備が、相良村では184戸の家屋浸水被害が生じた

ことを受けて、ダムによる流量低減と河道整備に

よる浸水被害を解消する大規模特定河川事業が川

辺川で新規採択されておりますので、非常に期待

が大きいものがあります。

　さらには、冠水常襲地帯にあった国道445号の

上下坂工区、対岸の平川地区の河川整備説明会で

は、道路冠水の解消や道路改良及び浸水被害解消

の引き堤及び築堤で河畔林を残すなどの親水護岸

の採用等を配慮いただいて、住民の皆さんから喜

びの声が上がっております。県の命と環境を守る

意気込みを感じたという喜びの電話をいただきま

した。

　どうぞ、山紫水明の水墨画のような本当に美し

い景観でありますから、環境に配慮した河川整備

計画が前倒しで整備されることは、環境に配慮し

た流水型ダムの理解の促進が進むことと考えてお

りますので、どうぞよろしくお願い申し上げ、次

の質問に入らせていただきます。

　次に、森林資源の有効活用と林業大学校の拡充

についてお尋ねをいたします。

　本県では、戦後に植林された人工林を中心に森

林資源が成熟する中、十分に活用されていない林

分も少なくありません。切って、使って、植え

て、育てるの好循環にたどり着いていないとも言

えます。

　杉、ヒノキの林齢構成を見ても、杉の場合は、

伐採の適期である９齢級以上の面積割合が89％、

ヒノキの場合、10齢級以上の面積割合が78％であ

り、高齢級の林齢構成にある状態であります。

　また、ヒノキ材は、杉材と違い、建築材として

の利用は限定的であり、球磨管内のヒノキの蓄積

量は、需要量に対して多く、ヒノキ材の利用開

拓、市場開拓が今後の課題であると考えていま

す。

　そのような中、相良村川辺川魅力創造事業・交

流拠点施設が、くまもとアートポリスプロジェク

トに決定され、設計者の選定が進められていま

す。川辺川の一番の景勝地である廻り観音に整備

される交流拠点施設が、球磨のヒノキで世に問う

建築物として完成することを今から楽しみにして

おります。

　森林資源の利用状況を見てみると、バイオマス

発電に必要なチップの生産が旺盛で、高値で安定

している状況であり、チップ用材の運搬トラック

が行き交う姿をよく見かけます。錦町と相良村の

高原台地には、バイオマス発電所が稼働中で、隣

接地の森林組合土場は、チップ材の原木置場にな

っている状況です。

　一方、五木村の温泉施設の熱源は、現在まきボ

イラーですが、チップボイラーへの転換が検討さ

れております。

　さらに、私は、平場の造成地に、熱利用と発電

を組み合わせる、いわゆる地域内エコシステムの

体制が整備できればと考えているところでありま

す。

　五木村、相良村において、建築用材に加え、チ

ップ材の生産を目指した林業活動が展開されれ

ば、結果として、災害に強い森林整備が進み、土

砂が流出しやすい河川特性を持つ川辺川の土砂流

出抑止につながることでありましょう。

　災害に強い森林づくりには、過去の一般質問で

も答弁いただいておりますが、経済林として回す

森林と、強度間伐で混交林化、あるいは択伐する

森林へと誘導するようなゾーニングが必要であり

ます。

　さらに、人吉、球磨では、切って、植えての部
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分、いわゆる再造林率が50％程度に低迷している

状況であります。本県全体では、再造林率が54％

に高まったとのことであります。そのような中、

宮崎県では、再造林率100％を目指す条例が制定

されました。

　さらに、人吉、球磨では苗木の生産が活発で、

農福連携、林福連携の推進により、障害者の皆さ

んが生産にいそしみ、林福連携により生産された

苗木には、県から上乗せする補助制度も設けてい

ただいております。

　いろいろ申し上げましたが、災害に強い森林整

備には、担い手の育成、次世代の人材育成が欠か

せません。

　林業大学校県南校を五木村に設置いただいてお

りますが、令和６年から、県北校、県南校合わせ

て定員を20名から24名に増員するも、入校が18名

の状況であります。

　魅力ある林業大学校を目指し、林業大学校の人

材確保、育成を目的に、くまもと林業大学校機能

拡充に向けた在り方検討委員会を設置いただいて

いるところであります。

　私は、従前から、例えば就職先として、林業事

業体はもとより、市町村や住宅会社などに拡充す

るためにも、２年制に移行して、２年目はより専

門性の高い学科、実技の習得を図るべきと申し上

げてまいりました。

　さらには、足元の錦町には、少年院である人吉

農芸学院が存在します。元の海軍飛行場の予科練

があったところでありますが、出院者は社会復帰

に向け頑張っていると伺っております。人吉、球

磨で雇用協力事業者を林業事業体で構成し、保護

観察時から受け入れて働いてもらい、林業大学校

に入校の門戸を開き、林業従事者に育て上げるこ

ともできるのではないかと思うところでありま

す。

　そこで質問ですが、１点目に、緑の流域治水の

出口対策の一つとして、木質バイオマスへの期待

が高まる中、川辺川流域における地域内エコシス

テムの体制構築に、県としてどのように取り組ん

でいくのか。

　２点目に、林業従事者だけでなく、木を知る木

造設計者や森林、林業に精通した市町村職員も育

成できるなど、専門性の高い２年制コースを設置

し、林業大学校を拡充する考えはないか、農林水

産部長にお尋ねをいたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　初めに、森林資源

の有効活用についてお答えします。

　木材を活用した地域内エコシステムとは、集落

や市町村レベルで、木質バイオマスを用いた小規

模な熱、または熱と電気の供給によって、森林資

源を地域内で持続的に循環させる仕組みです。

　現在、五木村では、温泉施設のボイラーの熱源

として、自伐林家等が供給するまきを活用し、村

内での消費促進を目的とした地域通貨も絡めなが

ら、森林資源と地域経済の循環がなされていま

す。この取組に加え、川辺川流域での地域内エコ

システムが実現すれば、五木村、相良村の地域振

興の観点からも意義深いと考えます。

　しかしながら、地域内エコシステムの取組に

は、バイオマスの調達とエネルギー供給の両面に

おいて持続性が求められるため、地域の当事者で

ある行政、林業関係者、住民による合意形成と相

互の協力が不可欠です。

　そこで、県では、地域内エコシステムの体制構

築に向けて、五木村と意見交換を始めており、引

き続き、川辺川流域の森林資源の有効活用を図る

ため、先行事例の調査や必要な提言等を行ってま

いります。

　次に、林業大学校の拡充についてお答えしま
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す。

　くまもと林業大学校は、現場で即戦力となる人

材を育成するため、平成31年４月に、県北校と県

南校の２校体制で開校しました。これまで89名の

卒業生全員が林業関係に就業しており、林業大学

校は、担い手の確保に着実に貢献しています。

　一方で、人口減少や他産業との競合、全国での

林業大学校の増加の影響から、今後入校生の減少

が懸念されます。

　このような状況を踏まえ、県では、林業大学校

の魅力を向上させ、より多くの人材を確保、育成

することを目的に、学識経験者や林業経営者等で

構成する検討委員会を７月に設置しました。

　検討委員会では、林地保全に有効な架線集材の

技術に関する研修等カリキュラムの拡充に加え、

県南校を拠点に、会社経営の知識や高度なデジタ

ル技術等を学ぶ専門性の高い２年コースの新設が

検討されています。また、林業と他産業を組み合

わせて安定した収入を確保する、いわゆる半林半

Ｘを実践できる人材の育成についても検討されて

いるところです。

　林業大学校の拡充に当たっては、検討委員会か

らの提言を伺いながら、次世代をリードする担い

手の育成はもとより、林業の初心者から経験者ま

で、幅広い人材に選ばれる林業大学校となるよう

取り組んでまいります。

　　〔緒方勇二君登壇〕

○緒方勇二君　答弁をいただきました。

　木材チップ生産による地域内エコシステムの構

築は、国では、地域分散型エネルギー拠点の整備

を推奨されております。これは、災害に強い整備

につながることでありますから、まさに川辺川流

域でうってつけの――また、成熟した森林資源も

ありますから、しっかりと連携を図っていただい

て、構築につなげていただきたいというふうに思

わせていただきます。

　さらに、林業大学校の拡充ですが、結びに、次

世代をリードする担い手の育成に取り組むとの答

弁でございました。これは、まさに、私たちは、

緑の流域治水の理念を浸透させていくのも、林業

大学校の歴史的使命だというふうに思うのであり

ますから、しっかりと仕込んでいただく、そうい

う大学校に育て上げていただきたいというふうに

思っております。

　人吉農芸学院でありますが、保護処分により更

生を図る少年に手を差し伸べて、林業従事者への

道を用意していきますと。ゲストスピーカーとし

て、本県の林政の状況と併せて夢を実現しません

かと、定期的に募集に訪問されてはいかがでしょ

うか。

　どうぞ、そういう検討方もよろしくお願い申し

上げ、次の質問に入らせていただきます。

　食のみやこ熊本県の創造について。

　今後の組織改編、学校給食への食材提供及び活

用について、市町村設置型合併浄化槽の導入促進

について、流域下水道での家畜排せつ物の受入れ

についてお尋ねをいたします。

　木村知事は、さきの知事選のマニフェストの一

つに「｢食のみやこ熊本県」の創造！」を掲げら

れ、選挙戦に臨まれて、単に食料の供給県にあら

ずして、付加価値を高めて稼げる農林畜水産業を

実現し、熊本の農林畜水産業を日本一に育て上げ

るとうたい上げられました。球磨郡でも、選挙戦

を通じて大変な反響をいただいたところでありま

した。

　このことは、裏を返せば、自信を持って安心、

安全の農産物を生産しても、再生産も危ぶまれる

ような状況にあるのが、現在の農業現場ではない

でしょうか。

　価格転嫁ができない生産現場のつらさ、気候変
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動に伴う対応など、取り巻く環境は厳しさを増す

ばかりであります。特に、中山間地の農業は、生

産性や省力化に課題があり、多くの輸送コストも

かさむ状況はさらに厳しいものがあります。

　他方で、熊本県内は、多彩で豊富な農林畜水産

物に恵まれており、先月発表の県の農林畜水産物

の輸出実績で122億4,000万と、過去最高額を更新

しております。

　また、食のみやこ熊本の創造は、小ロットで多

品目な県南地域の農林畜水産物にも光を与えるも

のと考えております。これまで進めてきた県南フ

ードバレー構想の推進にも大きなはずみがつくも

のと期待するところであります。

　そこで、１点目の質問ですが、県におかれて

は、食のみやこ熊本県の実現を目指して、部局横

断的な組織の改編を行い、推進されると伺ってい

ますが、具体的な推進力と内容とどう展開を図る

のか、意気込みをお聞かせください。

　また、あわせて、学校給食における食材の地産

地消率について、本県は全国でも上位にあると認

識しておりますが、国において、こどもまんなか

政策を推し進めていけば、学校給食費完全無償化

の流れになるものと考えます。公費負担になれば

こそ、農林畜水産物の価格転嫁がしやすいのが学

校給食食材提供事業だと考えます。

　また、みどりの食料システム戦略で、耕地面積

の25％を有機農業に転換することが示されており

ますが、まさに、子供たちに安心、安全な食材を

提供したいのは誰しもが望むことであります。

　そして、忘れてならないのが、ジビエ食材の提

供であります。大分県は、学校給食へのジビエ食

材提供先進県であります。

　そこで、食のみやこ熊本県の創造における学校

給食への食材提供及び活用をどのようにお考え

か、お尋ねをいたします。

　２点目に、付加価値を高める取組として、流域

下水道処理区域以外での雑排水が、排水路を通じ

て用水となり、圃場での水稲生産に流れ込む状況

の改善として、市町村設置型の合併浄化槽の推進

を図るべきと考えます。

　農家がそれぞれに販売先を開拓した生協などで

は、家庭から出た雑排水が入る田んぼで生産され

た米は断られるそうであります。これを解消する

には、下水道区域から外れた集落など複数戸での

市町村設置型の合併浄化槽を設置するしかありま

せん。考えをお聞かせください。

　さらに、３点目に、燃油高騰、飼料高騰で苦し

む酪農の現場で一番の労力がかかるのは、家畜排

せつ物の処理であります。

　球磨郡では、人口減少で処理量が減少していく

流域下水道がありますが、酪農農家の家畜排せつ

物を流域下水道で処理できないものかと考えると

ころであります。酪農家と話をしますと、家畜排

せつ物の処理が一番頭の痛い問題で、処理代を払

ってもよいので、くみ取りに来てくれれば非常に

助かるとおっしゃいます。

　ＴＳＭＣが進出する県北でも畜産の生産が盛ん

ですが、工業と農業の並進は避けて通れず、必ず

混住化から畜産公害の問題が顕在化すると思われ

ます。下水道で家畜排せつ物を処理する時代と考

えますが、お考えをお尋ねいたします。

　以上３点、知事に伺います。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　熊本県は、すばらしい自然や

豊富な水資源に恵まれ、多様な農林畜水産物が生

産されています。そして、球磨焼酎をはじめ、馬

刺、からしレンコン、焼きアユなど、豊かな食文

化にも恵まれています。

　稼げる農林畜水産業の実現のためには、この食

文化を生かし、生産、加工から料理、販売に至る
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までの過程を磨き上げ、農林畜水産物の付加価値

を高めていくことが重要であり、それが食のみや

こ熊本県の意義であると考えております。

　そこで、まず１点目の組織改編についてです

が、世界に誇る県産品のさらなる販路拡大に向

け、10月に食のみやこ推進局を新設することとい

たしました。この局は、本県初となる農林水産部

と商工労働部の２つの部が共同で管轄する組織と

なります。

　それぞれの部が持つノウハウやネットワークを

生かしながら、ブランド化や六次産業化、企業と

の連携を進め、価格向上などによる稼げる農林畜

水産業の実現に努めてまいります。

　特に県南地域においては、トマトやデコポン、

そして栗などの地域資源を生かした商品開発や、

食品関連企業の県南誘致を進める県南フードバレ

ー構想について、インバウンド向けのＰＲや輸出

の拡大、企業とコラボした販売チャネルの多様化

などに取り組むなど、ステージ２として展開して

まいります。

　また、県内外の民間企業や大学などと連携し、

食品開発や農産物の生産に先端技術を活用するフ

ードテックやアグリテックなど、農林水産部と商

工労働部の垣根を越えるからこそできる取組を新

しい組織で前向きに進めてまいります。

　そして、議員御指摘いただきました学校給食に

おいても、８月には、県教育委員会と県学校給食

会、農林水産部との３者で、学校給食における県

産食材の活用推進に係る連携協定を締結し、現

在、地産地消を含む県産食材の活用促進と食育の

充実に取り組んでいるところでございます。

　有機農産物やジビエを含めた地場産物の学校給

食への提供、活用については、学校給食の実施主

体である市町村や生産者との連携はもとより、安

定した供給量の確保など課題があるのも事実で

す。

　このようなことを踏まえ、食のみやこ熊本県の

取組を進めていく中で、どのようなことができる

か、しっかり研究してまいります。

　次に、市町村設置型合併処理浄化槽の導入促進

についてお答え申し上げます。

　水稲などの農産物の付加価値を高めていく上で

は、生産に使われる水質の確保は大切であり、生

活排水を処理する下水道や浄化槽は重要な役割を

担っています。

　このため、県では、生活排水を適正に処理する

施設の普及を図るため、下水道が整備されていな

い地域においては、し尿のみを処理する単独処理

浄化槽から生活排水全般を処理する合併処理浄化

槽への転換を進めております。しかしながら、設

置時の費用負担や高齢化の進展などの課題があ

り、近年、この取組が鈍化している状況でござい

ます。

　議員御紹介のとおり、公共下水道のように、市

町村が設置し、使用料を徴収する、いわゆる市町

村設置型とすることで、個人の負担が軽減され、

計画的な整備が可能になると考えております。

　一方、市町村設置型は、財源や住民との契約、

料金徴収事務などの負担が大きいため、県内で実

施している市町村は少ない状況でございます。

　このような現状を受け、県では、浄化槽による

汚水の適正な処理の促進を目指して今年度設置し

た協議会において、民間のノウハウを活用した効

率的な整備や運営手法の検討も進めることとして

おります。引き続き議論を深め、市町村設置型の

導入について推進してまいります。

　こうした生活排水対策を実施することで、安

心、安全な農産物の生産環境の実現にもつなげて

まいります。

　最後に、流域下水道での家畜排せつ物の受入れ
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についてお答え申し上げます。

　まず、酪農経営において、家畜排せつ物由来の

堆肥等は、乳牛の自給飼料を生産するための肥料

として農地へ還元されており、酪農経営者の方々

の努力によって、循環型の酪農経営が実践されて

おります。

　一方、下水道においては、少子高齢化の急激な

進展に伴う人口減少により、事業の運営が厳しく

なることが予想されております。このため、県及

び市町村では、下水処理の広域化、共同化など、

持続可能な事業運営に向けて取り組んでおりま

す。

　今後も、地域の実情に留意しつつ、様々な視点

から検討を進めていく必要があり、家畜排せつ物

の受入れも、その一つであると考えております。

　規模の大きな熊本市東部の処理場では、家畜排

せつ物を受け入れている堆肥化施設から発生する

排水のみを下水道で処理するなどの手法により運

営されています。

　一方で、球磨川上流流域下水道において家畜排

せつ物を受け入れるためには、新たな施設整備も

必要となることから、熊本市やその他様々な事例

を参考にしつつ、まずは酪農経営者や地元自治体

の御意見もお聴きしながら、研究を行いたいと思

います。

　今後も、球磨川上流流域下水道の持続可能な事

業運営に向けて、しっかりと取り組んでまいりま

す。

　県としては、組織体制の強化を図りながら、将

来の食の応援団となる子供たちへの理解の深化で

すとか、農林畜水産物の生産環境の整備など、様

々な課題に対応し、全国や全世界の消費者から、

食の都は熊本にありと言われるような食のみやこ

熊本県を創造してまいります。

　以上でございます。

　　〔緒方勇二君登壇〕

○緒方勇二君　知事より答弁をいただきました。

　最後の結びの答弁のところで、気持ちがわくわ

くするような答弁をいただきました。

　本当に期待を込めて、食の都は熊本にありと言

われるように、食のみやこ熊本を創造していただ

き、さらなる県南振興につなげていただきたい

と、大いなる期待を申し上げる次第であります。

　学校給食食材提供活用ですが、課題がある、研

究してまいるとの答弁でございましたが、もう地

方創生が打ち出されて10年、地方に知恵を出せと

言われ、児童生徒も減少していく中、低栄養で苦

しむ高齢者は増加の一途であります。給食センタ

ーで、児童生徒の給食はもちろんですが、高齢者

への配食事業もできないものかと考えます。

　物流コストを下げる意味でも、地元の食材の地

産地消率を高めていただきたい。なるであろう公

費負担での給食無償化を見据え、農林畜水産物の

生産現場と直結した地元食材提供を構築すること

が、再生産につながり、価格転嫁、価格形成につ

ながるものと考えております。

　市町村設置型の合併浄化槽の推進は、安心、安

全を提供する稼げる農業に必須条件であります。

再生産できる農業の後押しのため、積極的な推進

をお願いしたい。まずは家庭からの雑排水の流入

状況を把握する必要性を感じております。

　家畜排せつ物の受入れ等については、研究して

まいるとの答弁でしたが、これもまた地方創生か

ら10年、あらゆる知恵を出せと言われて10年であ

ります。処理人口は減少の一途、公共の経営資源

の新たな在り方を検討していくのは当然だと思い

ます。

　例えば、流域下水道の隣接地には、米の乾燥貯

蔵施設や水稲の育苗施設がありますが、下水道施

設の熱供給も考えられますし、施設で処理した放
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流水でアユの陸上養殖に活用できる可能性もある

ことでありましょう。

　また、下水道施設の広域化のためにも、くみ取

りし尿も受け入れて、持続的な施設運営のため

に、改めて攻めの姿勢に転じていただきますよう

お願いをしたいと思います。

　そのことを申し上げ、次の質問に入りたいと思

います。

　清願寺ダムの機能強化と地域振興についてお尋

ねをいたします。

　過去の一般質問で、令和２年豪雨災害時、県管

理河川免田川上流にある県営清願寺ダムが、防災

機能を発揮して、土砂や流木を捕捉して下流域を

守ってくれたことを申し上げました。これを受け

て、ダムなかりせばの検証結果を報告いただいて

おります。

　検証結果は、降雨量から洪水氾濫が発生した範

囲を示しただけのものでありました。ダムが捕捉

した土砂や流木量を考えれば、ダムなかりせば土

砂洪水氾濫が起きて、広範囲に甚大な被害が生じ

たであろうことが容易に予測されるものでありま

した。

　令和４年災害でも、大量の土砂、流木を捕捉し

て堆積している状況であり、現在は、ダム上流部

の森林で、土砂流出抑止のための治山事業が採択

され、さらに、防災機能回復のため、堆積土砂掘

削が行われ、ダム湖上流部に排土先を確保して搬

出されている状況にあります。

　私は、災害前から、堆積土砂の有効利用とし

て、下流にも持ち出して、堤防強化による農地の

再整備につながる排土先の提案と、ダム上流部に

堆積土砂を活用した副堤を多段式に整備して、斜

面の崩土を抑止して平場を設ける農地造成の提案

をしてまいりました。

　また、再エネ導入の機運もあって、小水力発電

の提案もしてまいりました。低圧での50キロ以下

での発電の提案です。接続系統の問題がある高圧

での発電ではありません。売電益で年間のダム管

理費用を賄い、さらに土地改良区の財務強化につ

ながる提案をしてまいりました。

　今般質問するに至りましたのは、地元あさぎり

町議会６月定例会の一般質問で、ダム上流部にあ

ります皆越集落の集団移転が質問されたことを知

ったからです。

　皆越集落は、かつての皆越村であり、昭和の合

併で上村になった集落で、最盛期には1,400名以

上が暮らす村でありました。木材産業が盛んで、

川を利用した木材搬出が行われていたと聞いてお

ります。また、見事な棚田の景観が広がり、かつ

ては電照菊の生産が盛んで、現在は細々と水稲や

ユズの生産が行われています。

　私が町議時代には分校での運動会にも参加して

いましたが、現在は廃校となりました。簡易水道

も整備をされ、旧上村時代には皆越振興計画を策

定されていましたが、平成の大合併であさぎり町

が誕生してから疲弊が加速したように思います。

　ダムを受け入れて移転を余儀なくされ、受け入

れたにもかかわらず、一般県道は、集落中心部に

届かず、多良木町槻木に至り、宮崎県小林に至る

県道昇格を視野に入れた奥地林産開発道路も大崩

落が発生して通行不能状態にあります。

　このため、地域住民の安全、安心のために、清

願寺ダムでは、県でダム内堆積土砂撤去を加速化

させ、防災容量の確保に努めていく必要があると

考えております。

　そのような中、清願寺ダムでは、緑の流域治水

の一環として、ダムに貯水された農業者にとって

大切な雨水を、今回の台風が来る前に河川に放流

し、大雨に備えたと聞いています。

　そこで質問ですが、清願寺ダムの今後の堆積土
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砂対策と防災機能の強化及びダム周辺の振興策に

ついて、農林水産部長にお考えをお尋ねいたしま

す。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　清願寺ダムにおい

ては、令和２年７月豪雨で、28万立米の土砂が流

入しましたが、下流域の農地等には大きな被害が

なく、防災ダムとしての機能を発揮しました。そ

の後、県内７つの農業用ダムとともに、大雨が見

込まれる場合の事前放流の取組を進めており、地

域の流域治水の一翼を担っているところです。

　しかしながら、令和２年以降、毎年のように上

流から土砂が流入し、ダムの有効貯水量295万立

米に対し、現在約58万立米の土砂が堆積してお

り、早急な土砂撤去が喫緊の課題となっていま

す。

　そこで、県としては、堆積土砂の搬出先を本ダ

ムが位置する免田川流域に限定していましたが、

土砂の撤去を進めるため、搬出先を人吉、球磨全

域に拡大し、選定作業に着手しました。

　また、従前の搬出先までの道路は、被災してい

たり、狭小な箇所もあるため、土砂運搬に時間を

要するとともに、住民の方の通行にも影響を与え

ている状況です。

　このため、地域の皆様の御意見を伺いながら、

関係市町村とも連携して搬出先までの新たなルー

トを設定し、堆積土砂の撤去の加速化に向けて取

り組んでまいります。

　一方、清願寺ダムの機能強化に向けて、ダムの

ゲート開閉等に係るシステムの整備に令和５年度

から着手しており、これまで現地で目視していた

水位等を遠隔で監視できるよう改良を進めていま

す。

　さらに、来年の２月には、国土交通省が運営す

る川の防災情報サイトに接続し、住民の方にリア

ルタイムで情報を提供できる体制を整備してまい

ります。

　清願寺ダムは、球磨川流域の農地を潤す大切な

農業用ダムであるとともに、約520ヘクタールに

及ぶ地域の人命、財産を守るなど、流域の皆様の

安全、安心に寄与しています。

　このように、堆積土砂の撤去による一日も早い

ダム機能の回復と機能強化を図る中で、ダム周辺

地域の振興にも貢献できるよう取り組んでまいり

ます。

　　〔緒方勇二君登壇〕

○緒方勇二君　御答弁で、防災機能をいかんなく

発揮してくれたとの認識でありました。

　下流域を守った、今後も守るための公益にかな

う堆積土砂除去事業でありますから、誰が言った

か、ダムで栄えたためしなしというようなことを

言われないように、しっかりと地域振興につなが

る目に見える有効活用をぜひともお願いしたい。

　そして、堆積したなら早期に除去できる道路の

整備も部局横断的に検討いただきたいと申し上げ

て、次の質問に入らせていただきます。

　人口減少下での空き家対策についてお尋ねをい

たします。

　県内の人口は、平成７年の186万人をピークに

減少に向かっており、国立社会保障・人口問題研

究所の令和５年時点の人口推計では、令和32年に

は140万人を下回ることが予測されています。高

齢化率も令和５年10月時点で32.3％の状況で、人

口減少や高齢化によって、今後、空き家問題がよ

り顕在化してくることと認識しております。

　そのような中、先月８日、想定される南海トラ

フを想起させる日向灘を震源とする地震が起き、

南海トラフ地震臨時情報、巨大地震注意報が発表

され、ついに来るかと思ったことでありました。

　防災の州都を目指す本県であります上からも、
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日頃考えていることを確認しておきたいので、質

問をさせていただきます。

　既に緊急輸送道路沿いにおいては、既存建築物

耐震化を推進いただいて、今定例会にもさらなる

住宅の耐震性向上を図るための議案が計上されて

います。

　一方で、空き家問題は深刻で、全国の空き家

は、令和５年住宅・土地統計調査の速報値時点

で約900万戸であります。県内の空き家数は12万

8,000戸。

　防災、衛生、景観の生活環境への深刻な影響か

ら、まずは倒壊のおそれがある特定空き家等の除

却の促進が必要ですが、特定空き家になる前の空

き家等の利用拡大や管理の確保を図る改正空家法

が成立して、令和５年12月に施行されています。

　本県では、国事業の空き家再生等推進事業と県

が上乗せして補助等を行う県事業の空き家対策総

合支援事業、地域福祉の観点から、空き家等の活

用も可能な地域の縁がわ事業を取り入れ展開いた

だいて、その実を上げている状況にあります。

　また、市町村全体が被災したときに、速やかに

復興に取りかかれるように、国が南海トラフ地震

防災対策推進地域を指定しています。県内にも10

市町村が指定されており、著しい地震災害が生じ

るおそれがあるため、避難場所や避難経路の確保

など、地震防災対策を推進することとされてお

り、老朽化した空き家の除却に取り組む市町村も

あります。

　このように、除却、活用の両面から解決を図っ

ておられるところです。

　そこで、地元球磨郡内の緊急輸送道路沿いの状

況ですが、高齢者の店舗併用住宅が多く、後継者

がいないため、表の商店を閉めて奥で細々と住ん

でいる状況です。

　かつてのまちづくり商店街再生の機運が著しく

低下し、高齢者等弱者が安心して買物に手押し車

を押していくには邪魔な電柱がある狭い歩道があ

り、町議時代から要望を続けてきた電柱移転事業

も一本も動かず、児童生徒を人質に取って道路改

良要望につなげるのかと思えるぐらいの緊急輸送

道路沿いの通学路歩道の状況があります。

　介護サービスを受けるために送迎車を止める空

間もなく、独居者が亡くなり、相続人が役場に土

地、建物を買ってもらえませんかと相談に行け

ば、買えませんと窓口で断られる。せめて相談に

乗り、広報に不動産情報掲載や国有地への帰属制

度事業等、一緒に考える、寄り添う姿勢が必要だ

ろうと思います。

　挙げれば枚挙にいとまがないほどの問題を抱え

る緊急輸送道路沿いです。

　ならばどうするか。年初には能登地震が発生

し、朝市通りの火災の惨状を見れば、緊急輸送道

路沿いの空き家問題は、総合支援事業で、事前復

興まちづくり準備で議論をして取り組むべきと考

えます。

　木造が密集している地帯、木密地帯と申し上げ

ますが、延焼防火帯の空間整備としての除却の推

進、耐震化助成と延焼防火壁の整備、地域福祉の

観点から、土地の所有権はそのままに、公共団体

によるサービスつき高齢者専用住宅を建設し、集

住化の促進、空いたスペースは、若者などの創業

スペースとして活用し、敷地をセットバックし

て、高齢者や弱者が安心して買物等の町歩きがで

きる空間整備、電柱移転の促進など、障害者施設

の町なか誘導として空き家利用促進等の取組が考

えられます。専門家を活用して、地域一体となっ

て取り組む時代だと考えております。

　災害に備え、ハード、ソフト、福祉の観点か

ら、今を生きる者や後に生きる者のためにも、空

き家対策総合支援事業で新たなまちづくりに取り
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組むべきと考えます。

　このように、空き家を切り口にした災害への備

えやまちづくりの考えも重要で、土木部には、人

口減少、高齢化の中、緊急輸送道路沿いの未来を

切り開くことができると期待しております。

　そこで質問ですが、県内の空き家対策の現状及

び県の取組について、土木部長にお尋ねをいたし

ます。

　　〔土木部長宮島哲哉君登壇〕

○土木部長(宮島哲哉君)　人口減少下での空き家

対策についてお答えします。

　人口減少が進む中、今後も適切な管理が行われ

ない空き家が増加することが懸念されており、県

としても、防災や衛生、景観など、生活環境に影

響が及ぶ重要な課題と認識しています。

　空き家対策としては、平成27年に施行された空

家等対策特別措置法によって、市町村は、空家等

対策計画に基づいて、空き家の除却や活用に取り

組むこととされ、国や県は、市町村に対して、助

言や助成制度による支援を行っています。

　県においては、助成制度を活用した空き家の除

却に取り組む市町村が年々増加しており、昨年度

は274件の除却が行われました。

　一方で、議員御紹介の南海トラフ地震防災対策

推進地域では、避難場所や避難経路の確保などの

計画を定め、対策を推進する必要があります。避

難経路沿いの空き家の除却の促進に助成制度を活

用することができるため、市町村に対して、空き

家対策の重要性や制度を周知し、取組を促してま

いります。

　また、空き家の活用については、地域活性化や

定住促進の取組を後押しするため、平成28年度か

ら、国に上乗せして県が助成を行い、市町村負担

を軽減する事業を行っており、これまでに７件の

実績があります。

　主な事例では、多良木町が緊急輸送道路沿いの

空き家に耐震性能を上げる改修を行い、地域コミ

ュニティー施設へ活用する取組を行っています。

　さらに、今年度、高齢者向けのシェアハウスや

ＵＩＪターン、子育て世帯向け住戸への活用な

ど、地域ごとの様々な課題に対応できるよう、制

度の拡充を行ったところです。

　このほか、県は、独自の空き家対策の促進策と

して、市町村が専門家を活用する際の費用の助成

を行っており、これまで、空き家の調査や相談会

に延べ600人分の活用実績があります。

　空き家対策は、防災機能の向上やまちづくり、

福祉などの観点から、地域の実情に即して創意工

夫を行いながら取り組むことが必要であると考え

ています。

　今後も、このような空き家対策の取組が促進さ

れるよう、積極的に市町村を支援してまいりま

す。

　　〔緒方勇二君登壇〕

○緒方勇二君　土木部長より意気に感じるような

答弁をいただきました。

　かつてのにぎわいの残滓の空き家対策に対し

て、しっかりと土木部として対してまいりたいと

いうような、そんな意気を感じるような答弁でご

ざいました。

　私、議員立法で空家対策特別措置法ができて、

除却と活用、この視点で今からの地方創生は考え

ていかなければならないなというふうに思ってお

ります。

　私は、昨晩も孫を３人お風呂に入れてきまし

た。本当にありがたいことでありまして、私の親

もそうしてくれたんだろうなというふうに感じな

がら、老いては子に従えと言いますが、私は孫に

従うようになりたいなと、そんなふうに思ってお

ります。
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　ぜひ、知事、こどもまんなか熊本の推進本部

で、この空き家対策と住宅政策ですね。これも議

論の俎上に上げていただきたいと思うんですね。

　そして、教育長、不登校の質問がございまし

た。

　私、不登校がしにくい住宅設計を旨として、今

日まで住宅設計に携わってまいりました。動線計

画で、随分これは、不登校、ひきこもり対策にな

るんですね。そういうことを考えるこどもまんな

か政策であってほしいなというふうに考えており

ます。

　今は亡き山本県連会長が、よく３世代同居のこ

とをおっしゃいました。しっかりと、多子世帯へ

の支援はあるでしょうけれども、熊本の価値観と

して、個人個人も大切にしなければなりませんけ

れども、家庭で乗り越える耐性度の高い有為な人

材を育む意味でも、こどもまんなか熊本の中に、

３世代同居、あるいはそれに近い形での近接近住

の、そんな提言もぜひとも組み込んでいただきま

すよう心からお願い申し上げ、用意しました一般

質問、全て終了いたしました。

　御清聴、誠にありがとうございました。（拍

手）

○副議長(髙木健次君)　昼食のため、午後１時15

分まで休憩いたします。

　　午後０時10分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午後１時14分開議

○議長(山口裕君)　休憩前に引き続き会議を開き

ます。

　竹﨑和虎君。

　　〔竹﨑和虎君登壇〕（拍手）

○竹﨑和虎君　皆さん、こんにちは。自由民主

党・熊本市第二選挙区選出・竹﨑和虎でございま

す。先週19日木曜日よりこの一般質問が始まり、

12人目の質問となります。これまで、11名の皆さ

ん方が立派な質問をされてこられました。私も、

熱い思いを持って、今定例会最後の質問者を務め

させていただきます。

　木村知事に対しまして、初めての質問となると

ころでありますが、私と木村知事は共通点が幾つ

かございまして、まず、同じ昭和49年生まれ、同

じとら年、50歳であります。そして、もう一つの

共通点が、議会でも木村知事の座右の銘が度々話

が上がっておりましたが、私の座右の銘も、なせ

ば成る、なさねば成らぬ何事も、成らぬは人のな

さぬなりけりであります。

　これは、どんなことでも、やろうと思って努力

すれば、必ず実現できる、逆に、無理だと思って

諦めてしまえば、絶対に実現できないという意味

だと思っております。

　政策を成し遂げるためには、どのように取り組

んでいけばできるのか、知恵と努力を重ねなけれ

ばなりません。検討だけしていても、政策は成し

遂げられないと思います。

　今日は、現場に出て聞いた県民の皆さんの声と

私の考えを質問にいたしました。現場に出て人の

話を聞く、弱い声や小さい声を聞くことをモット

ーとされる木村知事をはじめ執行部の皆さんに

は、前向きでやる気のある答弁を期待し、質問に

入らせていただきます。

　まず初めに、津波に対する防災・減災対策につ

いてお尋ねします。

　木村知事は、政策提言、くまもと新時代を創

る・県民への10の約束の中で、１番目に「県民の

命と暮らしを守る！」を掲げられ、県民の防災意

識を高め、地域の災害対応力を向上させるとされ

ております。

　本年元日の午後４時10分に、石川県能登半島に

おいて、マグニチュード7.6、最大震度７の大地
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震が発生しました。

　この令和６年能登半島地震は、揺れによる建物

被害だけではなく、津波の発生など、甚大な被害

をもたらしました。

　また、本年８月８日には、午後４時43分に、宮

崎県日向灘において、マグニチュード7.1、最大

震度６弱の地震が発生し、宮崎市の宮崎港で津波

を観測するなど、九州から四国の各地に津波が到

達しました。

　本県においても震度４を観測し、大きな揺れに

多くの県民の皆さんが不安を感じられたことと思

います。

　この地震を受けて、気象庁は、南海トラフ地震

の想定震源域で大規模地震が発生する可能性がふ

だんより高まっているとして、政府から南海トラ

フ地震臨時情報が発表され、巨大地震注意の特別

な呼びかけがありました。

　甚大な被害が出た熊本地震や本年元旦に発生し

た能登半島地震を含め、日本では、近年、震度７

を観測する大地震が頻発しています。

　気象庁によると、これまで、本県において、統

計開始の1923年以来、2017年までに熊本県を襲っ

た震度５の地震は36回、震度６以上の地震は８回

発生しているとされています。

　熊本地震が印象に強く残っている熊本県です

が、熊本地震以前からも、全国的に見ても大きな

地震がかなり多い地域であると感じています。

　政府の地震調査委員会は、今後30年以内に震度

６以上の激しい揺れに襲われる確率を示した予測

地図を公表しています。

　この中で、本県に関係する海溝型地震は、南海

トラフ地震と日向灘及び南西諸島海溝を震源とす

る地震があります。

　地震調査研究推進本部によると、今後30年以内

に地震が起きる確率は、南海トラフ地震は、マグ

ニチュード８から９の地震は70％から80％の確率

で、また、日向灘及び南西諸島海溝を震源とする

地震が、マグニチュード6.7から7.4の地震が40％

と推定されています。

　いつ発生するかは分からないけれど、いつか起

こることだけは確実です。どこにいても激しい揺

れが起こり得るとして、知事が掲げるとおり、防

災意識を高め、地域の災害対応力を向上させるこ

とが重要であると考えます。

　その中で、近年、本県において地震に起因する

津波の被害は受けておりませんが、海に面してい

る本県でも、津波による浸水被害を受ける危険性

が高い海抜ゼロメートル地帯が広がっており、過

去には津波による大きな被害を受けたことがあ

り、当時の惨状を伝える供養塔や教訓碑が建てら

れています。

　近い将来、巨大地震の発生が想定される状況の

中、津波に対する防災対策が必要であると考えま

す。

　内閣府において、南海トラフ巨大地震に関する

津波高、浸水域、想定被害が公表されており、本

県においても、最大震度６弱、最大津波高４メー

トル、津波到達最短時間131分などと想定されて

います。

　本県は、地震を引き起こす活断層である布田川

断層帯や日奈久断層帯を有しており、また、雲仙

断層群や南海トラフ地震と日向灘及び南西諸島海

溝を震源とする地震の影響を受けるとされていま

す。これらの地震での津波に関する情報の提供

が、被害想定地域の皆さんに対して必要であると

考えます。

　木村知事は、５月10日の記者会見で、大規模な

地震の際に、どの程度の時間で津波が到達するか

を予測した津波到達時間を調査し公表すると発言

されています。
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　また、知事は、９月５日の記者会見で、令和６

年度熊本県総合防災訓練のテーマの一つが地震、

津波への備えと公表されました。

　また、国民の防災意識の向上、災害に関する知

識や経験等の共有、防災に取り組む方々との連携

構築を図ることを開催趣旨とした、ぼうさいこく

たい2024in熊本が、本年10月19日から20日に、ま

た、併催イベントとして、10月23日から24日に

は、県と熊本市の主催で「世界津波の日」2024高

校生サミットin熊本が開催予定となっておりま

す。

　知事も、事あるごとに、災害への備えを強化し

ていくと述べられておられますが、津波到達時間

を、どのような地震を想定し、どのような調査方

法で、そして、いつ公表されるのか、また、総合

防災訓練において、地震、津波への備えとして、

どのような訓練を行うのか、また、今後予定され

る防災イベントにおいて、津波に対する防災意識

の向上に向け、県民にどのような情報を提供して

いくのか、木村知事にお尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　竹﨑議員から、津波に対する

防災・減災対策について御質問いただきましたの

で、お答え申し上げます。

　元日に発生した能登半島地震や８月の南海トラ

フ地震臨時情報では、多くの方が熊本地震のこと

を思い出し、地震や津波の脅威に改めて関心が高

まっていると認識しております。

　日本各地に存在する活断層は、いつ地震を引き

起こすか分からず、常日頃から地震や津波に対す

る備えを高めていくことが重要です。

　本県においては、平成24年度に地震・津波被害

想定の調査結果を公表していますが、最悪の事態

を想定し、地震発生後直ちに浸水が始まるとの前

提であったことから、津波到達時間につきまして

は、これまで公表しておりませんでした。

　しかしながら、議員御指摘のとおり、津波到達

時間を公表することは、県民が避難行動を行う際

の判断に有益であると考えたことから、改めて調

査、公表することと今回したところでございま

す。

　今回の調査では、平成24年にまとめた調査デー

タを活用し、日奈久断層帯、南海トラフをはじ

め、県内への影響が見込まれる６つの断層帯等を

震源としたものを早期に取りまとめることとして

おります。

　これにより、既存の被害想定とも整合が取れ、

また、津波到達時間という新たな項目が加わるこ

とで、市町村の津波避難対策のさらなる強化につ

ながるものと考えております。

　引き続き調査を進め、年内をめどに公表できる

ように準備を進めてまいります。

　次に、今年度の総合防災訓練ですが、日奈久断

層帯を震源とする地震によって、天草・水俣地域

が孤立したとの想定で、初動対応や救助活動の訓

練を行います。

　具体的には、海上自衛隊の大型輸送艦が、天草

唯一の大型岸壁を有する九州電力苓北発電所に停

泊し、緊急車両を陸揚げする訓練を行います。ま

た、上天草市の樋合海水浴場には、ＬＣＡＣと呼

ばれるエアクッション艇でビーチに直接上陸し、

緊急車両などの展開を行います。また、水俣市に

おいても、ヘリコプターによる緊急車両の輸送訓

練を行います。

　こうした訓練は、本県では初めての試みであり

まして、陸路が途絶した際の天草・水俣地域への

緊急部隊や重機、そして物資などの搬入手順やル

ートなどをしっかり検証することとしておりま

す。

　また、沿岸部の７市町では、津波を想定した住
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民参加型の避難訓練も実施いたします。

　県民の皆様が感じておられる孤立への不安を解

消できるよう、関係機関、市町村と連携し、より

実践的な訓練を行ってまいりたいと考えておりま

す。

　最後に、ぼうさいこくたいや「世界津波の日」

高校生サミットを通した県民の津波防災意識の向

上についてお答え申し上げます。

　まず、日本最大級の防災イベントであるぼうさ

いこくたいでは、熊本地震や令和２年７月豪雨の

経験、教訓を発信するほか、地震、津波から確実

に避難するためのマイタイムラインの作成の実演

などを行います。

　また、世界約40か国・地域から高校生が集う

｢世界津波の日」高校生サミットでは、防災、減

災、創造的復興についての議論を行っていただき

ます。津波や地震、豪雨などの自然災害から命を

守る対策を学ぶ場として、若い世代への発信と継

承を行いたいと考えております。

　私は、県民の生命、財産を守ることが、知事の

何よりの務めであり、防災力の強化は、まさに行

政の一丁目一番地だと認識しております。

　熊本地震、令和２年７月豪雨の対応に当たった

ことや消防庁で指揮を執った私の経験、その全て

を生かして、今後とも、県民の命と暮らしを守る

ため、防災力の強化に全力で取り組んでまいりま

す。

　　〔竹﨑和虎君登壇〕

○竹﨑和虎君　木村知事から御答弁いただきまし

た。

　津波到達時間について様々な調査を進め、年内

をめどに公表できるよう準備するとのことでし

た。

　本県でも過去に大きな被害を及ぼした津波災害

があったと記録されています。

　津波警報や注意報が発表された場合、直ちに海

浜から離れ、急いで高台などの安全な場所に避難

することは重要ですが、津波到達時間を公表する

ことにより、対象地域の皆さんが落ち着いて避難

をすれば、命を失うことはないと思っておりま

す。

　そのためにも、総合防災訓練において、本県初

めての地域の孤立を想定した訓練や津波を想定し

た住民参加の避難訓練を実施されるということ

は、とても有益なことだと思っております。

　また、イベントにおける防災意識の向上に向け

た発信をやっていくとのことでした。

　県民の皆さんの生命、財産を守るため、防災力

強化にさらに取り組んでいただくようお願い申し

上げまして、次の質問に移らせていただきます。

　次に、県有施設における諸課題について。

　まずは、外国人への対応についてお尋ねをいた

します。

　総務省が本年７月に公表した住民基本台帳に基

づく人口動態調査によると、本県の外国人人口は

２万5,121人と前年に比べ24.18％増えて、全国の

都道府県で最大の伸び率でありました。

　また、熊本空港における国際線の旅客数が、令

和５年度約23万人と過去最大を記録し、令和６年

度は、それを上回るペースであると伺っておりま

す。

　さらに、昨年熊本県で宿泊した人の数は約840

万人と過去最大となっており、外国人の宿泊者数

も約100万人と、新型コロナの５類移行などを受

け、社会経済が大きく動き出し、人流が盛んにな

ってきています。

　九州フィナンシャルグループによると、世界的

半導体メーカーＴＳＭＣ社の本県進出による経済

効果は、熊本に第２工場の建設を決めたこともあ

り、2022年から10年間で約11兆1,920億円とされ
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ており、外国人ビジネス・観光客の急増によるに

ぎわいは、その効果の一つであると思います。

　世界から選ばれる観光地くまもとを目指す本県

として、県内各地域の観光の魅力や歴史、伝統文

化、自然や食の魅力の発信は必要不可欠であると

考えます。

　その中で、本県が直面している課題の一つが人

材育成であり、外国語対応力の向上やホスピタリ

ティーの強化が必要とされています。

　県においては、観光ガイドの育成や観光案内所

の充実を図り、本県に来られた外国人が快適に滞

在できる環境づくりを進めていると伺っています

が、多言語による案内板や看板の整備、また、多

言語化されたパンフレットの設置や、公共交通機

関やタクシー、レンタカー、レンタサイクルなど

の交通アクセス情報、さらには、公共施設等にお

けるマナーやルールの多言語による発信が課題と

なっていると考えます。

　県においては、インバウンド需要をさらに拡大

していくために、これらの課題を解決する必要が

あると考えます。外国人が熊本で快適に生活でき

るよう、また、観光産業の持続的な発展のために

は、熊本県各地域が地域全体で協力し、魅力的な

地域づくりと観光地づくりを進めていくことが求

められていると考えます。

　その中でも、情報の多言語対応において、県で

は、観光ウェブサイトやアプリの多言語対応を進

め、観光客が必要な情報を簡単に取得できるよう

にしており、熊本県公式観光サイトでは、日本

語、英語、中国語の簡体字、繁体字、韓国語など

多言語対応がされており、来熊した外国人が自国

の言語で観光情報を検索しやすくなっています。

スマートフォンで手軽に観光情報を取得すること

ができ、また、多言語での音声ガイドを提供する

など、観光客が安心して利用できる環境が整備さ

れつつあります。

　しかしながら、県有施設において、多言語表記

の案内板や看板、多言語パンフレット等をあまり

見かけません。案内板や看板の設置や、フリーペ

ーパーやガイドブックなどの紙媒体から、ウェブ

サイトからアプリまで様々な媒体により、デジタ

ルとアナログのメリットを取り入れて多角的にア

プローチすることが、本県に住む外国人や本県を

訪れた外国人観光客の満足度向上に寄与し、リピ

ーターの増加にもつながっていくと考えます。

　外国人のデジタルネーティブ世代だけではな

く、幅広い年齢層に対応することこそが、インバ

ウンド需要を拡大し、人流が進み、県全体の発展

につながると考えます。

　県としてどのように取り組むのか、木村知事へ

お尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　県有施設における外国人への

対応についてお答え申し上げます。

　本県では、ＴＳＭＣの進出や国際線の拡大など

を好機と捉え、海外からの誘客促進に力を入れて

まいりました。その取組が実を結び、１月から６

月までの上半期の外国人延べ宿泊者数は、既に約

70万人と、昨年を大幅に超える見込みです。ま

た、県内における在留外国人の数も増加すること

が想定されます。

　県では、本県を訪れる、もしくは在住される外

国人の皆様が、快適かつ安心して観光できる環境

づくりの一環として、観光公式サイトや観光案内

標識の多言語化を進めています。

　また、県有の観光施設やスポーツ施設において

も、展示物や案内板などの多言語化に加えて、展

示解説を行うガイド用のＡＩ通訳機の設置でござ

いますとか、絵文字で視覚的に理解できるピクト

グラム表示を行っております。
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　さらに、24時間多言語コールセンターを設置

し、外国人との円滑なコミュニケーションもサポ

ートしているところでございます。

　議員御指摘のとおり、観光情報の発信において

は、デジタルとアナログの、この双方のメリット

を取り入れて、多角的にアプローチをすることが

重要と私も思っております。

　そこで、県では、ウェブサイトやＳＮＳなどに

よるデジタル発信に加え、多言語対応の観光パン

フレットを作成し、県内の空港、レンタカー会

社、ホテルなど、外国人観光客が数多く訪れる場

所に設置してきたところですが、議員御指摘をい

ただきました県有施設、県有の観光施設やスポー

ツ施設にも設置場所を拡充するように、改めて指

示をしたところでございます。

　また、今月３日には、私を本部長とする外国人

材との共生推進本部を立ち上げました。この中

で、外国人の方々や市町村などの関係機関から広

くお声を聴く体制を整えたところでございます。

　今後も、外国人の方々の困り事を円滑に解決す

ることができるよう、私が先頭に立って、部局横

断で受入れ環境の整備についても検討してまいり

ます。

　以上でございます。

　　〔竹﨑和虎君登壇〕

○竹﨑和虎君　知事より、来熊する外国人が昨年

を大幅に超える見込みであり、また、在留外国人

の数も増加していくだろうということでありまし

た。

　皆さんも同じだと思いますが、海外に行った際

に、言語の違いに不安を感じるとともに、観光施

設や宿泊場所の位置、そしてまた、そこまでの交

通手段や現地のルールやマナー、そういったこと

を不安に感じられると思います。それは、本県に

住む外国人の方や本県を訪れる外国人の方も同じ

思いではないかと思っております。

　本年11月には、世界のトップ選手が集まり、バ

ドミントンの熊本マスターズジャパン、県立体育

館で開催される予定となっております。恐らく多

くの外国人の方が来熊されるのではないでしょう

か。

　先日、私も県立体育館に行きましたが、私は、

多言語対応のパンフレットを見かけませんでし

た。設置場所拡充の話がございました。ぜひ、目

立つ場所に、そして、その開催前までに設置をし

ていただきたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。

　それと、今後、外国人のお困り事を解決できる

よう、知事が先頭に立って、部局横断で受入れ環

境整備についても検討していくということでござ

いました。

　私は、12年間、国会議員の秘書として東京の永

田町で仕事をしておりました。知事も、総務省の

役人として霞が関で働かれていたわけですが、霞

が関文学というのがございまして、国会の議論の

中で、役人言葉で検討をしていくというのは、や

りませんということだというのが言われたりして

るんですよ。

　官僚出身の知事だから言うわけではございませ

ん。ぜひとも対応できるように、しっかりと取り

組んでいただけるようお願いを申し上げて、次の

質問に移りたいと思います。

　次に、施設の改修についてお尋ねします。

　昨年５月８日に、新型コロナウイルスの感染症

法上の位置づけが２類相当から５類に移行し、行

動制限がなくなり、社会活動や経済活動が活性化

するとともに、スポーツ、観光、文化のイベント

やお祭りなど、大人数が集まるイベントが開催さ

れるようになりました。

　本県においても、県有施設において、文化芸
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術、スポーツなどの様々なイベントが行われてき

ました。

　私自身も、休みの日に、スポーツや音楽などの

イベントに行ったり、今年の夏は多くの夏祭りに

も参加をいたしました。

　このような多くの人が集まるイベント会場とな

る施設のトイレで、順番待ちの長蛇の列を目の当

たりにしました。

　このトイレ渋滞ですが、ほとんどが女性用トイ

レであり、その光景を、木村知事をはじめ執行部

の皆様方も見られたことがあるのではないでしょ

うか。また、議員の皆さんもその光景を見たこと

があると思っております。

　トイレの順番待ちに困っているのは、ほとんど

女性の方であると思いますし、女性の皆さんか

ら、和式トイレから洋式トイレに替えてほしいと

か、荷物の置場を設置するなど洗面台の機能性を

高めてほしい、また、子供用の洗面台を造ってほ

しいとの公共トイレを快適化する要望とともに、

トイレ渋滞をなくすために、女性用トイレを増や

してほしいとの要望をいただいております。

　このトイレ渋滞の原因は、公共施設におけるト

イレの多くが男女同じ面積で造られていることが

影響していると考えられます。

　ＮＥＸＣＯ中日本が2014年度に行った調査によ

ると、男性が小便器を利用する時間が平均37.7秒

であったのに対し、女性の個室トイレの平均利用

時間は93.1秒で、男性の約2.5倍の時間がかかっ

ていました。これは、女性のトイレは常に個室が

必要であり、男性よりも所作が多いからとされて

おります。

　スクリーンを御覧ください。(資料を示す)

　男女で同じ面積のトイレを造れば、全て個室で

ある女性用トイレは、男性用トイレよりも便器の

数が少なくなることが多く、県有施設における女

性用個室トイレの数１に対する小便器と個室を足

した男性用トイレの数の比率は1.01から3.5であ

り、全ての施設において、男性用トイレが女性用

トイレより多いことが分かります。

　また、洗面台の設置数も男女同数がほとんどで

あり、その上、１人当たりの利用時間も女性のほ

うが長いとなれば、女性用トイレだけに長蛇の列

ができるのも至極当然のことと言えます。

　外国人を含め、スポーツ、観光、文化芸術を通

じて交流人口が増加する中、｢スポーツ、観光、

文化芸術を戦略的に振興！」｢今こそＫＵＭＡＭ

ＯＴＯを世界に飛躍させるチャンス」をマニフェ

ストに掲げ、｢スポーツ政策の戦略的な推進」｢世

界から選ばれる観光地くまもと」を目指す本県と

して、イベントの主催者側に仮設トイレの設置を

お願いするような場当たり的な対策ではなく、そ

もそもの県有施設において女性用トイレを増設す

ること、これは絶対に必要であると考えます。

　県としてどう考えておられるのか、木村知事に

お尋ねします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　県有施設における施設改修に

ついてお答え申し上げます。

　県有施設の特にトイレにつきましては、施設の

特性、利用人員、男女割合などを踏まえて必要数

を整備しています。施設の建設後においては、改

修計画などを踏まえ、順次改修を行っているとこ

ろでございます。

　例えば、県民総合運動公園などのスポーツ施設

では、令和５年度末現在、洋式化率は約８割とな

っています。また、今年度から施設改修に入りま

す伝統工芸館においては、男性用及び女性用の洋

式トイレを増設する予定でございます。

　私は、交流人口の拡大において、スポーツ、観

光、文化芸術が重要な要素であると考え、その振
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興をマニフェストに掲げさせていただきました。

　本県がさらなる交流人口の拡大を図るために

は、イベントや大会などが数多く開催される県有

施設において、やはりこの快適性の視点を持って

改修を進めることが重要であると考えます。

　そのため、議員御指摘いただいたトイレについ

ては、トイレの待ち時間の実態などをしっかり調

査した上で、施設改修などのタイミングにおい

て、女性用トイレの増設も含めた施設全体の機能

向上を進めてまいりたいと考えます。

　世界から選ばれる観光地くまもとを目指し、熊

本に来てよかった、また来ようと皆さんに思って

いただけるよう、トイレを含めた受入れ環境の整

備をしっかりと進めてまいります。

　以上でございます。

　　〔竹﨑和虎君登壇〕

○竹﨑和虎君　知事から御答弁いただきました

が、既存の県有施設でありますが、これは木村知

事が造られたわけではありませんで、この県有施

設のトイレは、国の設置基準に基づいて設計さ

れ、設置されたと思います。

　施設の特性や利用人数、男女割合等を踏まえて

必要数を整備しているということでありました

が、それは建設当時の話であって、今の時代、そ

してこれからの時代に対応していかなければなら

ないと思っております。

　私は、公共施設、そして民間施設の男女のトイ

レ数を若干調べてまいりました。

　例えば、全国では、茨城県道の駅常総や、ま

た、サッカーＪ１サンフレッチェ広島のホームス

タジアムである広島市にあるエディオンピースウ

イング広島、また、福岡市にある博多座、こうい

ったところでは、男性用トイレよりも女性用個室

トイレが数多く設置されていて、快適だと高評価

を得ています。

　熊本においても、熊本城ホールでありますが、

ここは、男性用のトイレが、小便器100、個室

46、合計146に対して、女性用の個室トイレ、163

設置されております。新しい施設でありますが、

今の時代に沿ったトイレの設置数ではないかと思

っています。

　トイレの洋式化や、また洗面台の機能強化、子

供用の洗面台の設置の話もしましたが、熊本から

公共施設における女性用個室トイレの増設をぜひ

やりましょう。やるべきだと思います。

　うなずいておられますので、よろしくお願いを

申し上げまして、次の質問に移らせていただきま

す。

　次に、県立高等学校あり方検討会についてお尋

ねします。

　現在、日本は、少子高齢化、人口減少社会を迎

えております。出生数の減少に歯止めがかから

ず、令和５年の出生数は、72万7,277人と73万人

を割り込み、前年より４万3,482人減少し、８年

連続の過去最少を記録しております。本年におい

ては70万人割れが現実味を帯びていると推計がな

されております。

　ちなみに、木村知事や私が生まれた昭和49年の

出生数は203万人でした。50歳ですので、約半世

紀、３分の１まで減少しようとしています。

　本県においても、その傾向は同様であり、令和

５年の出生数は１万1,189人で、前の年より686人

減少し過去最少となっており、合計特殊出生率

も、全国平均よりは高いものの1.47となり、５年

連続低下し、県内の児童生徒数に影響が出てきて

います。

　木村知事も、６月12日の記者会見で、危機的な

状況で最重要の課題だと述べられています。

　中学卒業予定者の将来予測では、令和９年度か

ら令和20年度にかけて約4,500人の減少が見込ま
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れており、県立高校の今後を考えると、非常に厳

しい状況であると思います。

　このような中、令和３年３月に出された県立高

等学校のあり方と今後の方向性についての提言

も、今年度に終期を迎えることから、令和７年度

以降の県立高校の在り方に関する次の方針を議論

する教育長の諮問機関である外部有識者会議を立

ち上げられています。

　この有識者会議は、今後の県立高校の在り方を

方向づける非常に重要な会議だと考えます。

　さきの６月定例会における我が党の前川会長の

代表質問において、木村知事から、県政を進めて

いくに当たり、地域や県民との対話を重視してい

く、県立高校の在り方についても、地元の自治体

や地域の方々の主体的な取組と一体となって、地

方創生の観点からもしっかり取り組むことが必要

である、また、県教育委員会には、検討を行うに

当たり、地元の自治体や地域の方々の考え方やア

イデアを丁寧に聞きながら議論をしていただきた

いとの答弁がありました。地域に寄り添い、丁寧

に御意見を聞いていくことは、とても大切なこと

であると私も共感します。

　去る７月16日に開催された第１回検討会では、

現提言に基づき進められている魅力ある学校づく

りに向けた取組の検証、昨年実施した魅力化アン

ケート調査結果の報告が行われ、中学卒業予定者

数が減少し、県立高校の定員割れが続く中、県立

高校の現状と課題について幅広く議論され、検討

会で、将来を見据えた学校規模や学校配置等の考

え方と県立高校のさらなる魅力化に向けた今後の

取組の方向性の２つの検討テーマが決められてい

ます。

　そして、先月26日に開催された２回目の検討会

では、募集定員は、生徒が集中する熊本市内を含

め県全体で見直しを行うといった募集定員の見直

しや通学区域など重要なテーマについて議論され

たようでありますが、どのような内容であった

か、また、今後どのように進めていくのか、教育

長にお尋ねいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　県立高等学校あり方検討

会の内容及び今後の進め方についてお答えいたし

ます。

　本年７月に、学識経験者やＰＴＡ、経済界など

18名で構成する外部有識者会議を立ち上げ、県立

高校の現状や課題等について協議を行っていま

す。

　８月に開催した第２回検討会では、今後10年間

で、県全体において50クラス分の生徒数が減る見

込みであること、特に熊本市を中心とした旧熊本

学区でも19クラス分の減少が見込まれることなど

を報告したところでございます。

　また、議事の中では、学校の適正規模や募集定

員の考え方、分校化や統廃合の運用基準、通学区

域の考え方といった４つのテーマで論点整理を行

い、様々な意見をいただきました。

　例えば、学校の適正規模や募集定員の考え方に

つきましては、全県一律の適正規模を定めるのは

無理があるのではないか、少子化が進む中、熊本

市内の大規模校においても募集定員の見直しが必

要ではないか、充実した教育を行うために１学級

40人未満の少人数クラスの導入も検討できないか

との意見や、分校化や統廃合の運用基準につきま

しては、地域と一体となって学校存続に取り組む

ためにも、何らかの目標や基準が必要ではないか

との意見がありました。

　さらに、普通科の通学区域の在り方について、

学区の制限なく受験できるように全県一区にすべ

きとの意見があった一方で、全県一区にすると、

熊本市内への集中がさらに激しくなり、地域の衰
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退につながる、今の３学区でも熊本市に生徒が流

出しており見直しが必要など、様々な意見が出さ

れたところでございます。

　今後、このような意見を基に、地域の実情や課

題、10年後の高校の姿などについて、市町村や保

護者、各種団体など、地域の方々と意見交換を行

うこととしております。早速、第１回目を10月に

水俣市で開催し、順次、高校所在市町村を中心に

25か所で開催する予定です。

　その後、地域意見交換会の意見などを踏まえ、

第３回以降のあり方検討会において、募集定員の

見直しや通学区域、学校の魅力化等について、そ

の方向性を議論していくこととしています。

　県教育委員会といたしましては、引き続き、地

域に根差した高校教育の充実を図るとともに、夢

への挑戦を支える魅力ある学校づくりに向けて、

しっかり検討を進めてまいります。

　　〔竹﨑和虎君登壇〕

○竹﨑和虎君　教育長より御答弁いただきまし

た。

　今後10年間で、県内において多くの生徒数の減

少が見込まれる中、地域の実情や課題、また、10

年後の県立高校の姿などについて、地域の方々と

意見交換会を開催していくとのことでした。

　人口動態調査において、少子高齢化、人口減少

が進んでいるのは、都市圏より地方であります。

しかし、年齢階級別人口の中で、０歳から14歳の

人口、いわゆる年少人口の総人口に占める割合、

熊本県は12.78％、日本人住民に限れば12.91％

と、47都道府県中５番目に年少人口が多い県であ

ります。

　学校は、地域の活力源であると私は思います。

熊本の宝であり希望である子供たちの将来に向

け、地方創生の観点からも、答弁にもありました

が、地域に根差した高校教育の充実を図り、検討

と対策をしっかり進めていただきたいと思います

ので、よろしくお願い申し上げます。

　それでは、次の質問に移らせていただきます。

　農業の担い手確保と中山間地域振興についてお

尋ねします。

　農林水産省が公表している農林業センサスのデ

ータによりますと、全国の基幹的農業従事者数

は、平成17年の調査では220万人を超えていまし

たが、令和２年の調査では136万人となり、15年

間で約４割減少しています。

　本県においても、平成17年の８万2,000人か

ら、令和２年は５万1,000人となり、国と同様に

４割減少しています。

　今年度改正された国の食料・農業・農村基本法

においても、今後20年間でさらに減少するという

大変危機的な状況にあると報告されており、食料

安全保障の観点からも大変危惧しているところで

あります。

　私は、今月12日に、熊本市果樹産地推進協議会

に出席をしてまいりましたが、同協議会が令和６

年度に実施した果樹農家へのアンケートによる

と、果樹生産者の32％が70歳以上、後継者がいな

い、分からないが全体の７割弱となっており、新

たな担い手の確保、育成が喫緊の課題となってお

ります。

　地元の柑橘部会の会議などでも、新規参入者受

入れを含めた担い手対策が必要との声をよく聞き

ます。

　そのような状況の中、地元の熊本市河内町で

は、非農家出身の２名が新規就農者となり、高齢

者の経営を継承し頑張っておられます。地元生産

者からも受け入れられ、新たな果樹園のあっせん

や技術指導も含め、産地一体となり支援している

と伺っております。

　しかし、生産者の中には、高齢化による労力不
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足、後継者不在のため、規模縮小を考えておられ

る方が少なくありません。

　そのため、ＪＡの部会では、規模拡大を希望す

る担い手に園地を集積し、産地を何とか維持して

いこうと取り組まれていますが、水田等と比較し

て基盤整備が進んでおらず、園内道が未整備であ

ることや１圃場の面積が少ないなどの理由から、

規模拡大や集約化に限界があり、親元就農だけで

はなく、第三者継承など、地域外からの担い手確

保も含め、様々な取組を進める必要があります。

　農業は、本県の主要な産業でありますが、地域

や品目にかかわらず、高齢化等により担い手が減

少しており、産地の維持に大変苦慮されていると

ころだと思います。

　令和３年６月議会では、移住者など新規就農者

の確保に向けた取組についての質問に対し、くま

もと農業経営継承支援センターを設立し、経営継

承を強化するとの答弁も受けましたが、その後の

動きも含め、地域の農業を次の担い手にどう継承

していくのか、農林水産部長にお尋ねします。

　次に、中山間地域振興についてお尋ねします。

　中山間地域は、河川の上流域に位置し、森林や

傾斜地が多い立地特性から、農林水産物の供給や

農業生産活動による県土の保全、水資源の涵養や

温室効果ガスの吸収による大気浄化など、公益的

機能を有し、県民の生活基盤を守る重要な役割を

果たしています。

　本県の中山間地域は、面積は県土の約７割を占

める一方、人口動態調査においても、平たん地に

比べ人口減少や高齢化が著しく進行しており、地

域産業や活動の担い手の減少や森林の荒廃、耕作

放棄地の増加など、多くの課題を有しています。

　県では、これまで、中山間地域等直接支払交付

金による営農継続や農地保全の取組への支援や中

山間地域総合整備事業などにより、農業生産基盤

整備及び農村環境整備を推進し、生産性の高い農

業と活力ある農村社会の実現を図ってきました。

　とりわけ、中山間地域等直接支払交付金につい

ては、地域営農の継続に非常に役立っています。

　このこともあり、産地を次世代へ継承するため

に必要不可欠な制度として、事業の継続や拡充を

強く望まれているところであります。

　さらに、中山間地域等直接支払交付金は、本年

度が第５期対策の最終年度となっており、地元か

ら第６期対策以降の対策継続と知事特認地域の指

定継続について強く要望されているところであり

ます。

　他方、本年４月に、民間有識者でつくる人口戦

略会議は、昨年公表された国立社会保障・人口問

題研究所の地域別将来推計人口を基に、20代から

30代の女性の数、若年女性人口の減少率を市区町

村ごとに分析し、2050年までに若年女性人口が半

数以下になる自治体は、全体の４割に当たる744

あり、これらの自治体は、その後人口が急減し、

最終的には消滅する可能性があるとしています。

　本県においても、４割に当たる18市町村が消滅

可能性自治体とされ、全てが中山間地域に指定さ

れる市町村であります。

　また、65歳以上の人口が住民の約５割以上の集

落で、少子高齢化が進み、空き家も増加し、共同

体としての生活が維持できなくなりつつある限界

集落が中山間地域には数多く見られます。

　このような厳しい状況にある地域に対して、一

部では、経済の効率性の観点から投資に抑制的な

意見も聞かれますが、冒頭申し上げたとおり、中

山間地域は、都市住民も恩恵を受ける公益的機能

を有しており、その機能は、営農が継続されるこ

とによって、維持、発揮されているものでありま

す。

　中山間地域等の基幹産業である農林畜産業は、
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農業県である我が県において重要な産業です。

　河内町の例を挙げましたが、地理的、経済的、

社会的条件に恵まれない中でも、それぞれの立地

条件や営農形態に沿った支援が、農業、農村の活

性化につながると考えます。

　中山間地域農業に対するこれまでの取組の成果

と課題を踏まえて、今後一層深刻な状況になるこ

とが見込まれる中山間地域等の振興に県としてど

のように取り組むのか。

　以上２点、農林水産部長にお尋ねいたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　まず、農業の担い

手確保についてお答えします。

　令和３年に設置したくまもと農業経営継承支援

センターでは、後継者がいない農家の経営資産を

親族以外に引き継ぐ第三者継承と親から子などへ

引き継ぐ親族間継承の２つの取組を支援していま

す。

　具体的には、第三者継承では、経営移譲を希望

する方の農地やハウス等の経営資産の情報と継承

を希望する方の営農したい地域や品目等の情報を

県全体で把握し、双方のマッチングを進めていま

す。

　親族間継承では、継承の手順をまとめた手引書

を作成、配布するとともに、専門家によるアドバ

イスを通して円滑な継承ができるよう支援してい

ます。

　これまで８件の経営継承の合意に至っており、

今後もきめ細かな支援を行い、より多くの合意に

向け取り組んでまいります。

　また、果樹園地の継承を進める取組として、芦

北管内では、離農する農家の園地をＪＡや市町村

等で構成する協議会が研修園地として借り受け、

就農希望者へ貸し出すリリーフ園の取組を行って

います。

　新規就農者は、研修終了後、研修園地をそのま

ま継承することで、就農１年目から安定した収入

を確保することが期待でき、就農希望者も多く集

まっています。

　さらに、経営継承を個々の農家の問題ではな

く、産地維持の問題として捉え、地域単位での継

承を進めるため、昨年度から県内11か所を重点対

象地域に選定しました。

　対象地域では、リリーフ園の取組も参考に、地

域内の農地情報や作付意向等を踏まえたマッチン

グの支援や新規就農者等への農地のあっせんなど

に産地ぐるみで取り組んでおり、次の後継者へ確

実にバトンタッチができるよう、引き続き支援し

てまいります。

　今後も、未来の熊本県の農業を支える担い手の

確保に向け、関係機関と一体となり、経営継承の

取組をしっかりと支援してまいります。

　次に、中山間地域振興についてお答えします。

　本県の中山間地域は、経営耕地面積、農家戸数

とも県全体の約４割を占め、本県の農業を支える

とともに、災害の防止や地下水の涵養など、県民

生活にとって大切な公益的機能を有する重要な地

域と認識しています。

　中山間地域等直接支払交付金では、平地との農

業所得格差の是正とともに、農用地の保全等の共

同活動を推進してまいりました。

　その結果、本県の交付面積は、中山間地域等に

おける生産条件が不利な農用地の約８割に相当す

る３万1,605ヘクタール、全国第２位の取組規模

となっています。

　これらの取組は、農用地の保全や耕作放棄地の

発生の防止など、営農継続のみならず、レンゲ等

による農村景観の保全など、自発的な活動にもつ

ながっています。

　他方、担い手の高齢化や減少が進む中、本県の
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直接支払制度の対象地域においては、代表者が70

代以上の集落が全体の４割に達しています。ま

た、次期対策への継続が難しいという集落は、全

体の６％に当たる74集落に上ると見込まれていま

す。

　このような中、国においては、食料・農業・農

村基本法の改正や中山間地域等直接支払制度に関

する第三者委員会の中で、人口減少下における農

村での地域コミュニティーの維持に関する取組の

方向性が示されています。

　県としては、このような国の動きを踏まえつ

つ、地域における積極的な取組が継続して行われ

るよう、引き続き、直接支払交付金による支援を

はじめ、様々な施策の充実強化に努め、中山間地

域等の振興を図ってまいります。

　　〔竹﨑和虎君登壇〕

○竹﨑和虎君　農林水産部長より、担い手の確保

について、様々な取組を行い、経営継承を個々の

農家の問題ではなく、産地維持の問題として関係

機関と一体となり支援していく、また、中山間地

域の振興については、中山間地域等直接支払交付

金による支援を含め、中山間地域振興に向けた様

々な施策の充実強化に努めるとのことでした。

　質問でも述べましたが、農林畜産業は、本県の

重要な産業であり、今回は時間の都合で水産業の

質問をできませんでしたが、漁業を含め熊本の基

幹産業であります。

　本年は、記録的な猛暑が県内各地を襲いまし

た。また、夏までの少雨や台風10号、そして、そ

れに伴う豪雨の影響など、農林畜水産業を営む皆

様方には、大変な御苦労があったと思っておりま

す。

　人と自然が共生する農林畜水産業において、県

では、食のみやこ熊本県の創造を掲げ、稼げる農

林畜水産業を確立させるべく、それぞれの地域の

団体や生産者の方々と一体となり、担い手の確保

や地域振興に取り組んでいただきたいと思いま

す。

　それでは、最後の質問に移ります。

　最後に、土木部関係予算と人材確保についてお

尋ねします。

　総務省の人口動態調査によると、令和６年１月

１日時点の本県の人口は、前年比0.57％減の172

万8,098人となっており、人口減少が加速してい

ます。

　また、本年４月に開催された国の財政制度分科

会においては、人口減少を踏まえたインフラ整備

の在り方について、今後の人口動態を見据えた事

業の重点化を図る方針が示されており、全国的に

人口減少とインフラの老朽化が加速する中、地方

公共団体においては、中長期的な見通しの下、よ

り一層戦略的、計画的な社会資本整備の推進が求

められています。

　そのような中、本県は、ＴＳＭＣの県内進出と

いう100年に１度のビッグチャンスが到来してい

ます。

　今後、半導体関連産業の集積により、本県の産

業振興、経済成長が期待される一方で、交通渋滞

や地下水の保全といった喫緊の課題解決のため、

道路や下水道などの社会資本を短期集中的に整備

する必要があり、今後も多額の財政負担が見込ま

れています。

　また、｢県民の命と暮らしを守る！」｢熊本地

震・豪雨災害対策の経験を活かした安全安心な熊

本づくり」｢不退転の決意で【渋滞解消】を実行

！」｢世界に開かれた熊本県の更なる発展を大胆

なインフラ整備で実現｣、これを目指す本県にお

いては、防災や減災のために必要な対策に係る財

源を確保し、災害に強い県土づくりを行い、ま

た、ＴＳＭＣ進出効果の県全体への波及に向けた
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熊本都市圏交通の渋滞対策や幹線道路インフラ整

備など、スピード感を持って対応すべき課題が山

積しています。

　一方で、本県においては、土木技術職員の新規

採用に苦慮し、若手職員の離職もあると聞いてお

り、今後、予算を執行していくに当たり、職員を

いかにして確保していくかも大きな課題となって

います。

　そこで質問です。

　限られた財源の中、今後、いかにして土木部関

係予算と人材を確保し、県全体の発展につなげて

いくのか、県としての意気込みを土木部長にお尋

ねします。

　　〔土木部長宮島哲哉君登壇〕

○土木部長(宮島哲哉君)　まず、土木部関係予算

についてお答えします。

　本県においては、県民の命と暮らしを守るを最

優先に、大規模災害からの創造的復興に全力で取

り組むとともに、いつ、どこで起こるか分からな

い自然災害に備え、県内全域で防災・減災、国土

強靱化対策に重点的に取り組んでいます。

　さらに、ＴＳＭＣの進出に伴う半導体関連産業

が集積する地域の道路や下水道などのインフラ整

備や、喫緊の課題である熊本都市圏の渋滞対策を

集中的に推し進めているところです。

　あわせて、ＴＳＭＣ進出効果を県内全域に広げ

ていくため、安全で円滑な人流、物流を支える幹

線道路ネットワークや港湾等の整備についても、

国の支援をいただきながら、着実に推進していま

す。

　これらのインフラ整備は、いずれもスピードを

緩めることのできない待ったなしの重要課題であ

り、厳しい財政状況の中にあっても、継続的に安

定した予算の確保が不可欠です。

　このため、あらゆる機会を捉えて、必要な予

算、財源の確保に加え、改正国土強靱化基本法に

基づく実施中期計画の早期策定について、国に強

く要望しています。

　また、半導体生産拠点に必要な関連インフラの

整備については、７月に、別枠の地域産業構造転

換インフラ整備推進交付金による継続的な財政支

援を求める特別要望を行いました。

　引き続き、県議会や県選出国会議員、関係自治

体、各種期成会のお力添えをいただきながら、積

極的に要望を行うなど、予算の確保に向けて全力

で取り組んでまいります。

　次に、人材確保に向けた取組についてです。

　土木技術職員の確保は、民間企業や他の自治体

と同様に厳しい状況にあり、本県においては、採

用割れが続いている状況です。

　そのため、リクルート活動やＳＮＳ等による魅

力発信を強化するとともに、必要な職員数の確保

に向け、総務部及び人事委員会と連携し、試験制

度の見直しや内定辞退の防止に取り組んでまいり

ます。

　あわせて、事務負担の軽減に向けた業務の見直

しやＤＸによる事業の効率化等にも積極的に取り

組み、執行体制を整備してまいります。

　県内の各市町村においては、度重なる災害から

の復旧、復興をはじめ、半導体関連産業の集積、

幹線道路ネットワークの整備の進展などを契機と

して、それぞれの地域の将来像を描きながら、そ

の実現に向けた取組を進めておられます。

　県の主要な事業に加えて、各市町村のまちづく

りを支援するインフラの整備、改善についてもし

っかりと取り組み、県全体の発展につなげてまい

ります。

○議長(山口裕君)　竹﨑和虎君。――残り時間が

少なくなりましたので、発言を簡潔に願います。

　　〔竹﨑和虎君登壇〕
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○竹﨑和虎君　宮島部長より御答弁いただきまし

た。

　県民の皆さんが安全で安心して暮らすことがで

きるよう、防災・減災、国土強靱化にしっかりと

取り組んでいかなければなりません。そして、人

材確保も、リクルート活動や土木技術職の魅力発

信など、しっかりと取り組んでいただきたいと思

います。

　その上で、ＴＳＭＣの進出による経済効果を県

内全域、また、県内全ての産業に波及させていく

ためにも、様々な整備を推進していかなければな

りません。

　私の選挙区である熊本市西南部地域において

も、中九州横断道路、そして、それにつながる熊

本西環状道路、有明海沿岸道路、そして熊本港の

整備が必要であります。

　そのためにも、土木関係予算の確保は重要であ

ります。予算、財源の確保に向けて、私自身も微

力ながら尽力してまいる所存であります。

　これで質問が終わりました。

　今後も、先輩からの叱咤激励を糧とし、そし

て、同輩、後輩と切磋琢磨し、県政発展のために

今後も尽力してまいることを申し上げ、質問を終

わらせていただきます。

　皆さん、御清聴ありがとうございました。（拍

手）

○議長(山口裕君)　以上で通告されました一般質

問は全部終了いたしました。

　これをもって一般質問を終結いたします。

　　　　 ――――――――――――

　日程第２　議案等に対する質疑(第１号から第

　　40号まで)

○議長(山口裕君)　次に、日程第２、目下議題と

なっております議案第１号から第40号まで等に対

する質疑を行いますが、ただいままで通告はあり

ません。よって、質疑なしと認めます。

　　　　 ――――――――――――

　知事提出議案の上程(第62号及び第63号)

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　知事提出議案第62号及び第63号が提出されまし

たので、この際、これを日程に追加し、一括して

議題といたしたいと思います。これに御異議あり

ませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、知事提出議案第62号及び第63号を日程に追加

し、一括して議題とすることに決定いたしまし

た。

　知事提出議案第62号及び第63号を一括して議題

といたします。

　　 ―――――――――――――――――　　 

　第62号　令和６年度熊本県一般会計補正予算

　　(第３号)

　第63号　熊本県手数料条例の一部を改正する条

　　例の制定について

　　 ―――――――――――――――――　　 

○議長(山口裕君)　次に、ただいま議題といたし

ました議案に対する知事の説明を求めます。

　知事木村敬君。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　本日追加提案いたしました議

案について御説明申し上げます。

　まず、一般会計補正予算は、台風第10号による

道路の倒木撤去、砂防施設や治山施設の土砂撤去

など、早急に対応が必要な事業に要する経費とし

て、５億円を計上しています。

　これにより、一般会計は、冒頭提案分と合わせ

て54億円の増額補正となり、補正後の一般会計予

算額は8,615億円となります。

　また、熊本県手数料条例の一部を改正する条例
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についても提案しております。

　このほか、本日は、人事案件についても併せて

提案しております。

　これらの議案について、よろしく御審議くださ

るようお願い申し上げます。

○議長(山口裕君)　次に、ただいま議題といたし

ました議案第62号及び第63号に対する質疑を行い

ますが、ただいままで通告はありません。よっ

て、質疑なしと認めます。

　　　　 ――――――――――――

　日程第３　知事提出議案の委員会付託(第１号

　　から第40号まで、第62号及び第63号)

○議長(山口裕君)　次に、日程第３、目下議題と

なっております議案第１号から第40号までにつき

ましては、さきに配付の令和６年９月熊本県議会

定例会議案各委員会別一覧表のとおり、議案第62

号及び第63号につきましては、さきに配付の同一

覧表(追号)のとおり、それぞれ所管の常任委員会

に付託して審査することといたします。

　　〔各委員会別一覧表は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　日程第４　請願の委員会付託

○議長(山口裕君)　次に、日程第４、今期定例会

において受理いたしました請願は、議席に配付の

請願文書表のとおりであります。

　これをそれぞれ所管の常任委員会に付託して審

査することといたします。

　　〔請願文書表は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　知事提出議案の上程(第64号)

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　知事提出議案第64号が提出されましたので、こ

の際、これを日程に追加し、議題といたしたいと

思います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、知事提出議案第64号を日程に追加し、議題と

することに決定いたしました。

　知事提出議案第64号を議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――　　 

　第64号　教育委員会委員の任命について

　　 ―――――――――――――――――　　 

○議長(山口裕君)　お諮りいたします。

　ただいま議題といたしました議案に対する提出

者の説明は省略いたしたいと思います。これに御

異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、そのように取り計らうことに決定いたしまし

た。

　　　　 　――――――――――――

　議員派遣の件

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　議員派遣の件を日程に追加し、議題といたした

いと思います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議員派遣の件を日程に追加し、議題とするこ

とに決定いたしました。

　議員派遣の件を議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――　　 

　　　議員派遣の件

　　　　　　　　　　　　　令和６年９月25日

　　次のとおり議員を派遣する。

　１　海外行政視察調査

　 (1)　派遣目的　ベトナム社会主義共和国及び

　　　　　　　　カンボジア王国の人材の特徴や

　　　　　　　　送り出し状況等についての理解

　　　　　　　　を深め、多くの優秀な人材に本
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　　　　　　　　県に来ていただくための方策を

　　　　　　　　検討する上での参考とするた　

　　　　　　　　め、現地政府や日本の関係機　

　　　　　　　　関、送り出し機関等を訪問し、

　　　　　　　　現状について調査を行う。

　　　　　　　　　また、海外インバウンド・ア

　　　　　　　　ウトバウンドの展開、くまもと

　　　　　　　　ブランドの推進、日系小売店の

　　　　　　　　海外進出の参考とするため、両

　　　　　　　　国の経済状況、インバウンド・

　　　　　　　　アウトバウンドの取組状況、県

　　　　　　　　内中小企業に資する両国への日

　　　　　　　　系中小企業展開の事例等、相互

　　　　　　　　交流を促進するための方策案を

　　　　　　　　検討する上での参考とするた　

　　　　　　　　め、視察を行う。

　 (2)　派 遣 先　ベトナム社会主義共和国及び

　　　　　　　　カンボジア王国

　 (3)　派遣期間　令和６年10月６日(日)から10

　　　　　　　　月11日(金)まで

　 (4)　派遣議員　吉永和世、坂田孝志、

　　　　　　　　　髙野洋介、楠本千秋、

　　　　　　　　　西山宗孝、岩本浩治、

　　　　　　　　　松村秀逸、吉田孝平、

　　　　　　　　　竹﨑和虎、池永幸生、

　　　　　　　　　荒川知章、前田敬介、

　　　　　　　　　住永栄一郎

　　 ―――――――――――――――――　　 

○議長(山口裕君)　お諮りいたします。

　議席に配付のとおり議員を派遣いたしたいと思

います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議席に配付のとおり議員を派遣することに決

定いたしました。

　次に、お諮りいたします。

　ただいま決定いたしました議員派遣の内容に今

後変更を要するときは、その取扱いを議長に御一

任願いたいと思います。これに御異議ありません

か。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、そのように取り計らうことに決定いたしまし

た。

　　　　 ――――――――――――

　日程第５　休会の件

○議長(山口裕君)　次に、日程第５、休会の件を

議題といたします。

　お諮りいたします。

　明26日は、議案調査のため、27日は、各特別委

員会開会のため、30日から10月２日までは、各常

任委員会開会のため、３日は、議事整理のため、

それぞれ休会いたしたいと思います。これに御異

議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、明26日、27日及び30日から10月３日までは休

会することに決定いたしました。

　なお、28日及び29日は、県の休日のため、休会

であります。

　　　　 ――――――――――――

○議長(山口裕君)　以上で本日の日程は全部終了

いたしました。

　次の会議は、来る10月４日午前10時から開きま

す。

　日程は、議席に配付の議事日程第６号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午後２時20分散会

め、現地政府や日本の関係機

検討する上での参考とするた

検討する上での参考とするた
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令和６年10月４日(金曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第６号

　　令和６年10月４日(金曜日)午前10時開議

　第１　各常任委員長報告　質疑　討論　議決

　第２　閉会中の継続審査の件

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　各常任委員長報告　質疑　討論　議

　　決

　日程第２　閉会中の継続審査の件

　知事提出議案(第64号)　質疑　討論　議決

　委員会提出議案の上程(第１号から第４号まで)

　　　質疑　討論　議決

　議員派遣の件

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(49人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君
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　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(なし)

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名

　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　上　田　哲　也　君

　　　　　　観光戦略部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　城　内　智　昭　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○議長(山口裕君)　これより本日の会議を開きま

す。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　各常任委員長報告

○議長(山口裕君)　日程に従いまして、日程第

１、去る９月25日の会議において審査を付託いた

しました議案第１号から第40号まで、第62号及び

第63号並びに請願について、各常任委員長から審

査結果の報告があっておりますので、これを一括

して議題といたします。

　ただいまから、各常任委員会における審査の経

過並びに結果について、各常任委員長の報告を求

めます。

　まず、厚生常任委員長の報告を求めます。

　堤泰之君。

　　〔堤泰之君登壇〕

○堤泰之君　厚生常任委員会に付託されました案

件につきまして、委員会における審査の経過並び

に結果を御報告申し上げます。

　本委員会に付託されました案件は、予算関係２

議案、条例等関係１議案、請願１件及び報告５件

であります。

　まず、予算関係議案の概要について申し上げま

す。

　今回提出された健康福祉部の９月補正予算は、

介護現場における勤務環境改善のための取組とし

て、介護施設等が行う介護ロボット、ＩＣＴ機

器等の導入費用への助成に要する経費等、４億

3,000万円余の増額補正であり、補正後の予算総

額は、一般会計、特別会計合わせて3,628億2,100

万円余であります。

　病院局の９月補正予算は、こころの医療センタ

ーにおける新興感染症対策の改修工事に要する

経費、2,000万円余の増額補正であり、補正後の

資本的収支の予算総額は４億700万円余でありま

す。

病 院 事 業
管 理 者

事務局次長
兼総務課長

人事委員会
事 務 局 長
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　次に、条例等関係議案についてでありますが、

熊本県安心こども基金条例の一部を改正する条例

の制定についての１議案であります。

　議案等の審査の過程において論議されました主

なものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、介護職員勤務環境改善支援事

業について、介護ロボットやＩＣＴ機器等の導入

支援はよい事業であるが、入浴介助に関しては、

事業所の負担が大きく、導入が進んでいないた

め、事業所の負担軽減等、導入を促進する施策を

講ずることはできないか、また、入所者の見守り

機器を導入したものの、誤作動が多く、あまり使

用されていないというケースもあるようだが、ど

のような対応を取るのか教えてほしいとの質疑が

あり、執行部から、入浴介助に係る介護ロボット

等も補助対象となっており、経費の４分の３は

国、県で補助しているので、事業者には計画的に

導入を進めてほしいと考えている、また、導入後

の活用については、今年度、国の事業を受託した

公益財団法人介護労働安定センター熊本支部にお

いて、介護ロボット導入支援等を行っており、ま

た、来年４月からは、県で介護生産性向上総合相

談センターを設置し、資金面の支援だけではな

く、好事例の紹介など、現場で有効に活用される

よう、しっかりと伴走型で支援を行っていきたい

との答弁がありました。

　さらに、委員から、入浴介助について、自己負

担が４分の１あり、事業者からはなかなか手が挙

がらないが、職員の負担軽減や腰痛予防のために

も、このような介護支援機器を事業者に積極的に

導入してもらえるよう、支援を進めてほしいとの

要望がありました。

　次に、委員から、へき地医療施設運営費補助に

ついて、今回の増額補正は、小国公立病院におけ

る僻地医療の先進事例への助成であるが、県内で

僻地医療を担う施設はどれぐらいあるのかとの質

疑があり、執行部から、僻地診療所が15か所、僻

地歯科診療所が１か所、僻地医療拠点病院が８か

所ある、今回全国のモデルとなる小国公立病院の

事例は、他の医療機関にも情報を提供する予定で

あるとの答弁がありました。

　次に、委員から、新事業であるケアプランデー

タ連携による活用促進モデル地域づくり事業につ

いて、この事業は、ケアプランデータ連携システ

ムの導入等により、業務改善に取り組む介護事業

所等を支援する市町村を助成するものであるが、

現在どのくらいの市町村が事業への参加を希望し

ているのか、また、ケアプランデータ連携とはど

のようなものかとの質疑があり、執行部から、全

市町村に事業参加の要望調査を行った結果、５町

村から要望があっている、また、ケアプランデー

タ連携とは、それぞれの事業所で異なる介護ソフ

トを利用しているため、これまで事業所間でケア

プランデータのやり取りができなかったのが、厚

生労働省が開発したデータ連携システムを使用す

ることにより、居宅介護支援事業所と介護サービ

ス事業所の間でデータのやり取りが可能となるも

のであるとの答弁がありました。

　次に、委員から、医療勤務環境改善支援事業に

関連して、今後、医師の働き方改革を進めていく

必要があるが、医療機関の管理者は、時間外労働

上限規制の対象外であるため、管理者に業務のし

わ寄せが及ぶのではないかという話をよく耳にす

る、その結果、患者への影響も懸念されるが、管

理者や患者にどのような影響があるのか把握され

ているかとの質疑があり、執行部から、現時点で

は管理者からの相談等はないが、相談等があれば

真摯に対応したい、また、患者への影響として

は、救急医療で影響が出ることが懸念されるた

め、今年度、救急を担う病院を対象にアンケート
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調査を実施した、その結果、救急搬送受入れへの

影響があるとする意見の割合はおおむね２割であ

り、救急搬送受入れ実績も以前と大きな変化はな

かったが、引き続き状況の把握に努めたいとの答

弁がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案については、全員

賛成をもって原案のとおり可決することに決定い

たしました。

　なお、請願については、議席に配付の請願委員

会審査報告一覧表のとおりでございます。

　また、独立行政法人福祉医療機構が行う、社会

福祉施設等の退職手当共済制度に係る公費助成の

継続を求める意見書を別途御提案申し上げており

ます。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

いては、議席に配付のとおり決定いたしました。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願い申し上

げまして、厚生常任委員長の報告を終わります。

○議長(山口裕君)　次に、経済環境常任委員長の

報告を求めます。

　城戸淳君。

　　〔城戸淳君登壇〕

○城戸淳君　経済環境常任委員会に付託されまし

た案件につきまして、委員会における審査の経過

並びに結果を御報告申し上げます。

　本委員会に付託されました案件は、予算関係１

議案、条例等関係３議案及び報告８件でありま

す。

　まず、予算関係議案の概要について申し上げま

す。

　今回提出をされた商工労働部の９月補正予算

は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金に係る国庫支出金返納に要する経費等、

2,000万円余の増額補正であり、補正後の予算総

額は、一般会計、特別会計合わせて741億4,900万

円余であります。

　あわせて、債務負担行為の変更であります。

　観光戦略部の９月補正予算は、新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金に係る国庫支

出金返納に要する経費、７万円余の増額補正であ

り、補正後の予算総額は33億5,400万円余であり

ます。

　次に、条例等関係議案についてでありますが、

水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づき排水

基準を定める条例の一部を改正する条例の制定に

ついて外２議案であります。

　議案等の審査の過程において論議されました主

なものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、旧火の国ハイツ敷地の測量に

要する経費に関連して、今後、当該不動産の売却

に向けての入札公募等の予定はどのようになって

いるのかとの質疑があり、執行部から、本年度

は、旧火の国ハイツの敷地と県民総合運動公園と

の境界画定のために測量を実施し、令和７年度に

は土地の鑑定評価等を行い、令和８年度には売却

に向けた公募を行う方向で準備を進めているとの

答弁がありました。

　次に、委員から、一般財団法人熊本県伝統工芸

館の経営状況説明の中で、本年度から大規模な改

修工事に着手するとのことであったが、工事期間

中の工芸品の販売等について、どのように計画し

ているのかとの質疑があり、執行部から、熊本市

中心市街地にあるビルの１階のテナントを借りて

販売を行い、工房や事務所も代替施設で対応する

予定であるとの答弁がありました。

　さらに、委員から、台湾当局も本県との文化交

流を望んでおり、伝統工芸館は重要な交流拠点と

なってくるが、駐車場のスペースが狭く、観光バ
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スが入りにくい現在の状況をどのように改善する

計画であるのかとの質疑があり、執行部から、今

回は内装工事が中心であり、駐車場については今

後検討していきたいとの答弁がありました。

　次に、委員から、部長総括説明の中で、国際サ

イクルロードレースや国際バドミントン大会等の

開催を契機に、本県の魅力の発信につなげるとの

ことであったが、県内市町村の有する様々な魅力

を県がまとめて情報発信するのかとの質疑があ

り、執行部から、市町村と連携しながら、様々な

ＰＲ活動を行っていくとの答弁がありました。

　さらに、委員から、このような大会に国内外か

ら来られる方々から、県内全域に来てもらうよう

に情報発信してほしいとの要望がありました。

　次に、委員から、部長総括説明の中で、ＪＡＳ

Ｍ第１工場稼動前後において、周辺の河川水及び

地下水について水質調査を行うという話があった

が、稼働前の現段階でデータを公表できないかと

の質疑があり、執行部から、稼働前後の値を具体

的に比較し、専門家の意見を添えて公表する予定

であるとの答弁がありました。

　次に、委員から、ＴＳＭＣ第３工場の本県進出

への要望に関連して、台湾のＴＳＭＣ工場では、

同じ水を何回も浄化を繰り返して使用した最後の

ものを排水すると聞いているが、同じ技術を本県

でも実施できないかとの質疑があり、執行部か

ら、昨年８月に台湾のＴＳＭＣ工場を視察し、本

年度も台湾への視察を予定しており、今後の工場

立地に向け、こうした知見を持ち帰って、使用水

の再利用による取水の削減等の提案を行いたいと

の答弁がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案については、全員

賛成をもって原案のとおり可決することに決定を

いたしました。

　また、再生可能エネルギー施設等に係る不安解

消及び自然環境との共存を求める意見書を別途御

提案申し上げております。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

きましては、議席に配付のとおり決定いたしまし

た。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願い申し上

げまして、経済環境常任委員長の報告を終わりま

す。

○議長(山口裕君)　次に、農林水産常任委員長の

報告を求めます。

　前田敬介君。

　　〔前田敬介君登壇〕

○前田敬介君　農林水産常任委員会に付託されま

した案件につきまして、委員会における審査の経

過並びに結果を御報告申し上げます。

　本委員会に付託されました案件は、予算関係２

議案、条例等関係６議案及び報告10件でありま

す。

　まず、予算関係議案の概要について申し上げま

す。

　今回提出された農林水産部の９月補正予算は、

令和６年梅雨前線豪雨に伴う災害復旧、赤潮被害

を受けた養殖業への支援、令和６年台風第10号へ

の対応に要する経費等、６億9,000万円余の増額

補正であり、補正後の予算総額は、一般会計、特

別会計合わせて760億8,800万円余であります。

　あわせまして、債務負担行為の追加等及び繰越

明許費の設定であります。

　次に、条例等関係議案についてでありますが、

財産の無償貸付けについて外５議案であります。

　議案等の審査の過程において議論されました主

なものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、豊かな森林づくり人材育成事
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業について、この事業の概要を教えてほしい、ま

た、林業技能検定に係る受検料の助成はどのよう

な内容かとの質疑があり、執行部から、この事業

のメニューとしては３つあり、１つ目は、受検料

の支援で、実技と学科で合わせて４万円ほどかか

るので、半分の２万円を上限として助成、２つ目

は、受検者を対象とした研修会への支援、３つ目

は、受検者を送り出す林業事業体に対する当検定

制度の説明会の開催となっている、なお、今年度

の受検者は100人を予定しているとの答弁があり

ました。

　次に、委員から、部長総括説明にあった農地確

保対策と畜産農家の営農継続に向けた取組につい

て、菊池地域においては、半導体関連産業の集積

が進めば農地が減少し、農地造成が必要となって

くると思うが、農地造成に当たり、誰がどの程度

の農地を必要としているか、ニーズに合った農地

のマッチングを行う必要があるのではないか、ま

た、どこが事業主体となって整備するか明確にし

ていくべきではないか、さらに、家畜排せつ物の

処理のための農地の確保が難しい場合は、処理施

設の建設も検討すべきではないかとの質疑があ

り、執行部から、当地域における農地整備につい

ては、事業の検討に着手しており、今後、農家の

ニーズとのマッチングを進めていくとともに、並

行して規模に応じた事業主体についても検討を進

めている、また、家畜排せつ物の処理について

は、下水道で処理する方法や熊本市のように施設

を整備して１か所に集めて処理する方法など、家

畜排せつ物の量や対象地域の規模によって、何が

適切なのか検討しているところである、県として

は、農家が困らないように、スピード感を持って

事業の検討を行っていくとの答弁がありました。

　次に、委員から、単県治山事業について、この

事業を進めるに当たり、県民の理解を得るために

も、治山施設や砂防施設がしっかりと効果を発揮

していることを、もっと積極的に県民にアナウン

スしてほしいとの要望がありました。

　次に、委員から、林道災害復旧事業について、

原形復旧が原則だが、原形復旧ではまた災害が発

生するのではないかと懸念される現場が見受けら

れるので、昨今の豪雨など、災害の発生原因を踏

まえた機能強化対策はできないのかとの質疑があ

り、執行部から、林道災害復旧は、国の災害査定

により復旧工法を決定しており、林道を管理する

市町村が、査定のときに根拠を持って国に提案す

れば、原形復旧以上の対策が認められる場合があ

るとの答弁がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案については、全員

賛成をもって原案のとおり可決することに決定い

たしました。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

いては、議席に配付のとおり決定いたしました。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願い申し上

げまして、農林水産常任委員長の報告を終わりま

す。

○議長(山口裕君)　次に、建設常任委員長の報告

を求めます。

　池永幸生君。

　　〔池永幸生君登壇〕

○池永幸生君　建設常任委員会に付託されました

案件につきまして、委員会における審査の経過並

びに結果を御報告申し上げます。

　本委員会に付託されました案件は、予算関係４

議案、条例等関係25議案及び報告２件でありま

す。

　まず、予算関係議案の概要について申し上げま

す。
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　今回提出された土木部の９月補正予算は、災害

復旧関連、益城町における土地区画整理事業の宅

地造成、令和６年台風第10号への対応に要する経

費等、39億9,700万円余の増額補正であり、補正

後の予算総額は、一般会計、特別会計等合わせて

1,206億8,600万円余であります。

　あわせまして、債務負担行為の追加及び繰越明

許費の設定であります。

　次に、条例等関係議案についてでありますが、

令和６年度都市計画事業、港湾事業、急傾斜地崩

壊対策事業及び砂防事業の経費に対する市町村負

担金(地方財政法関係)について外24議案でありま

す。

　議案等の審査の過程において論議されました主

なものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、熊本地震や能登半島地震など

では、道路が命の道として重要な役割を担ってい

るが、橋梁の耐震化についてはどのような状況か

との質疑があり、執行部から、まずは、緊急輸送

道路上の橋梁について、大規模な地震時に致命的

な損傷とならないよう落橋防止対策を行い、その

次の段階として、損傷を限定的にとどめ、橋とし

ての機能を速やかに回復できる性能を持たせる耐

震化対策を進めてきている、現在、これらの対象

橋梁は約700橋で、そのうち約70％について対策

を終えているが、橋梁の耐震化は多額の経費を必

要とするため、国土強靱化予算を積極的に活用し

ながら進めているとの答弁がありました。

　さらに、委員から、国土強靱化予算の確保につ

いては、議会も一緒になって国へ要望するので、

県民の安心、安全のため、橋の耐震化は前倒しし

て進めてほしいとの要望がありました。

　次に、委員から、国による国土強靱化実施中期

計画の策定に当たって、国から県に対して何らか

の作業依頼が行われているのか、これまでの計画

と同様に、県においてもあらかじめ具体的な箇所

や金額等の検討が必要ではないかとの質疑があ

り、執行部から、計画の策定については、国にお

いて規模感や期間を含めた検討が進められている

と認識しており、現時点で国から県に対して具体

的な作業依頼はなされていない、県としては、計

画の早期策定を要望しているところであるが、計

画の中身がどのようになっていくのかを見据えな

がら、対策が必要な箇所等について、内部で検討

を進めていくとの答弁がありました。

　さらに、委員から、トンネルや橋梁など、対策

が必要な箇所がたくさんあると思うので、必要な

予算獲得に向けて、準備に取りかかってほしいと

の要望がありました。

　次に、委員から、冒頭の部長総括で説明があっ

た熊本都市圏の渋滞対策について、信号制御と連

結した交差点改良など、即効性の高い短期的な対

策に取り組むということだが、具体的な箇所の想

定はあるのか、また、対策後には渋滞が解消され

たという科学的なデータを県民に示すとよいので

はないかとの質疑があり、執行部から、即効性の

高い対策については、都市圏の市町と連携して検

討を進めており、年内に可能な限り多くの箇所を

示したいと考えている、データの公表について

は、県民に対して実施箇所をきちんと示し、進捗

状況、効果についても知らせるなど、段階的かつ

着実に取り組んでいくとの答弁がありました。

　次に、委員から、建築基準行政費の住宅耐震化

の推進については、事業主体である市町村の取組

が進むように、市町村に対して丁寧に事業内容の

説明などを行っていく必要があると思うが、現在

どのような状況なのかとの質疑があり、執行部か

ら、予算議決があればすぐに事業に取りかかれる

よう、県では関係規程を作成し準備している、市

町村の意見を聴きながら、市町村が速やかに取り
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組んでいけるよう、丁寧に進めていきたいとの答

弁がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案については、全員

賛成をもって原案のとおり可決または承認するこ

とに決定しました。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

いては、議席に配付のとおり決定いたしました。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願い申し上

げまして、建設常任委員長の報告を終わります。

○議長(山口裕君)　次に、教育警察常任委員長の

報告を求めます。

　荒川知章君。

　　〔荒川知章君登壇〕

○荒川知章君　教育警察常任委員会に付託されま

した案件につきまして、委員会における審査の経

過並びに結果を御報告申し上げます。

　本委員会に付託されました案件は、予算関係１

議案及び報告５件であります。

　予算関係議案の概要について申し上げます。

　今回提出された教育委員会の９月補正予算は、

県立高校におけるキャリア教育充実事業に要する

経費等、129万円余の増額補正であり、補正後の

予算総額は、一般会計、特別会計合わせて1,339

億8,500万円余であります。

　あわせまして、公立学校教員採用選考考査委託

業務に係る債務負担行為の追加等であります。

　警察本部の９月補正予算は、多良木警察署庁舎

設計委託等に係る債務負担行為の変更でありま

す。

　議案等の審査の過程において論議されました主

なものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、熊本県教育委員会の点検及び

評価報告書の中の全国学力・学習状況調査では、

本県の中学校は全国平均を下回る正答率が続いて

いるとのことであるが、これに関し、どう分析

し、対応していくのかとの質疑があり、執行部か

ら、中学校については、一方的に教え込む授業が

多いと感じており、今年度は、授業力向上のため

の「熊本の学び」プロジェクト校を県内９地域13

校に増加させ、学校を支援しながら子供たちの学

力向上に取り組んでいるとの答弁がありました。

　次に、委員から、新型コロナウイルス感染症禍

で積極的に行われてきたオンライン教育が、最近

では後退していると感じるが、今後、教育のＩＣ

Ｔ化、ＤＸ化についてどのように進めていくのか

との質疑があり、執行部から、オンラインの活用

等については、コロナ禍で実施してきたＧＩＧＡ

スクール構想に基づく１人１台端末の活用による

教育の充実に取り組んでいる、今後も、国からの

支援を受けながら、授業での活用や校務のＤＸ

化、教員の働き方改革等にもつながるような取組

をさらに推進していきたいとの答弁がありまし

た。

　さらに、委員から、オンライン授業に関して、

不登校等の子供たちから好評であったと評価があ

り、メタバースでの交流等を進めていってほしい

との要望がありました。

　次に、委員から、次期教育振興基本計画におい

て、本年10月に、アンケート調査により子供から

意見聴取をするとしているが、これは初めての取

組かとの質疑があり、執行部から、今回のアンケ

ート調査は初めての取組であり、こども基本法に

も、子供の政策については、子供の意見を聴くと

明記されていること、また、県としても、こども

まんなかを掲げていることを踏まえ、実施するも

のであるとの答弁がありました。

　さらに、委員から、アンケートの中身について

は、子供が答えやすいような内容にしてほしいと
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の要望がありました。

　次に、委員から、警察職員が運転する公用車の

交通事故に係る専決処分の報告に関連して、職員

全体への交通事故に関する指導について、これま

でどのような指導を行っているかとの質疑があ

り、執行部から、職員に対する指導については、

首席監察官による巡回指導や、事故発生状況や車

両の特性を踏まえた運転訓練等を実施していると

の答弁がありました。

　さらに、委員から、交通法規の順守について

は、警察が県民に対して指導する立場であり、県

警を挙げて交通事故の防止と交通安全意識の徹底

を行ってほしいとの要望がありました。

　次に、委員から、公益財団法人暴力追放運動推

進センターの経営状況について、昨年度から最低

賃金の引上げがあっているが、そのため経営が厳

しくなったというようなことはないかとの質疑が

あり、執行部から、県からの補助金を含む収入の

範囲内において、適正かつ効率的に運営ができる

よう努めているところであり、運営に支障は生じ

ていないとの答弁がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案については、全員

賛成をもって原案のとおり可決することに決定い

たしました。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

いては、議席に配付のとおり決定いたしました。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願い申し上

げまして、教育警察常任委員長の報告を終わりま

す。

○議長(山口裕君)　最後に、総務常任委員長の報

告を求めます。

　西村尚武君。

　　〔西村尚武君登壇〕

○西村尚武君　総務常任委員会に付託されました

案件につきまして、委員会における審査の経過並

びに結果を御報告申し上げます。

　本委員会に付託されました案件は、予算関係２

議案、条例等関係２議案、請願１件及び報告10件

であります。

　まず、予算関係議案の概要について申し上げま

す。

　今回提出された令和６年度９月補正予算は、災

害復旧関連事業や赤潮被害への対応、知事マニフ

ェストの実現に向けて取り組む事業、令和６年台

風第10号への対応に要する経費等、53億8,200万

円余の増額補正であり、補正後の令和６年度の一

般会計の予算総額は、8,615億3,000万円余であり

ます。

　あわせまして、債務負担行為の変更でありま

す。

　次に、条例等関係議案についてでありますが、

熊本県内部組織設置条例の一部を改正する条例の

制定について外１議案であります。

　議案等の審査の過程において論議されました主

なものを要約して御報告申し上げます。

　まず、委員から、熊本県内部組織設置条例の一

部を改正する条例について、年度途中の組織改編

は、知事のマニフェストをより効率的、効果的に

進めるため、知事の意向を受け、人事課で原案を

作成したものと思うが、各部局とのやり取りも行

ったのかとの質疑があり、執行部から、この組織

改編は、条例に係らない組織改編も含めて、知事

の意向を確認しながら、関係部局との協議を重

ね、その形を収れんしていったものである、ま

た、年度途中の改編の意図は、知事が新たに就任

し、マニフェストを早期に実現できるよう、次年

度の当初予算要求について、新たな組織で事業を

考え、提案をしていくためであるとの答弁があり
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ました。

　さらに、委員から、今回、条例改正に係らない

組織改正も多く、異動対象者や所属長の負担も大

きいと思うが、組織改正は手段であり、知事の思

いを組織に反映し、ひいては県民の幸せが今より

も向上するよう、新しい組織体制で隙間なく事業

を推進してほしいとの要望がありました。

　次に、委員から、熊本県手数料条例の一部改正

について、令和６年２月議会での手数料条例の一

部改正の際に、関係する県警本部に周知がなされ

ていなかったため、こういう事態が起こっている

という理解でよいかとの質疑があり、執行部か

ら、消防保安課の産業火薬類と県警本部の猟銃用

火薬類等の２種類の手続を１つの項目で規定して

いたが、県警本部も同じ項目で猟銃用火薬類等関

係の手数料を徴収していたにもかかわらず、確認

が不十分で、消防保安課の産業火薬類の事務が市

町村に移譲されたことを根拠に削除したもの、今

回は、改めて県警本部の猟銃用火薬類等関係の手

数料徴収分だけを改正するものであるとの答弁が

ありました。

　さらに、委員から、この件は、県民の不利益に

準ずるもので、今後はこういうことが起きないよ

う、担当課においては、所管課だけでなく、関係

所属にも丁寧に周知してほしいがどうかとの質疑

があり、執行部から、当該事案が判明した後、手

数料条例の全ての項目を調査し、同様の事例がな

いことを確認している、今後の改正においては、

条例所管課の財政課で関係所属に周知徹底してい

くとの答弁がありました。

　次に、委員から、物価高騰等の影響で、国公立

大学の学費の値上げが議論されているが、熊本県

立大学においては、そういう議論はあっているの

かとの質疑があり、執行部から、物価高騰の影響

で光熱水費に影響が出ているが、現在の授業料収

入と県からの運営費交付金などの収入でやりくり

できており、今のところ値上げという話は出てい

ないとの答弁がありました。

　以上が論議されました主な内容でありますが、

本委員会に付託されました議案については、全員

賛成をもって原案のとおり可決することに決定い

たしました。

　なお、請願については、議席に配付の請願委員

会審査報告一覧表のとおりであります。

　また、私学助成の充実強化等に関する意見書を

別途御提案申し上げております。

　最後に、本委員会所管事務の継続審査事件につ

きましては、議席に配付のとおり決定いたしまし

た。

　議員各位におかれましては、本委員会の決定の

とおりよろしく御賛同賜りますようお願いを申し

上げまして、総務常任委員長の報告を終わりま

す。

○議長(山口裕君)　以上で各常任委員長の報告は

終わりました。

　これより質疑に入ります。

　質疑はありませんか。

　　〔｢なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　質疑なしと認めます。

　次に、討論に入りますが、ただいままで通告は

ありません。よって、討論なしと認めます。

　これよりまず、議案第１号から第20号まで、第

22号から第40号まで、第62号及び第63号を一括し

て採決いたします。

　ただいまの各常任委員長の報告は、各議案とも

原案可決または承認であります。各常任委員長の

報告のとおり原案を可決または承認することに御

異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ
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て、議案第１号外40件は、原案のとおり可決また

は承認いたしました。

　次に、議案第21号を採決いたします。

　この際、議案第21号は、議員に直接の利害関係

のある事件であり、地方自治法第117条の規定に

基づき、除斥が必要でありますので、しばらく吉

田孝平君の退場を求めます。

　　〔吉田孝平君退場〕

○議長(山口裕君)　ただいまの農林水産常任委員

長の報告は、原案可決であります。農林水産常任

委員長の報告のとおり原案を可決することに御異

議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議案第21号は、原案のとおり可決いたしまし

た。

　吉田孝平君の入場を求めます。

　　〔吉田孝平君入場〕

○議長(山口裕君)　次に、請願に対する各常任委

員会の審査結果は、議席に配付の委員会審査報告

一覧表のとおりであります。

　これより、請第22号及び第23号を一括して採決

いたします。

　ただいまの総務、厚生両常任委員長の報告のと

おり決定することに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、請第22号外１件は、総務、厚生両常任委員長

の報告のとおり決定いたしました。

　　〔委員会審査報告書及び請願委員会審査報告 

      一覧表は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　日程第２　閉会中の継続審査の件

○議長(山口裕君)　次に、日程第２、閉会中の継

続審査の件を議題といたします。

　まず、議案について、決算特別委員長から、議

席に配付の閉会中の継続審査申出一覧表のとおり

申出があっております。

　お諮りいたします。

　議案第41号から第61号までは、決算特別委員長

から申出のとおり、閉会中の継続審査とすること

に御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議案第41号外20件は、決算特別委員長から申

出のとおり決定いたしました。

　次に、各特別委員長から付託中の調査事件につ

いて、議会運営委員長及び各常任委員長から事務

調査について、議席に配付の閉会中の継続審査申

出一覧表のとおり申出があっております。

　お諮りいたします。

　各特別委員長、議会運営委員長及び各常任委員

長から申出のとおり、閉会中の継続審査とするこ

とに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、各特別委員長、議会運営委員長及び各常任委

員長から申出のとおり決定いたしました。

　　〔閉会中の継続審査申出一覧表は付録に掲

      載〕

　　　 　――――――――――――

　知事提出議案(第64号)

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　去る９月25日の会議において提出されました知

事提出議案第64号を日程に追加し、議題といたし

たいと思います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、知事提出議案第64号を日程に追加し、議題と

することに決定いたしました。
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　知事提出議案第64号を議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――　　 

　第64号　教育委員会委員の任命について

　　 ―――――――――――――――――　　 

○議長(山口裕君)　お諮りいたします。

　ただいま議題といたしました議案については、

委員会付託は省略して会議で議決いたしたいと思

います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、委員会付託は省略して会議で議決することに

決定いたしました。

　これより質疑に入りますが、ただいままで通告

はありません。よって、質疑なしと認めます。

　次に、討論に入りますが、ただいままで通告は

ありません。よって、討論なしと認めます。

　これより、議案第64号を採決いたします。

　原案のとおり同意することに御異議ありません

か。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議案第64号は、原案のとおり同意することに

決定いたしました。

　　　　 ――――――――――――

　委員会提出議案の上程(第１号から第４号まで)

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　委員会提出議案第１号から第４号までが提出さ

れましたので、この際、これを日程に追加し、一

括して議題といたしたいと思います。これに御異

議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、委員会提出議案第１号から第４号までを日程

に追加し、一括して議題とすることに決定いたし

ました。

　委員会提出議案第１号から第４号までを一括し

て議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――　　 

　委員会提出議案第１号

　　　　熊本県議会委員会条例の一部を改正する

　　　　条例の制定について

　　上記の議案を、別紙のとおり熊本県議会会議

　規則第14条第２項の規定により提出します。

　　　令和６年10月４日提出

　　　　　　　提出者　議会運営委員会

　　　　　　　　　　　委員長　内　野　幸　喜

　熊本県議会議長　山　口　　　裕　様

　　 ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯

　　　　熊本県議会委員会条例の一部を改正する

　　　　条例

　　熊本県議会委員会条例（昭和３１年熊本県条

　例第５１号）の一部を次のように改正する。

　　第２条第３号ウ中「観光戦略部」を「観光文

　化部」に改める。

　　第５条第５項中「第３条（常任委員の任期）

　第３項」を「第３条（常任委員の任期）第２　

　項」に改める。

　　　　附　則

　　この条例は、令和６年１０月１５日から施行

　する。

　　（提案理由）

　　熊本県内部組織設置条例（昭和２７年熊本県

　条例第９１号）の一部改正等に伴い、関係規定

　を整備する必要がある。

　　これが、この条例案を提出する理由である。

　　 ―――――――――――――――――　　 

　委員会提出議案第２号

　　　　私学助成の充実強化等に関する意見書

　　上記の議案を、別紙のとおり熊本県議会会議

　規則第14条第２項の規定により提出します。

　第３項」を「第３条（常任委員の任期）第２
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　　　令和６年10月４日提出

　　　　　　　提出者　総務常任委員会

　　　　　　　　　　　委員長　末　松　直　洋

　熊本県議会議長　山　口　　　裕　様

　　 ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯

　　　　私学助成の充実強化等に関する意見書

　　熊本県の私立学校は、各々の建学の精神に基

　づき時代や社会の要請に応じた特色ある教育を

　展開し、我が国の公教育の発展に大きな役割を

　果たしてきた。

　　その一方で、深刻な少子化が進んでおり、本

　県及び我が国がこれからも発展していくために

　は、将来を担う子供たちの資質・能力の育成が

　今まで以上に重要である。学校教育が果たすべ

　き役割はこれまで以上に増しており、私立中学

　高等学校を取り巻く状況を鑑みると様々な課題

　が山積している。

　　私立高等学校等経常費助成費補助金について

　は、一般補助では、教員の維持・確保に必要な

　経費の増大や政府が目標とする３％の賃上げ、

　物価高騰に全く対応しておらず、私立学校の特

　色教育を推進する観点からも従前に増す大幅な

　拡充が急務である。特別補助については、障害

　のある生徒への介助者、ＩＣＴ支援員など様々

　な支援員補助の拡充強化が望まれる。

　　国による私立高等学校等就学支援金制度を巡

　っては、拡大する地域間格差の解消等に向け、

　補助額の大幅な増額や、専攻科生徒への修学支

　援制度等の更なる充実が求められている。

　　そのほか、公立学校と同等の全額補助や支援

　額・補助率の拡充が望まれるＰＣ端末・通信環

　境等のＩＣＴ環境の整備、学校施設の耐震化を

　はじめ近年の記録的な猛暑に対する教室及び体

　育館の空調・換気設備等の整備など施設の高機

　能化への対応が必要である。

　　また、生徒の海外留学、研修・修学旅行等経

　費への支援拡充、外国人生徒を受入れるための

　支援拡充も必要である。

　　こうした課題は、本県の私立中学高等学校も

　同様に抱えているものであり、課題の解消に　

　は、所管する本県だけでなく、国による全面的

　な財政支援及び制度の整備が不可欠である。

　　よって、国におかれては、｢経済財政運営と

　改革の基本方針2024」において「質の高い公教

　育の再生」｢私学助成等の基盤的経費の十分な

　確保」が掲げられていること、さらに教育基本

　法第８条の「私立学校教育の振興｣、私学振興

　助成法第１条の「私立学校の教育条件の維持及

　び向上」｢修学上の経済的負担の軽減」の趣旨

　を踏まえ、現行の私学助成に係る国庫補助制度

　を堅持し、より一層の拡充強化を図られるとと

　もに、ＩＣＴ環境の整備や学校施設の耐震化、

　記録的猛暑に対応する空調設備等への支援及び

　生徒の海外留学等経費への支援拡充、外国人生

　徒を受入れるための支援拡充等について、長期

　的な視野に立った継続的取組を図られるよう強

　く要望する。

　　以上、地方自治法第99条の規定により意見書

　を提出する。

　　　令和　年　月　日

　　　　　　　熊本県議会議長　山　口　　　裕

　衆議院議長　額　賀　福志郎　様

　参議院議長　尾　䭜 　秀　久　様

　内閣総理大臣　石　破　　　茂　様

　総 務 大 臣　村　上　誠一郎　様

　財 務 大 臣　加　藤　勝　信　様

　文部科学大臣　あ　べ　俊　子　様

　　 ―――――――――――――――――　　 

　委員会提出議案第３号

　　　　独立行政法人福祉医療機構が行う、社会

同様に抱えているものであり、課題の解消に
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　　　　福祉施設等の退職手当共済制度に係る公

　　　　費助成の継続を求める意見書

　　上記の議案を、別紙のとおり熊本県議会会議

　規則第14条第２項の規定により提出します。

　　　令和６年10月４日提出

　　　　　　　提出者　厚生常任委員会

　　　　　　　　　　　委員長　髙　島　和　男

　熊本県議会議長　山　口　　　裕　様

　　 ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯

　　　　独立行政法人福祉医療機構が行う、社会

　　　　福祉施設等の退職手当共済制度に係る公

　　　　費助成の継続を求める意見書

　　独立行政法人福祉医療機構が運営している社

　会福祉施設職員等退職手当共済制度(以下、｢本

　制度」という｡)は、民間社会福祉施設経営者の

　相互扶助の精神に基づき、昭和36年に社会福祉

　施設職員退職手当共済法(以下、｢法」という｡)

　に基づいて創設された。その後、平成12年法改

　正により共済契約者を社会福祉事業の主たる担

　い手である社会福祉法人に限定された。

　　本制度の退職手当金支給財源の負担割合は、

　共済契約者が1/3、国1/3、都道府県1/3となっ

　ており、この国及び都道府県を合わせた2/3が

　公費助成とされているが、他の経営主体とのイ

　コールフッティングの観点から、平成17年法改

　正により介護分野(高齢者関係の施設・事業)、

　平成27年法改正により障害分野(障害者総合支

　援法等に関する施設・事業)の公費助成がそれ

　ぞれ廃止された。

　　一方、保育分野においては、令和３年１月に

　行われた国の社会保障審議会福祉部会において

　「保育所等に対する公費助成を一旦継続しつ　

　つ、公費助成の在り方について、他の経営主体

　とのイコールフッティングの観点等も踏まえ　

　て、更に検討を加え、令和６年度までに改めて

　結論を得ることとする｡」とされたところであ

　る。

　　令和５年12月22日に閣議決定した「こども未

　来戦略」において「少子化は、我が国が直面す

　る、最大の危機である」とされ「次元の異なる

　少子化対策を推進する」とされている。また、

　幼児教育・保育については量の拡大から質の向

　上へと政策の重点を移すこととされており、そ

　のためには、保育人材の確保並びに資質向上が

　必要不可欠である。

　　このような中、保育分野への本制度の公費助

　成が廃止となった場合、現在の公定価格ではこ

　れまで積み上げてきた保育士等の処遇改善が維

　持できなくなり、保育の質の向上はもとより、

　保育人材の確保が更に困難になるのは明らかで

　ある。

　　よって、国におかれては、社会福祉施設職員

　等退職手当共済制度における保育所等に対する

　公費助成を継続されるよう強く要望する。

　　以上、地方自治法第99条の規定により意見書

　を提出する。

　　　令和　年　月　日

　　　　　　　熊本県議会議長　山　口　　　裕

　衆 議 院 議 長　額　賀　福志郎　様

　参 議 院 議 長　尾　䭜 　秀　久　様

　内 閣 総 理 大 臣　石　破　　　茂　様

　財 務 大 臣　加　藤　勝　信　様

　厚 生 労 働 大 臣　福　岡　資　麿　様

　 

　　 ―――――――――――――――――　　 

　委員会提出議案第４号

　　　　再生可能エネルギー施設等に係る不安解

　　　　消及び自然環境との共存を求める意見書

　　上記の議案を、別紙のとおり熊本県議会会議

｢保育所等に対する公費助成を一旦継続しつ

　内閣府特命担当大臣
　(こども政策　少子 三　原　じゅん子　様
　化対策）
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　規則第14条第２項の規定により提出します。

　　　令和６年10月４日提出

　　　　　　　提出者　経済環境常任委員会

　　　　　　　　　　　委員長　西　山　宗　孝

　熊本県議会議長　山　口　　　裕　様

　　 ⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯⋯

　　　　再生可能エネルギー施設等に係る不安解

　　　　消及び自然環境との共存を求める意見書

　　本県の球磨川流域に甚大な被害をもたらした

　｢令和２年７月豪雨」をはじめ、全国で頻発す

　る豪雨については、地球温暖化の影響があると

　いわれている。本年度も、列島を猛暑が襲い、

　最高気温や猛暑日の日数が過去最高となる地点

　が続出している。

　　これ以上の地球温暖化を防ぐためにも、国を

　挙げたゼロカーボンの取組みは必要であり、発

　電時にＣＯ2を排出しない再生可能エネルギー

　施設等の一層の普及は不可欠である。

　　国は、2012年、電気事業者による再生可能エ

　ネルギー電気の調達に関する特別措置法(ＦＩ

　Ｔ法)に基づく固定価格買取制度を創設し、再

　生可能エネルギー施設の整備を促進され、太陽

　光発電施設が急速に普及した。

　　その結果、埋立地や山林等にメガソーラーが

　開発され、また、住宅、公共施設、学校施設、

　空地、農地、傾斜地など、様々な場所に太陽光

　パネルが設置され、自然環境を破壊していると

　の声や、老朽化及び災害等で被災した太陽光パ

　ネルの危険性や処理等について心配する声が増

　えてきている。

　　よって、国におかれては、地球温暖化対策に

　必要な再生可能エネルギー施設等の普及のため

　にも、下記の事項について取組を行われるよう

　強く要望する。

　　　　　　　　　　　記

　１　再生可能エネルギー施設と自然環境との両

　　立

　　・国立公園や水源涵養地など良好な自然環境

　　　を保全するため、国立公園区域等の拡大や

　　　再生可能エネルギー施設の適地誘導施策の

　　　推進等

　２　老朽化及び破損した太陽光パネルの管理・

　　処分に係る対応と正確な情報発信

　　・老朽化及び破損した太陽光パネルのリサイ

　　　クル等の処理体制の整備

　　・老朽化及び破損した太陽光パネルの危険性

　　　及び取扱い等に関する正確な情報発信

　　以上、地方自治法第99条の規定により意見書

　を提出する。

　　　令和　年　月　日

　　　　　　　熊本県議会議長　山　口　　　裕

　衆議院議長　額　賀　福志郎　様

　参議院議長　尾　䭜 　秀　久　様

　内閣総理大臣　石　破　　　茂　様

　経済産業大臣　武　藤　容　治　様

　環 境 大 臣　浅　尾　慶一郎　様

　　 ―――――――――――――――――　　 

○議長(山口裕君)　お諮りいたします。

　ただいま議題といたしました議案に対する提出

者の説明は省略いたしたいと思います。これに御

異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議案に対する提出者の説明は省略することに

決定いたしました。

　これより質疑に入りますが、ただいままで通告

はありません。よって、質疑なしと認めます。

　次に、討論に入りますが、ただいままで通告は

ありません。よって、討論なしと認めます。

　これより、委員会提出議案第１号から第４号ま
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でを一括して採決いたします。

　原案のとおり可決することに御異議ありません

か。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、委員会提出議案第１号外３件は、原案のとお

り可決いたしました。

　　　　 ――――――――――――

　議員派遣の件

○議長(山口裕君)　次に、お諮りいたします。

　議員派遣の件を日程に追加し、議題といたした

いと思います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議員派遣の件を日程に追加し、議題とするこ

とに決定いたしました。

　議員派遣の件を議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――　　 

　　　議員派遣の件

　　　　　　　　　　　　　令和６年10月４日

　　次のとおり議員を派遣する。

　１　第24回都道府県議会議員研究交流大会

　 (1)　派遣目的　都道府県議会で共通する政策

　　　　　　　　課題等についての情報や意見の

　　　　　　　　交換を行うとともに、大会参加

　　　　　　　　を通じて議員間の一層の連携を

　　　　　　　　深め、もって地方分権の時代に

　　　　　　　　即応した議会機能の充実と活力

　　　　　　　　に満ちた地域づくりに資する。

　 (2)　派 遣 先　東京都

　 (3)　派遣期間　令和６年11月11日(月)～12日

　　　　　　　　(火)

　 (4)　派遣議員　増永慎一郎、竹﨑和虎、

　　　　　　　　　池永幸生、城戸　淳、

　　　　　　　　　前田敬介、南部隼平、

　　　　　　　　　斎藤陽子、立山大二朗、

　　　　　　　　　杉嶌ミカ、髙井千歳

　２　地方議会活性化シンポジウム２０２４

　 (1)　派遣目的　議会への積極的な住民参加の

　　　　　　　　促進を目的とした地方議会にお

　　　　　　　　ける取組事例を紹介するととも

　　　　　　　　に、それらの取組の推進におけ

　　　　　　　　る議題等を共有することを主眼

　　　　　　　　に多様な人材の地方議会への参

　　　　　　　　画の実現に向けて開催されるシ

　　　　　　　　ンポジウムに参加することによ

　　　　　　　　り、地方議会の活性化に資す　

　　　　　　　　る。

　 (2)　派 遣 先　東京都

　 (3)　派遣期間　令和６年11月29日(金)

　 (4)　派遣議員　西　聖一、緒方勇二、

　　　　　　　　　橋口海平

　　 ―――――――――――――――――　　 

○議長(山口裕君)　お諮りいたします。

　議席に配付のとおり議員を派遣いたしたいと思

います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、議席に配付のとおり議員を派遣することに決

定いたしました。

　次に、お諮りいたします。

　ただいま決定いたしました議員派遣の内容に今

後変更を要するときは、その取扱いを議長に御一

任願いたいと思います。これに御異議ありません

か。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(山口裕君)　御異議なしと認めます。よっ

て、そのように取り計らうことに決定いたしまし

り、地方議会の活性化に資す
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た。

　　　　 ――――――――――――

○議長(山口裕君)　以上で本日の日程及び会期日

程の全部を終了いたしました。

　これをもって令和６年９月熊本県議会定例会を

閉会いたします。

　　午前10時46分閉会
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㆟  ␒ ྕ ㆟ࠉࠉࠉࠉࠉྡࠉࠉࠉࠉࠉ ㆟Ỵ⤖ᯝ

➨ 㸯ྕ ௧㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴୍⯡ィ⿵ṇண⟬㸦➨㸰ྕ㸧 ཎྍỴ

➨ 㸳ྕ
⇃ᮏ┴ෆ㒊⤌⧊タ⨨᮲୍ࡢ㒊ࢆᨵṇࡿࡍ᮲ࡢไᐃࡘ
࡚࠸

ཎྍỴ

➨ 㸴㸰ྕ ௧㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴୍⯡ィ⿵ṇண⟬㸦➨㸱ྕ㸧 ཎྍỴ

➨ 㸴㸱ྕ ⇃ᮏ┴ᡭᩘᩱ᮲୍ࡢ㒊ࢆᨵṇࡿࡍ᮲ࡢไᐃ࡚࠸ࡘ ཎྍỴ
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㆟  ␒ ྕ ㆟ࠉࠉࠉࠉࠉྡࠉࠉࠉࠉࠉ ㆟Ỵ⤖ᯝ

➨ 㸯ྕ ௧㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴୍⯡ィ⿵ṇண⟬㸦➨㸰ྕ㸧 ཎྍỴ

➨ 㸲ྕ ௧㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴㝔ᴗィ⿵ṇண⟬㸦➨㸯ྕ㸧 ཎྍỴ

➨ 㸴ྕ
⇃ᮏ┴Ᏻᚰࡶࡇᇶ㔠᮲୍ࡢ㒊ࢆᨵṇࡿࡍ᮲ࡢไᐃ
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ጤဨᑂᰝሗ࿌᭩

㆟つ๎ࠊࡽࡓࡋỴᐃࡾ࠾ࡢḟࠊᯝ⤖ࡢᑂᰝࠊࡣ௳ࡢク�ᮏጤဨࠉ
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㆟  ␒ ྕ ㆟ࠉࠉࠉࠉࠉྡࠉࠉࠉࠉࠉ ㆟Ỵ⤖ᯝ

➨ 㸯ྕ ௧㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴୍⯡ィ⿵ṇண⟬㸦➨㸰ྕ㸧 ཎྍỴ

➨ 㸵ྕ
Ỉ㉁ở⃮㜵Ṇἲ➨㸱᮲➨㸱㡯ࡢつᐃᇶ࡙ࡁỈᇶ‽ࢆᐃ
࡚࠸ࡘไᐃࡢ᮲ࡿࡍᨵṇࢆ㒊୍ࡢ᮲ࡿࡵ

ཎྍỴ

➨ 㸶ྕ
⇃ᮏ┴᥍㝖ᑐ㇟≉ᐃ㠀Ⴀάືἲேࢆᐃࡿࡵ᮲ࢆᗫṆࡍ
࡚࠸ࡘไᐃࡢ᮲ࡿ

ཎྍỴ

➨ 㸷ྕ
⇃ᮏ┴୰ᑠᴗ⼥㈨ไᗘࡢᦆኻ⿵ൾಀࡿᅇ⣡㔠ཷࢆ
ࡘไᐃࡢ᮲ࡿࡍᨵṇࢆ㒊୍ࡢ᮲ࡿࡍ㛵ᶒࡿྲྀࡅ
࡚࠸
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㆟  ␒ ྕ ㆟ࠉࠉࠉࠉࠉྡࠉࠉࠉࠉࠉ ㆟Ỵ⤖ᯝ

➨ 㸯ྕ ௧㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴୍⯡ィ⿵ṇண⟬㸦➨㸰ྕ㸧 ཎྍỴ

➨ 㸯㸮ྕ ㈈⏘ࡢ↓ൾ㈚࡚࠸ࡘࡅ ཎྍỴ

➨ 㸯㸯ྕ
௧㸴ᖺᗘ㎰ᯘỈ⏘㛵ಀࡢᘓタᴗ㈝⤒ࡢᑐࡿࡍᕷ⏫ᮧ
㈇ᢸ㔠㸦ᆅ᪉㈈ᨻἲ㛵ಀ㸧࡚࠸ࡘ

ཎྍỴ

➨ 㸯㸰ྕ
௧㸴ᖺᗘ┴ႠᅵᆅᨵⰋᴗ㈝⤒ࡢᑐࡿࡍᕷ⏫ᮧ㈇ᢸ㔠
࡚࠸ࡘ

ཎྍỴ

➨ 㸯㸱ྕ
௧㸴ᖺᗘ㎰ᆅᾏᓊಖᴗཬࡧ⁺ ᾏᓊಖタᩚഛ
ᴗ㈝⤒ࡢᑐࡿࡍᕷ⏫㈇ᢸ㔠࡚࠸ࡘ

ཎྍỴ

➨ 㸰㸮ྕ ᕤㄳ㈇ዎ⣙࡚࠸ࡘ⤖⥾ࡢ ཎྍỴ

➨ 㸰㸯ྕ ᕤㄳ㈇ዎ⣙ࡢኚ᭦࡚࠸ࡘ ཎྍỴ

➨ 㸴㸰ྕ ௧㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴୍⯡ィ⿵ṇண⟬㸦➨㸱ྕ㸧 ཎྍỴ

ࠉࠉ௧㸴ᖺ��᭶㸯᪥ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ�
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➨ 㸯ྕ ௧㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴୍⯡ィ⿵ṇண⟬㸦➨㸰ྕ㸧 ཎྍỴ

➨ 㸰ྕ
௧㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴ ‴ᩚഛᴗ≉ูィ⿵ṇண⟬㸦➨㸯
ྕ㸧

ཎྍỴ

➨ 㸱ྕ
௧㸴ᖺᗘ⇃ᮏ┴⮫ᾏᕤᴗ⏝ᆅ㐀ᡂᴗ≉ูィ⿵ṇண⟬
㸦➨㸯ྕ㸧

ཎྍỴ

➨ 㸯㸲ྕ
௧㸴ᖺᗘ㒔ᕷィ⏬ᴗࠊ ‴ᴗࠊᛴഴᩳᆅᔂቯᑐ⟇
ᴗཬࡧ◁㜵ᴗ㈝⤒ࡢᑐࡿࡍᕷ⏫ᮧ㈇ᢸ㔠㸦ᆅ᪉㈈ᨻἲ
㛵ಀ㸧࡚࠸ࡘ

ཎྍỴ

➨ 㸯㸳ྕ ௧㸴ᖺᗘ㐨㊰ᴗ㈝⤒ࡢᑐࡿࡍᕷ⏫ᮧ㈇ᢸ㔠࡚࠸ࡘ ཎྍỴ

➨ 㸯㸴ྕ ௧㸴ᖺᗘᾏᓊᴗ㈝⤒ࡢᑐࡿࡍᕷ⏫㈇ᢸ㔠࡚࠸ࡘ ཎྍỴ

➨ 㸯㸵ྕ
௧㸴ᖺᗘᆅࡾࡍᑐ⟇ᴗ㈝⤒ࡢᑐࡿࡍᕷ㈇ᢸ㔠ࡘ
࡚࠸

ཎྍỴ

➨ 㸯㸶ྕ
௧㸴ᖺᗘὶᇦୗỈ㐨ᴗ㈝⤒ࡢᑐࡿࡍᕷ⏫ᮧ㈇ᢸ㔠
࡚࠸ࡘ

ཎྍỴ

➨ 㸯㸷ྕ
௧㸴ᖺᗘᕷ⏫ᮧ㐨㐣௦⾜ᴗ㈝⤒ࡢᑐࡿࡍᕷ⏫㈇ᢸ
㔠࡚࠸ࡘ

ཎྍỴ

➨ 㸰㸰ྕ ᕤㄳ㈇ዎ⣙࡚࠸ࡘ⤖⥾ࡢ ཎྍỴ

㆟つ๎ࠊࡽࡓࡋỴᐃࡾ࠾ࡢḟࠊᯝ⤖ࡢᑂᰝࠊࡣ௳ࡢク�ᮏጤဨࠉ
�➨��᮲ࡢつᐃࡾࡼሗ࿌ࠋࡍࡲࡋ
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➨ 㸰㸱ྕ ᕤㄳ㈇ዎ⣙࡚࠸ࡘ⤖⥾ࡢ ཎྍỴ

➨ 㸰㸲ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ

➨ 㸰㸳ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ

➨ 㸰㸴ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ

➨ 㸰㸵ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ

➨ 㸰㸶ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ

➨ 㸰㸷ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ

➨ 㸱㸮ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ

➨ 㸱㸯ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ

➨ 㸱㸰ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ

➨ 㸱㸱ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ

➨ 㸱㸲ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ
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➨ 㸱㸴ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ

➨ 㸱㸵ྕ ᑓỴฎศࡢሗ࿌ཬࡧᢎㄆ࡚࠸ࡘ ཎᢎㄆ
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